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1. 本事業について
1.1. 本事業の概要

本事業の概要

発注者：厚生労働省社会・援護局保護課保護事業室

事業名：医療扶助のオンライン資格確認に関する調査研究一式

期間：令和3年5月13日 ～ 令和4年3月31日

本事業の背景・目的（概要）

医療保険制度においては、令和3年3月からマイナンバーカードを用いたオンライン資格確認が開始された（本格稼働は令和3年10月
開始）。 一方で、医療扶助においては、令和元年12月の「新デジタル・ガバメント実行計画」の中で、令和5年度中にオンライン資格
確認の導入を目指すこととなっている。

上記を踏まえ「医療扶助に関する検討会」において議論が行われ、医療扶助のオンライン資格確認の導入に向けた方向性が示された。
本調査研究事業では、令和5年度の導入を目指す医療扶助のオンライン資格確認について、具体的な実現方式を策定し、その課題
を具体化・分析し、対応方針等の検討を行う。

医療扶助のオンライン資格確認等の前提

(1)  運用開始時期（予定）：令和5年度中

(2)  対象医療機関等：全ての医療機関・薬局

(3)  対象保険者：福祉事務所（都道府県/市区町村）

(4)  対象証： 医療券/調剤券

(5)  対象利用者： 生活保護受給者
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1. 本事業について
1.2. 背景・目的
1.2.3.事業内容に対する理解（医療扶助のオンライン資格確認の方針（案）及び期待される効果）

医療扶助の資格確認に係る課題については、医療保険と同様に、オンライン資格確認を導入することにより、直接的な効果が期待でき
ると理解しています。また、オンライン資格確認の導入に併せて、被保護者の来院・来局状況を適宜確認できる仕組みを導入することで
、頻回受診の傾向がある被保護者等を早期に特定できると理解しています。

• 医療券の発行負荷

• 医療券の受領負荷

• 保護廃止後の診療報酬請求

事務コストの削
減

• マイナンバーカードによるオンライン資格確認により、医療券の発行及び受領負
荷が削減される想定です。

• オンライン資格確認により、医療機関等で最新の資格情報を閲覧できるため、
資格過誤による返戻対応の負荷が削減できる想定です。

医療扶助における主な課題 オンライン資格確認の方針（案）及び期待される効果

• 医療機関等が閲覧できる情報の
範囲

より良い医療の
提供

• オンライン資格確認により、薬剤情報・特定健診情報に基づく診断を行うことで、
被保護者に提供する医療の質が高くなる想定です。

• 本人確認
制度の信頼性
の向上等

• 顔認証付きカードリーダーを利用して資格確認を行うことで、マイナンバーカード
に記載された本人以外が資格を利用できなくなる想定です。

• 頻回受診

• 向精神薬の重複投与

• 長期入院患者

生活保護制度
の更なる適正
化の解消

• オンライン資格確認の導入と併せて、被保護者の資格確認の状況を日次で確
認できる仕組みを導入することで、頻回受診等の実態の早期特定・指導等の
効果が期待できる想定です。

• 被保護者の受診情報を、福祉事務所が随時確認可能にすることで、被保護
者に対する健康管理支援事業を更に効率的・効果的に進めることができる想
定です。

• 健康管理支援
被保護者健康
管理支援事業
の推進

オンライン資格確認導入の方針（案）/期待される効果
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1. 本事業について
1.3. 実施業務とスケジュール
1.3.1. 本業務の作業内容

本業務は調達仕様書「医療扶助のオンライン資格確認に関する調査研究一式」の作業をスコープとし、5つの業務単位ごとに推進しま
した。各業務単位のスケジュールについては、後述の「全体作業スケジュール」に示します。

プロジェクト管理

概要

• 本プロジェクトの推進に当たって、プロジェクト計画書を作成後、当該計画書に基づくプロジェクト管理しま
す。

• 本プロジェクトを通して、進捗管理・品質管理・コミュニケーション管理・体制管理・リスク管理・課題管理
を実施します。

業務単位

①

調査研究

• 医療扶助のオンライン資格確認について、主にネットワーク方式・業務/運用・機能・データの観点で具体
の実現方式（大方針）を検討します。

• 実現方式（大方針）の策定後、具体の検討事項を洗い出し、自治体システム/支払基金システム/医
療機関等システムベンダの意見を踏まえつつ、対応方針を検討します。

②

要件整理支援

• 調査研究で策定した実現方式（大方針）に基づき、次年度の自治体システム/支払基金システム/医
療機関等システムの改修を円滑に進めるため、主に中央側の支払基金システムの要件整理を支援しま
す。要件整理にあたっては、支払基金/支払基金システムベンダとの打合せ等を行い、支払基金システム
ベンダの不明点の潰しこみ、課題検討等を実施します。

③

予算要求支援

• 貴省における予算要求（次年度向け）に向けて、自治体システム/支払基金システム/医療機関等シ
ステム/マイナポータルの改修に係る見積もりを実施します。

• 実の見積もりは各ベンダに実施しただくため、見積もりに必要な見積もり依頼書・実装予定機能等を整
理します。また、各ベンダからの見積もり結果を取り纏め、貴省に共有します。

④

関係機関との調整

• 医療扶助のオンライン資格確認の実現方式の検討にあたって、関係機関（医療団体・自治体）の意
見を反映するため、関係機関を含めたWGを開催します。

• WG以外でも、自治体・自治体システムベンダと個別に打合せ等を実施し、現場の意見を収集し、実現
方式の検討に反映します。

⑤

本業務の作業の概要
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1. 本事業について
1.3. 実施業務とスケジュール
1.3.2. 全体スケジュール

本業務は2021年5月中旬～2022年3月末までの約10.5ヶ月間にわたって実施しました。

4月 8月 10月 12月 2月

2021年 2022年

プロジェクト管理/関
係機関との調整等

マイルストン

プロジェクト計画書

6月 9月 11月 1月 3月5月 7月

調査研究報告書
要件整理報告書

プロ

計
プロジェクト管理/会議運営/関係者調整

▲検討会1 ▲検討会2

▲中間報告(12月上旬) 最終報告(3月下旬)▲

論点抽出/整理

インプット収集/

初期仮説立案

課題検討/関係機関からの情報収集
調査結果

報告書の

作成インプット収集/

初期仮説立案

課題検討/

関係機関からの情報収集

PJT内での認

識合わせ

支払基金との認

識合わせ

検討状況の共有(制度・法

律・業務フロー等の説明)

本PJT側で整理する

情報軍の共有

要件整理

報告書の

作成

概算見積もり取得

(技術的な質問・助言

含む)

QA一覧等の作成・更新

概算

見積もり

結果取り

纏め

概算見積もり

準備

▲予算要求

調
査
研
究

要
件
整
理
支
援

共通

予算要求に
係る調査研究

要件整理に
係る調査研究

大方針の
摺合せ

検討状況・整
理する情報の
共有

資料(成果物)
の作成

全体スケジュール

予
算
要
求
支
援

自治体システ
ム・支払基金シ
ステムの見積

医療機関等シ
ステムの見積

概算見積もり取得

(技術的な質問・助

言含む)

概算

見積もり

結果取り

纏め

概算見積もり

準備
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1. 本事業について
1.4. 本報告書の構成

本報告書は、「1.3.1. 本業務の作業内容」に記載の業務単位に沿って作成しています。調達仕様書上の成果物と本報告書の対応
関係を以下に示します。
※業務単位：「プロジェクト管理」を除く。

1.会議付議資料

報告内容調達仕様書上の成果物

2.会議議事録

3.プロジェクト計画書

4.調査結果報告書

5.要件整理報告書

本報告書の構成

1.本事業について

2.調査研究

3.要件整理支援

4.予算要求支援

5.関係機関との調整

本業務の目的・背景、作業スケジュール等の本業務の基本
事項を報告。

調達仕様書上の成果物と本報告書の対応関係を報告。

調査研究の中で実施した実現方式（大方針）の検討内容
（検討経緯、検討結果）を報告。

実現方式（大方針）から抽出した個別の検討事項（課
題）の対応方針を報告。

支払基金・支払基金システムベンダと調整した、医療扶助の
オンライン資格確認における詳細な要件を報告。

「QA一覧」の中で、本PJT・支配基金・支払基金ベンダ間の
調整経緯の詳細を報告。

自治体システム/支払基金システム/医療機関等システムベン
ダへの見積もり依頼内容・見積もり結果を報告。

各システムベンダから受領した概算見積もり結果の詳細を別
紙で報告。

WG/中間報告/最終報告/自治体・自治体システムベンダと
の調整内容を報告。

各関係機関との打合せ内容及び指摘事項等の詳細を報告。

調達仕様書上の成果物⇔本報告書の構成
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２章：調査研究
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2. 調査研究
2.1. 前提事項
2.1.1 医療扶助のオンライン資格確認の導入方針（基本方針）

医療扶助のオンライン資格確認の導入方針

• 医療扶助のオンライン資格確認においては、医療保険におけるオンライン資格確認の仕組みを最大限活用する。
ー 医療機関等では、医療保険と同様に顔認証付きカードリーダー等を使用した資格確認を行う。
ー 上記に必要な事務は福祉事務所が社会保険診療報酬支払基金に委託する。

• 受診する医療機関等を個別に福祉事務所が決定・委託する現行の制度設計を維持する。
ー オンライン資格確認等システムには、福祉事務所から委託を受けた医療機関等の情報も登録し、当該医療機関等に医療扶助
の実施が委託されている旨が伝わり、請求、審査支払い等が行われる仕組みとする。

医療保険のオンライン資格確
認の仕組みの活用

概要

• 医療扶助のオンライン資格確認においては、医療保険におけるオンライン資格確認の仕組みを最大限活用する。

• 上記を踏まえ、福祉事務所は、医療保険者等中間サーバー等の運用支援環境に被保護者の資格情報、医
療券情報を登録する。

• 医療機関等では、顔認証付きカードリーダー及び資格確認端末等を利用して、オンライン資格確認等システム
から資格情報、医療券/調剤券情報等を取得する。

• マイナンバーカードによる本人確認、オンライン資格確認を原則とする。
※但し、生活保護を取り巻く環境を考慮し、マイナンバーカードを利用したオンライン資格確認に制約がある場
合、現行通り、医療券による資格確認を並行して行う(例：医療機関等でオンライン資格確認の設備が整って
いない等)。

• また、必要に応じて、福祉事務所→支払基金に事務を委託する。

医療扶助の制度設計の踏襲

• 受診する医療機関等を個別に福祉事務所が決定・委託する現行の制度設計を維持。
※但し、被保護者ごとの受給者番号を法定化（固定化）する。

• オンライン資格確認等システムには、福祉事務所から委託を受けた医療機関等の情報も登録することとし、委
託された医療機関等において医療扶助受給者が資格確認を行った場合、当該医療機関等に医療扶助の実
施が委託されている旨が伝わり、請求、審査支払い等が行われる仕組みとする。

前提事項

医療扶助のオンライン資格確認の前提事項
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2. 調査研究
2.1. 前提事項
2.1.2 調査研究の考え方（検討アプローチ）

課題の分析と対応方針の検討、整理すべき要件の特定における検討スケジュールについては、検討作業を前半/後半部分に分割しま
した。本業務における作業スケジュールを考慮して、前半部分では予算要求、後半部分では要件整理に係る課題検討・要件の特定を
実施しました。

調査研究の検討アプローチ

調査研究の要点

• 調査研究にあたっては、課題等に対して検討の優先度を付けて、検討スケジュールに落とし込
むことが肝要であり、優先度を付与する際には、その課題の解決がインプットとなるマイルスト
ンを考慮することが肝要。

• なお、上記とあわせて、課題解決における関係機関との調整リードタイムも考慮して、課題の
検討開始予定を策定することが肝要。

優先順位付け 調整リードタイムの考慮 検討スケジュールの策定

• 抽出した課題を「A：予算要求支援を主
眼に置いた、実現方式の大方針を策定す
るための調査研究」と「B：要件整理に資
する、実現方式の詳細な要件を策定する
ための調査研究」に大別する。

• 上記の仕分けに基づき、課題の対応期限
を明確にする。
・Aの対応期限目途：2021年9月末
・Bの対応期限目途：2022年2月末

• 左記で仕分けた課題について、課題解
決に向けた関係機関との調整リードタイ
ム等も考慮して、検討開始時期を導出
する。

• 課題の対応期限及び検討開始時期を参考
にして、実現可能性のある検討スケジュール
を策定する。

• マイルストンを意識したスケジュールとすること
で、致命的な検討遅延を回避する。

• 特に外部機関との調整等、プロジェクトにてコ
ントロールし難い事象に起因する遅延リスクを
極小化する。
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2. 調査研究
2.1. 前提事項
2.1.3 調査研究の考え方（検討プロセス）

調査研究では、対応方針を策定する上で検討すべき論点を弊社で抽出・補完し、貴省と認識合わせした上で検討を進めました。また、
必要に応じて関係機関に裏どりを行い、課題の対応方針の実現可能性を確認しつつ検討を進めました。

検討プロセスの考え方

検討プロセスの要点

• 医療扶助のオンライン資格確認に向けた論点の洗い出しは、前年度
の検討会踏まえて、貴省でも洗い出しているものの、前年度に貴省か
ら受託した案件における公費負担医療のネットワーク方式等の知見
も活用して、対応方針を策定する上で検討すべき論点を弊社で抽
出・補完し、貴省と認識合わせした上で検討を進めることが肝要。

• 論点の検討を進める上で必要となる業務の流れ及びネットワーク
構成等のインプットを先ずは弊社にて収集し、初期仮説の立案、及
びその仮説の実現にあたって解決すべき課題を抽出する。
一方で、課題の検討にあたっては、必要に応じて関係機関から判断
根拠となる裏どり等を収集するアプローチを採択することで、関係機関
に対し過度の負担を要することなく、且つ実現可能性の担保された
課題の対応方針を検討することが可能。

検討プロセス

論点抽出/整理1.

インプット収集2.

初期仮説立案/課題抽出3.

課題検討/関係機関からの情報収集4.

対応方針の策定5.

要件の特定6.

A：予算要求支援を主眼に置いた、実
現方式の大方針を策定するための調査
研究

• 予算要求支援を主眼に置いた調査研究については、福祉事務所・支払基金・医療機関等の現行
（AsIs）を調査し、現行の仕組みを踏まえた上で、ネットワーク方式・業務/運用・機能・データの
観点で実現方式の大方針を策定する。

B：要件整理に資する、実現方式の詳
細な要件を策定するための調査研究

• 要件整理に資する調査研究については、実現方式の大方針から抽出した個別検討事項について、
対応方針の検討を行う。また、要件整理支援業務と連動し、調査研究が必要な部分については、
調査研究業務の中で検討を進める。
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2. 調査研究
2.1. 前提事項
2.1.4 主な初期要求事項

貴省の思いとして、医療扶助のオンライン資格確認の導入に併せて、システム上実装したい主な要件（要求事項）を整理しました。こ
のうち、レセプト振替については、貴省及び支払基金と調整の上、令和5年度は実装しないこととしました。

医療保険のオン資の基本機能の実装
（資格確認、受給者番号によるオン
資、健診、薬剤、マイナポータル）

概要

• 保護の実施機関から、支払基金に委託する形で検診の情報 を既存
の「 特定健診収集システム」 に登録・医療機関やマイナポータルでも
閲覧出来るようにする機能。
※福祉事務所は、必要なデータを健診部局から収集し、その都度登
録する。

医療機関が委託状況を確認できる仕
組み

• 受診時に、オンライン資格確認システムに登録されているがマイナン
バーカードを未作成又は不所持の場合に、当該医療機関に診療 を
委託 されて いる旨、医療 機関側 から確認できる機能。（現在紙で
送付されている 医療券（連名簿方式含む）の 情報が電子的に確
認できる 仕組みとし、可能な限り紙の医療券の発行を少なくする。）

• 月に一定回数以上受診した時点で、福祉事務所において、場所
（医療機関名）や日付をオンタイム（日次）で確認できるようにする
機能

• 未委託の医療機関を受診した場合に、委託されていない旨の 情報を
医療機関側に表示するとともに、福祉事務所にも未委託の医療機関
を受診していることが通知される機能

• 審査支払システムと連動させ、委託されていない医療機関から請求が
あった場合には返戻とする 。
※マイナンバーが不明な者は、医療券による委託になるが、オン資のシ
ステム入力がされないため、審査 支払いで返戻しない仕組みとする。

主な初期要求事項 実装可否（検討結果）

健康増進法に基づく検診情報を本人
や医療機関等が閲覧できる仕組み

頻回受診者を福祉事務所が、オンタイ
ム（日次）で把握できる仕組み

福祉事務所が受診状況をオンタイム
（日次）で確認できる仕組み

審査支払いと委託情報の連携

医療保険者⇔福祉事務所間でのレセ
プト振替を実現できる仕組み

• 医療保険者⇔福祉事務所間、福祉事務所⇔福祉事務所間の資
格異動に係るレセプト振替を実装する機能。

実装する

実装する

代替案を実装する

※資格確認実績（ログ情報）の連携

代替案を実装する

※請求前資格確認の実装

実装しない
※薬剤情報の抽出・連携、及びレセプト
の資格確認に係る機能は実装する。

主な初期要求事項・対応方針
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2. 調査研究
2.1. 前提事項
2.1.5 オンライン資格確認導入後の主な業務の抽出

医療扶助のオンライン資格確認の導入後の主な業務として、福祉事務所のデータ登録業務（Ⅰ）・福祉事務所の健診情報の登録
業務（Ⅱ）・医療機関等の資格確認業務（Ⅲ）・福祉事務所の資格確認実績（ログ情報）の分析業務（Ⅳ）を抽出し、ネット
ワーク方式・業務/運用方法・実装機能・データ項目を検討しました。

業務分類とフローの概要

業務分類 業務概要

Ⅰ.資格情報及び医療券/調剤券
情報の登録

被保護者が福祉事務所に対して保護の申請を行ってから、福祉事務所の職員が医療保険者
等向け中間サーバー等に対して資格情報及び医療券/調剤券情報を登録する業務。

Ⅱ.健診情報の登録 被保護者が健康増進法に基づく健診を受けてから、福祉事務所の職員が健診結果を入手し、
特定健診データ収集システムに健診情報を登録する業務。

Ⅲ.資格確認 被保護者が来院・来局し、医療機関等でオンライン資格確認を実施する業務。

Ⅳ.資格確認実績（ログ情報）の
連携

医療機関等からの資格情報の要求に基づき、オンライン資格確認等システムに資格確認実績
（ログ情報）が蓄積されてから、福祉事務所の生活保護システムで頻回受診の傾向がある者
等の把握及び未委託の医療機関等で資格確認を行った被保護者を特定する業務。
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2. 調査研究
2.1. 前提事項
2.2. 実現方式（大方針）
2.3. 検討事項・対応案
2.4. 次年度以降に検討すべき事項・対応アプローチ
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

実現方式（大方針）の検討観点
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.1 オンライン資格確認導入後のネットワーク方式

医療扶助のオンライン資格確認の導入前は、福祉事務所⇔支払基金・中央会はレセプトに係るシステム間で接続されており、福祉事
務所の基幹システム（生活保護システム）は未接続。
医療扶助のオンライン資格確認の実現方式では、福祉事務所の基幹システム（生活保護システム）⇔支払基金・中央会（医療保
険者等向け中間サーバー等）を接続する必要がある。

ネットワーク方式（AsIs）

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

LGWAN VPN

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

現行の確認
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.1 オンライン資格確認導入後のネットワーク方式

医療扶助のオンライン資格確認導入後、レセプト管理システムのネットワークを利用して、福祉事務所の基幹システム（生活保護シス
テム）も支払基金・中央会のシステムと接続し、医療扶助の資格情報・医療券/調剤券情報を連携する。

ネットワーク方式（ToBe）_資格情報及び医療券/調剤券情報の登録

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

LGWAN VPN

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果：実現方式（大方針）
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.1 オンライン資格確認導入後のネットワーク方式

既に被保護者健康管理支援事業において、レセプト管理システム内で被保護者の健診情報を管理している福祉事務所も存在するこ
とから、健診情報の連携元システムは、生活保護システム及びレセプト管理システムから福祉事務所ごとに選択できることとする。

ネットワーク方式（ToBe）_健診情報の登録

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果：実現方式（大方針）

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

特定健診等データ
収集システム

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

LGWAN VPN
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.1 オンライン資格確認導入後のネットワーク方式

医療機関等における資格確認の流れは、医療保険のオンライン資格確認の流れを踏襲する。
但し、医療扶助の独自要件（機能）として、未委託の医療機関等で閲覧できる情報を制限する仕組み及び医療機関コードによる一
括照会の仕組みを実現する。

ネットワーク方式（ToBe）_資格確認

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果：実現方式（大方針）

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

LGWAN VPN
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.1 オンライン資格確認導入後のネットワーク方式

医療扶助の独自要件（機能）として、福祉事務所が適切に被保護者の受診状況を把握する仕組みを実現する。
具体的には、被保護者の資格情報が要求された実績（資格確認実績（ログ情報））を、オンライン資格確認等システムで生成し、
その後、医療保険者等向け中間サーバー等に連携する。福祉事務所は、医療保険者等向け中間サーバー等から資格確認実績（ロ
グ情報）を取得し、生活保護システム内の医療券/調剤券情報と紐づけることで、頻回受診の傾向がある者・未委託のまま資格確認
を行った者を把握する。

ネットワーク方式（ToBe）_資格確認実績（ログ情報）の連携

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果：実現方式（大方針）

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

LGWAN VPN
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.2 ネットワーク方式に係る検討事項一覧

ネットワーク方式に係る検討事項一覧を整理しました。

ネットワーク方式の検討事項一覧

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討事項一覧

項番 検討事項 検討結果 参照頁

2.2.3 資格情報、医療券/調剤券情報を登録する際に利
用するネットワークをどうするか。
ー 案1:レセプト回線利用案

※LGWAN→IP-VPN
ー 案2:情報連携の基盤利用案

※LGWAN→政府共通NW→厚労省統合
NW

福祉事務所⇔支配基金間の接続の実現可能性
が担保されている既存のレセプト情報連携用回線
である、案1のネットワーク方式を活用して資格情報、
医療券/調剤券情報を登録する。

P30~P34

2.2.4 福祉事務所にも統合専用端末を導入するか。
※医療保険者等は導入済み。

医療保険者等中間サーバー等は統合専用端末の
利用を前提とした仕組みとなっており、加入者情報
の修正対象者の連絡等、統合専用端末でのみ実
現可能な業務が存在するため、福祉事務所も統合
専用端末を導入する。

P35~P44

2.2.5 健康増進法に基づく健診情報を、福祉事務所から
オンライン資格確認等システムに連携するためのネッ
トワーク方式等をどうするか。
ー 案1:特定健診等データ収集システム利用案

※健保組合等が利用
ー 案2:特定健診等データ管理システム利用案

※市町村国保が利用

資格情報、医療券/調剤券情報の登録時と同じ
ネットワークを利用できるため、案1を採用し、特定
健診等データ収集システムを活用して健診情報をオ
ンライン資格確認等システムまで連携する。

P45~P53

2.2.6 生活保護システム/レセプト管理システムのどちらから
健診情報を連携するか。
ー 案1:生活保護システム利用案
ー 案2:レセプト管理システム利用案
ー 案3:生活保護システム/レセプト管理システム利
用案

生活保護システムによる連携を基調としつつ、現行
既にレセプト管理システム上で健診情報を管理して
いる福祉事務所も存在することを考慮し、案3を採
用し、生活保護システム/レセプト管理システムどちら
から健診情報を連携するか、福祉事務所ごとに選
択できることとする。

P54~P59
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.2 ネットワーク方式に係る検討事項一覧

ネットワーク方式の検討事項一覧を整理。

ネットワーク方式の検討事項一覧

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討事項一覧

項番 検討事項 検討結果 参照頁

2.2.7 被保護者の受診に係る情報を、福祉事務所がオン
タイム（日次）で把握するためのネットワーク方式
等をどうするか。
ー 案1:オンライン資格確認等システム利用案
ー 案2:オンライン請求端末利用案

オンライン請求端末を利用する場合、医療機関等
の職員の操作が必要になるため、自動でログを連携
できる案1を採用し、オンライン資格確認等システム
を利用して資格確認実績（ログ情報）を連携する
こととする。

P60~P68

2.2.8 医療扶助もレセプト振替を実装するか。
ー 案1:医療保険者⇔福祉事務所間のレセプト振
替を実装する。
ー 案2:福祉事務所⇔福祉事務所間のレセプト振
替を実装する。

令和5年度の医療扶助のオンライン資格確認導入
時では、医療扶助はレセプト振替の対象外とする。
医療保険者⇔福祉事務所間のレセプト振替は、負
担割合の違いから改修規模が膨らむ可能性がある
ため、レセプト振替の対象外とする。
また、福祉事務所間のレセプト振替が必要になる返
戻パターン（転居に伴う返戻）の1福祉事務所当
たりの件数は、実績ベースで政令市などの一部の福
祉事務所では10~20件/月程度あるものの、多くの
福祉事務所では1件/月程度であり、効果が限定
的であることから、福祉事務所⇔福祉事務所間の
レセプト振替も対象外とする。

P69~P72
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.3 資格情報、医療券/調剤券情報の登録 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.3 資格情報、医療券/調剤券情報を登録する際に利用するネッ
トワークをどうするか。
ー 案1:レセプト回線利用案

※LGWAN→IP-VPN
ー 案2:情報連携の基盤利用案

※LGWAN→政府共通NW→厚労省統合NW

福祉事務所⇔支配基金間の接続の実現可能性が担保されて
いる既存のレセプト情報連携用回線である、案1のネットワーク
方式を活用して資格情報、医療券/調剤券情報を登録する。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.3 資格情報、医療券/調剤券情報の登録 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

資格情報、医療券/調剤券情報の登録に係るネットワーク方式（案）

福祉事務所

生活保護システム/
統合専用端末

LGWAN

レセプト管理システム

支払基金・中央会

オンライン請求システム
医療保険者等向け

中間サーバー等

ルータ

FW

IP-VPN

マイナンバー
ネットワーク

案1

生活保護システム/
統合専用端末

LGWAN

レセプト管理システム オンライン請求システム
医療保険者等向け

中間サーバー等

ルータ

FW

IP-VPN

マイナンバー
ネットワーク

案2

政府共通
ネットワーク

厚労省統合
ネットワーク

資格情報、医療券/調剤券情報の登録に係るネットワーク方式については、既存のレセプト用回線（ LGWAN・IP-VPN ）を利用す
る方式（案1）、及び既存の行政機関向けのネットワーク（LGWAN・政府共通ネットワーク・厚生労働省統合ネットワーク）を利用す
る方式（案2）の2案が存在する認識。

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.3 資格情報、医療券/調剤券情報の登録

資格情報・医療券情報を登録するネットワーク方式については、概算見積もりの取得に向けて時間の余裕が少ないことも踏まえ、現時
点で課題が抽出されていない案1:レセプト回線利用案の活用を前提にして、概算見積もりを取得する。

資格情報、医療券/調剤券情報の登録に係るネットワーク方式

案1:レセプト回線
利用案

（LGWAN→IP-
VPN）

医療扶助独自の検討事項ネットワーク方式案

案2:情報連携の
基盤利用案

（LGWAN→政府
共通NW→厚労省

統合NW）

• ー（現状、ネットワーク方式
の活用に係る課題はない想
定）

• 福祉事務所のネットワークに
依存することから、他の公費
負担医療のオン資導入時
は制約事項（町村は流用
できない等）が生じる想定。

• レセプト管理システムベン
ダーに依存する。

• 個別システム管理責任者の
登録が必要。

• そもそも国のシステムが利用
するネットワークであるため、
自治体のシステムが利用す
ることに懸念がある。

• ー（現状、他の公費負担
医療の利用に係る課題は
ない想定）

将来像に係る検討事項

• 案1-1:令和5年度の導入以後
も同様のネットワークを活用する。
⇒他の公費負担医療と別のネッ
トワークを利用し続ける。

将来的な対応案

• 案1-2:令和5年度の導入時の
方式は暫定対応とし、将来的に
ガバメントクラウドを利用する。
⇒医療扶助のオン資が、他の公
費負担医療と同様のネットワーク
方式に移行する。

• 案1を採用する場合、他の公費
負担医療のオン資導入において、
ネットワーク方式の検討が必要に
なる想定。
⇒将来的に、貴省内で本件と同
様の検討が繰り返されることにな
る想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.3 資格情報、医療券/調剤券情報の登録

令和5年度の医療扶助のオンライン資格確認導入時と同様の回線（レセプト回線）を利用し続ける場合、他の公費負担医療と別の
ネットワーク方式を採用し続けることになり、且つネットワーク方式の拡張性等はレセプト管理システムベンダーに依存し続けることになる想
定。

案1-1：令和5年度の導入時と同様のネットワークを利用

自治体(特に町村)

令和5年度の導入時点

福祉事務所

生活保護システム

個人番号利用事務系

職員

支払基金・国保中央会

医療保険者等中間サーバー等

・資格情報

・医療券情報

クラウド(D社)/オンプレ(E社)

レセプト管理システム

IP-VPN

LGWAN

他の公費負担医療も含めた将来像

福祉事務所

生活保護システム

個人番号利用事務系

職員

支払基金・国保中央会

医療保険者等中間サーバー等

・資格情報

・医療券情報

クラウド(D社)/オンプレ(E社)

レセプト管理システム

IP-VPN

LGWAN

職員 公費負担医療用システム

個人番号利用事務系

新規回線(想定) レセプト管理システ
ムベンダーに依存
し続ける。

ガバメントクラウド

公費負担
用システム

●●●●●●

LGWAN(想定)

新規回線(想定)

他の公費負担医
療では別のネット
ワークを利用。

他の公費負担医療の
ネットワーク方式の検
討で、本件と同様の検
討が繰り返される想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯



.

32

2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.3 資格情報、医療券/調剤券情報の登録

将来的に他の公費負担医療で利用されるネットワーク方式（ガバメントクラウド等）に移行することにより、医療扶助を含む公費負担
医療全体で共通のネットワーク方式を採用できる可能性がある。
※但し、ガバメントクラウドの活用可能性については、ガバメントクラウドの仕様、及び利用実績等を把握する必要がある認識。

ガバメントクラウド

自治体(特に町村)

令和5年度の導入時点

福祉事務所

生活保護システム

個人番号利用事務系

職員

支払基金・国保中央会

医療保険者等中間サーバー等

・資格情報

・医療券情報

クラウド(D社)/オンプレ(E社)

レセプト管理システム

IP-VPN

LGWAN

他の公費負担医療も含めた将来像

福祉事務所

生活保護システム

個人番号利用事務系

職員

支払基金・国保中央会

医療保険者等中間サーバー等

・資格情報

・医療券情報

職員 公費負担医療用システム

個人番号利用事務系

生活保護

システム
●●●●●●

LGWAN(想定)

他の公費負担医療
におけるネットワーク
方式と足並みを揃
えることで、全ての公
費負担医療で共通
のネットワークを利用
できる可能性がある。

レセプト管理システム
ベンダーに依存しない
ネットワーク方式を実
現できる想定。

ガバメントクラウドの仕様等
については、今後IT室等を
中心に取り纏められる想定。

公費負担
用システム

新規回線(想定)

他の公費負担医療の
ネットワーク方式の検
討で、本件と同様の検
討が繰り返される想定。

案1-2：将来的にガバメントクラウドを利用

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.4 統合専用端末の導入要否 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.4 福祉事務所にも統合専用端末を導入するか。
※医療保険者等は導入済み。

医療保険者等中間サーバー等は統合専用端末の利用を前提
とした仕組みとなっており、加入者情報の修正対象者の連絡等、
統合専用端末でのみ実現可能な業務が存在するため、福祉
事務所も統合専用端末を導入する。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.4 統合専用端末の導入要否

生活保護受給者であることが確認できる情報（資格情報）は、既に情報提供等ネットワークを介して情報連携されている認識。

情報提供等ネットワークにおける生活保護に係る情報の連携状況

【本格運用】情報連携可能な事務手続の一覧及び省略可能な書類（年金関係手続以外）（R3.6.14時点）

URL：https://www.cao.go.jp/bangouseido/pdf/renkei02_20210614.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.4 統合専用端末の導入要否

医療扶助のオンライン資格確認においては、サーバー間連携のみで対応可能である想定。但し、医療券/調剤券情報を副本として登録
する場合、現行の統合用専用端末のみで対応可能である業務が必要となる可能性がある。
⇒当該整理に基づき、支払基金・医療保険者等向け中間サーバー等開発/運用ベンダに確認を行う想定。

業務名 業務概要 実装要否(想定)

情報提供等記
録管理業務

他の情報保有機関との間で行った、特定個人情報
に関する情報照会・情報提供に係る記録の管理を
行う。
医療保険者等間で行った、個人情報に関する情報
照会・情報提供に係る記録の管理を行う
加入者及び個人情報保護委員会からの請求に基
づき、情報照会・情報提供に係る記録の開示を行
う。
情報照会・情報提供に係る記録に対し、不開示の
設定及び過誤情報の登録を行う。

福祉事務所(生活保護システム)で新たに情報照会・提供を行うことは
想定していない。
⇒但し、医療扶助の医療券/調剤券情報を副本として登録し、情報
提供等ネットワークを介した情報連携の対象とする場合、情報提供
に係る記録を開示するために、当該業務・統合専用端末が必要とな
る可能性がある。

本人確認業務 中間サーバー等に対し、本人確認情報提供要求依
頼を行う。

福祉事務所(生活保護システム)で新たに情報照会を行うことは想定
しておらず、且つ当該業務は既に自治体の別システムで対応可能であ
る想定。

自己情報提供
業務

情報提供等記録開示システムへ提供した自己情報
に関して国民等の利用者から問い合わせを受けたと
き、当該自己情報の提供状況や提供内容を確認
する。

福祉事務所(生活保護システム)で新たに情報照会・提供を行うことは
想定しておらず、且つ当該業務は既に自治体の別システムで対応可
能である想定。
また、情報提供等記録開示システム（マイナポータル）に対して、医
療券情報等を連携する機能は、オンライン資格確認等システムが担う
想定。

主な差分業務と実装要否(想定)

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.4 統合専用端末の導入要否

参考：医療保険者のシステム構成図

某健康保険組合の特定個人情報保護評価書（全項目評価書）

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.5 健康増進法に基づく健診情報を、福祉事務所からオンライン資
格確認等システムに連携するためのネットワーク方式等をどうす
るか。
ー 案1:特定健診等データ収集システム利用案

※健保組合等が利用
ー 案2:特定健診等データ管理システム利用案

※市町村国保が利用

資格情報、医療券/調剤券情報の登録時と同じネットワークを
利用できるため、案1を採用し、特定健診等データ収集システム
を活用して健診情報をオンライン資格確認等システムまで連携
する。



.

38

2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録

健康増進法に基づく健診情報の連携に係る検討事項、その対応方針等は以下の通り。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討事項・対応方針

検討事項
• 健康増進法に基づく健診情報を、福祉事務所からオンライン資格確認等システムに連携するためのネットワーク方式等

をどうするか。

要件/対応方針

＜要件＞

• 福祉事務所は、自治体の保険部局（健康増進課等）から健康増進法に基づく被保護者の健診情報を入手し、特
定健診収集システムに情報を登録する（その後、オンライン資格確認等システム、及びNDBにデータ連携）。

• 上記の健診情報は、医療機関等の資格確認端末、及びマイナポータル上で確認可能とする。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• データ連携の対象となる健診の受診率が低いことを考慮して（対象者のうち約7%）、改修コストを低減するため、既
存のネットワーク/システムの利用を前提に検討を行う。

• 医療保険者等のデータ連携方法の踏襲を前提とする（独自開発は実施しない）。

• 自治体の保険部局が管理する健診情報の現状を考慮して、対応案の検討を行う。

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録

データ連携の対象となる健診は以下の赤枠（点線）の想定。

インプット収集（連携対象となる市区町村が行う健診）

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

※第１回 生活保護受給者の健康管理支援等に関する検討会
URL：https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12201000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu-Kikakuka/shiryou2_2.pdf

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録

医療保険者等における特定健診情報の連携方法は、特定健診等データ収集システム、又は特定健診等データ管理システムを利用す
る方式の2つに大別できる想定。

医療保険者等における特定健診情報の連携方法

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

※第37回保険者による健診・保健指導等に関する検討会
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000610528.pdf

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録

前頁の続き。

医療保険者等における特定健診情報の連携方法

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

※第37回保険者による健診・保健指導等に関する検討会
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000610528.pdf

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録

健康増進法に基づく健診情報を紙媒体で管理している福祉事務所も存在する認識。

健診情報の入手、管理状況（AsIs）

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

※第１回生活保護受給者の健康管理マニュアルに関するワーキンググループ
URL：https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12201000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu-Kikakuka/shiryou4_3.pdf

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録

前段の対応方針、及び以下の対応案等の整理を踏まえ、被保護者の健診情報を連携するネットワーク方式については、特定健診等
データ収集システムを利用する方式が優先案であると考えます。また、自治体の保険部局等が管理する健診情報を入手する方法につ
いては、福祉事務所ごとに現行の運用方法を踏襲する方針。

対応案/ポイント/課題・調査事項の整理

健診情報を登録す
るネットワーク方式

【優先案】

特定健診等データ収集システム→
オンライン資格確認等システム

特定健診等データ管理システム→
オンライン資格確認等システム

課題・調査事項等

※資格情報・医療券情報の登録と同様
のネットワークを利用する想定。

• 調整先が多岐に渡る（特定健診等
データ収集システムの改修も必要）。

• 複数の町村を取り纏める福祉事務所
では、当該対応案を活用できない可
能性がある。

• 医療保険者の仕組みを踏襲。

• 調整先が限定的。

• 市町村国保等の仕組みを踏襲。

ポイント（メリット）

健診情報の入手経
路/方法

自治体の保険部局（健康増進
課等）→福祉事務所

• 健診情報のデータフォーマットが統一さ
れているか。

• 現行の仕組みを踏襲
※紙媒体のデータ連携

対応案観点

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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福祉事務所

個人番号利用事務系

2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録

特定健診等データ収集システムを利用する案の場合、資格情報・医療券情報を登録するネットワークと同様のネットワークを利用できる
想定。また、主な改修対象は特定健診等データ収集システムのみであるため、改修範囲が限定的になる想定。
⇒一方で、特定健診等データ管理システムを利用する場合、複数の自治体に紐づく福祉事務所（複数の町村を取り纏める福祉事務
所等）においては、当該ネットワークを利用できない想定。また、NDBにデータ連携するために、特定健診等データ収集システムの改修
も必要になる想定。健診情報を登録するネットワーク方式

支払基金・国保中央会

オンライン資格確認等システム

・健診情報
・健診情報

・健診情報(匿名化後)

特定健診等データ収集システム

【優先案】
特定健診等データ収集システム→オンライン資格確認等システム

(既存回線)

厚生労働省

・健診情報(匿名化後)

NDB

生活保護システム
職員

福祉事務所

支払基金・国保中央会

オンライン資格確認等システム

・健診情報 ・健診情報(匿名化後)

特定健診等データ収集システム

厚生労働省

・健診情報(匿名化後)

NDB

国保連合会

・健診情報

・健診情報(匿名化後)

特定健診等データ管理システム

個人番号利用事務系

生活保護システム職員

市町村国保等

職員 市町村国保
システム(仮)

(既存回線)

(既存回線)

(既存回線)

新規接続

特定健診等データ管理システム→オンライン資格確認等システム

調整先が
多岐に渡る。

複数の町村を
取り纏める福祉
事務所では、活
用できない可能
性がある。

LGWAN

IP-VPN

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.5 （健康増進法に基づく）健診情報の登録

前段の検討結果を踏まえ、健康増進法に基づく健診情報の連携においては、以下のネットワーク方式を前提に概算見積依頼書を作
成する。

ネットワーク方式のイメージ

医療機関等福祉事務所

支払基金・国保中央会
＜イメージ図＞

医療保険者等中間サーバー等

・資格情報等

・医療券情報

生活保護システム

個人番号利用事務系
アプリケー

ションソフト等

医療機関等システム

資格確認端末

医師等

職員
顔認証付き
カードリーダー

・資格情報等

・医療券情報

・健診情報

オンライン請求
ネットワーク

オンライン資格確認等システム

被保護者
マイナン

バーカード

LGWAN

IP-VPN

AWS 
Private 

Link

特定健診等データ収集システム

・健診情報

・健診情報(匿名化後)

既存回線

自治体（保険部局等）

職員 健診情報

厚生労働省

NDB

・健診情報(匿名化後)

既存回線

健診情報のデータ
フォーマットが統一
されているか。

・健診情報

・受給者番号

・健診情報
・・・

・受給者番号

・健診情報
・・・

・健診情報(匿名化処理)
・・・

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.6 健診情報の登録元システム ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.6 生活保護システム/レセプト管理システムのどちらから健診情報
を連携するか。
ー 案1:生活保護システム利用案
ー 案2:レセプト管理システム利用案
ー 案3:生活保護システム/レセプト管理システム利用案

生活保護システムによる連携を基調としつつ、現行既にレセプト
管理システム上で健診情報を管理している福祉事務所も存在
することを考慮し、案3を採用し、生活保護システム/レセプト管
理システムどちらから健診情報を連携するか、福祉事務所ごとに
選択できることとする。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.6 健診情報の登録元システム

レセプト管理システムベンダとの打合せより、健康増進法に基づく健診情報の連携方式は、生活保護システムから連携するパターン、及
びレセプト管理システムから連携するパターンの2通り存在する想定。
⇒資格情報等の連携で生活保護システムに改修を行うこと、及びレセプト管理システムでの健診情報の管理・活用がオプションサービス
であることを踏まえると、生活保護システムから健診情報を連携する方式が優先案である想定。

検討事項・対応方針

検討事項 • 生活保護システム/レセプト管理システムのどちらから健診情報を連携するか。

背景/対応方針

＜背景＞

• レセプト管理システムは既に被保護者の健診情報を管理し、健康管理支援事業等で活用している。
※オプションサービス

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• 以下を踏まえて、生活保護システムから健診情報を連携する方式が優先案である想定。
ー 資格情報等の連携で生活保護システムを改修する。
ー レセプト管理システムでの健診情報の管理・活用はオプションサービス。
ー オプションサービスを利用する福祉事務所は過半数未満（ベンダとの打合せ内容より）。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.6 健診情報の登録元システム

既にレセプト管理システムのオプションサービスを利用している福祉事務所においては、現行のレセプト管理システムに健診情報を入力す
る作業に加えて、生活保護システムにも健診情報を入力する作業が発生する想定。
⇒福祉事務所の負荷を考慮し、健診情報の入力作業負荷を低減する方式を採用できないか。

データ連携フロー(AsIs/ToBe)

パターン AsIs ToBe

既にオプションサービスを
利用し、レセプト管理シ
ステムに健診情報を連
携している福祉事務所
は、健診情報の入力
作業が重複して発生す
る可能性がある。

or
オ
ン
資
導
入
前

オ
プ
シ
ョ
ン
未
利
用

or

健診情報
レセプト管理

システム
オンライン請求

システム

オンライン資格確認
システム等

生活保護
システム

レセプト管理システムを、レセプト審査等の業務の
みで活用。

健診情報は生活保護システムから連携。

現行通り、レセプト管理システムはレセプト審査等
の業務のみで活用。

or
オ
ン
資
導
入
前

オ
プ
シ
ョ
ン
利
用
済

or

健診情報
レセプト管理

システム
オンライン請求

システム

オンライン資格確認
システム等

生活保護
システム

オプションサービスを利用し、レセプト管理システム
上で健診情報を管理・活用。

健診情報は生活保護システムから連携。

引き続き、レセプト管理システム上でも健診情報
を管理・活用。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.6 健診情報の登録元システム

レセプト管理システムから健診情報を連携する場合、既存の健診情報管理・分析用システムから新規の健診情報用一時領域へのデー
タ連携が必要である想定。
⇒既にオプションサービスを利用する福祉事務所への対応案として、当該機能を医療扶助のオンライン資格確認導入の改修費目に含
めるか否かはベンダの見積費用等に応じて判断してはどうか。

レセプト管理システムを利用した健診情報の連携イメージ

福祉事務所 支払基金等レセプト管理システム

生活保護
システム

オプション未利用

特定健診等データ収集
システム

オンライン資格確認等
システム

健診情報用一時領域
自治体ごと(新規)

レセプト管理
システム

オプション利用済

既存の健診情報管
理・分析用システム

健診情報-1

健診情報-2

健診情報-2

健診情報-1

健診情報-2

健診情報-1

健診情報-2
ベンダの独自機能(オプション
機能)に係る部分もオン資
導入の改修費目に含めるか。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.6 健診情報の登録元システム

健診情報のデータ項目については、原則医療保険と同様のデータ項目を利用して、オンライン資格確認等システムまでデータ連携を行う
想定。自治体→福祉事務所間のデータ連携方法については、健康管理支援事業の仕組みを踏襲し、医療扶助のオンライン資格確
認事業では生保/レセ管システムに取り込み後のデータ連携を整理対象とする想定。

対応案

整理観点

データ項目

医療保険のデータ項目を踏襲する。

⇒但し、保険者番号、被保険者証等記号・番号・枝番を、それぞれ公費負担者番号、受給者番号に変更する。

⇒なるべく医療保険の特定健診項目と同様になるよう健診項目を確定するように周知を行うものの、現行通り自治
体ごとに健診項目を決定できる想定。

⇒医療保険で定義された特定健診情報のデータ項目になく、且つ医療扶助の特定健診情報に存在するデータ項
目の取り扱いについては、医療保険における対応案を踏襲する想定（医療保険での対応内容を支払基金に照会
中）。

対応案

データ連携方法

以下の通り、健康管理支援事業と医療扶助のオン資事業で棲み分けを行う。

⇒福祉事務所→支払基金側へのデータ連携を対象とし、ファイル形式については、医療保険と同様にXML形式
（法定報告分は電子媒体も可）とする。

⇒生保/レセ管システムへの健診情報の取り込みまでの仕組みは、健康管理支援事業によって開始された現行の
仕組みを踏襲する。

or

健診機関 自治体の保険部局 福祉事務所 支払基金

被保護者 健診機関 自治体 福祉事務所 生保/レセ管システム オン資システム等

健康管理支援事業
※生保/レセ管システムへの健診情報の取り込みまで

XML

医療扶助のオン資事業

健診情
報の取
り込み

医療機関等

健診
情報

資格確認端末等

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.7 被保護者の受診に係る情報を、福祉事務所がオンタイム（日
次）で把握するためのネットワーク方式等をどうするか。
ー 案1:オンライン資格確認等システム利用案
ー 案2:オンライン請求端末利用案

オンライン請求端末を利用する場合、医療機関等の職員の操
作が必要になるため、自動でログを連携できる案1を採用し、オ
ンライン資格確認等システムを利用して資格確認実績（ログ情
報）を連携することとする。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携

どのシステム及びどのネットワークを利用して、福祉事務所の生活保護システムまで資格確認実績（ログ情報）を連携するか検討する。当該仕組み
については、医療扶助独自機能になる想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討事項・対応方針

検討事項 • 被保護者の受診に係る情報を、福祉事務所がオンタイム（日次）で把握するためのネットワーク方式等をどうするか。

要件/対応方針

＜要件＞

• 事後の医療券情報の登録、及び被保護者への指導を迅速に行うため、福祉事務所が未委託の医療機関等で受診し
た被保護者の情報をオンタイム（日次）で把握する。

• 現在のレセプト情報の連携よりも早く情報を把握し、被保護者に対して迅速に改善指導等を行うため、頻回受診者、
及び重複受診/調剤者の情報をオンタイム（日次）で把握する。
※頻回受診の傾向がある者等を特定するための分析は、生活保護システムで実施する（オンライン資格確認等システ
ムでは、頻回受診の傾向がある者等の特定は実施しない）。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• 医療扶助独自の要件であることを考慮して、改修コストを低減するため、既存のネットワークの利用を前提に検討を行う。
※医療保険においては同様の仕組みを実装していない。

• 現行のサービスレベル（データの粒度・連携頻度）を踏まえた上で、対応案の検討を行う。

• 福祉事務所、及び医療機関等の業務負荷を考慮して対応案、及び課題の検討を行う。

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携

現行のサービスレベルを踏まえ、オンライン資格確認の導入後も、被保護者単位での受診情報の把握が必要である想定。データの連携頻度につい
ては、要件通り受診情報をオンタイム（日次）で連携することで、福祉事務所の職員が医療機関等、及び被保護者と迅速にコンタクトを取ることが
できる想定。
⇒上記の検討方針を踏まえて、ネットワーク方式を検討することが肝要。

未委託の医療機関等
における受診の把握

方法（AsIs）

頻回受診者、及び重
複投薬者等の特定方

法（AsIs）

【データの粒度】

• 個人単位
※保護決定通知書/受給者
証等の確認による本人確認

【データの連携頻度】

• 随時（レセプト請求まで）

【データの粒度】

• 個人単位
※レセプトによる特定

【データの連携頻度】

• 月次（レセプト請求後）

ユースケース 福祉事務所の対応例 データの性質

インプット収集（AsIsの確認）

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

※令和2年3月_医療扶助の実施方式に関する実態調査及びあり方に関する研究事業_報告書
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000651417.pdf

検討経緯
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医療機関等福祉事務所

クラウド(D社)/オンプレ(E社) 支払基金・国保中央会

2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携

データの粒度については、ToBeでもAsIsと同様に個人単位で被保護者を特定できるデータが必要である認識。また、データの鮮度につ
いては、AsIs（月次）と比較して、なるべくデータ連携までのリードタイムを短くすることが望ましい想定。

AsIsの整理（頻回受診の特定）

生活保護システム

個人番号利用事務系

医療機関等システム医師等職員

・レセプト情報

LGWAN

被保護者 オンライン請求端末

オンライン請求
ネットワーク

・レセプト情報

オンライン請求システムレセプト管理システム

IP-VPN

頻回受診者のリスト

オンライン請求端末を
利用して、月次でレ
セプト請求を実施。

レセプト情報を利用して個人
単位で頻回受診者（月15
回以上の受診者等）を特定。

※通知では年4回の実施。

データの粒度 個人単位で頻回受診者を特定可能。

データの鮮度 レセプト情報を利用しているため月次でのデータ更新。

AsIs

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携

被保護者の全数：約200万人と比較すると、頻回受診者・重複投薬者数：約3,000~4,000人は規模感が少なく、新規で回線・
システム改修等を実施する場合、費用対効果が小さい可能性がある。一方で、早期に頻回受診者を把握することで、頻回受診を改善
した実績もあることから、被保護者の受診情報をオンタイム（日次）で把握することはある程度効果が見込まれる想定。
⇒生保の独自機能であることも考慮して、改修範囲を極小化するために、既存のネットワーク/システムの利用が大前提となる認識。

頻回受診者数・重複投薬者の規模感

頻回受診指導における自治体の好事例

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

厚生労働省：医療扶助に関する検討会の資料より抜粋

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携

前段の対応方針、及び以下の対応案等の整理を踏まえ、被保護者の受診情報を生成するシステムについては、オンライン資格確認等
システム(資格確認時のログを利用)が優先案であると考えます。また、生活保護システムとオンライン請求システムを接続するネットワーク
については、現行でレセプト情報を連携している回線(IP-VPN/LGWAN)を利用する案が優先案であると考えます。

対応案

対応案/ポイント/課題・調査事項の整理

受診情報の生成元

【優先案】

オンライン資格確認等システム

医療機関等のオンライン請求端末

課題・調査事項等

• ログの活用可能性の調査が必要。

• システム改修範囲が多岐に渡る想定。

• 医療機関等の現場にとって、業務負
荷が増える可能性がある。

• 人手を介すことで、受診情報の即時
性・精度が落ちる可能性がある。

• オンライン資格確認等システ
ムのログを利用するため、人手
を介さず自動で受診情報を
連携可能。

• システム改修範囲が限定的。

• （医療機関等において適切な
入力が行われる前提で）実態
に即した受診情報が連携可能。

ポイント（メリット）

生活保護システムと
オンライン請求シス
テムを接続するネッ

トワーク

【優先案】

レセプト回線(IP-VPN/LGWAN)

LGWAN/政府共通ネットワーク/
厚労省統合ネットワーク

• 既存のレセプト請求時のネット
ワークを利用可能。

• 既存の機能（振り替け機能
等）を活用可能な想定。

• 資格情報・医療券情報の登録
と同様のネットワークを活用可
能な想定。

観点

• ネットワークを間借りすることについて、
既存のレセプト管理システムベンダに調
査が必要。

• 資格情報・医療券情報とデータの流れ
が異なるため、接続テスト等の範囲・
工数が増大する可能性がある。

• オンライン請求システム側に振り分け機
能を実装できるか調査が必要。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携

オンライン資格確認等システムのログを利用する案の場合、医療機関等における資格確認に応じて、自動で受診情報が連携されるため
、医療機関等に追加の業務負荷が発生しない想定。また、相対的にシステム改修範囲が限定的になる想定。
⇒一方で、オンライン請求端末を利用する場合、受診の都度、医療機関等の職員が受診情報を連携する必要があるため、職員の業
務負荷が増大する想定。また、全国数十万の医療機関・薬局等のシステムで改修が必要になるため、改修コストが増大し、且つ調整
先のベンダが多岐に渡る想定。

受診情報の生成元

医療機関等

支払基金・国保中央会

医療保険者等中間サーバー等

・資格情報等

・医療券情報

アプリケー

ションソフト等

医療機関等システム

資格確認端末

医師等

顔認証付き
カードリーダー

・資格情報等

・医療券情報

オンライン請求
ネットワーク

オンライン資格確認等システム

オンライン請求システム

・レセプト情報

・受診情報

ログ

被保護者
マイナン

バーカード

医療機関等

支払基金・国保中央会

アプリケー

ションソフト等

医療機関等システム資格確認端末

医師等

顔認証付き
カードリーダー

・資格情報等

・医療券情報

オンライン請求
ネットワーク

オンライン資格確認等システム

オンライン請求システム

・レセプト情報

・受診情報

被保護者
マイナン

バーカード

オンライン請求端末

オンライン請求
ネットワーク

【優先案】オンライン資格確認等システム オンライン請求端末

AWS 
Private 

Link

全国数十万の医
療機関・薬局等で
改修が必要。

医療機関等
の職員の業
務負荷が高く
なる想定。

既存回線

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携

医療保険者等は受診情報の取得に係る機能・ネットワーク等を実装しておらず、且つ他の公費のオン資導入においても現時点で拡張
性が見込まれていないため、医療扶助独自で改修が必要になる想定。上記を踏まえ、資格情報・医療券情報を登録するネットワークと
は異なる可能性があるものの、既存のレセプト情報を連携する仕組みを利用することで、実現に必要なコストを極小化できる想定。
⇒資格情報・医療券情報を登録するネットワークを利用する案は、データ連携の流れが異なるため、追加での接続テスト等が必要になり
、且つオンライン請求システム側で受診情報に基づき送付先の福祉事務所を振り分ける機能が必要になるため、相対的に改修コストが
増大する想定。

生活保護システムとの接続

LGWAN/政府共通ネットワーク/厚労省統合ネットワーク

福祉事務所

生活保護システム

個人番号利用事務系

職員

支払基金・国保中央会

オンライン請求システム

・レセプト情報

・受診情報

LGWAN

政府共通
ネットワーク

厚労省統合
ネットワーク

【優先案】レセプト回線(IP-VPN/LGWAN)

福祉事務所

生活保護システム

個人番号利用事務系

職員

支払基金・国保中央会

オンライン請求システム

・レセプト情報

・受診情報

クラウド(D社)/オンプレ(E社)

レセプト管理システム

・レセプト情報

IP-VPN

LGWAN 資格情報・医療券
情報とデータの流れ
が異なるため、接続
テストが必要。

福祉事務所ごとに
受診情報を振り分
ける機能が必要。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.7 資格確認実績（ログ情報）の連携

資格確認実績（ログ情報）の連携イメージ（ネットワーク方式のイメージ）は以下の通り。
※当初、オンライン請求システムの活用を想定していたものの、検討の結果、医療保険者等向け中間サーバー等を利用することとした。

ネットワーク方式のイメージ

医療機関等福祉事務所

支払基金・国保中央会

＜イメージ図＞

生活保護システム

個人番号利用事務系
アプリケー

ションソフト等

医療機関等システム

資格確認端末

医師等

職員
顔認証付き
カードリーダー

・資格情報等

・医療券情報

オンライン請求
ネットワーク

オンライン資格確認等システム

ログ

被保護者
マイナン

バーカード

ログの活用可能性に
ついて調査が必要。

医療保険者等中間サーバー等

・資格情報等
・医療券情報
・受診情報

AWS 
Private 

Link

クラウド(D社)/オンプレ(E社)

レセプト管理システム

・レセプト情報

IP-VPN

LGWAN
(レセ用)

医療保険者等には同
様のデータの流れがな
いため、生保独自で改
修が必要になる。

ネットワークのみ
間借りする想定。 ・受給者番号

・医療機関コード
・・・・受給者番号

・医療機関コード
・・・

・受給者番号

・医療機関コード
・・・

・電子証明書
シリアル

・電子証明書
シリアル

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.8 レセプト振替 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.8 医療扶助もレセプト振替を実装するか。
ー 案1:医療保険者⇔福祉事務所間のレセプト振替を実装
する。
ー 案2:福祉事務所⇔福祉事務所間のレセプト振替を実装
する。

令和5年度の医療扶助のオンライン資格確認導入時では、医
療扶助はレセプト振替の対象外とする。
医療保険者⇔福祉事務所間のレセプト振替は、負担割合の
違いから改修規模が膨らむ可能性があるため、レセプト振替の
対象外とする。
また、福祉事務所間のレセプト振替が必要になる返戻パターン
（転居に伴う返戻）の1福祉事務所当たりの件数は、実績
ベースで政令市などの一部の福祉事務所では10~20件/月程
度あるものの、多くの福祉事務所では1件/月程度であり、効果
が限定的であることから、福祉事務所⇔福祉事務所間のレセプ
ト振替も対象外とする。

※薬剤情報の抽出・連携、及びレセプトの資格確認に係る機
能は実装する。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

実現方式（大方針）の検討観点
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.9 オンライン資格確認導入後の業務/運用

医療扶助のオンライン資格確認の導入により、これまで紙媒体で連携されていた情報（医療券/調剤券情報）及び自治体内/特定の
機関内でのみ活用されていた情報（健診情報/薬剤情報）が、医療機関等でもオンラインで閲覧できるようになる想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

医療扶助のオンライン資格確認の導入前 医療扶助のオンライン資格確認の導入後

福祉事務所

• 受給者番号は基本、個人単位で固定化

• 要否意見書等の確認後、医療扶助が決定された被
保護者に対して、紙の医療券/調剤券を発行。

• 被保護者の健診情報を健康管理支援事業の中で
活用（自治体内に閉じた活用）。

• レセプト情報を利用して、頻回受診指導の対象者を
特定。

• レセプト管理システムから数か月前のレセプト情報を確
認可能。

支払基金・中央会

• 受給者番号は法律に規定のうえ、個人単位化を徹底。

• 要否意見書等の確認後、医療扶助が決定された被保
護者の医療券/調剤券情報を医療保険者等向け中間
サーバー等に登録。
※紙の医療券/調剤券の発行も併存。

• 被保護者の健診情報をオンライン資格確認等システム
及びNDBに登録。

• 資格確認実績（ログ情報）も利用して早期に頻回受
診の可能性のある者等を把握。

• 請求前資格確認を利用して早期にレセプト情報を確認
可能。

• 医療扶助の医療券/調剤券の情報、被保護者の薬
剤情報及び健診情報はオンライン資格確認の対象外。

• 福祉事務所はレセプト振替の対象外。

• 医療扶助の医療券/調剤券の情報等はマイナポータ
ルへの連携対象外。

• 医療扶助の医療券/調剤券の情報、被保護者の薬剤
情報及び健診情報をオンライン資格確認等システムで管
理。

• 福祉事務所間のレセプト振替を実施。

• 医療扶助の医療券/調剤券情報等もマイナポータルに連
携する。

医療機関等

• 被保護者から提示、又は福祉事務所から郵送された
紙の医療券/調剤券を確認し、公費負担者番号・受
給者番号等をレセコン等に手入力して情報を管理。

• 自機関以外が管理する被保護者の薬剤情報及び
健診情報の入手に制約がある。

• 未委託の医療機関等での受診時は、福祉事務所へ
の電話等による確認で、そのまま受診することが可能。

• オンライン資格確認により、被保護者の医療券/調剤券
情報が自動でレセコン等に取り込まれる。

• 被保護者の同意に基づき薬剤情報及び健診情報が閲
覧可能。

• （導入前の対応を踏襲）未委託の医療機関等での受
診時は、導入前と同様の対応により受診可能。

検討結果：実現方式（大方針）
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.9 オンライン資格確認導入後の業務/運用

後段で整理した業務フローの概要は以下の通り。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果：実現方式（大方針）

業務分類 業務概要

Ⅰ.資格情報及び医療券/調剤券
情報の登録

被保護者が福祉事務所に対して保護の申請を行ってから、福祉事務所の職員が医療保険者
等向け中間サーバー等に対して資格情報及び医療券/調剤券情報を登録する業務。

Ⅱ.健診情報の登録 被保護者が健康増進法に基づく健診を受けてから、福祉事務所の職員が健診結果を入手し、
特定健診データ収集システムに健診情報を登録する業務。

Ⅲ.資格確認 被保護者が来院・来局し、医療機関等でオンライン資格確認を実施する業務。

Ⅳ.資格確認実績（ログ情報）の
連携

医療機関等からの資格情報の要求に基づき、オンライン資格確認等システムに資格確認実績
（ログ情報）が蓄積されてから、福祉事務所の生活保護システムで頻回受診の傾向がある者
等の把握及び未委託の医療機関等で資格確認を行った被保護者を特定する業務。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.9 オンライン資格確認導入後の業務/運用

生活保護の保護決定時に、福祉事務所（生活保護システム/統合専用端末）→支払基金（医療保険者等向け中間サーバー等
）に対して、医療扶助の資格情報を登録する。また、医療扶助の決定時に、福祉事務所（生活保護システム/統合専用端末）→
支払基金（医療保険者等向け中間サーバー等）に対して、医療券/調剤券情報を登録する。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

支
払
基
金
・
中

央
会

オンライン資格
確認等システム

資格情報及び医療券/調剤券情報の登録のフロー

被
保
護
者

福
祉
事
務
所

医
療
機
関
等

保護申請

保護申請
審査

保護決定
/通知

資格情報
登録

医療扶助
利用の申

請

要否意見
書の発行

医療保険者等
中間サーバー等

保護決定
内容の確

認

受診/要
否意見書
の記入

要否意見
書の手交

要否意見
書の記入

依頼

要否意見
書の受領

要否意見
書の提出

医療扶助
要否判定

医療扶助
決定/通

知

医療券/
調剤券情
報の登録

医療扶助
決定内容
の確認

【ポイント②】
• 要否意見書を踏まえ
て医療扶助の決定が
行われる運用は変更し
ない。

【ポイント③】
• 医療扶助の決定時に
医療券/調剤券情報
を登録する。

生活保護
システム

オンライン資格
確認等システム

医療保険者等
中間サーバー等

生活保護
システム【ポイント①】

• 保護の決定が行
われた時点で、被
保護者の資格情
報を登録する。

【ポイント④】
• オンライン資格確認等システム内の資格情
報及び医療券/調剤券情報をマイナポータ
ルに連携することで、被保護者はマイナポー
タルから自身の資格情報及び医療券/調
剤券情報を閲覧可能。

検討結果：実現方式（大方針）

資格情報及び医療券/調剤券情報の登録のフロー
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.9 オンライン資格確認導入後の業務/運用

福祉事務所（生活保護システム/レセプト管理システム）→支払基金（特定健診等データ収集システム）に対して、健康増進法に
基づく健診情報を登録する。福祉事務所は、オンライン資格確認の際に医療機関等で閲覧するデータ、NDBに連携するデータの2通り
の健診情報を登録する。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

福
祉
事
務
所

生活保護システム/
レセプト管理システム

支
払
基
金
・
中

央
会

オンライン資格
確認等システム

健診情報の登録のフロー

自
治
体

医
療
機
関
等

健診の実
施

健診結果
の受領

健診結果
の電子化

特定健診等データ
収集システム

健診結果
の連携

健診情報
の登録

健診結果
の受領

健診結果
の確認

健診結果
の連携

【ポイント①】
• 自治体の保険部局等
が管理する被保護者
の健診情報を、福祉
事務所に連携する。

【ポイント②】
• 医療機関等での閲覧
用のデータ、NDBへの
連携用データの2通り
のデータを登録する。

NDB

【ポイント③】
• オンライン資格確認等システム内の健

診情報をマイナポータルに連携すること
で、被保護者はマイナポータルから自身
の健診情報を閲覧可能。

健診情報の登録のフロー

検討結果：実現方式（大方針）
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.9 オンライン資格確認導入後の業務/運用

医療機関等の顔認証付きカードリーダーで被保護者が行う操作は医療保険のオンライン資格確認と同様にする方針。
未委託の医療機関等での受診については、未委託であることがメッセージ文で医療機関等に伝わるようにしつつ、現行も福祉事務所へ
の電話等による確認が行われていることを踏まえて、照会後に診察を可とする想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

医
療
機
関
等

資格確認端末/
レセプトコンピューター

メッセー
ジ文の
表示

支
払
基
金
・
中

央
会

資格確認のフロー

被
保
護
者

福
祉
事
務
所

来院

マイナン
バーカー
ドの読み
取り

医療券/
調剤券情
報等の取
り込み

医療券/
調剤券情
報等の確
認

オンライン資格
確認等システム

顔認証
/PIN入
力

同意登録
（健診情
報/薬剤
情報）

資格情報
の要求

福祉事務
所への照

会

【ポイント①】
• 被保護者の操作は医
療保険のオンライン資
格確認の資格確認時
と同様。

【ポイント②】
未委託の医療機関等での受診については、現行
の運用方法をなるべく踏襲する。
上記に基づき、警告文が表示され、未委託の医
療機関等での受診を希望する被保護者に対して
は、現行通り医療機関等→福祉事務所に

診察

診察

Yes

No

【ポイント③】
福祉事務所への照会後、未委託の医療機関
等で受診した被保護者の医療券/調剤券情報
については、医療機関コードによる一括照会
（連名簿機能）により事後的な情報の閲覧を
可能とする想定。

資格確認端末/
レセプトコンピューター

資格確認のフロー

検討結果：実現方式（大方針）
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.9 オンライン資格確認導入後の業務/運用

被保護者の資格情報が要求された実績を、資格確認実績（ログ情報）として、オンライン資格確認等システム→医療保険者等向け
中間サーバー等に対して連携する。
生活保護システムは、医療保険者等向け中間サーバー等から資格確認実績（ログ情報）を取得し、頻回受診の傾向がある者等を
把握する。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

（資格確認実績(ログ情報)の連携）

支
払
基
金
・
中

央
会

被
保
護
者

福
祉
事
務
所

医
療
機
関
等

医療券/
調剤券情
報等の取
り込み

医療券/
調剤券情
報等の確

認

オンライン資格
確認等システム

資格情報
の要求

診察

医療保険者等
向け中間サーバー等

資格確認
実績の取
得

資格確認
実績の集
計

医療券/
調剤券情
報等との
突合

頻回受診
の傾向が
ある者等
の把握

未委託で
の受診者
の特定

【ポイント①】
資格確認が行われた都度、受
給者番号・医療機関コード等を
ログに吐き出す。
※あくまで資格確認の実績であ
るため、受診とは直接紐づかな
い。

【ポイント②】
生活保護システム内に取り込んだ資格確認実績
を、資格情報及び医療券/調剤券情報と突合
し、被保護者単位で資格確認の回数及び未委
託の医療機関等での資格確認を把握する。
上記の情報に基づき、必要に応じて被保護者に
対する指導を行う。

被保護者
への助言
/指導

福祉事務
所職員と
の面談

生活保護
システム

資格確認実績(ログ情報)の連携のフロー

検討結果：実現方式（大方針）



.

68

項番 検討事項 検討結果 参照頁

2.2.11 マイナンバーカードを持たない（マイナンバーは把握
可能）被保護者の資格情報・医療券情報の連携、
医療券の発行要否をどうするか。

被保護者がマイナンバーカードを取得した後、速やか
にオンライン資格確認に移行できるようにするため、
個人番号を把握できる被保護者については、全て
資格情報・医療券/調剤券情報を登録する運用と
する。
また、紙の医療券/調剤券の発行対象は以下の通
り。
ー オンライン資格確認に対応していない医療機

関等を委託先医療機関等に指定する場合
ー 被保護者がマイナンバーカードを保持していな

い場合
ー 被保護者の個人番号を入手できない場合

P81~P85

2.2.12 医療扶助のオンライン資格確認導入後のデータ連
携タイミングをどうするか。
ー 資格情報
ー 医療券/調剤券情報
ー 健診情報
ー 資格確認実績(ログ情報)

各情報のデータ連携タイミングを以下に整理。
ー 資格情報：随時/日次
ー 医療券/調剤券情報：随時/日次
ー 健診情報：月次
ー 資格確認実績(ログ情報) ：日次

P86~P92

2.2.13 資格確認実績（ログ情報）に診療科目の情報を
含めるか。
※含めない場合、資格確認実績（ログ情報）の
分析業務の位置づけをどうするか。

資格確認実績（ログ情報）に診療科目の情報を
含めるためには、医療機関等の職員の端末操作・
入力が必要になるため、業務負荷の観点から診療
情報は含まないこととする。
※資格確認実績（ログ情報）のみで頻回受診指
導対象者及び未委託での受診者を正確に特定す
ることはできないが、頻回受診指導及び未委託の医
療機関での受診者の一次スクリーニングには有用で
ある想定。

P93~P97

2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.10 業務/運用に係る検討事項一覧 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

業務/運用の検討事項一覧

検討事項一覧

業務/運用に係る検討事項一覧を整理しました。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.11 マイナンバーカードを持たない被保護者への対応 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.11 マイナンバーカードを持たない（マイナンバーは把握可能）被保
護者の資格情報・医療券情報の連携、医療券の発行要否を
どうするか。

被保護者がマイナンバーカードを取得した後、速やかにオンライン
資格確認に移行できるようにするため、個人番号を把握できる
被保護者については、全て資格情報・医療券/調剤券情報を
登録する運用とする。
また、紙の医療券/調剤券の発行対象は以下の通り。
ー オンライン資格確認に対応していない医療機関等を委託

先医療機関等に指定する場合
ー 被保護者がマイナンバーカードを保持していない場合
ー 被保護者の個人番号を入手できない場合
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.11 マイナンバーカードを持たない被保護者への対応

マイナンバーカードを持たない(マイナンバーは把握可能)被保護者の資格情報・医療券情報についても、医療保険者等中間サーバー等
に登録することで、受給者番号によるオンライン資格確認が可能になる想定（医療保険における被保険者証の被保険者等記号・番
号等によるオンライン資格確認と同様）。
※但し、医療機関等が被保護者の受給者番号を確認するために、保護決定通知書等の書類に受給者番号が記載されていることが
前提となる。

検討事項・対応方針

検討事項
• マイナンバーカードを持たない（マイナンバーは把握可能）被保護者の資格情報・医療券情報の連携、医療券の発行

要否をどうするか。

要件/対応方針

＜要件＞

• ※前回定例会議、貴省メールより弊社理解

• マイナンバーカードを持っているか否かで医療券の発行要否を判断するのは福祉事務所にとって業務負荷が高い。

• マイナンバーを把握可能な被保護者の資格情報・医療券情報は医療保険者等中間サーバー等に登録し、オンライン資
格確認が可能な医療機関等では、委託された医療券情報を閲覧できることとする。

• 一方で、公費負担者番号・受給者番号等の入力する資格確認方法において、当該対案案を採択した場合の検討事
項がないか洗い出しが必要。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• マイナンバーカードの保有状況に依らず、資格情報・医療券情報を医療保険者等中間サーバー等に登録する。

• ⇒医療券の発行不要。

• 医療機関等の職員は、被保護者から保護決定通知書等の受給者番号が記載された書類を受け取り、受給者番号
等を利用してオンライン資格確認を行う。
⇒医療保険における被保険者証の被保険者等記号・番号等を利用したオンライン資格確認の仕組みを活用。

• 受給者番号に基づいた資格情報・医療券情報を資格確認端末に表示する。

• 公費負担者番号・受給者番号等によるオンライン資格確認。

• ※診療当日に保護決定通知書等を確認し、公費負担者番号・受給者番号等を入力。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.11 マイナンバーカードを持たない被保護者への対応

医療扶助の認定後、被保護者が委託先(受診先)医療機関を確認する方法については、別途検討が必要な想定。
⇒任意のタイミングで委託先を確認できないことにより、未委託の医療機関等に訪れる被保護者が増える可能性がある(フリーアクセスの
増加)。

検討事項の洗い出し

業務の流れ

資格情報・医療券情報の登録

(生保システム→中間サーバー)

被保護者本人による委託先医
療機関の確認可否

医療機関における本人確認方
法

医療機関における資格確認方
法

医療機関における薬剤情報・特
定健診等情報の確認可否

(本人同意が必要)

診療報酬請求時の資格確認
要否

福祉事務所間のレセプト振替
可否

AsIs

ー

(紙の医療券の発行)

紙の医療券で随時確認可能

紙の医療券による本人確認

紙の医療券による資格確認

不可

不要

(#4で入力した情報を活用)

不可

マイナンバーカードを持たない(マイ
ナンバー把握可能)

登録可

確認不可の可能性有
⇒継続調査、検討

(マイナポータルでは確認不可)

保護決定通知書等による本
人確認

受給者番号等の入力によるオ
ンライン資格確認

不可

(本人同意を取得できない)

不要

(#4で取得した情報を活用)

可

登録可(事後)

確認不可の可能性有
⇒継続調査、検討

(マイナポータルでは確認不可)

保護決定通知書等による本
人確認

受給者番号等の入力によるオ
ンライン資格確認(事後に照会
するための控えが必要)

不可

(本人同意を取得できない)

不要

(#4で取得した情報を活用)

可

事後委託:マイナンバーカードを
持たない(マイナンバー把握可能)#

1

2

3

4

5

6

7

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.11 マイナンバーカードを持たない被保護者への対応

医療保険における被保険者等記号・番号等の入力によるオンライン資格確認の仕組みを活用して、公費負担者番号・受給者番号等
の入力によるオンライン資格確認を行う想定。
医療保険における被保険者証の確認と同様に、医療扶助でも保護決定通知書等の確認による本人確認を必須とする想定。

被保険者等記号・番号等によるオンライン資格確認の方法

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

健康保険証の資格確認がオンラインで可能となります（医療機関向け）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000663427.pdf

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.11 マイナンバーカードを持たない被保護者への対応

被保護者の個人番号を入手できない場合、委託先医療機関等がオンライン資格確認に対応していない場合及び被保護者がマイナン
バーカードを持っていない場合は、現行通り紙の医療券/調剤券による資格確認を継続して行う想定。

紙の医療券/調剤券を発行するユースケース

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯

対応案課題

被保護者の個人番号を入手でき
ない場合

• 自身の氏名、生年月日及び住所等がわからない
被保護者を保護した場合、4情報等による個人
番号の照会ができない。
⇒個人番号を確認できない限り、医療保険者等
向け中間サーバー等に資格情報等を登録できな
いため、オンライン資格確認の対象とならない。

• 当該ユースケースについては、現時点で医療扶
助のオンライン資格確認による課題の解決が困
難であるため、医療扶助のオンライン資格確認の
導入後も紙の医療券/調剤券による資格確認
を行う。
※但し、対象となる被保護者の数は少ない想定。

オンライン資格確認に対応していな
い医療機関等を委託先医療機関

等に指定する場合

• 医療保険と同様に、オンライン資格確認に対応
していない医療機関等では、現行通り紙の医療
券/調剤券が必要。

• 当該ユースケースについては、医療保険でも被
保険者証による資格確認が行われていることを
考慮して、医療扶助においても紙の医療券/調
剤券による資格確認を行う。
※2023年3月末までに、概ね全ての医療機
関・薬局でのオンライン資格確認の導入が目標
とされている。

• なお、オンライン資格確認等システムに対し、資
格情報、医療券情報等は連携しておく想定。

紙の医療券
/調剤券の
発行対象

被保護者がマイナンバーカードを保
持していない場合

• 受給者番号等によるオンライン資格確認での対
応が可能であるものの、資格情報等の有効性し
か確認できない。
※傷病名等の確認ができない。

• 当該ユースケースについては、医療保険でも被
保険者証による資格確認が行われていることを
考慮して、医療扶助においても紙の医療券/調
剤券による資格確認を行う。

• オン資システムを導入している医療機関において
は、医療券がなくても、当該医療機関に委託さ
れている被保護者の情報を把握できるような仕
組みとする想定。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.12 福祉事務所におけるデータ登録タイミング ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.12 医療扶助のオンライン資格確認導入後のデータ連携タイミング
をどうするか。
ー 資格情報
ー 医療券/調剤券情報
ー 健診情報
ー 資格確認実績(ログ情報)

各情報のデータ連携タイミングを以下に整理。
ー 資格情報：随時/日次
ー 医療券/調剤券情報：随時/日次
ー 健診情報：月次
ー 資格確認実績(ログ情報) ：日次
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.12 福祉事務所におけるデータ登録タイミング

医療保険者等の対応を参考にし、医療扶助のオンライン資格確認導入後のデータ連携頻度・タイミングを検討する。今後、当該検討
結果をベースにして、業務要件等の検討を行う想定。

検討事項・対応方針

検討事項
オン資導入後のデータ連携タイミングをどうするか。

※資格情報・医療券/調剤券情報・健診情報・資格確認実績(ログ情報)

対応方針

• 医療保険者等の資格情報登録の対応等を調査し、医療扶助のオン資導入後のデータ連携頻度・タイミングを検討す
る。
⇒当該検討結果をベースにして、業務要件等の検討を行う想定。
⇒当該検討結果については、本PJTの要件定義支援業務の中で、適宜見直しを行う想定。その際、必要に応じて、生
活保護システムベンダ等から現場の意見を頂く想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.12 福祉事務所におけるデータ登録タイミング

申請者からマイナンバーが提出されないパターンも考慮し、福祉事務所においても必要に応じてJ-LIS照会によるマイナンバーの確認が
行われる想定。
⇒自治体内の既存端末を利用し、J-LIS照会を行う想定。

資格情報の登録遅れ(タイムラグ)への対応案

オンライン資格確認等システムに関する運用等に係る検討結果について（令和3年4月版）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000726675.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.12 福祉事務所におけるデータ登録タイミング

医療保険者においては、11月1日までに法廷報告分(前年度)の特定健診情報を登録する必要がある認識。

特定健診情報の登録期限

特定健診データ等の保険者間の引継ぎ、マイナポータルを活用した特定健診データ等の閲覧に向けた現在の検討状況について 2021年3月9日
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000610532.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.12 福祉事務所におけるデータ登録タイミング

医療扶助の認定後、被保護者がすぐに医療機関等で資格確認・受診を行う可能性を考慮し、医療券/調剤券情報の連携は、他の
情報と比較して即時性が求められる想定。
⇒医療券発行のAsIsを踏まえ、被保護者の受診前に医療券/調剤券情報を登録する仕組みを実装できないか。

オン資導入後のデータ連携タイミング（案）

随時/日次でのデータ連携を想定。

保護開始の決定を確認後、2開庁日以内に資格情
報を登録する。

資格情報
生活保護システム→医療保
険者等中間サーバー等

データ データ連携フロー データ連携タイミング（案）、運用イメージ

随時/日次でのデータ連携を想定。

医療扶助の認定を確認後、当日中に医療券/調剤
券情報を登録する。※資格情報の連携時に個人番
号を取得している。

医療券/調剤券情報
生活保護システム→医療保
険者等中間サーバー等

月次でのデータ連携を想定。

月次等で健診情報の登録を行い、11月1日までに
法定報告分の健診情報を登録する。

健康増進法に基づく
健診情報

生活保護システム→特定健
診等データ収集システム

日次でのデータ連携を想定。

オンライン資格確認等システムは日次でログを蓄積・
連携する。生活保護システムに対して、前日分の資
格確認実績が連携される。

資格確認実績

(ログ情報)

オンライン資格確認等システ
ム→医療保険者等向け中
間サーバー等→生活保護シ
ステム

医療保険者における
対応の整理

【資格情報(加入者情報)の登録】

⇒7日程度（事業主→医療保険者：5日、医療保険者→医療保険者等中間サーバー等：2日）。

【特定健診情報の登録】

⇒法定報告分(前年度)は11月1日期限。

自治体/福祉事務所内にお
ける保護開始の決定。

データ連携契機

自治体/福祉事務所内にお
ける医療扶助の認定。

自治体の健康増進法所管
部局からの健診情報の取得。

医療機関等での被保護者の
資格確認(本人確認)。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.12 福祉事務所におけるデータ登録タイミング

生活保護システムへの医療券情報の登録により、医療保険者等中間サーバー等に対して自動で情報連携する仕様とすることで、福祉
事務所の職員の業務負荷を増大することなく、被保護者の受診前に医療券情報を登録できる想定。
⇒医療券交付後に即時で医療機関等に向かう被保護者数の規模感等に応じて、基調とする医療券/調剤券情報の連携タイミングを
変更する可能性がある。

医療券情報の登録に係る業務フロー(簡易版)

AsIs

要否意見
書の受領

要否意見
書の提出

要否意見
書の確認

医療扶助
の認定審
査

生活保護
システムへ
の情報登
録

医療券の
発行

福
祉
事
務
所

被
保
護
者

ToBe

要否意見
書の受領

要否意見
書の提出

要否意見
書の確認

医療扶助
の認定審
査

生活保護
システムへ
の情報登
録

医療保険
者等中間
サーバー
等への情
報登録

福
祉
事
務
所

被
保
護
者

医療扶助
の認定通
知(委託
先等の説
明)

委託先の
確認

受診

生活保護システムへの医療券情報の
登録により、医療保険者等中間サー
バー等に対して自動で情報連携する
仕様とすることで、受診時に最新の医
療券情報を閲覧できる想定。

医療券の
提供

医療券の
受領

受診

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.13 資格確認実績の分析業務の位置づけ ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.13 資格確認実績（ログ情報）に診療科目の情報を含めるか。
※含めない場合、資格確認実績（ログ情報）の分析業務の
位置づけをどうするか。

資格確認実績（ログ情報）に診療科目の情報を含めるために
は、医療機関等の職員の端末操作・入力が必要になるため、
業務負荷の観点から診療情報は含まないこととする。
※資格確認実績（ログ情報）のみで頻回受診指導対象者
及び未委託での受診者を正確に特定することはできないが、頻
回受診指導及び未委託の医療機関での受診者の一次スク
リーニングには有用である想定。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.13 資格確認実績の分析業務の位置づけ

医療扶助に関する検討会の資料より、頻回受診者を特定するためには診療科目の情報が必要である認識。
受診情報の生成元にオンライン資格確認等システムのログを利用する場合、自動で診療科目を取り込むことができない想定。但し、医療機関等の
職員の操作により、ログに診療科目を取り込む余地を残す。

検討事項・対応方針

検討事項
資格確認実績（ログ情報）に診療科目の情報を含めるか。
※含めない場合、資格確認実績（ログ情報）の分析業務の位置づけをどうするか。

対応方針

＜背景＞

• 受診情報の生成元にオンライン資格確認等システムのログを利用する場合、自動で診療科目を取り込むことができない
想定。

• 但し、医療機関等の職員の操作により、ログに診療科目を取り込む余地を残す。

• 頻回受診の対象者

• 同一傷病について、同一月内に同一診療科目を15日以上受診しており、短期的・集中的な治療（※）を行う者を
除き、治療にあたった医師や嘱託医が必要以上の受診と認めた者。

• ※ 15日以上受診している者を抽出し、その前2ヶ月との合計が40日未満の者。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• ⇒医療機関等での資格確認までに診療科目を含めるための工夫が必要。

• 診療科目ごとに医療券情報を登録する。

• 被保護者の本人確認後、医療機関等の職員は、資格確認端末に表示された診療科目から、当日の診察内容に該
当する診療科目を選択する。

• 医療機関等の職員が選択した診療科目に基づき、該当する医療券情報が資格確認端末に連携され、ログにも吐き出
される。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.13 資格確認実績の分析業務の位置づけ

医療機関等の職員が診療科目を選択することで、ログに診療科目を取り込むことが可能である認識。
⇒但し、医療機関等の職員の業務負荷が増大するため、廃案にしたオンライン請求端末利用案と同様の課題が残る。

ログに診療科目を取り込む場合

医療券情報の登録 資格確認 ログへの吐出し
受診情報の確認/頻回受
診者の特定

＜医療券情報＞

・個人番号：11112222

・氏名：AAA BBB

・診療科目：内科

・医療券番号：110011-1

＜医療券情報＞

・個人番号：11112222

・氏名：AAA BBB

・診療科目：外科

・医療券番号：110011-2

福祉事務所の職員は、診療科
目ごとに医療券情報を登録する。

資格確認端末

診療科目：外科

診療科目：内科

医療機関等の職員は、資格確
認端末に表示された診療科目
から、当日の診察内容に該当
する診療科目を選択する。

ログ1：XXX XXX

ログ2：XXX XXX

ログ3

・診療科目：外科

・医療券番号：110011-
2

・医療機関コード：○○

・資格確認日：
yyyy/mm/dd

オンライン資格確認等システム
のログには、医療機関等の職員
が選択した医療券情報のデータ
項目が吐き出される。

診療科目ごとの受診回数等が
集計できるため、福祉事務所の
職員は受診情報のみで頻回受
診者を特定し、改善指導等を
実施する。

福祉事務所職員生活保護システム

被保護者

課題

• 医療機関等の職員の業務負荷が増大する。

• 診療科目のマスタを作成する等の対応が必要になる可能性がある。

• 診療科目の選択ミスにより受診情報（ログ）の精度が低下する可能性がある。

集計

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.13 資格確認実績の分析業務の位置づけ

ログに診療科目を取り込まない場合、受診情報だけでは頻回受診者を正確に特定できない可能性があるものの、現在と比較して相対的に早く対
象者を絞り込むことが可能である想定。また、1つの診療科目でしか医療券情報が登録されていない被保護者については、受診情報だけで頻回受
診者を特定することが可能である想定。

ログに診療科目を取り込まない場合

ログへの吐出し 受診情報の確認
1次フィルター:頻回受診者
の対象者候補の抽出

レセプトの確認/頻回受診
者の特定

福祉事務所職員
生活保護システム/
レセプト管理システム

被保護者

ログ1：XXX XXX

ログ2：XXX XXX

ログ3

・医療券番号：110011-
2

・医療機関コード：○○

・資格確認日：
yyyy/mm/dd

福祉事務所職員生活保護システム

被保護者

対象者候補リスト

受診情報（ログ）に診療科目
のデータ項目なし。

受診情報では被保護者ごとの
受診回数、資格確認を行った
医療機関コード等を確認。

⇒頻回受診者を特定できない
可能性がある。

福祉事務所の職員は、受診回
数15回以上等、頻回受診者
の対象者候補をリスト化する。

現行通り、レセプト情報を確認
し、頻回受診者を正確に特定
した上で、改善指導等を実施
する。

課題
• 受診情報だけでは頻回受診者を特定できない可能性がある。

※1つの診療科目でしか医療券情報が登録されていない被保護者については、受診情報と
診療科目が一意に紐づくため、受診情報のみで頻回受診者の特定が可能である想定。

集計 集計

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.13 資格確認実績の分析業務の位置づけ

頻回受診指導対象者及び未委託での受診者を正確に特定することはできないが、頻回受診指導及び未委託の医療機関での受診者の一次スク
リーニングには有用である想定。

資格確認実績（ログ情報）の分析業務の位置づけ

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯

頻回受診の傾向がある
者等の把握

• 前日分の資格確認実績（ログ情
報）を日次で取得可能になることで、
現行より早期に頻回受診の傾向があ
る者等の把握→必要に応じて助言・
指導等を行うことができる。

• 資格確認実績（ログ情報）には“診
療科目“を含むことができないため、頻
回受診の要件を正確に満たした上で
対象者を特定することができない。
※診療科目を含む場合、医療機関
等職員によるデータ登録が必要になり、
業務負荷が高まる懸念がある。

• 受診の実績ではなく、あくまで資格確
認の実績であるため、資格確認実績
（ログ情報）のみで頻回受診指導対
象者及び未委託での受診者を正確に
特定することができない。

期待される効果 課題

• 被保護者健康管理支援事業におい
て、頻回受診指導が行われているもの
の、レセプト情報を活用して頻回受診
指導対象者を特定しているため、事
象（頻回受診）の発生→福祉事務
所の認知→被保護者の指導に数か
月の期間を要している。

解決したい現行の課題

⇒頻回受診指導対象者及び未委託での受診者を正確に特定することはできないが、一次スクリーニングとして有用である想定。
※資格確認回数があまりにも多い、又は未委託で資格確認を繰り返している場合は当該情報をもって指導を行う余地がある想定。

未委託の医療機関等で
資格確認を行った被保

護者の特定

• 未委託の医療機関等で資格確認を
行った被保護者を早期に特定すること
で、制度の原則に反する未委託の医
療機関等での受診件数を削減にする
ことができる。

• レセプト審査の際に初めて未委託の医
療機関等で受診した被保護者の存
在を把握することがある。

【頻回受診指導の要件】
※頻回受診の要件「同一傷病について、同一月内に同一診療科目を15日以上受診しており、短期的・集中的な治療（※）を行う者を除き、治療にあたった医師や嘱託医が必要以上の受診と認めた者
（※）15日以上受診している者を抽出し、その前2ヶ月との合計が40日未満の者
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

実現方式（大方針）の検討観点
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.14 オンライン資格確認導入時に実装する機能

オンライン資格確認の基本機能については、医療保険のオンライン資格確認で活用されている資源を改修し対応できる想定。一方で、
医療扶助の利便性向上に資する独自機能については、医療保険のオンライン資格確認と異なる対応となるため、新規での機能開発等
が必要になる想定。

福祉事務所のシステム

• 医療扶助の資格情報及び医療券/調剤券情報の
管理・登録機能

• 被保護者の健診情報の管理及び連携機能

支払基金・中央会のシステム

医療機関等のシステム

• 資格確認実績（ログ情報）の取得及び加工機
能

オンライン資格確認の基本機能 医療扶助の利便性向上に資する独自機能

• 医療扶助の資格情報、医療券/調剤券情報、薬
剤情報及び健診情報の機能連携

• 被保護者の健診情報の管理及び連携機能

• 公費負担者番号及び受給者番号によるオンライン
資格確認の機能（被保険者証によるオンラインと
同様の機能）

• マイナポータルへの医療扶助の資格情報、医療券
/調剤券情報、薬剤情報及び健診情報の連携機
能

• 資格確認実績（ログ情報）の管理及び連携機
能

• 未委託の資格情報及び医療券/調剤券情報の特
定機能

• 未委託の医療機関等として特定された場合の連
携情報の制御機能

• 医療機関コードをキーにした、資格情報及び医療
券/調剤券情報の一括での連携機能

• 医療扶助の資格情報、医療券/調剤券情報、薬
剤情報及び健診情報の要求、取り込み及び表示
機能

• 公費負担者番号及び受給者番号によるオンライン
資格確認の機能（被保険者証によるオンラインと
同様の機能）

• 未委託の資格情報及び医療券/調剤券情報の特
定機能

• 未委託の医療機関等として特定された場合の警
告文の表示機能

• 未委託の医療機関等として特定された場合の連
携情報の制御機能

• 医療機関コードをキーにした、資格情報及び医療
券/調剤券情報の一括での連携機能

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果：実現方式（大方針）
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.14 オンライン資格確認導入時に実装する機能

医療扶助のオンライン資格確認で実装する機能の実装先システムを整理しました。

業務分類 機能分類 機能 実装先システム（案）

Ⅰ.資格情報
及び医療券/
調剤券情報
の登録

基本機能 医療扶助の資格情報及び医療券/調剤券情報の管理・登録機能 • 生活保護システム
• 医療保険者等向け中間サー

バー等
• オンライン資格確認等システム

マイナポータルへの医療扶助の資格情報、医療券/調剤券情報の連携機能

Ⅱ.健診情報
の登録

基本機能 被保護者の健診情報の管理及び連携機能 • 生活保護システム/レセプト管
理システム

• 特定健診等データ収集システム
• オンライン資格確認等システム

マイナポータルへの健診情報の連携機能

Ⅲ.資格確認 基本機能 医療扶助の資格情報、医療券/調剤券情報、薬剤情報及び健診情報の機
能連携

• オンライン資格確認等システム
• 資格確認端末
• レセプトコンピューター
• 電子カルテシステム
• マイナポータル

医療扶助の資格情報、医療券/調剤券情報、薬剤情報及び健診情報の要
求、取り込み及び表示機能

公費負担者番号及び受給者番号によるオンライン資格確認の機能（被保
険者証によるオンラインと同様の機能）

独自機能 未委託の資格情報及び医療券/調剤券情報の特定機能

未委託の医療機関等として特定された場合の警告文の表示機能

未委託の医療機関等として特定された場合の連携情報の制御機能

医療機関コードをキーにした、資格情報及び医療券/調剤券情報の一括での
要求及び取り込み機能

医療機関コードをキーにした、資格情報及び医療券/調剤券情報の一括での
連携機能

Ⅳ.資格確認
実績（ログ情
報）の連携

独自機能 資格確認実績（ログ情報）の管理及び連携機能 • 生活保護システム
• オンライン資格確認等システム
• 医療保険者等中間サーバー等

資格確認実績（ログ情報）の取得及び加工機能

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果：実現方式（大方針）
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.14 オンライン資格確認導入時に実装する機能

福祉事務所では、生活保護の保護決定時に医療扶助の資格情報を登録する。また、要否意見書を踏まえ、医療扶助の決定時に医
療券/調剤券情報を登録する。
上記を実現する機能を基本機能として実装する。

資格情報、医療券/調剤券情報の登録に係る機能

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

LGWAN VPN

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

＜基本機能＞
医療扶助の資格情報及び医
療券/調剤券情報の管理・登
録機能

2

＜基本機能＞
医療扶助の資格情報及び
医療券/調剤券情報の管
理・登録機能

1

＜基本機能＞
医療扶助の資格情報及び医療券/調剤券
情報の管理・登録機能

マイナポータルへの医療扶助の資格情
報、医療券/調剤券情報、薬剤情報及び
健診情報の連携機能

3

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.14 オンライン資格確認導入時に実装する機能

既に被保護者健康管理支援事業において、レセプト管理システムで被保護者の健診情報を管理している福祉事務所も存在すること
から、健診情報の連携は生活保護システム及びレセプト管理システムから選択できることとする。
上記を実現する機能を基本機能として実装する。

健診情報の登録に係る機能

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

特定健診等データ
収集システム

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

LGWAN VPN

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

＜基本機能＞
被保護者の健診情報の管
理及び連携機能

＜基本機能＞
被保護者の健診情報の管
理及び連携機能

＜基本機能＞
被保護者の健診情報の管理
及び連携機能

マイナポータルへの健診情
報の連携機能

1

3

2

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.14 オンライン資格確認導入時に実装する機能

医療機関等における資格確認は医療保険のオンライン資格確認と同様の流れを想定。医療券/調剤券情報の登録に係るリードタイム
を考慮して、医療機関コードによる医療券/調剤券情報の一括照会により、自機関が委託先として登録された医療券/調剤券情報を
一括で取得できる想定。
上記を実現する機能を基本機能、独自機能に分けて実装する。

資格確認に係る機能

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

LGWAN VPN

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

＜基本機能＞
医療扶助の資格情報、医療券/調剤券情報、薬剤情報及び健診情報の機能連携
公費負担者番号及び受給者番号によるオンライン資格確認の機能（被保険者証による
オンラインと同様の機能）
＜独自機能＞
未委託の資格情報及び医療券/調剤券情報の特定機能
未委託の医療機関等として特定された場合の連携情報の制御機能
医療機関コードをキーにした、資格情報及び医療券/調剤券情報の一括での連携機能

＜基本機能＞
医療扶助の資格情報、医療券/調剤券情報、薬剤情報及び健診情報の要求、取
り込み及び表示機能

公費負担者番号及び受給者番号によるオンライン資格確認の機能（被保険者
証によるオンラインと同様の機能）
＜独自機能＞
未委託の資格情報及び医療券/調剤券情報の特定機能
未委託の医療機関等として特定された場合の警告文の表示機能
未委託の医療機関等として特定された場合の連携情報の制御機能
医療機関コードをキーにした、資格情報及び医療券/調剤券情報の一括での要
求及び取り込み機能

1

2

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.14 オンライン資格確認導入時に実装する機能

被保護者の資格情報が要求された実績を資格確認実績（ログ情報）としてオンライン資格確認等システム→医療保険者等向け中
間サーバー等に連携する。生活保護システムは、医療保険者等向け中間サーバー等から資格確認実績（ログ情報）を取得し、頻回
受診の傾向がある者等を把握する。
上記を実現する機能を独自機能として実装する。

資格確認実績（ログ情報）の分析に係る機能

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

LGWAN VPN

＜独自機能＞

資格確認実績（ログ
情報）の取得及び加
工機能

＜独自機能＞
資格確認実績（ログ
情報）の管理及び連
携機能

＜独自機能＞
資格確認実績（ログ
情報）の管理及び連
携機能

1

3 2
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.15 機能に係る検討事項一覧 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討事項一覧

機能の検討事項一覧

機能に係る検討事項一覧を整理しました。

項番 検討事項 検討結果 参照頁

2.2.16 審査支払システムと連動させ、委託されていない医
療機関から請求があった場合には返戻とする仕組み
を実装するか。

支配基金より、当該仕組みは実装の実現可能性
が低い旨のコメントを受領。
代替案として、請求前資格確認を実装する。

P106~P118
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.16 請求前資格確認の導入 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.16 審査支払システムと連動させ、委託されていない医療機関から
請求があった場合には返戻とする仕組みを実装するか。

支配基金より、当該仕組みは実装の実現可能性が低い旨のコ
メントを受領。
代替案として、請求前資格確認を実装する。



.

0

2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.16 請求前資格確認の導入

医療機関等→オンライン請求システムに連携されたレセプトから、対象者の資格情報を抽出した資格情報ファイルを作成する。医療保
険者等はオンライン請求システム上の資格情報ファイルをダウンロードし、その情報を基に、返戻対象者を抽出した返戻情報ファイルを作
成する。医療保険者等は、オンライン請求システム上で返戻情報ファイルをアップロードし、その情報に基づき、オンライン請求システム上
でレセプト返戻が行われる。

オンライン請求システムを利用した請求前資格確認の流れ

オンラインによる請求前資格確認の流れ
URL：https://www.ssk.or.jp/seikyushiharai/online/online_01/shikakukakunin.html

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.16 請求前資格確認の導入

オンライン請求システムにアクセス、ログインすることで、資格情報ファイルをダウンロードする。

資格情報ファイルのダウンロード方法

オンライン請求システム操作手順書 ー運用編ー
URL：https://www.ssk.or.jp/seikyushiharai/rezept/hokenja/download/download_01.files/online_m_h.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.16 請求前資格確認の導入

オンライン請求システムにアクセス、ログインすることで、返戻情報ファイルをアップロードする。

返戻情報ファイルのアップロード方法

オンライン請求システム操作手順書 ー運用編ー
URL：https://www.ssk.or.jp/seikyushiharai/rezept/hokenja/download/download_01.files/online_m_h.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.16 請求前資格確認の導入

オンライン請求システム⇔生活保護システム間で連携する資格情報・返戻情報ファイルをExcel等のツールで操作することで、請求前資
格確認を実現できるため、生活保護システム側のシステム改修は不要である。
但し、請求前資格確認の利用にあたってシステム改修を実施した医療保険者等においては、“改修の費用対効果あり”との回答もある
ため、システム改修によるメリットも享受できる。

請求前資格確認の利用に係るシステム改修の要否

「オンラインによる請求前の資格確認」のご案内（リーフレット）
URL：https://www.ssk.or.jp/seikyushiharai/online/online_01/index.files/leaflet_01_r02.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.16 請求前資格確認の導入

毎月約3,000枚の医療券を発行している福祉事務所においては、資格情報ファイルにも約3,000レコード含まれることが想定されるた
め、福祉事務所の職員が目検確認を行うことは業務負荷が高い。
上記を踏まえ、福祉事務所の職員の利便性向上を意図して、生活保護システム内の医療券情報と資格情報ファイルを紐づけ、自動で
未委託の医療機関等からのレセプトを特定する機能を実装することで、システム改修のメリットを享受できる可能性がある（但し、当該メ
リットの享受は大規模の福祉事務所等に限定される）。

医療券の発行数の目安

令和元年度社会福祉推進事業費 医療扶助の実施方式に関する実態調査及びあり方に関する研究事業 報告書
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000651417.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.16 請求前資格確認の導入

医療保険者等の改修状況を参考にすると、請求前資格確認を利用するための生活保護システムの改修は不要である想定。
但し、生活保護システム内の医療券情報と資格情報ファイルを紐づけ、自動で未委託の医療機関等からのレセプトを特定する機能を
実装することで、福祉事務所の職員の利便性が向上する可能性がある。
⇒当該機能を実装することで享受できるメリットは大規模な福祉事務所等に限定されると考えられることから、概算見積(標準仕様)の
対象外とし、生活保護システムベンダ⇔福祉事務所間で個別に調整し、且つ費用対効果を検証しつつシステム改修を行うこととしてはど
うか。

概算見積に含める場合の記載項目

標準機能として実装
する場合、見積資料
の追加の記載項目

• 生活保護システムからオンライン請求システムにアクセスし、資格情報ファイルをダウンロードする機能の追加。
⇒オンライン請求システムに備わった機能であるため、生活保護システム側の改修は不要。

• 資格情報ファイルと生活保護システム内の医療券情報を紐づけ、未委託の医療機関等からのレセプトを自動で特定し、
返戻情報ファイルを自動で作成する機能の追加。

• 生活保護システムからオンライン請求システムにアクセスし、返戻情報ファイルをアップロードする機能の追加。
⇒オンライン請求システムに備わった機能であるため、生活保護システム側の改修は不要。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

実現方式（大方針）の検討観点
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.17 オンライン資格確認導入後に連携するデータ

医療扶助のオンライン資格確認において連携するデータの項目については、なるべく医療保険のオンライン資格確認のデータ項目を踏襲
する想定。

＜基本方針＞

医療保険の加入者基本情報及
び加入者資格情報と同等。

＜データ項目＞

• 氏名

• 氏名（カナ）

• 性別

• 生年月日

• 居住地（住所、郵便番
号）

• 加入者区分コード

• 実施機関名（福祉事務所
名）

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 資格取得年月日（保護開
始日）

＜基本方針＞

医療保険の被保険者証等情報
と同等。

＜データ項目＞

• 氏名

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 有効開始年月日

• 有効終了年月日

• 指定医療機関名（医療機
関コード）

• 傷病名

• 診療別

• 併用/単独の別

• 本人支払額

※なるべく資格情報と重複する
データ項目を対象外とする想定。

※今後、データ項目を要精査。

＜基本方針＞

医療保険の特定健診情報と同
等。

＜データ項目＞

（受診者情報）

• 氏名

• 性別

• 生年月日

• 年齢

• 公費負担者番号

• 受給者番号

（健診結果情報）

（質問票情報）

（メタボリックシンドローム基準の
該当判定）

（特定保健指導の対象基準の
該当判定）

資格情報 医療券/調剤券情報 健診情報

＜基本方針＞

頻回受診の傾向がある者等を把
握するための最小限の情報。

＜データ項目＞

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 医療機関コード

• 資格確認日

• 資格確認方法

資格確認実績（ログ情報）

※今後のワーキンググループ及び要件整理作業等を踏まえ、データ項目は変更の可能性がある。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果：実現方式（大方針）
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項番 検討事項 検討結果 参照頁

2.2.19 生活保護システムから連携する資格情報・医療券/
調剤券情報のデータ項目をどうするか。

医療保険のデータ項目を参考にする。医療保険の
データ項目⇔医療扶助のデータ項目の対応関係は
以下の通り（左：医療保険、右：医療扶助）。
ー 加入者基本情報⇔加入者基本情報（資格
情報）
ー 加入者資格情報⇔加入者資格情報（資格
情報）
ー 被保険者証等情報⇔医療券/調剤券情報

加入者基本情報は医療保険と同じファイルレイアウ
ト/データ項目とする。一方で、加入者資格情報、
及び医療券/調剤券情報は、医療扶助独自のデー
タ項目が必要になることから、医療保険と異なるファ
イルレイアウト/データ項目を新規で作成する。

P123~P134

2.2.20 生活保護システム/レセプト管理システムから連携す
る健診情報のデータ項目をどうするか。
また、自治体の保険部局→福祉事務所に対する
データ連携方法をどうするか。

（健康増進法に基づく）健診情報は、医療保険
の特定健診情報と同様のファイルレイアウト/データ
項目を活用する。
また、自治体の保険部局→福祉事務所に対する
データ連携方法は、被保護者の健康管理支援事
業で整理される仕組みを活用する。

P135~P147

2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.18 データに係る検討事項一覧 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討事項一覧

データの検討事項一覧

データに係る検討事項一覧を整理しました。
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項番 検討事項 検討結果 参照頁

2.2.21 オンライン資格確認時にオンライン資格確認等シス
テムに吐き出される資格確認実績（ログ情報）の
データ項目をどうするか。

＜検討結果＞
資格確認実績（ログ情報）のデータ項目は以下の
通り。
ー 公費負担者番号
ー 受給者番号
ー 医療機関コード
ー 資格確認日
ー 資格確認方法

＜データ項目の概要＞
医療機関等で本人確認(資格確認)を実施した被
保護者を特定するためのデータ項目。
ー 公費負担者番号
ー 受給者番号

本人確認(資格確認)が実施された医療機関等・
日付を特定するためのデータ項目。
ー 医療機関コード
ー 資格確認日

資格確認方法の詳細を特定するためのデータ項目。
ー 資格確認方法

P148~P152

2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.18 データに係る検討事項一覧 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討事項一覧

データの検討事項一覧

前頁の続き。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.19 資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.19 生活保護システムから連携する資格情報・医療券/調剤券情
報のデータ項目をどうするか。

医療保険のデータ項目を参考にする。医療保険のデータ項目
⇔医療扶助のデータ項目の対応関係は以下の通り（左：医
療保険、右：医療扶助）。
ー 加入者基本情報⇔加入者基本情報（資格情報）
ー 加入者資格情報⇔加入者資格情報（資格情報）
ー 被保険者証等情報⇔医療券/調剤券情報

加入者基本情報は医療保険と同じファイルレイアウト/データ項
目とする。一方で、加入者資格情報、及び医療券/調剤券情
報は、医療扶助独自のデータ項目が必要になることから、医療
保険と異なるファイルレイアウト/データ項目を新規で作成する。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.19 資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目

医療扶助のオンライン資格確認の導入にあたって、福祉事務所の生活保護システム→医療保険者等中間サーバー等に対して連携す
るデータ項目を検討する。
⇒医療保険者のシステム→医療保険者等中間サーバー等に対して連携されるデータ項目を参考にする方針。

検討事項・対応方針

検討事項 生活保護システムから連携する資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目をどうするか。

対応方針

• 医療保険者→医療保険者等中間サーバー等に対して連携される以下のデータ項目を参考にする。
ー 加入者基本情報
ー 加入者資格情報
ー 被保険者証等情報

• 現行では医療機関等で医療券/調剤券の券面情報を確認・登録して診療・請求業務を行っていることから、原則、現
行の医療券/調剤券に記載された情報は全て医療保険者等中間サーバー等、及び資格確認端末まで連携する想定。
※中間サーバーへの連携にあたって必要な付帯のデータ項目は、医療保険の対応を踏襲する想定。

• 今後、要件整理支援の中で、データ項目の精緻化を行う。
⇒医療機関等で必要なデータ項目を確認し、券面情報に記載があるものの、不要であるデータ項目は削除する想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.19 資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目

“医療券等の記載要領”に記載された医療券/調剤券のデータ項目は以下の通り。

生活保護法による医療券等の記載要領

厚生労働省 生活保護法による医療券等の記載要領について
URL：https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta8480&dataType=1&pageNo=1

生活保護法による医療券等の記載要領

一 医療券の作成

(一) 「医療券・調剤券」の調剤券の文字を抹消すること。

(二) 診療年月「令和 年 月分」欄には、被保護者が診療を受ける年月を記載すること。この場合、医療券は暦月を単位として発行するものであることに留意すること。

(三) 「公費負担者番号」欄には、医療券発行福祉事務所の所定の番号八桁を記載すること。

(四) 「受給者番号」欄には、受給者区分六桁、検証番号一桁、計七桁の算用数字を組み合わせたものとすること。

受給者区分には、被保護者(又は被保護世帯)毎に固定化した番号(以下「固定番号」という。)を使用しないこと。ただし、診療報酬明細書等と医療券交付処理簿を照合するために固定番号とする必要がある場合には、固定番号を使用しても差し支
えないこと。

検証番号は、「保険者番号等の設定について」(昭和五一年八月七日保発第四五号、庁保発第三四号厚生省保険局長・公衆衛生局長・薬務局長・社会局長・児童家庭局長・援護局長・社会保険庁医療保険部長通知)により設定すること。

(五) 「有効期間」欄には、診療の給付が月の中途を始期又は終期とする場合は、それにより有効期間を記載すること。

(六) 「氏名」欄には、被保護者の姓名を記載すること。

なお、電子計算機により医療券を作成する場合で例外的に漢字を読み替えたカタカナを使用するときは、姓と名の間にスペースをとること。

(七) 「男・女」欄は、該当する文字を○で囲むこと。

なお、被保護者本人から戸籍上の性別を記載してほしくない旨の申し出があり、やむを得ない理由があると保護の実施機関が判断した場合は、欄外又は裏面を含む医療券全体として、戸籍上の性別が指定医療機関で容易に確認できるよう配慮すれば、
性別の表記方法を工夫しても差し支えない。

(八) 「明・大・昭・平・令 年生」欄は、該当する元号を○で囲み、生まれた年を記載すること。

なお、一歳に満たない者(ただし、社会保険等他法給付のある患者については六歳に満たない者)についてのみ生まれた月を次の例により記載すること。

例(平成二六年二月生まれの場合)

明・大・昭・((平))・令二六年二月生

(九) 「居住地」欄には、被保護者の居住地を記載すること。

(一〇) 「指定医療機関名」欄には、被保護者を委託する指定医療機関名を記載すること。

(一一) 「傷病名」欄には、医療要否意見書等記載の傷病名(歯科の場合は、「傷病名又は部位」)を記載し、傷病届により医療券を発行するときは、「備考」欄に被保護者の症状を記載すること。

なお、被保険者の資格喪失後における継続療養の給付期間中に発生した傷病については、社会保険の給付は行われないので、その傷病名及びその旨を「備考」欄に記載すること。

(一二) 「診療別」欄は、該当する文字を○で囲むこと。

(一三) 「本人支払額」欄は、福祉事務所長が医療券を発行する際に記載すること。

なお、本人支払額を記載する場合においては、当該本人支払額に一〇円未満の端数があるときはこれを切捨てるものとし、本人支払額がない場合はその欄に斜線を引くこと。

(一四) 「地区担当者名」欄には、医療券作成後内容点検を行った地区担当員名を記載すること。

(一五) 「取扱担当者名」欄には、医療券交付事務取扱責任者名(医療事務担当者名)を記載すること。

(一六) 「福祉事務所長印」欄には、医療券発行福祉事務所の名称を記載した上所長印を押印すること。

(一七) 「社会保険(健は健康保険、共は共済組合を示す。)、結核予防法第三四条、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三二条」の欄は、該当する文字を○で囲むとともに、「その他」の欄には、前記以外の他法の名称及び傷病名を
記載すること。

二 調剤券の作成

(一) 「医療券・調剤券」の医療券の文字を抹消すること。

(二) 「指定医療機関名」欄には、調剤を委託する指定薬局名を記載し、その下に処方せんを発行した医療機関名を括弧書きで記載すること。

(三) 前記のほか、医療券の記載要領の(二)から(九)まで及び(一二)から(一七)までと同様であること。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.19 資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目

オン資導入後も現行の券面情報を全ての登録する方針であるものの、任意項目/対象外（想定）については、医療機関等の現場で
必要なデータ項目に応じて、今後登録要否を検討する想定。また、意図せず機微な情報が含まれてしまう可能性を低減するため、なる
べくフリーフォーマットの欄（その他の欄）は削除する想定。

医療券/調剤券のサンプル

静岡県藤枝市 生活保護法施行細則_第39号様式(第11条関係)
URL：https://www.city.fujieda.shizuoka.jp/static/reiki_int/reiki_honbun/g315RG00000291.html#e000000748

必須項目(想定)
※オン資導入後

任意項目/対象外(想定)
※オン資導入後

⇒医療機関等の現場で必要な
データ項目に応じて、登録要否
を精緻化する想定。

ベース(案)として、現行の券
面情報を全て登録する想定。

※オン資導入後

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.19 資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目

医療券/調剤券情報については、現行の医療保険の保険証⇔医療扶助の医療券/調剤券の券面情報が大きく異なることも踏まえ、
医療保険の被保険者証等情報のデータ項目と差分がある想定。

対応案

医療保険のデータ項目(大分類)との対応

＜医療保険 → 医療扶助＞

加入者基本情報 → 資格情報（現行の保護決定通知書程度の情報）

加入者資格情報 → 資格情報（現行の保護決定通知書程度の情報）

被保険者証等情報 → 医療券/調剤券情報（現行の医療券/調剤券の情報）

整理観点

データ項目

資格情報
（加入者基本情報）

資格情報
（加入者資格情報）

医療保険の加入者基本情報と同様。

• 公費負担者番号/受給者番号

• 資格取得年月日/資格喪失年月日

• 資格喪失事由

• 本人家族の別

• 世帯主氏名(仮)

対応案

医療券/調剤券情報
（被保険者証等情報）

• 現行の医療券/調剤券の券面情報を
そのまま登録する想定。

＜医療保険との差分＞

• 保険者番号 → 公費負担者番号

• 被保険者証記号/番号/枝番 → 受給者番号

• 被保険者氏名 → 世帯主氏名(仮)

要件定義支援業務においては、左記の方針を基
調として整理を進める。
⇒ 他の公費負担医療制度のオン資導入におい
て、なるべく支払基金システム/医療機関等システ
ムの改修が発生しないように任意項目等を整理
する想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.19 資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目

医療扶助の資格情報には公費負担者番号・受給者番号が含まれるものの、未委託の医療機関等が資格確認を行った場合に、公費
負担者番号・受給者番号を連携するか別途調整が必要である想定。

パターンごとの医療機関等での資格情報、医療券/調剤券情報の表示項目（案）

パターン 医療機関等のシステムでの表示項目（案）

保護決定後、医療扶助認定前の資格確認
(医療券/調剤券情報が未登録)

保護決定&医療扶助認定後の資格確認
(医療券/調剤券情報が1件のみ登録済)

保護決定&医療扶助認定後の資格確認
(医療券/調剤券情報が複数登録済)

公費制度:生活保護

資格情報

医療券/調剤券情報

資格情報

医療券/調剤券情報

資格情報

医療券/調剤券情報_1

医療券/調剤券情報_2

警告文 未委託(医療券/調剤券情報の登録前)
の医療機関等で資格確認が行われた場
合は警告文を表示。

＜保護決定通知書程度の情報を表示＞

• 資格情報は登録済であるため、氏名・
年齢等の基本情報を表示可能とする
想定。

• 福祉事務所等への電話確認等も考慮
し、福祉事務所名を表示する想定。

⇒但し、医療券/調剤券情報の登録
前にレセプト請求が行われることを防ぐ
ため、公費負担者番号・受給者番号
を連携/表示するか検討が必要。

公費制度:生活保護

公費制度:生活保護

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.19 資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目

保護決定通知書のサンプルは以下の通り。

保護決定通知書のサンプル

神奈川県横浜市 生活保護法施行細則_第22号様式(第4条第1項)
URL：https://cgi.city.yokohama.lg.jp/somu/reiki/reiki_honbun/g202RG00000618.html#e000000093

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.19 資格情報・医療券/調剤券情報のデータ項目

地域情報プロットフォームに掲載されている生活保護に係る中間標準レイアウト_医療券情報ファイルのデータ項目は以下の通り。

生活保護システム標準仕様：医療券情報ファイル

総務省 中間標準レイアウト仕様 18.生活保護_データ項目一覧表
URL：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/lg-cloud/02kiban07_03000024.html

1 事業コード X 3 ○ 事業の管理番号 123

2 福祉事務所コード X 6 ○ 福祉事務所の管理番号 123456

3 管轄コード X 5 管轄区コード ○ 管轄区を示すコード 00001

4 管轄コード名称 N 128 ○ 管轄区を示すコードの名称 東区１丁目

5 事業管理番号 X 12 ○ 事業コードと合わせて、各事業毎に一意に管理することができる番号 1234567890

6 ケース番号 X 10 ○ 生活保護ケースの管理番号 1234567890

7 員番号 X 3 ○ システム上、生活保護を受けている世帯の個人を特定する管理番号 123

8 識別番号 X 15 ○
住民基本台帳業務により、一つの自治体内で一意に個人を特定するために振
られる番号
都道府県からの連携に限り、任意項目扱いとする。

123456789012345
APPLIC標準仕様データ一覧
生活保護：識別番号　引用

9 医療区分 X 1 医療区分 ○ 医療の区分を示すコード 1

10 医療区分名称 N 128 医療の区分を示すコードの名称 入院

11 単独併用別コード X 2 単独併用別コード ○ 単独・併用を示すコード 01

12 単独併用別名称 N 128 単独・併用を示すコードの名称 単独

13 医療機関種別 X 2 医療機関種別 ○ 医療機関種別を示すコード 10

14 医療機関コード X 10 ○ 医療機関の管理番号 1234567890

15 開始年月 X 6 ○ 医療券の開始年月 201004

16 履歴番号 X 5 ○ 医療券情報を履歴管理するための番号 2

17 診療年月 X 6 ○ 診療を受けた年月 201004

18 診療年度 X 4 診療を受けた年度 2010

19 有効期間始期 X 2 ○ 月単位の給付券の開始日（日） 1

20 有効期間終期 X 2 ○ 月単位の給付券の終了日（日） 31

21 受給者番号 X 7 ○ 生活保護を受けている個人を特定する管理番号 1234567

22 交付番号 X 10 ○ 医療券交付の管理番号 1234567890

23 医療本人支払額 9 13 医療扶助の本人支払（自己負担）額 2100

24 単併給区分 X 2 単併給区分 ○ 単給・併給を示すコード 01

25 単併給区分名称 N 128 単給・併給を示すコードの名称 単給

26 費用区分 X 1 費用区分 ○ 「市費」か「県費」「道費」などを示すコード 1

27 費用区分名称 N 128 「市費」か「県費」「道費」などを示すコードの名称 市費

28 病類コード X 2 病類コード ○ 一般・精神・結核を示すコード 01

29 病類名称 N 128 一般・精神・結核を示すコードの名称 一般

30 後保コード X 2 後保コード 後保を示すコード 01

31 後保名称 N 128 後保を示すコードの名称 後保

32 発行年月日 X 8 ○ 医療券の発行年月日 20100401

33 定例選択コード X 2 定例選択コード 発行選択状態「随時」「定例」を示すコード 01

34 定例選択名称 N 128 発行選択状態「随時」「定例」を示すコードの名称 次回定例発行

35 発券枚数 9 2 ○ 医療券の発券枚数 5

36 長期入院定例フラグ X 1 有無 長期入院請求書の発行も必要かどうか判断するためのフラグ 1

37 担当職員情報

38 地区担当職員番号 X 15 ○ 地区担当職員の職員番号 123456789012345

39 地区担当職員名 N 150 ○ 地区担当職員の氏名 山田　太郎

40 取扱担当職員番号 X 15 ○ 取扱担当職員の職員番号 123456789012345

41 取扱担当職員名 N 150 ○ 取扱担当職員の氏名 山田　太郎

No. データ項目名称 データ型
繰り返し
[2回以上の場
合のみ記載]

項目説明 サンプル値 備考桁数
外字
使用

コード
必須[○]
／任意
[空白]

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.20 生活保護システム/レセプト管理システムから連携する健診情報
のデータ項目をどうするか。
また、自治体の保険部局→福祉事務所に対するデータ連携方
法をどうするか。

（健康増進法に基づく）健診情報は、医療保険の特定健診
情報と同様のファイルレイアウト/データ項目を活用する。
また、自治体の保険部局→福祉事務所に対するデータ連携方
法は、被保護者の健康管理支援事業で整理される仕組みを
活用する。
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

健康増進法に基づく健診情報のデータ項目は、医療保険のオンライン資格確認における特定健診情報のデータ項目を踏襲する。

＜基本方針＞

医療保険の加入者基本情報及
び加入者資格情報と同等。

＜データ項目＞

• 氏名

• 氏名（カナ）

• 性別

• 生年月日

• 居住地（住所、郵便番
号）

• 加入者区分コード

• 実施機関名（福祉事務所
名）

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 資格取得年月日（保護開
始日）

＜基本方針＞

医療保険の被保険者証等情報
と同等。

＜データ項目＞

• 氏名

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 有効開始年月日

• 有効終了年月日

• 指定医療機関名（医療機
関コード）

• 傷病名

• 診療別

• 併用/単独の別

• 本人支払額

※なるべく資格情報と重複する
データ項目を対象外とする想定。

※今後、データ項目を要精査。

＜基本方針＞

医療保険の特定健診情報と同
等。

＜データ項目＞

（受診者情報）

• 氏名

• 性別

• 生年月日

• 年齢

• 公費負担者番号

• 受給者番号

（健診結果情報）

（質問票情報）

（メタボリックシンドローム基準の
該当判定）

（特定保健指導の対象基準の
該当判定）

資格情報 医療券/調剤券情報 健診情報

＜基本方針＞

頻回受診の傾向がある者等を把
握するための最小限の情報。

＜データ項目＞

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 医療機関コード

• 資格確認日

• 資格確認方法

資格確認実績（ログ情報）

※今後のワーキンググループ及び要件整理作業等を踏まえ、データ項目は変更の可能性がある。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

医療扶助のオン資導入にあたって、福祉事務所の生活保護システム/レセプト管理システム→特定健診等データ収集システムに対して
連携するデータ項目を検討する。また、併せて自治体の保険部局→福祉事務所に対するデータ連携方法等についても検討する。
⇒健診情報のデータ項目については、医療保険者→特定健診等データ収集システムに対して連携されるデータ項目を参考にする。

検討事項・対応方針

検討事項
• 生活保護システム/レセプト管理システムから連携する健診情報のデータ項目をどうするか。

• 自治体の保険部局→福祉事務所に対するデータ連携方法をどうするか。

対応方針

＜データ項目＞

• 医療保険者→特定健診等データ収集システムに対して連携される以下のデータ項目を参考にする。
ー 受診者情報
ー 特定健診結果情報
ー 質問表情報
ー メタボリックシンドローム基準の該当判定
ー 特定保健指導の対象基準の該当判定

• 特定健診等データ収集システムに対して連携するデータ項目（ファイルレイアウト）自体は医療保険と同様にする方針。
※なるべく医療保険の特定健診項目と同様になるよう健診項目を決定するように周知を行うものの、現行通り自治体ご
とに健診項目を決定できる想定。

＜データ連携方法＞

• 自治体の保険部局→福祉事務所に対するデータ連携方式、紙の健診情報のデータ化については、現行の仕組みを踏
襲する想定（健康管理支援事業の管轄である認識）。
※但し、医療扶助のオン資導入に伴い、健康管理支援事業においても、健診情報をオンライン資格確認等システム・
NDBに連携することを考慮して頂く想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

医療保険における特定健診情報のデータ項目の概要

健康保険証の資格確認がオンラインで可能となります（医療機関向け）（9/3掲載）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000663427.pdf

医療保険における特定健診情報のデータ項目の概要は以下の通り。医療扶助のオン資においては、保険者番号、被保険者証等記
号・番号・枝番を、それぞれ公費負担者番号、受給者番号に変更する必要がある想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

医療保険における特定健診情報のデータ項目の詳細は以下の通り。

医療保険における特定健診情報のデータ項目の詳細

第37回保険者による健診・保健指導等に関する検討会_特定健診データ等の保険者間の引継ぎ、マイナポータルを活用した特定健診データ等の閲覧について
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000610528.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

前頁の続き。

医療保険における特定健診情報のデータ項目の詳細

第37回保険者による健診・保健指導等に関する検討会_特定健診データ等の保険者間の引継ぎ、マイナポータルを活用した特定健診データ等の閲覧について
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000610528.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

市区町村が独自で実施する健診項目も存在する認識。

東京都中央区における生活保護受給者向けの健診項目

東京都中央区_生活保護受給者の健康診査
URL：https://www.city.chuo.lg.jp/smph/kenko/kenko/kenkosinsa/seikatuhogo.html

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

生活保護受給者向けの健診項目は市区町村ごとに異なる認識。

愛知県名古屋市/東京都墨田区における生活保護受給者向けの健診項目

愛知県名古屋市_健康診査・保健指導（生活保護・中国残留邦人等）のご案内
URL：https://www.city.nagoya.jp/kenkofukushi/page/0000079004.html

東京都墨田区_生活習慣病予防健康診査（40歳以上で、生活保護受給者など他の健康診査を受ける機会がない方）
URL：https://www.city.sumida.lg.jp/kenko_fukushi/kenko/kenshin/kenkoshinsa/seikatsusyukanbyo.html

基礎項目

任意項目

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

自治体の保険部局→福祉事務所に対する健診情報の連携は行われているものの、ファイルレイアウトは統一されていない認識。
⇒ファイルレイアウトはXML形式、任意のCSV形式など様々（レセプト管理システムベンダからのインプット）。

福祉事務所における健診情報の取扱いに係る現状/方向性

第4回生活保護受給者の健康管理支援等に関する検討会_生活保護受給者の医療・健診データ等の情報基盤の構築について
URL：https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12201000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu-Kikakuka/2_5.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

自治体の保険部局→福祉事務所に対する健診情報の連携を紙媒体で行う自治体も存在する認識。

福祉事務所における健診情報の取扱いに係る現状/方向性

「生活保護受給者の健康管理支援等に関する検討会」における議論を踏まえた、健康管理事業のマニュアル作成に係る論点整理
URL：https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12201000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu-Kikakuka/shiryou4_3.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

福祉事務所が被保護者の健診情報を収集する仕組みについては、健康管理支援事業の開始に伴い自治体ごとに取り組みが実施さ
れている認識。

被保護者健康管理支援事業の概要

被保護者健康管理支援事業
URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_19953.html

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

医療保険者はXML形式で特定健診情報を連携している認識。
※但し、法定報告分については電子媒体でも提出可能。

医療保険者における健診情報のファイル形式

特定健康診査情報等の随時提出等に関する業務の流れ
URL：https://www.ssk.or.jp/jigyonaiyo/tokuteikenshin/tokuteikenshin_02.files/teishutunagare.pdf

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.20 健診情報のデータ項目

健診情報のデータ項目については、原則医療保険と同様のデータ項目を利用して、オンライン資格確認等システムまでデータ連携を行う
想定。自治体→福祉事務所間のデータ連携方法については、健康管理支援事業の仕組みを踏襲し、医療扶助のオン資事業では生
保/レセ管システムに取り込み後のデータ連携を整理対象とする想定。

対応案

整理観点

データ項目

医療保険のデータ項目を踏襲する。

⇒但し、保険者番号、被保険者証等記号・番号・枝番を、それぞれ公費負担者番号、受給者番号に変更する。

⇒なるべく医療保険の特定健診項目と同様になるよう健診項目を確定するように周知を行うものの、現行通り自治
体ごとに健診項目を決定できる想定。

⇒医療保険で定義された特定健診情報のデータ項目になく、且つ医療扶助の特定健診情報に存在するデータ項
目の取り扱いについては、医療保険における対応案を踏襲する想定（医療保険での対応内容を支払基金に照会
中）。

対応案

データ連携方法

以下の通り、健康管理支援事業と医療扶助のオン資事業で棲み分けを行う。

⇒福祉事務所→支払基金側へのデータ連携を対象とし、ファイル形式については、医療保険と同様にXML形式
（法定報告分は電子媒体も可）とする。

⇒生保/レセ管システムへの健診情報の取り込みまでの仕組みは、健康管理支援事業によって開始された現行の
仕組みを踏襲する。

or

健診機関 自治体の保険部局 福祉事務所 支払基金

被保護者 健診機関 自治体 福祉事務所 生保/レセ管システム オン資システム等

健康管理支援事業
※生保/レセ管システムへの健診情報の取り込みまで

XML

医療扶助のオン資事業

健診情
報の取
り込み

医療機関等

健診
情報

資格確認端末等

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.21 資格確認実績（ログ情報）のデータ項目 ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果

項番 検討事項 検討結果

2.2.21 オンライン資格確認時にオンライン資格確認等システムに吐き出
される資格確認実績（ログ情報）のデータ項目をどうするか。

＜検討結果＞
資格確認実績（ログ情報）のデータ項目は以下の通り。
ー 公費負担者番号
ー 受給者番号
ー 医療機関コード
ー 資格確認日
ー 資格確認方法

＜データ項目の概要＞
医療機関等で本人確認(資格確認)を実施した被保護者を特
定するためのデータ項目。
ー 公費負担者番号
ー 受給者番号

本人確認(資格確認)が実施された医療機関等・日付を特定
するためのデータ項目。
ー 医療機関コード
ー 資格確認日

資格確認方法の詳細を特定するためのデータ項目。
ー 資格確認方法
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.21 資格確認実績（ログ情報）のデータ項目

資格確認実績（ログ情報）のデータ項目は、医療扶助のオンライン資格確認独自で検討が必要である認識。誰が、どの医療機関等
で、いつ資格確認を行ったのか特定できるデータ項目を含める想定。

＜基本方針＞

医療保険の加入者基本情報及
び加入者資格情報と同等。

＜データ項目＞

• 氏名

• 氏名（カナ）

• 性別

• 生年月日

• 居住地（住所、郵便番
号）

• 加入者区分コード

• 実施機関名（福祉事務所
名）

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 資格取得年月日（保護開
始日）

＜基本方針＞

医療保険の被保険者証等情報
と同等。

＜データ項目＞

• 氏名

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 有効開始年月日

• 有効終了年月日

• 指定医療機関名（医療機
関コード）

• 傷病名

• 診療別

• 併用/単独の別

• 本人支払額

※なるべく資格情報と重複する
データ項目を対象外とする想定。

※今後、データ項目を要精査。

＜基本方針＞

医療保険の特定健診情報と同
等。

＜データ項目＞

（受診者情報）

• 氏名

• 性別

• 生年月日

• 年齢

• 公費負担者番号

• 受給者番号

（健診結果情報）

（質問票情報）

（メタボリックシンドローム基準の
該当判定）

（特定保健指導の対象基準の
該当判定）

資格情報 医療券/調剤券情報 健診情報

＜基本方針＞

頻回受診の傾向がある者等を把
握するための最小限の情報。

＜データ項目＞

• 公費負担者番号

• 受給者番号

• 医療機関コード

• 資格確認日

• 資格確認方法

資格確認実績（ログ情報）

※今後のワーキンググループ及び要件整理作業等を踏まえ、データ項目は変更の可能性がある。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討結果
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.21 資格確認実績（ログ情報）のデータ項目

頻回受診指導の対象者（仮）の特定に活用する資格確認実績（ログ情報）のデータ項目を検討する。各システムが保持するデータ
項目を整理し、どのシステムからどのデータ項目を連携するか考慮する。

検討事項・対応方針

検討事項
• オンライン資格確認時にオンライン資格確認等システムに吐き出される資格確認実績（ログ情報）のデータ項目をどうす

るか。

対応方針

※これまでの検討経緯の振り返り。

• 既に健康管理支援事業のなかで実施されている、レセプト情報を利用した頻回受診者の特定、改善指導との棲み分け
を整理する。

ー 利用目的：頻回受診者（医療機関）の対象者（仮）の早期特定。
ー データ連携頻度：日次
ー データ項目に係る補足：診療科目は連携しない。

• 生活保護システム、オンライン資格確認等システム、資格確認端末/レセプトコンピューターが保持/連携する情報（デー
タ項目）を整理する。

⇒上記の整理を踏まえ、資格確認実績に必要なデータ項目を整理する。
※なお、オンライン資格確認等システム側でのデータ容量の肥大化を避けるため、データ項目は必要最低限に絞り込

む想定。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.21 資格確認実績（ログ情報）のデータ項目

これまでの検討経緯の振り返り

健康管理支援事業のなかで実施されている頻回受診指導は、レセプト情報を利用して対象者を特定しているため、頻回受診の事象の
発生→対象者の特定→指導まで数カ月を要する認識。
⇒資格確認実績を日次で取得可能とすることで、現行よりも早期に頻回受診指導を行うことが可能になる想定。

被保護者健康管理支援事業
URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_19953.html

利用目的

頻回受診指導の対象者（仮）の
早期特定。
※資格確認の実績に基づき一次ス
クリーニングとして活用（受診の実績
ではない）。

データ連携頻度

日次で前日分の資格確認実績を
取得可能とする。
※オン資システム→医療保険者等
向け中間サーバー等→生活保護シ
ステム。

データ項目に係る補足

医療機関等の業務負荷を考慮し、
診療科目は連携しない。
※診療科目を連携する場合、医療
機関等側で当該資格確認に紐づく
診療科目の入力が必要。

レセプト情報を利用した対応であ
るため、事案の発生から指導まで
に数か月を要する。
⇒早期での指導に課題。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.2. 実現方式（大方針）
2.2.21 資格確認実績（ログ情報）のデータ項目

各システムが保持/連携するデータ項目、対応案

資格確認実績（ログ情報）は、被保護者を特定するための最低限の情報（公費負担者番号・受給者番号）及び資格確認が実施
された医療機関等・日付を特定するための情報（医療機関コード・資格確認日）をデータ項目とする。
⇒上記のデータ項目を生活保護システム内の情報と紐づけることで、頻回受診指導の対象者(仮)及び未委託の医療機関等で資格
確認を行った被保護者を特定する。

資格確認端末/レセプトコンピューター

資格確認端末/レセコンに登録された情報

ー 医療機関コード

ー （資格確認日）

オンライン資格確認等システム

資格情報

ー 公費負担者番号・受給者番号

ー 氏名

ー 生年月日

ー 保護開始日 等

医療券/調剤券情報

ー 公費負担者番号・受給者番号

ー 委託先医療機関名

ー 主な傷病名

ー 自己負担割合 等

生活保護システム

資格情報

ー 公費負担者番号・受給者番号

ー 氏名

ー 生年月日

ー 保護開始日 等

医療券/調剤券情報

ー 公費負担者番号・受給者番号

ー 委託先医療機関名

ー 主な傷病名

ー 自己負担割合 等

健康増進法に基づく健診情報

医療機関コードマスタ

その他、保護決定時に必要な情報

⇒ 資格確認実績のデータ項目と生活保護
システム内の情報を突合し、頻回受診指導
対象者（仮）を特定する。

⇒ また、未委託の医療機関等での資格確
認も特定可能。

＜資格確認実績(ログ情報)＞

ー 公費負担者番号

ー 受給者番号

ー 医療機関コード

ー 資格確認日
ー 資格確認方法

１

2

3

医療機関等で本人確認(資格確認)を実施した
被保護者を特定する。

→ 公費負担者番号

→ 受給者番号

本人確認(資格確認)が実施された医療機関等・
日付を特定する。

→ 医療機関コード

→ 資格確認日

※資格情報から情報を吐き出すことで、医療券/
調剤券情報の登録前でも公費負担者番号・受
給者番号の連携が可能。

※オン資システムベンダとの調整を踏まえ、
資格確認実績（ログ情報）のデータ項目を変更する可能性がある。

ネットワーク方式 業務/運用 機能 データ

検討経緯
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2. 調査研究
2.1. 前提事項
2.2. 実現方式（大方針）
2.3. 検討事項・対応案
2.4. 次年度以降に検討すべき事項・対応アプローチ
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧を以下に整理しました。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

2.3.2 WG Ⅳ.資格
確認実績
（ログ情
報）の連
携

ネットワー
ク方式

支払基金側で資格確認実績
（ログ情報）を管理・連携する
システムをどうするか。

• オンライン請求システム、又は医療保険者等向け中
間サーバー等を利用する案の2案が存在する。

• 医療保険者等向け中間サーバー等を利用する案
の場合、既存の仕組みを流用することで、資格確
認実績（ログ情報）を連携できる可能性がある。

• 上記より、医療保険者等向け中間サーバー等を利
用する案を優先案として検討中。

2.3.3 Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

業務・運
用

福祉事務所におけるオン資対
応医療機関等の把握方法をど
うするか。
ー マスタの出元
ー マスタの更新方法・頻度
ー 生保システムへのマスタの

取り込み方法
ー キー情報

• 厚生労働省の「マイナンバーカードの健康保険証利
用 参加医療機関・薬局リスト」を、オン資対応医
療機関等マスタとして利用する。

• 福祉事務所においては、職員の操作により、生活
保護システムに上記のマスタを取り込み、指定医療
機関コードに上記マスタの医療機関コードを登録す
る。

• 福祉事務所のマスタの更新頻度は月次を想定。

※支払基金に対する施設要件などの申請に基づき、
オンライン資格確認開始済みの医療機関等に対し
て、診療報酬を上乗せすることが検討されている。
⇒上記の申請状況をマスタとして利用することも考
慮する。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

2.3.4 WG Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

業務・運
用

医療券、調剤券の運用方法を別切り
で整理するか。
ー 調剤券単独での発行有無。
ー 指定医療機関に医療機関（医

科/歯科）を登録する運用の有無。

＜調査結果＞
• 調剤券単独での発行有無 → 単独でも発

行可能。
• 調剤券への医療機関の登録有無 → 指定

医療機関：薬局、処方箋発行元医療機
関：医科/歯科

＜対応案＞
• 技術解説書の別紙において、医療機関（医

療券）・薬局（調剤券）の運用方法は別
切りで整理する。

• 現行の薬局における調剤券の運用（事後
的な請求、処方箋による調剤・資格確認）
の流れを大きく変更することなく医療扶助のオ
ンライン資格確認を導入する。

ー Ⅲ.資格
確認

被保護者が処方箋のみ持参して来局
し、処方箋には公費負担者番号・受
給者番号等の記載がなく、生活保護
の法別番号12番だけ記載されている
ケースでの資格確認をどうするか。

• 左記のユースケースの対応は、現行通りの運
用を基調とする（薬局→福祉事務所への照
会等）。

• 被保護者に対しては、マイナンバーカードの持
参を周知し、未委託の状態でも、氏名・生年
月日等の基本情報を医療機関等で閲覧可
能とする想定。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー WG Ⅳ.資格
確認実績
（ログ情
報）の連
携

業務・運
用

資格確認実績（ログ情報）を活用し、
薬局→福祉事務所への調剤券の請
求業務を廃止する運用方法を採用で
きるか。
※薬局→福祉事務所への調剤券の
請求は、未委託の状態で調剤を受け
た被保護者が対象となる想定。
資格確認実績（ログ情報）を活用
することで、未委託の状態で資格確認
を行った被保護者を特定できる可能
性がある。

• 左記の運用方法自体は活用できる想定。
• 但し、当該運用については、制度の原則から

逸脱する運用であるため、あくまで福祉事務
所⇔医療機関等間の取り決めによって行わ
れることを前提とする。
※生活保護システムの標準化検討の業務の
標準化の方針も影響する想定。

ー Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

機能 医療保険者等向け中間サーバー等に
おけるデータ管理について、現行の各
保険者の委託区画を利用するのか、
又は新規の委託区画を作成するか。

• 医療保険者中間サーバー側ベンダへの照会
結果に則る。

（照会結果）
• 「論理的に新規の委託区画を福祉事務所

単位で作成する。
※システム実現方式（「同一のデータベース
インスタンス上に定義」等）については、ベンダ
にて最新の要件を基に最適な方式を再検討
する想定。」

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

2.3.5 WG Ⅲ.資格
確認

機能 顔認証付きカードリーダーの改修要否、
及び改修範囲。

• 改修は必要。
• 主な改修項目は以下の通り。

ー 初回登録の処理
ー 初回登録時の利用規約（利用規約へ
の生活保護制度の取り込み）
ー 併用（医療保険・医療扶助の両方の資
格情報が有効）の際の処理（カナ氏名の表
示）

2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否、及
び改修範囲。

• 改修は必要。
• 医療保険のオンライン資格確認の技術解説

書（医療機関等向け）を活用し、レセプトコ
ンピューター側の改修項目の概要を整理。

2.3.7 Ⅲ.資格
確認
(Ⅲ-a.未
委託の医
療機関に
係る連
絡)

資格確認端末とレセプトコンピュータを
接続していない医療機関等において、
未委託の資格確認時のメッセージ表
示をどのように実現するか（資格確認
端末のみでオン資を実施）。

• 資格確認端末のアプリケーションソフトにも未
委託の資格確認時のメッセージ表示機能を
実装することで対応する方針。
※未委託の資格確認を特定する機能、受
給者番号等を制限する機能、及び未委託の
資格確認時のメッセージ作成機能はオンライ
ン資格確認等システム側に実装する想定。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー WG Ⅲ.資格
確認
(Ⅲ-a.未
委託の医
療機関に
係る連
絡)

機能 未委託の“警告文”の表記をどうす
るか。

• 表記を以下の通り変更する。
“未委託の警告文の表示” → “未委託の資
格確認時のメッセージの表示”

2.3.8 未委託の資格確認後の医療券/
調剤券の登録について、当該被保
護者を医療機関側で管理・抽出す
る仕組み、及び福祉事務所側で登
録漏れを把握する仕組みをどうする
か。

• 当該ユースケースについては、医療機関等→福
祉事務所への電話照会などにより、医療機関
等・福祉事務所の両者が該当する被保護者を
把握できている前提。

• また、左記の要件は便利機能的な位置づけに
なるため、オンライン資格確認の導入の中でシス
テム対応は行わず、必要に応じて自治体・医療
機関等が個別でベンダに発注することとする。
※請求前資格確認の導入により、登録漏れに
起因する業務負荷を削減する想定。

ー Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

ー オンライン資格確認の導入により、
（医療保険者等と同様に）福祉
事務所も運用費を負担するか。

• （医療保険者等と同様に）福祉事務所も運
用費を負担する。
※具体は厚生労働省⇔支払基金間で調整中。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー WG Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

ー 自治体内のネットワーク切り替え
作業量を踏まえ、導入スケジュー
ルを変更する必要があるか。

• 自治体（a市）への過去の類似事例の照会結
果より、自治体内のネットワーク切り替え作業に要
する期間は3カ月~4カ月程度であり、福祉事務
所におけるシステム改修スケジュール内で完了する
想定であるため、スケジュールの変更対応は不要
の見込み。

ー Ⅱ.健診
情報の登
録

福祉事務所から健診情報を連携
することが支払基金法等に抵触し
ていないか。

• 令和３年６月に成立した改正生活保護法第
80条の４第１項において、「保護の実施機関は、
医療の給付、被保護者健康管理支援事業の実
施その他の厚生労働省令で定める事務に係る被
保護者又は被保護者であった者に係る情報の収
集若しくは整理又は利用若しくは提供に関する事
務を、社会保険診療報酬支払基金又は国民健
康保険団体連合会に委託することができる」という
規定を新設。

• 併せて、社会保険診療報酬支払基金法第15
条第２項第５号において、「生活保護法第80
条の４第１項の規定により情報の収集若しくは
整理又は利用若しくは提供に関する事務を委託
されたときは、その収集若しくは整理又は利用若し
くは提供に必要な事務を行うこと」という規定を新
設。

• これら規定により、福祉事務所から健診情報等を
支払基金に連携することを可能としている。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー 自治体ベ
ンダヒアリ
ング

Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

ネットワー
ク方式

福祉事務所→医療保険者等向
け中間サーバー等に対するデータ
連携について、常時連携（常時
接続）とするか、又はバッチ連携
（都度接続）とするか。

• 現行のレセプト管理システム⇔オンライン請求シス
テム間の接続がバッチ連携（都度接続）である
ことを踏まえ、福祉事務所→医療保険者等向け
中間サーバー等に対するデータ連携もバッチ連携
（都度接続）とする方針。

• また、福祉事務所におけるデータ登録業務は随
時実施できる仕組みとする。
※医療保険者等向け中間サーバー等ベンダより、
連携方式は医療保険者等ごとに様々である旨回
答を受領。

2.3.9 業務・運
用

受給者番号の固定化をどの程度
まで徹底するか。

• 保護の決定→保護の廃止までは同一の受給者
番号を継続して利用する方針。世帯変更時も、
可能な限り受給者番号を固定化する方針。

• 但し、保護決定→保護廃止→保護(再)決定に
おいては、医療保険の復職と同様に、受給者番
号が変更される前提とする。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー 自治体ベ
ンダヒアリ
ング

Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

業務・運
用

保護停止時の運用をどうするか。 • 保護の停止は、保護の廃止時と同様に資格喪
失年月日の日付で管理する（福祉事務所に
おいてデータ更新の業務が必要）。

• 保護の停止/廃止となった資格情報に紐づく医
療券/調剤券情報も一律で有効期間が終了す
る仕組みとする。
※一度、無効（廃止）とした資格情報等のレ
コードを再度有効に設定する運用に問題なし。

2.3.10 都費分/区費分のように、1福祉事
務所において、生保の公費負担者
番号を複数利用している場合の運
用をどうするか。

• 加入者資格情報と公費負担者番号が異なる
医療券/調剤券情報も登録可能であることから、
当該運用は現行のまま継続可とする想定。
※保険者マスタにも2つの番号を登録する。

ー 医療券/調剤券情報を登録するタ
イミングは、医療扶助の決定時、又
は本人負担額の決定時のどちらか。
※医療扶助の決定→本人負担額
の決定まで2週間要するケースもあ
る。

• 医療扶助の決定時に登録する運用を基調とす
る。

• 医療機関等で本人負担額が空欄の医療券/
調剤券情報が表示された場合は、医療機関等
→福祉事務所に電話照会する運用を想定。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

2.3.11 自治体ベ
ンダヒアリ
ング

Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

データ 資格情報、医療券/調
剤券情報の登録時に、
どのデータ項目を必須
項目、又は任意項目と
するか。

• 傷病名・自己負担額などは任意項目としつつ、公費負担者
番号・受給者番号・氏名・委託先医療機関等などを必須
項目とする想定。

• データ項目の整理と併せて、登録時必須/任意、医療機関
等での表示要否、及び未委託の医療機関等での閲覧可
否を整理。

ー 保護の停止/再開時
用のデータ項目は用意
されるのか。
※医療機関等で保護
の停止/再開の日付を
確認するユースケースも
存在する。

• 保護の停止→保護の再開では、下記の対応とする想定。
ー 保護の停止時：資格情報の更新（資格喪失とする、
紐づく医療券/調剤券情報も自動で無効とする）
ー 保護の再開時：資格情報の登録（新規資格取得と
する、“資格取得年月日“は保護の再開日）、医療券/調
剤券情報の登録

• 月の途中（5日→8日）に保護停止になるケース例にする
と、資格情報、医療券/調剤券情報の状態遷移は以下の
通り。
ー 資格情報①（“資格取得年月日”：1日、“資格喪失
年月日“：4日）
ー 医療券情報①：自動で無効とする。（“有効開始年
月日“：1日、“有効終了年月日“：31日→4日）

ー 資格情報②（“資格取得年月日”：9日、“資格喪失
年月日“：設定なし）
ー 医療券情報②：新規登録する。（“有効開始年月日
“：9日、“有効終了年月日“：31日）

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー 自治体ベ
ンダヒアリ
ング

Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

ー 福祉事務所（生活保護システム
等） ⇔ 支払基金側システムの接
続について、どのような通信を行うか。

• 接続先を特定（限定）する措置を施す。
• また、データ通信は暗号化処理を施すこととする。

2.3.12 要件整理
支援

ネットワー
ク方式

福祉事務所→医療保険者等向け
中間サーバー等に対するデータ連携
について、ベンダ単位でデータ連携
が可能か。
※生活保護システム → ベンダ環
境 → 医療中間サーバー等

• オンプレのレセプト管理システムを利用する福祉
事務所では、福祉事務所単位でデータ連携を
行う。

• クラウドのレセプト管理システムを利用する福祉
事務所ではベンダ環境からの接続・データ連携
を基調とする想定。

ー 業務・運
用

福祉事務所において傷病名マスタ
を統一するか。
ー マスタの出元
ー マスタの更新方法・頻度
ー 生保システムへのマスタの取り

込み方法
ー キー情報

• 傷病名マスタは統一しない。現行通り、福祉事
務所ごとの傷病名マスタ等に基づき、傷病名を
登録する。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー 要件整理
支援

Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

業務・運
用

医療保険者等向け中間サーバー
等上での資格情報、及び医療券/
調剤券情報の保存期間（保護廃
止後も含む）をどうするか。
※どの根拠（法律・制度等）に基
づき保存期間を設定するか。

• 支配基金側でどの程度データを保存するか、特
に定められた規定等はない。

• オンライン資格確認の枠組みでのデータ保存期
間は、医療保険と同様に10年（10年を超えて
資格異動がない場合は継続して管理）とする
方針。

• 上記は医療保険のオン資でも検討中であるため、
医療保険のデータ保存期間が決まり次第、医
療扶助のデータ保存期間も同様に決まる想定。

ー Ⅲ.資格
確認

医科歯科併設の医療機関において、
未委託の医療機関として特定され
ない仕組みをどのように実現するか。

• 医療機関等向けの技術解説書において、「マイ
ナンバーカードの健康保険証利用 参加医療機
関・薬局リスト」に記載されている医療機関コー
ドを、医療機関等の端末に設定するように周知
する。
⇒医療機関等への働きかけは厚生労働省が主
体となって行う。

ー Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

機能 同一都道府県内/市区町村内の
他の福祉事務所の資格情報等を
医療保険者等向け中間サーバー
等上で閲覧・更新等を行う仕組み
が必要か。

• 自治体ベンダへのヒアリング結果より、医療保険
者等向け中間サーバー等に左記の仕組みは不
要。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

2.3.13 要件整理
支援

Ⅳ.資格
確認実績
（ログ情
報）の連
携

機能 資格確認実績（ログ）の蓄積対
象（資格確認）をどうするか。

• データの漏れをなくすため、医療扶助の資格情
報を取得した全ての資格確認を蓄積対象とす
る。

• データ項目に“資格確認の方法”を追加し、福
祉事務所にて資格確認の方法ごとに分析対象
を選択できることとする。
※但し、“資格確認の方法”を付加できない場
合、一括照会は蓄積対象外とする。

ー PJT
内部

Ⅰ.資格
情報及び
医療券/
調剤券情
報の登録

ネットワー
ク方式

大方針として整理したネットワーク方
式を採用できない福祉事務所（統
合専用端末によるデータ連携が基
調となる福祉事務所）がないか。
ー 生活保護システムを導入して

いない福祉事務所がないか。
ー レセプト管理システムを導入し

ていない福祉事務所がないか。

• 個別ヒアリング対象は生活保護システム側で約
4福祉事務所、レセプト管理システム側で13福
祉事務所存在する。

• 貴省より受領した資料を活用し、ヒアリング対象
の絞り込み、ヒアリング事項の整理を実施。

• 貴省にて自治体への照会対応中。

2.3.14 Ⅲ.資格
確認

業務・運
用

紙の処方箋に記載される情報でオ
ンライン資格確認が可能か。

• 紙の処方箋には、原則として公費負担者番号・
受給者番号・生年月日が記載されるため、紙の
処方箋を利用した受給者番号等によるオンライ
ン資格確認の実施が可能である想定。
※調剤券の廃止は想定せず、あくまで薬局にお
ける運用パターンの1つの位置づけ。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー PJT
内部

Ⅲ.資格
確認

業務・運
用

複数の資格情報が有効である場合、
新旧どちらの資格情報を優先する
か。

• 医療保険のオン資では、有効な資格が複数あ
る場合、資格情報（加入者資格情報）の交
付年月日・有効開始日等が最新の資格情報
を連携する仕組み。

• 医療扶助のオン資でも上記の考え方を踏襲し、
資格情報（加入者資格情報）の資格取得
年月日が最新の資格情報を優先して連携・表
示する仕組みとする。

2.3.15 Ⅲ.資格
確認
(Ⅲ-a.未
委託の医
療機関に
係る連
絡)

機能 非指定の医療機関等で資格確認
が行われた際に、仮に医療券情報
の指定医療機関に非指定の医療
機関が登録されていた際も、未委
託の資格確認として検出するか。

• 非指定の医療機関等でも、自機関が委託先と
して登録された医療券/調剤券情報は閲覧可
能とする。

ー 薬局における資格確認についても、
未委託に係る制御の対象とするか。

• 薬局も未委託に係る制御の対象とする。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.1 実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧

前頁の続き。

項番 出所 業務
分類

観点 検討事項 対応案

ー PJT
内部

ー ー 医療扶助のオンライン資格確認において、外国籍の被保護者
の取扱いをどうするか（法律・制度面で追加の対応が必要か）。
※原則、生活保護法は日本国民のみを対象としている。一方
で、実としては外国籍の被保護者も存在する。

（参考：確認観点）

＜資格情報・医療券/調剤券情報＞
ー 生活保護システム→医療保険者等向け中間サーバー等へ
のデータ連携
ー 医療保険者等向け中間サーバー等・オンライン資格確認等
システムでのデータ管理
ー オンライン資格確認等システム→資格確認端末/レセプトコ
ンピューターへのデータ連携

＜健診情報＞
ー 生活保護システム→特定健診等データ収集システムへの
データ連携
ー 特定健診等データ収集システム・オンライン資格確認等シス
テムでのデータ管理
ー オンライン資格確認等システム→資格確認端末/レセプトコ
ンピューターへのデータ連携

＜資格確認実績（ログ情報）＞
ー オンライン資格確認等システム→医療保険者等向け中間
サーバー等→生活保護システムへのデータ連携
ー 医療保険者等向け中間サーバー等でのデータ管理

• 現行の医療扶助の業務におい
て、外国籍の被保護者につい
ても。生活保護・医療扶助を
決定したうえで、医療券/調剤
券を利用した資格確認が行わ
れている。

• 上記を踏まえ、外国籍の被保
護者についても、オンライン資
格確認の対象とする方針で整
理を進める。
※技術解説書等においては、
外国籍の被保護者も対象とす
る方針で整理。

⇒一方で、医療扶助のオンラ
イン資格確認において、外国
籍の被保護者を対象とするこ
との、法律・制度面での手当て
が間に合わない場合は、令和
5年度の医療扶助のオンライン
資格確認では、外国籍の被
保護者を対象外とする運用も
想定。

実現方式（大方針）から抽出した検討事項一覧
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.2 資格確認実績（ログ情報）のネットワーク方式

項番 検討事項 対応案

2.3.2 支払基金側で資格確認実績（ログ情
報）を管理・連携するシステムをどうするか。

• オンライン請求システム、又は医療保険者等向け中間サーバー等を利用す
る案の2案が存在する。

• 医療保険者等向け中間サーバー等を利用する案の場合、既存の仕組みを
流用することで、資格確認実績（ログ情報）を連携できる可能性がある。

• 上記より、医療保険者等向け中間サーバー等を利用する案を優先案として
検討中。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.2 資格確認実績（ログ情報）のネットワーク方式

資格確認実績（ログ情報）を管理・連携するシステムは、既存の仕組みを活用することができる案2：医療保険者等向け中間サーバ
ー等を利用する方式を優先案として継続して検討を進める。
※案1：オンライン請求システムを利用する方式は代替案とする。

実現方式（案）

案1

（優先案）
案2

オンライン請求
システム

医療保険者等向け中間
サーバー等

懸念事項等

• サービス提供日時に制限あり。
※8:00~21:00のみ利用可能。
※毎月1日～4日は利用不可。

• サービス提供日時に制限あり。
※平日8:00~21:00のみ利用可能。
※土日祝日は利用不可。

• 資格確認実績（ログ情報）のデータ項目等
の要件を精緻化し、支払基金・システムベン
ダに連携する。

• サービス提供日時などの制約事項を踏まえ、
福祉事務所における資格確認実績（ログ情
報）の分析業務の運用方針を検討する。

今後の対応事項

案3
オンライン資格確認等シ
ステム

• 生活保護システム⇔オンライン資格確認等システム
を直接接続する場合、医療保険者等と異なる接
続方式を採用することになる。
※医療保険者等の基幹システムはオンライン資格
確認等システムと直接接続していない。
⇒オンライン資格確認等システムへの直接接続が
ノックアウト要件になる想定。

※システム上でのログの連携頻度は日次を想定。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.2 資格確認実績（ログ情報）のネットワーク方式

医療扶助の独自要件（機能）として、福祉事務所が適切に被保護者の受診状況を把握する仕組みを実現する。
具体的には、被保護者の資格情報が要求された実績（資格確認実績（ログ情報））を、オンライン資格確認等システムで生成し、
その後、医療保険者等向け中間サーバー等に連携する。福祉事務所は、医療保険者等向け中間サーバー等から資格確認実績（ロ
グ情報）を取得し、生活保護システム内の医療券/調剤券情報と紐づけることで、頻回受診の傾向がある者・未委託のまま資格確認
を行った者を把握する。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

資格確認実績（ログ情報）の連携の流れ

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

LGWAN VPN
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.2 資格確認実績（ログ情報）のネットワーク方式

医療扶助のオン資導入後のネットワーク方式を考慮すると、資格確認実績（ログ情報）を管理・連携する方式については、以下の案
①~③が存在する認識。

実装方式の洗い出し

支払基金・中央会

オンライン資格確認等
システム

医療機関等

顔認証付きカードリー
ダー等/資格確認端末

案①

オンライン請求システム

福祉事務所

生活保護システム

資格確認実績
（ログ情報）

資格確認実績
（ログ情報）

支払基金・中央会

オンライン資格確認等
システム

医療機関等

顔認証付きカードリー
ダー等/資格確認端末

案②

医療保険者等向け中
間サーバー等

福祉事務所

生活保護システム/統
合専用端末

資格確認実績
（ログ情報）

資格確認実績
（ログ情報）

支払基金・中央会 医療機関等

顔認証付きカードリー
ダー等/資格確認端末

案③

オンライン資格確認等
システム

福祉事務所

生活保護システム

資格確認実績
（ログ情報）

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.2 資格確認実績（ログ情報）のネットワーク方式

生活保護システム⇔オンライン資格確認等システムを直接接続する場合、医療保険者等と異なる接続方式を採用することになる。
※医療保険者等の基幹システムはオンライン資格確認等システムと直接接続していない。

案③における課題の洗い出し

医療保険者等

案3

医療保険者等

基幹システム

支払基金・中央会

オンライン資格確認等
システム

医療機関等

顔認証付きカードリー
ダー等/資格確認端末

福祉事務所

生活保護システム

資格確認実績
（ログ情報）

• 生活保護システム⇔オンライン資格確
認等システムを直接接続した場合、
医療保険者等と異なる対応となる。

支払基金・中央会

オンライン資格確認等
システム

医療機関等

顔認証付きカードリー
ダー等/資格確認端末

• 医療保険者等システム⇔
オンライン資格確認等シス
テムは直接接続していない。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.3 オンライン資格確認対応済み医療機関マスタ WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.3 福祉事務所におけるオン資対応医療機関
等の把握方法をどうするか。
ー マスタの出元
ー マスタの更新方法・頻度
ー 生保システムへのマスタの取り込み方

法
ー キー情報

• 厚生労働省の「マイナンバーカードの健康保険証利用 参加医療機関・薬
局リスト」を、オン資対応医療機関等マスタとして利用する。

• 福祉事務所においては、職員の操作により、生活保護システムに上記のマ
スタを取り込み、指定医療機関コードに上記マスタの医療機関コードを登録
する。

• 福祉事務所のマスタの更新頻度は月次を想定。

※支払基金に対する施設要件などの申請に基づき、オンライン資格確認開
始済みの医療機関等に対して、診療報酬を上乗せすることが検討されてい
る。
⇒上記の申請状況をマスタとして利用することも考慮する。
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.3 オンライン資格確認対応済み医療機関マスタ

厚生労働省「マイナンバーカードの健康保険証利用 参加医療機関・薬局リスト」を利用して、福祉事務所の職員はオン資対応済み医
療機関等を把握する。具体的には、福祉事務所の職員の操作（マニュアル操作）により、厚生労働省のHPから上記リストをダウンロー
ドし、生活保護システム内のオン資対応医療機関等マスタを更新する。マスタの更新頻度（福祉事務所側）は月次を想定。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

観点

マスタの出元

マスタの更新方法
（福祉事務所側）

マスタの更新頻度
（福祉事務所側）

現行のマスタの運用（自治体ベンダへの照会結果）

• 厚生労働省地方厚生局のコード内容別医療機
関一覧表、都道府県作成の指定医療機関等マ
スタ等。
⇒自治体/福祉事務所ごとに様々。

• 福祉事務所の職員の操作によるマニュアル操作、
生活保護システムベンダによる現地対応等。
⇒自治体/福祉事務所ごとに様々。

• 月次、随時（医療機関等→福祉事務所への連
絡、都道府県→福祉事務所への連絡）等。
⇒自治体/福祉事務所ごとに様々。

オン資導入後のマスタの運用（オン資のデータ登録に係るマスタ）

• 厚生労働省が公開する「マイナンバーカードの健康保険証利用
参加医療機関・薬局リスト」を利用する。

• 福祉事務所は上記のマスタを利用して、オンライン資格確認に対
応している医療機関等を確認する。

• 福祉事務所の職員の操作により、生活保護システムに上記のリス
トをオンライン資格確認対応済み医療機関等マスタとして取り込む。

• 生活保護システムにおいて、オンライン資格確認対応済みの医療
機関等のみ医療券/調剤券情報に登録できる仕組みとする。
※福祉事務所が生活保護システムベンダに依頼してマスタの更新
対応を依頼することも可能。

• 現行の医療券/調剤券の発行が月次で行われる業務を考慮して、
福祉事務所におけるマスタの更新頻度も月次での運用を想定。

• マスタの更新タイミング（月初とするか、月末とするか等）は、福祉
事務所ごとに決定する運用を想定。

現行/オン資導入後のマスタの運用
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.3 オンライン資格確認対応済み医療機関マスタ

厚生労働省によるオン資対応医療機関等マスタの公開→福祉事務所によるマスタの取り込み→医療機関等における資格確認の流れ
を整理。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

医療保険者等向け
中間サーバー等→オンライン

資格確認等システム

レセプトコンピューター等

オン資対応医療機関等マスタ

・ ●●●●

・ △△△△

・ □□□□

＜厚生労働省HP＞
オン資対応医療機関等マスタ

・ ●●●●

・ △△△△

・ □□□□

厚生労働省

• 厚生労働省がHP上でオン資
対応医療機関等マスタを公
開する。

• 福祉事務所の職員の操作により、
生活保護システムにオン資対応
医療機関等マスタを取り込む。

イメージ図

• オン資未対応の医療機関等では、紙
の医療券/調剤券を確認して資格確
認を行う（現行通り）。

• オン資対応医療機関等マスタに
基づき、医療券/調剤券情報に
医療機関コードを登録する。
※オン資未対応の医療機関等を
利用する場合は、紙の医療券/
調剤券を発行する。

1

2

3
4
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.3 オンライン資格確認対応済み医療機関マスタ

現行の委託先医療機関等のマスタについては、福祉事務所/ベンダごとに様々である認識。
福祉事務所の職員がマスタを更新できる仕組みである認識。また、指定外の医療機関等もマスタに登録されることがある認識。

⇒現行のマスタをそのまま流用すると、福祉事務所がオン資対応医療機関等を把握することが困難であるため、貴省よりオン資対応医
療機関等（医科・歯科・薬局）を公開し、福祉事務所/ベンダが取り込む対応を基調とする想定（具体的には、医療機関等コードを
キーとして、現行のマスタにオン資対応医療機関等フラグの列を追加する等）。

※傷病名はオン資導入後も現行通りの運用を踏襲する。

照会事項 回答

福祉事務所における現行の委託先医療機関等
の管理方法をご教示いただけないでしょうか。
ー 活用しているマスタの出元
ー マスタの更新方法・頻度
ー 生保システムへのマスタの取り込み方法
ー キー情報
ー 医科/歯科（医療券）、薬局（調剤券）

での管理方法の差分

※もし、医療券/調剤券の傷病名についても、マ
スタ等活用されておりましたら、同様にご回答いた
だけないでしょうか。

＜C社＞
• マスタの出元は不明（都道府県管理のマスタも存在するが、更新されないために中身が陳

腐化している）
• 政令市/中核市は、福祉事務所職員がマスタを更新（指定医療機関等を認可したタイミ

ング）。
• その他の自治体ではベンダ側でマスタを更新（都道府県の指示、非指定/都道府県外の

医療機関等での受診時）
＜D社＞
• マスタの出元は都道府県管理/厚生局管理の指定医療機関マスタ。
• 薬局分も医科/歯科と同様に管理。
• 福祉事務所職員がマスタを更新。
• 傷病名もマスタ管理している（独自マスタ化）。
• 福祉事務所職員がマスタを更新。
＜B社＞
• マスタの出元は都道府県管理のマスタ。
• 薬局分も医科/歯科と同様に管理。
• 一般的な医療機関コードを利用。
• 福祉事務所職員がマスタを更新。
• 傷病名のマスタも管理（独自マスタ化）。
• レセ管システムのマスタを利用/独自マスタを利用する自治体が存在。
＜A社＞
• マスタの出元は都道府県管理/厚生局管理のマスタ。
• 薬局分も医科/歯科と同様に管理。
• 福祉事務所職員がマスタを更新。
• 傷病名のマスタも管理（自治体独自のマスタ）。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.3 オンライン資格確認対応済み医療機関マスタ

マイナンバーカードの健康保険証利用参加医療機関・薬局リスト
URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/index_16743.html

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.4 医療券、調剤券の運用方法を別切りで整
理するか。
ー 調剤券単独での発行有無。
ー 指定医療機関に医療機関（医科/

歯科）を登録する運用の有無。

＜調査結果＞
• 調剤券単独での発行有無 → 単独でも発行可能。
• 調剤券への医療機関の登録有無 → 指定医療機関：薬局、処方箋発

行元医療機関：医科/歯科

＜対応案＞
• 技術解説書の別紙において、医療機関（医療券）・薬局（調剤券）の

運用方法は別切りで整理する。
• 現行の薬局における調剤券の運用（事後的な請求、処方箋による調剤・

資格確認）の流れを大きく変更することなく医療扶助のオンライン資格確
認を導入する。
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

次年度以降作成される技術解説書では、医療機関（医療券）・薬局（調剤券）の運用方法を別切りで業務フローを整理する。ま
た、現行の薬局における調剤券の運用（事後的な請求、処方箋による調剤・資格確認）の流れを大きく変更することなく医療扶助の
オンライン資格確認を導入する想定。

照会観点

調剤券単独での発行有無

自治体ベンダへの照会結果

＜A社・B社・ C社・D社＞

• 調剤券は単独でも発行可能（診療と調剤が別々の月で行われるケース等）。

• 但し、主に医療券の発行と併せて発行する。
※調剤券の発行時には処方箋発行元医療機関を登録する。

調剤券の指定医療機関に医療
機関（医科/歯科）を登録する

運用の有無

＜A社・B社＞

• 調剤券の指定医療機関には医療機関を登録することもあれば、薬局を登録することもある。

＜C社＞

• 処方箋発行医療機関には医療機関、委託先医療機関等には薬局を登録する（同じ欄に2つの情報を記載）。

• 調剤券には医療機関を登録することもあれば、薬局を登録することもある。

＜D社＞

• 処方箋発行医療機関には医療機関、委託先医療機関等には薬局を登録する（同じ欄に2つの情報を記載）。

• 指定医療機関（委託先）を空欄で発行することもある（どこの薬局に行くか不明な場合）。

⇒調剤券の発行業務において、処方箋発行元医療機関の登録を必須とする等、医療券と調剤券は別の運用が行われているこ
とから、調剤券情報の登録・薬局での資格確認に係る業務フローは、医療券情報の登録・医療機関での資格確認とは別切り
で整理する。

生活保護システムベンダへの照会結果

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

現行の薬局での資格確認においては、処方箋・調剤券を併せて確認する方法が制度の原則通りの運用である。一方で、処方箋のみで
調剤を行い、薬局→福祉事務所に調剤券を請求し、事後的に調剤券が発行される運用も広く行われている認識。

現行の主な業務パターン

医療券の発行に併せて調
剤券を発行するパターン
※制度の原則に基づく運

用

業務の流れ（概要）

被保護者

福祉事務所

医療機関

薬局

医療扶助利用
の申請

要否意見書の
発行

要否意見書の
記入依頼

要否意見書の
記入・手交

要否意見書の
提出

医療券・調剤
券の発行

医療券の提示・受
診・処方箋の受領

資格確認・診察・
処方箋の手交

調剤券・処方箋
の提示

資格確認・処方
箋の確認・調剤

処方箋に基づき調剤を行
い、事後的に調剤券を請

求するパターン

被保護者

福祉事務所

医療機関

薬局

医療扶助利用
の申請

要否意見書の
発行

要否意見書の
記入依頼

要否意見書の
記入・手交

要否意見書の
提出

医療券の発行

医療券の提示・受
診・処方箋の受領

資格確認・診察・
処方箋の手交

調剤券の請
求

処方箋の提示

処方箋の確認・
調剤

調剤券の発
行

調剤券の送付

調剤券の受
領・資格確認

• 自治体のWebサイト、紙の調剤券の請求書等により、薬局
→福祉事務所の流れで調剤券を請求する。

• 医療券は要否意見書でどの医療機関に行くか把握したうえで、
医療券を事後発行している。
一方で、調剤券は薬局からの請求を契機に初めて福祉事務
所が委託先の薬局を把握し、調剤券を事後発行している。

現行の薬局での業務の流れ

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

なるべく現行の運用から業務の流れを大きく変更することなく、医療扶助のオンライン資格確認を導入する方針。処方箋で確認した受給
者番号等による一括照会、又は別途実装する医療機関コードによる一括照会により、被保護者の再来院を不要としたうえで、事後登
録された調剤券情報を確認する仕組みを実装する想定。

オン資導入後の主な業務パターン

医療券の発行に併せ
て調剤券を発行する

パターン
※制度の原則に基づ

く運用

業務の流れ（概要）

被保護者

福祉事務所

医療機関

薬局

医療扶助利用
の申請

要否意見書の
発行

要否意見書の
記入依頼

要否意見書の
記入・手交

要否意見書の
提出

医療券・調剤
券情報の登録

マイナンバーカードでの本人
確認・受診・処方箋の受領

オンライン資格確認・診
察・処方箋の手交

マイナンバーカードでの本
人確認・処方箋の提示

オンライン資格確認・処
方箋の確認・調剤

処方箋に基づき調剤
を行い、事後的に調
剤券を請求するパ

ターン

被保護者

福祉事務所

医療機関

薬局

医療扶助利用
の申請

要否意見書の
発行

要否意見書の
記入依頼

要否意見書の
記入・手交

要否意見書の
提出

医療券情報の
登録

マイナンバーカードでの本人
確認・受診・処方箋の受領

オンライン資格確認・診
察・処方箋の手交

調剤券の請
求

調剤券情
報の登録

（登録後の連
絡）

オンライン資格
確認

処方箋の提示

処方箋の確認・調剤

• 自治体のWebサイト、紙の調剤券の
請求書等により、薬局→福祉事務所
の流れで調剤券を請求する現行の運
用は変更しない想定。

• 処方箋によるオンラ
イン資格確認も可
能とする方針。
※処方箋に公費負
担者番号・受給者
番号が記載されて
いる前提。

• 処方箋で確認した受給者番
号等、又は医療機関コード
による一括照会を行う。

オン資導入後の薬局での業務の流れ

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

医療券情報、調剤券情報のデータ項目の主な差分を整理しました。

医療券/調剤券情報のデータ項目の差分（概要）

医療券情報のデータ項目（案）

• 医療券/調剤券別：必須

• 公費負担者番号：必須

• 受給者番号：必須

• 交付番号

• 診療年月：必須

• 有効開始年月日：必須

• 有効終了年月日：必須

• 単独・併用別：必須

• 指定医療機関コード：必須

• 指定医療機関名：必須

• 処方箋発行元医療機関コード：不要

• 処方箋発行元医療機関名：不要

• 傷病名1,2,3

• 診療別1

• 本人支払額（自己負担額）

• 地区担当員名：必須

• 取扱担当者名：必須

• 備考1（社会保険） ：必須

• 備考2（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律第37条の2） ：必須

• 備考3,4,5

調剤券情報のデータ項目（案）

• 医療券/調剤券別：必須

• 公費負担者番号：必須

• 受給者番号：必須

• 交付番号

• 診療年月：必須

• 有効開始年月日：必須

• 有効終了年月日：必須

• 単独・併用別：必須

• 指定医療機関コード：任意

• 指定医療機関名：任意

• 処方箋発行元医療機関コード：必須

• 処方箋発行元医療機関名：必須

• 傷病名1,2,3

• 診療別

• 本人支払額（自己負担額）

• 地区担当員名：必須

• 取扱担当者名：必須

• 備考1（社会保険） ：必須

• 備考2（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律第37条の2） ：必須

• 備考3,4,5

• 現行の調剤券面上では指定医療
機関名欄に医療機関(医科・歯
科)、及び薬局が記載されている
が、オン資導入後はデータ項目を
2つに分割。
※医療券情報のデータ項目は調
剤券情報のデータ項目と同様とす
る（医療券情報は処方箋発行元
医療機関名の入力は不要）。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

一般的に医療機関での受診→薬局での調剤が主な流れであるため、医療扶助のオン資における調剤券の業務フローについては、医療
機関と別に整理が必要になる可能性がある。
⇒調剤券の発行に係る業務の現状を調査の上、要件整理支援業務における対応を検討する。

検討事項・対応方針

検討事項
• 調剤券単独の発行での制約等を考慮して、医療機関（医科・歯科）とは別に、薬局の業務フローを作成する必要が

ある。

背景/対応方針

＜背景（現場の現状業務・課題認識）＞

• 医療扶助における薬局での調剤は、医療機関での受診→処方箋の発行→薬局での調剤が一連の流れで行われるた
め、予め福祉事務所から調剤券を入手して処方を受ける被保護者の割合が少ない可能性がある。この場合、薬局→
福祉事務所に請求書を送付する流れにより、調剤券の発行を依頼している。

• また、調剤券を単独で発行しない福祉事務所も存在するため（調剤券を薬局に発行しないパターンも存在）、医療機
関等とは別に薬局の業務フローを整理したほうが、薬局の現場にとっては理解が容易になる想定。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• 調剤券に係る業務フローのAsIsを再度整理する。

• 調剤券に係る業務フローの通常パターン（制度の原則に基づくフロー）及び例外パターンを整理する。

• 今後の要件整理支援業務における対応を検討する。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

調剤券を単独で発行することは可能であるものの、医療券/処方箋の発行を調剤券の発行契機としている福祉事務所もある程度存在
する認識。薬局からの請求を受けて、事後で調剤券を発行・送付する福祉事務所もある程度存在する認識。
また、調剤券には、処方箋発行医療機関・委託先医療機関（薬局）が両方登録される認識。

⇒調剤券に係る業務フローについては、制度の原則通りの運用（発行契機：医療券/処方箋の発行）、及び薬局からの請求を受
けてから事後的に調剤券を登録する運用（発行契機：薬局の請求）を通常のパターンとしてはどうか。
⇒調剤券のデータ項目には処方箋発行医療機関及び委託先医療機関の項目を設け、それぞれ空欄でもデータ登録可とする想定。
※未委託の制御について、調剤券（照会元が薬局の場合）を対象外とするか。

※貴省における、医療券/調剤券方式の厳格化の方針に応じて上記方針を変更予定。

照会事項 回答

調剤券の発行業務と医療券の発行業務の差分
をご教示いただけないでしょうか。
ー 調剤券単独で発行することがあるか。
ー 調剤券の指定医療機関に医療機関（医

科/歯科）を登録することがあるか。

＜C社＞
• 調剤券は単独でも発行可能（診療と調剤が別々の月で行われるケース等）
※但し、この場合も処方箋発行医療機関を登録する。

• 調剤券には医療機関を登録することもあれば、薬局を登録することもある（薬局もマスタで
管理）。

＜D社＞
• 調剤券は単独でも発行可能（一定数存在する）。
※但し、この場合も処方箋発行医療機関を登録する。

• 調剤券には医療機関を登録することもあれば、薬局を登録することもある。
＜B社＞
• 調剤券は単独でも発行可能（主に医療券と併せて発行する）。
※但し、この場合も処方箋発行医療機関を登録する。

• 調剤券には医療機関を登録することもあれば、薬局を登録することもある。
• 調剤券の券面に処方箋発行医療機関名も表示している。
＜A社＞
• 調剤券は単独でも発行可能（主に医療券と併せて発行する）。
※但し、この場合も処方箋発行医療機関を登録する。

• 処方箋発行医療機関には医療機関、委託先医療機関等には薬局を登録する。
• 調剤券の券面に処方箋発行医療機関名も表示している。
• 委託先医療機関等を空欄で発行することもある。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

調剤券の発行の流れについては、医療券と同様に、被保護者の申請を契機として、要否意見書を福祉事務所が確認の上、調剤券の
発行を受けた被保護者が薬局を訪れて調剤を受ける流れが制度の原則通りの流れ。

調剤の給付

(1) 調剤券の発行

医療扶助を申請した者が、診療の給付と同時に指定薬局による調剤の給付につき申出があった場合には、医療券と同時に調剤券を
発行するものとすること。調剤券の発行については、指定薬局に対する委託、調剤券の作成、交付等は医療券の場合に準ずるものと
するが、患者に処方せんを発行すべき場合には、保険医療機関及び保険医療養担当規則(昭和三十二年厚生省令第十五号)第
二十三条に規定する様式に必要な事項を記載して交付するよう指定医療機関に対して周知徹底を図ること。
なお、当該用紙への記載に当たっては、当該用紙中「保険医療機関」とあるのは「指定医療機関」と、「保険医」とあるのは「指定医」

と読み替えるものとする。
患者は指定薬局により調剤の給付を受けようとするときは、指定医療機関から交付された処方せんを福祉事務所長の発行した調
剤券に添付して調剤券に記載された指定薬局に提出するものとすること。
指定薬局が調剤報酬の請求をする場合は、医療機関の場合に準ずること。
なお、指定薬局においては次の事項を記入した調剤録を保存すること。(ただし、この調剤録は、調剤済みとなった処方せんに調剤録と

同様の事項を記入したものをもってかえることができる。)
一 薬剤師法施行規則第十六条に規定する事項
二 調剤券を発行した福祉事務所名
三 当該薬局で調剤した薬剤について処方せんに記載してある用量、既調剤量および使用期間
四 当該薬局で調剤した薬剤についての薬剤価格、調剤手数料、請求金額、社保負担額、他法負担額および本人支払額

厚生労働省 生活保護法による医療扶助運営要領について
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta8434&dataType=1&pageNo=1

制度の原則通りの調剤券の発行パターン

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

医療券と同様に、調剤後に事後的に福祉事務所が調剤券を発行する運用も存在する認識。

医療機関が院内処方をせず、処方せんを発行する場合は、一般の保険制度と同様、省令レセプトを使用してください。
（１） 調剤券の発行
患者が医療機関の発行した処方せんを提出した場合、指定薬局は福祉事務所へ連絡して、調剤券の発行を受けてください。
（２） 調剤報酬の請求
調剤券から省令レセプトへ、公費負担者番号及び受給者番号等の必要事項を正確に転記のうえ支払基金に請求してください。
福島県 生活保護法 指定医療機関の手引き（平成30年4月）
https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/259001.pdf

調剤の際には、被保護者が有効な調剤券を持参しているか、又は調剤券が社会福祉事務所から送付されているか確認をお願いします
。社会福祉事務所では、被保護者へ、事前に調剤薬局名等を連絡するように指導していますが、調剤の時点で調剤券がお手元に届
いていない場合は、お手数をおかけしますが、指定医療機関（薬局）様から担当区の社会福祉事務所へ調剤券発行の依頼をして
いただきますようお願いします。現在、発行の依頼が月末に集中しているため、発行に時間を要しご迷惑をおかけする事態になっており
ますので、できる限り分散して依頼をしてくださいますようお願いします。
名古屋市 生活保護法 指定医療機関の手引き
https://www.city.nagoya.jp/kenkofukushi/cmsfiles/contents/0000047/47969/iryoukikannnotebiki.pdf

薬局での調剤後に調剤券を発行するパターン

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

WG（1回目）での指摘通り、医療券・医療機関と紐づけて調剤券が発行される自治体も存在する認識。
⇒福祉事務所における調剤券情報の登録時の委託先薬局の指定方法については、福祉事務所における現状の指定薬局の管理方
法によっては、別途課題検討が必要になる可能性がある。

姫路薬剤師会 【重要】生活補助医療扶助に係る調剤費のレセプト請求について
https://www.himeyaku.jp/images/home/iryouhoken/%E9%87%8D%E8%A6%81%E7%94%9F%E6%B4%BB%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E5%8C%BB%E7%99%82%E6%89%B6%
E5%8A%A9%E3%81%AB%E4%BF%82%E3%82%8B%E8%AA%BF%E5%89%A4%E8%B2%BB%E3%81%AE%E3%83%AC%E3%82%BB%E3%83%97%E3%83%88%E8%AB%8B
%E6%B1%82%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6.pdf

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.4 薬局（調剤券）の運用

薬局向けに作成する業務フローを以下に整理しました。

⇒要件整理支援業務の中で、医療機関・薬局の業務フローを別切りで整理する方針（重複するものは対象外）。

⇒福祉事務所における現状の指定薬局の管理方法については、今後自治体ベンダに照会する想定。

AsIs/ToBe 業務分類 業務パターン

AsIs 資格情報の登録(保護の決定)→医療券/調剤券情報の登録(医療扶
助の決定)→資格確認

通常パターン（制度の原則通りの運用）
※医療券に紐づけて調剤券を発行する流れを考慮（別切りとする可能性あ
り）

福祉事務所→医療機関等に直接調剤券が送付されるパターン
※医療機関での受診後、そのまま調剤が行われ、薬局からの請求に基づき調
剤券が登録される流れを考慮（処方箋による調剤）

ToBe 資格情報の登録 通常パターン（制度の原則通りの運用）

医療券/調剤券情報の登録 通常パターン（制度の原則通りの運用）
※医療券に紐づけて調剤券を発行する流れを考慮（別切りとする可能性あ
り）

紙の医療券/調剤券を発行するパターン

資格確認 通常パターン（制度の原則通りの運用）

調剤券の請求による資格確認のパターン
※医療機関での受診後、そのまま調剤が行われ、薬局からの請求に基づき調
剤券が登録される流れを考慮（処方箋による調剤）

未委託の医療機関等での資格確認のパターン

医療機関コードでの一括照会による資格確認のパターン

健診情報の登録 通常パターン

資格確認実績（ログ情報）の分析 通常パターン

業務分類・業務パターン

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否、及
び改修範囲。

• 改修は必要。
• 主な改修項目は以下の通り。当該改修項目は、支払基金側システムの改

修項目となる。
ー 初回登録の処理
ー 初回登録時の利用規約（利用規約への生活保護制度の取り込み）
ー 併用（医療保険・医療扶助の両方の資格情報が有効）の際の処理
（カナ氏名の表示）
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“顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件“に基づき顔認証付きカードリーダーの改修要否を整理した結果、顔認証付きカードリ
ーダーの画面遷移自体は変更不要である想定。一方で、表示項目、及び処理に係る機能面の改修が必要となる想定。

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf

• 顔認証付きカードリー
ダーに改修が必要か。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲



.

75

顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件

顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件に基づき、医療扶助のオンライン資格確認の導入による顔認証付きカードリーダーの改
修項目を整理。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf
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• 画面遷移自体は
改修不要の想定。

• 初回登録の処理で改
修が必要になる想定。

前頁の続き。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf
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前頁の続き。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf
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前頁の続き。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf
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• (4-2)特定健診情報の提供対象が
40歳以上の表示あり。
⇒健康増進法に基づく被保護者の健
診の対象者も40歳以上であるため、
現行の画面表示をそのまま活用。

• (5-1)カナ氏名の表示。
⇒併用の場合、医療保険・医療扶助2つ
の情報が紐づくが、どちらの情報を表示す
るか制御が必要（改修項目の候補）。

• (6-1,6-2)限度額認定証等は
被保護者は原則該当無し。
⇒“提供しない”ボタンを押下す
る運用を徹底。

通常（無人）モード

顔認証付きカードリーダーの画面遷移については、医療保険のオンライン資格確認の画面遷移をそのまま踏襲する想定。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲

厚生労働省_別紙（画面遷移）（令和2年11月13日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf
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通常（無人）モード
• (M1-1)利用規約に法律・制度の記載あり。
⇒医療保険に特化した内容であるため、生活保
護制度の法律の記載等も盛り込む方針。

• (M3-1)”保険証”の表記あり。
⇒生活保護受給者であることを周囲
の患者に知られたくない被保護者に配
慮し、“保険証”の表記のままとする。

前頁の続き。
※顔認証付きカードリーダーのその他のモード（目視(有人)モード、暗証番号モード）も同様の対応とする。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲

厚生労働省_別紙（画面遷移）（令和2年11月13日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf
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通常（無人）モード

(4-2)特定健診情報の提供対象が40
歳以上の表示あり。
⇒健康増進法に基づく被保護者の健
診の対象者も40歳以上であるため、
現行の画面表示をそのまま活用する。

(5-1)カナ氏名の表示。
⇒併用の場合、医療保険・医療扶助
2つの情報が紐づくが、どちらの情報を
表示するか制御が必要（改修項目の
候補）。

(6-1)限度額認定証等は被保護者は
原則該当無し。
⇒“提供しない”ボタンを押下する運
用を徹底。

前頁の続き。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲

厚生労働省_別紙（画面遷移）（令和2年11月13日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf
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通常（無人）モード

(6-2)限度額認定証等は被保護者は
原則該当無し。
⇒“提供しない”ボタンを押下する運
用を徹底。

(M1-1)利用規約に法律・制度の記
載あり。
⇒医療保険に特化した内容であるた
め、生活保護制度の法律の記載等も
盛り込む方針。

(M3-1)”保険証”の表記あり。
⇒生活保護受給者であることを周囲
の患者に知られたくない等の被保護者
の心情に配慮し、“保険証”の表記の
ままとする。

前頁の続き。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲

厚生労働省_別紙（画面遷移）（令和2年11月13日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf
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支払基金及びWG構成員より受領した、顔認証付きカードリーダーの改修要否について、画面遷移図を参考に改修要否を確認する。

検討事項・対応方針

検討事項 • 顔認証付きカードリーダーに改修が必要か。

背景/対応方針

＜背景＞

• 支払基金・ベンダとの打合せより、顔認証付きカードリーダーの改修要否を確認するよう依頼を受領。

• WG（１回目）において、顔認証付きカードリーダーの改修要否を検討するよう指摘を受領。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• 改修範囲を極小化するため、顔認証付きカードリーダーに改修を加えない方向で検討を進める。

• 医療保険のオン資における顔認証付きカードリーダーの画面遷移図を確認し、医療扶助において変更が必要な画面が
ないか確認する。
⇒機能面の改修要否については、支払基金ベンダに照会する予定。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲
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XXX顔認証付きカードリーダーの画面遷移（1/2）

顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件_別紙（画面遷移）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf

• (4-2)健康増進法に基づ
く健診の対象も40歳以上
でよいか。

• (5-1)カナ氏名を表示。
※資格情報で登録が必要。
⇒併用の場合、医療保険・医療扶助2つ
の情報が紐づくが、どちらの情報を表示す
るか制御が必要（改修項目の候補）。

• (6-1,6-2)限度額認定
証等は基本的に該当無し。
⇒“提供しない”ボタンを
押下する運用を徹底。

• (5-3)”保険証”の表記あり。
⇒被保護者であることを周囲
の患者に知られたくない被保
護者に配慮し、“保険証”の
表記としてはどうか。
※M1-1以降も同様。

• (M1-1)利用規約を流用できる
か。
⇒支払基金ベンダに対して、表
示される利用規約を要確認。

• 通常（無人）モード

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲
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顔認証付きカードリーダーの画面遷移（2/2）

顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件_別紙（画面遷移）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf

• 目視（有人）モード

• 暗証番号モード

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲



.

86

健康増進法の対象者は制度上年齢を問わない想定。

健康増進法に基づく健診の対象者

日本の健診（検診）制度の概要
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10601000/000511508.pdf

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲
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実運用としては40歳以上の被保護者を対象に健診が行われている想定。

健康増進法に基づく健診の対象者（2/2）

厚生労働省 社会援護局 保護課_生活保護受給者の健康管理支援等について
URL：https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-10901000-Kenkoukyoku-Soumuka/0000052441_1.pdf

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.5 顔認証付きカードリーダーの改修要否及び改修範囲
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否、及び改
修範囲。

• 改修は必要。
• 医療保険のオンライン資格確認の技術解説書（医療機関等向け）を活

用し、レセプトコンピューター側の改修項目の概要を整理。
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医療保険のオンライン資格確認の技術解説書（医療機関等向け）を活用し、レセプトコンピューター側の改修項目の概要を整理。医
療保険のオンライン資格確認の仕組みを最大限活用するものの、医療扶助のオンライン資格確認の導入に併せて、医療機関等システ
ムの改修も必要になる想定。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

イメージ図（案）

支払基金・国保中央会

医療保険者 福祉事務所

医療保険者等
中間サーバー等

オンライン資格確認等システム

資格情報
(医療保険)

資格情報
(医療扶助)

資格情報
(医療保険)

資格情報
(医療扶助)

生活保護システム
基幹システム/
統合専用端末

医療機関等
アプリケー

ションソフト等

レセプトコンピュータ等資格確認端末

顔認証付き
カードリーダー

ルータ パッケージソフト等＜機器の導入＞
• ・医療保険のオンライ

ン資格確認の機器を
利用するため、新規機
器は不要。

＜ネットワークの敷設＞

・医療保険のオンライン資格確
認のネットワークを利用するため、
ネットワークの敷設は不要。

＜レセプトコンピュータ等の改修項目＞
・医療扶助の資格情報等を取り込む機能
・医療扶助の資格情報等の表示機能
・公費負担者番号/受給者番号によるオン
ライン資格確認機能
・医療機関等に委託された医療券情報等
を一括で要求する機能 等

＜資格確認端末ソフトの改修項目＞

・医療扶助の資格情報等を要求/取得
/連携する機能

・医療機関等に委託された医療券情
報等を一括で要求/取得する機能

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲
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WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

オンライン資格確認等システム

支払基金・国保中央会医療機関・薬局

シリアル番号 紐付番号

資格情報/受給者番号等

JPKI

失効情報

失効情報

マイナンバーカード

【資格確認端末】

【マイナンバーカードICリーダー】

資格情報等の抽出

PIN無し認証機能動作用公開鍵により
検証機関証明用電子証明書を取り出

し

⑧

利用者証明用電子証明書の取り出し

資格情報等の入手

【レセプトコンピュータ】

資格情報等登録・更新

医療機関コード、照会番号等
を送信

新患の場合、照会番号等を登録

照会番号の登録

医療券・調剤券情報/受給者番号等

⑤
PIN無し認証の処理

ICチップ内の顔画像を取得
＋ 本人の顔を撮影

本人認証用カードリーダーソフト

資格情報等受信・提供

検証機関証明用
電子証明書

検証機関証明用
電子証明書 検証機関証明用

電子証明書

利用者証明用
電子証明書

利用者証明用
電子証明書

⑪

資格情報等受信・格納

⑮

⑭

資格

情報

①

④

⑫

⑬
⑰

端末内ハードディスク

マイナンバーカード処理ソフト

オンライン資格確認等
連携ソフト

PIN無し認証処理

② PIN無し認証を要求

検証機関証明用電子証明書を要求

③

検証機関証明用電子証明書の送付

⑥

利用者証明用電子証明書の取得要求
⑦

⑨

⑩

利用者証明用電子証明書
有効性確認処理

資格情報等を要求・受信

⑯

照会

番号等

医療機関コード、照会
番号等を取得・送信

⑱

地方公共団体情報システム機構

本人認証処理
マイナンバーカードの顔写真と本人の顔画像により同一人であると認証

医療機関コード/照会番号等

マイナンバーカードを利用したオンライン資格確認での主な改修内容

• 医療保険の仕組みから大きな差分は発
生しない想定。
※但し、受信・提供する情報は被保護者
の資格情報、医療券/調剤券情報。

• 医療保険の仕組みから大きな
差分は発生しない想定。
※但し、要求・受信する情報
は被保護者の資格情報、医
療券/調剤券情報。

• 医療扶助の情報（資格情報、医療券/調剤
券情報）が新規で管理される。

• 公費負担者番号/受給者番号が、医療保険
の保険者番号、個人単位被保険者番号等に
対応する想定。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲



.

91

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

保険証情報（医療扶助の場合は公費負担者番号・受給者番号）を利用したオンライン資格確認での主な改修内容

【資格確認端末】

シリアル番号 紐付番号

資格情報/受給者番号等
資格情報等・受給者番号等を登録

機関コード・照会番号等

レセプトコンピュータ端末で公費負担者番
号・受給者番号・生年月日・資格確認

日の入力内容
を受信

資格情報検索

④

⑤

医療機関・薬局

【レセプトコンピュータ】

公費負担者番号・受給者番号をキーに医療機関
コード・照会番号等を登録

有効/無効のステータス、（有効の場合には）資格情報
等・受給者番号等の受信

資格情報等の照会
結果受信

医療機関コード・照会番号等送信

医療機関コード・照会番号送信

⑭

オンライン資格確認等システム

支払基金・国保中央会

資格情報等の照会
結果格納

資格情報等照会結果を要求・受信

資格情報等を照会公費負担者番号・受給者番号・生年
月日・資格確認日で資格情報等を要

求（非同期処理想定）

有効の場合には、資格
情報等を登録

レセプトコンピュータ端末に
資格情報等照会結果を表示

オンライン資格確認等
連携ソフト

資格

情報

⑧

①

⑫

⑥

⑦

⑨

⑩

⑪

⑬

照会番

号等

公費負担者番号・受給者番号・生年月日をキーに
資格情報の検索を行う

② ③

資格照会

端末内の

ハードディスク

医療券・調剤券情報/受給者番号等

• 公費負担者番号/受給者番
号等で照会を行う。

• 公費負担者番号/受給者番
号等で照会を行う。

• 医療扶助の情報（資格情報、医療券/調剤
券情報）が新規で管理される。

• 公費負担者番号/受給者番号が、医療保険
の保険者番号、個人単位被保険者番号等に
対応する想定。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲
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WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

薬剤情報/特定健診情報の閲覧での主な改修内容

オンライン資格確認等システム

支払基金・国保中央会医療機関・薬局

シリアル番号 紐付番号

資格情報/受給者番号等

JPKI

失効情報

失効情報

マイナンバーカード

【資格確認端末】

【マイナンバーカードICリーダー】

同意有無・同意日を登録

PIN無し認証機能動作用公開鍵により
検証機関証明用電子証明書を取り出

し

⑧

利用者証明用電子証明書の取り出し

同意有無・同意日登録結果送信

【電子カルテシステム/調剤システム】

⑤
PIN無し認証の処理

ICチップ内の顔画像を取得
＋ 本人の顔を撮影

本人認証用カードリーダーソフト

資格情報等、照会番号、
同意有無、同意日登録結果受信・提供

検証機関証明用
電子証明書

検証機関証明用
電子証明書 検証機関証明用

電子証明書

利用者証明用
電子証明書

利用者証明用
電子証明書

⑪

資格情報等、照会番号、
同意有無、同意日格納

⑮

①

④

⑫

端末内ハードディスク

マイナンバーカード処理ソフト

PIN無し認証処理

② PIN無し認証を要求

検証機関証明用電子証明書を要求

③

検証機関証明用電子証明書の送付

⑥

利用者証明用電子証明書の取得要求
⑦

⑨利用者証明用電子証明書
有効性確認処理

資格情報等、照会番号、
同意有無、同意日を要求受信

地方公共団体情報システム機構

本人認証処理
マイナンバーカードの顔写真と本人の顔画像により同一人であると認証

同意有無/同意登録日受給者番号等

⑩

薬剤情報受給者番号等

特定健診情報受給者番号等

（患者同意取得済みの旨を
確認の上）受給者番号等・
生年月日で特定健診情報/

薬剤情報を要求

受給者番号等
連携

診察券番号等で検索し、患
者カルテを表示

患者情報（受給者番号
等）を照会

特定健診情報/薬剤情報
の取得・登録

ビュアで表示

特定健診情報/薬剤情報
を要求・受信電子カルテシステム/調剤システ

ムにて受給者番号等を有してい
ない場合 資格

照会

【レセプトコンピュータ】

特定健診情報/薬剤情
報の照会

特定健診情報/薬剤情
報を受信

特定健診情報/薬剤情
報を格納

オンライン資格確認等
連携ソフト

同意

情報

⑬

⑭

同意

情報

⑰

⑯

⑱
⑲

⑳㉑

㉓

受給者番号等を
キーに特定健診情報/薬剤情報の検索を行う

特定健診情報
/薬剤情報の送信

同意有無等を登録

窓口にて、マイナンバーカードの顔写真を目視
確認する場合、①~②までの流れは不要となる。

医療券・調剤券情報/受給者番号等• 医療保険の仕組みから大きな
差分は発生しない想定。
※但し、要求・受信する情報
は被保護者の同意情報/薬
剤情報/特定健診情報。

• 公費負担者番号・受給者番号に紐
づけて同意情報/薬剤情報/特定健
診情報を管理。

• 医療保険の仕組みから大きな差分は発
生しない想定。
※但し、受信・提供する情報は被保護者
の同意情報/薬剤情報/特定健診情報。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲
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技術解説書（医療保険のオンライン資格確認）の構成に基づき、医療機関等システムの改修概要を整理しました（赤字部分）。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

オンライン資格確認機能に係る改修内容

項番 改修概要

主な改修点

分類 改修項目

(1) 健康保険証情報の項目追
加

レセプトコンピュータ 枝番を入力する項目を追加すること。

（レセプトコンピュータにてカルテ１号用紙を印刷している場合）カルテ１
号用紙のフォーマットに枝番を入力する項目を追加すること

（健康保険証情報を連携している
場合）電子カルテシステム

枝番を入力する項目を追加すること。

（健康保険証情報を連携している
場合）調剤システム

枝番を入力する項目を追加すること。

（健康保険証情報を連携している
場合）部門システム

枝番を入力する項目を追加すること。

(2) マイナンバーカードによるオン
ライン資格確認情報等の取
込機能の追加

レセプトコンピュータ 資格確認端末の資格情報等格納フォルダへ資格情報等を取得要求し、
受信すること。

受信した資格情報等の取得結果（表示内容：有効、無効等のステー
タス）を表示すること。
⇒未委託の資格確認の場合、未委託の資格確認である旨の表示を
行うこと。

（受信した資格情報等の取得結果が有効であった場合）受信した資格
情報等にて更新すること。
⇒医療扶助の資格情報等を更新すること。

（グレーアウト部分）
• 医療保険のオンライン資格確認の仕組みを
活用できる想定。

• 既存のレセプトコンピューターの医療券/調
剤券に関する項目を踏襲できる想定。
⇒必要に応じて、オン資導入後の資格情報、
医療券/調剤券情報の項目等を追加する。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲
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前頁の続き。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 改修概要

主な改修点

分類 改修項目

(3) 健康保険証によるオンライ
ン資格情報等の取込機能
の追加

レセプトコンピュータ （新患）健康保険証受給者番号等によるオンライン資格確認用の入力画
面を表示し、資格情報等の照会要求（入力情報：保険者番号⇒公費負
担者番号、被保険者証記号・番号、枝番（任意）⇒受給者番号、生年月
日、資格確認日）をすること。

（2回目以降）該当患者の資格情報等画面から資格情報等の照会要求
（入力情報：保険者番号⇒公費負担者番号、被保険者証記号・番号、
枝番（任意）⇒受給者番号、生年月日、資格確認日）をすること。

資格確認端末の資格情報等格納フォルダへ資格情報等を取得要求し、受
信すること。

受信した資格情報等の取得結果（表示内容：有効、無効等のステータ
ス）を表示すること。
⇒未委託の資格確認の場合、未委託の資格確認である旨の表示を行う
こと。

（受信した資格情報等の取得結果が有効であった場合）取得した資格情
報等を登録・更新すること。
⇒医療扶助の資格情報等を更新すること。

(4) 照会番号の登録機能の
追加

レセプトコンピュータ （マイナンバーカードによるオンライン資格確認）照会番号が空白だった場合、
新規カルテを起票し、取得した資格情報等を登録・照会番号を送信すること。

（マイナンバーカードによるオンライン資格確認）取得した資格情報等の照会
番号情報でレセプトコンピュータ内の患者情報と紐付けすること。
⇒医療扶助の資格情報等も対象とすること。

（健康保険証によるオンライン資格確認）照会番号を送信すること。

（グレーアウト部分）
• 医療保険のオンライン資格確
認の仕組みを活用できる想定。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲
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前頁の続き。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 改修概要

主な改修点

分類 改修項目

(5) 限度額適用認定証等情報
の取込機能の追加

レセプトコンピュータ 資格情報等画面から限度額適用認定証等の情報の照会要求をするこ
と。

資格確認端末の資格情報等格納フォルダへ限度額適用認定証等の情
報を取得要求し、受信すること。

受信した限度額適用認定証等情報の取得結果を表示すること。

受信した限度額適用認定証等の情報を登録・更新すること。

(6) 事前確認における一括照会
の機能の追加

レセプトコンピュータ 事前確認用の一括照会リスト作成すること。

一括照会リストを照会要求すること。

一括照会受付番号を取得すること。

一括照会受付番号にて照会結果の取得要求すること。

資格確認端末の資格情報等格納フォルダへ一括照会結果を取得要求
し、受信すること。

一括照会結果を表示すること。

（保険者変更がなく、追加情報を取得した場合）照会番号で該当患
者を紐付けし、該当患者の資格情報を更新すること。新規要件：医療機関コード

による一括照会機能を実装
すること。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲

• 受給者番号等で個人を識別す
るための改修が必要。
※医療保険では被保険者番号
等で個人を識別している。
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医療扶助のオンライン資格確認の導入に伴う、薬剤情報及び特定健診情報閲覧に係る改修内容は以下赤字の通り。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

薬剤情報及び特定健診情報閲覧に係る改修内容

項番 改修概要

主な改修点

分類 改修項目

(1) 薬剤情報及び特定健診情
報閲覧機能の追加

電子カルテシステム
調剤システム

同意取得有無を入力する項目を追加すること。

資格確認端末の資格情報等格納フォルダへ同意取得情報を取得要求
し、受信すること。

取得した同意取得情報を該当患者のカルテ情報等に登録すること。

該当患者の照会に必要な情報（入力情報：個人単位被保険者番号
⇒受給者番号、生年月日）をレセプトコンピュータから取得すること。

特定健診情報は個人単位被保険者番号等⇒受給者番号等を基に照
会要求すること。

薬剤情報は抽出対象年月を入力した上で、個人単位被保険者番号等
⇒受給者番号等を基に照会要求すること。

資格確認端末の資格情報等格納フォルダへ薬剤情報又は特定健診情
報を取得要求し、受信すること。

取得した薬剤情報又は特定健診情報を該当患者のカルテ情報等に追
加・更新すること。
⇒医療扶助分のカルテ情報等にも薬剤情報又は特定健診情報追
加・更新すること。

該当患者のカルテ情報等に薬剤情報又は特定健診情報の照会結果を
表示すること。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲

• 受給者番号等で個人を識別す
るための改修が必要。
※医療保険では被保険者番号
等で個人を識別している。
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医療扶助のオンライン資格確認の導入に伴う、レセプト振替に係る改修内容は以下の通り。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

レセプト振替に係る改修内容

項番 改修概要

主な改修点

分類 改修項目

(1) レセプト振替・分割結果情
報の取り込み機能の追加

レセプトコンピュータ オンライン請求システムから提供されるレセプト振替・分割結果情報をレセ
プトコンピュータに取り込むこと。

（グレーアウト部分）
• 医療扶助はレセプト振替の対
象外。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.6 レセプトコンピューターの改修要否及び改修範囲
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.7 資格確認端末とレセプトコンピューター未接続の医療機関等 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.7 資格確認端末とレセプトコンピュータを接続
していない医療機関等において、未委託の
資格確認時のメッセージ表示をどのように実
現するか（資格確認端末のみでオン資を
実施）。

• 資格確認端末のアプリケーションソフトにも未委託の資格確認時のメッセー
ジ表示機能を実装することで対応する方針。
※未委託の資格確認を特定する機能、受給者番号等を制限する機能、
及び未委託の資格確認時のメッセージ作成機能はオンライン資格確認等
システム側に実装する想定。



.

99

ログの整合性の観点より、オンライン資格確認等システムが連携（発出）したデータ項目と、資格確認端末/レセプトコンピューターが受
領（表示）するデータ項目が異なる方式を回避するため、未委託の資格確認の制御に係る機能については、オンライン資格確認等シ
ステムへの実装を基調とする。資格確認端末/レセプトコンピューターにおいては、未委託の資格確認のメッセージ文を表示する機能の実
装を想定。

対応案

未委託の資格確認の特定機能
（フラグ等の連携）

○ ー ー

オンライン資格確認等システム 資格確認端末（ソフトも含む） レセプトコンピュータ

公費負担者・受給者番号等の連携の制御機能 ○ ー
ー

未委託の資格確認のメッセージ文の生成/表示機能 ○ ○ ○

支払基金・中央会

オンライン資格確認等
システム

医療機関等

顔認証付きカー
ドリーダー等 資格確認端末 レセプトコンピュータ

実装方式 アプリケーション
ソフト

• 未委託の資格確認の制御に係る機
能については、オンライン資格確認等
システムに実装することを基調とする。

• 資格確認端末のみでの資格確認でも未委託の資格確認である旨の表示
が行われるように、アプリケーションソフトの画面改修を明記する。

• 資格確認端末・レセプトコンピュータの組合せ方式も見据えて、レセプトコン
ピュータ側の改修項目にも上記の機能を明記する。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.7 資格確認端末とレセプトコンピューター未接続の医療機関等
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歯科は、医科・薬局と比較してレセプトコンピュータの導入が進んでいないため、資格確認端末のみでオンライン資格確認を実施する機
関がある程度存在する認識。
上記を踏まえ、未委託での資格確認に係る機能の実装方式を再度整理・検討する。

検討事項・対応方針

検討事項
• 資格確認端末とレセプトコンピュータを接続していない医療機関等において、未委託の資格確認である旨の表示をどのよ

うに実現するか（資格確認端末のみでオン資を実施）。

背景/対応方針

＜背景＞

• 歯科は、医科・薬局と比較してレセプトコンピュータの導入が進んでいない状況であるため、資格確認端末のみでオンライ
ン資格確認を実施している機関がある程度存在する認識。

• これまでの未委託の資格確認である旨の表示機能は、資格確認端末・レセプトコンピュータを組合せた実装方式を想定
していたため、資格確認端末のみでの実装方式も含めた詳細な整理が必要である認識。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• これまで想定していた未委託での資格確認に係る対応案を、資格確認端末のみでの実装方式に当てはめた場合の課
題を抽出する。

• 上記の課題について、資格確認端末・レセプトコンピュータの組合せ方式も含めて、全体最適を考慮した対応案を検討
する。

WG
自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.7 資格確認端末とレセプトコンピューター未接続の医療機関等
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歯科は、医科・薬局（調剤）と比較して、電子媒体（CD-R等）・紙レセプトの割合が大きい。
⇒レセプトコンピュータの導入の遅れが理由の1つとして考えられる。

レセプト請求形態別の請求状況（令和2年3月診療分）
URL：https://www.ssk.or.jp/tokeijoho/tokeijoho_rezept/tokeijoho_rezept_r01.files/seikyu_0203.pdf

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.7 資格確認端末とレセプトコンピューター未接続の医療機関等
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医療機関等でのオンライン資格確認の実装方式は、資格確認端末・レセプトコンピュータを組合せて行う方式（オンプレミス型①・クラウ
ド型）、及びレセプトコンピュータで資格確認端末の機能も代替する方式（オンプレミス型②）が主である認識。

オンライン資格確認等システムに関する運用等に係る検討結果について（令和3年4月版）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000726675.pdf

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.7 資格確認端末とレセプトコンピューター未接続の医療機関等
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資格確認端末のみでオンライン資格確認を実施する医療機関等については、資格確認端末（ソフトを含む）側で未委託の資格確認
である旨の表示機能が必要である認識。
⇒新規検討対象のユースケースも含め、未委託の資格確認に係る機能の実装方式を再検討。

課題の洗い出し

支払基金・中央会

オンライン資格確認等
システム

医療機関等

顔認証付きカー
ドリーダー等 資格確認端末 レセプトコンピュータ

支払基金・中央会

オンライン資格確認等
システム

医療機関等

顔認証付きカー
ドリーダー等 資格確認端末

これまでの
想定

検討対象

アプリケーション
ソフト

• 未委託の資格確認である
旨の表示機能

• 未委託の資格確認の特定機
能（フラグ等の連携）

• 未委託の資格確認の特定機能（フラグ等の
連携）

• 公費負担者・受給者番号等の連携の制御機
能

• 未委託の資格確認の特定機能
（フラグ等の連携）

• 未委託の資格確認の特定機能（フラグ等の連携）
• 公費負担者・受給者番号等の連携の制御機能
• 未委託の資格確認である旨の表示機能

アプリケーション
ソフト

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.7 資格確認端末とレセプトコンピューター未接続の医療機関等
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.8 未委託の資格確認後の医療券/調剤券の登録 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.8 未委託の資格確認後の医療券/調剤券の登
録について、当該被保護者を医療機関側で管
理・抽出する仕組み、及び福祉事務所側で登
録漏れを把握する仕組みをどうするか。

• 当該ユースケースについては、医療機関等→福祉事務所への電話照会などにより、
医療機関等・福祉事務所の両者が該当する被保護者を把握できている前提。

• また、左記の要件は便利機能的な位置づけになるため、オンライン資格確認の導
入の中でシステム対応は行わず、必要に応じて自治体・医療機関等が個別でベン
ダに発注することとする。
※請求前資格確認の導入により、登録漏れに起因する業務負荷を削減する想
定。
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左記の要件は便利機能的な位置づけになるため、オンライン資格確認の導入の中でシステム対応は行わず、必要に応じて自治体・医
療機関等が個別でベンダに発注することとする。
※請求前資格確認の導入により、登録漏れに起因する業務負荷を削減する想定。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

アクター

医療機関等

現行の未委託での受診時の対応

• 被保護者に保護決定通知書・受給者証等の提示を依
頼し、保護を認定した福祉事務所を確認する。

• 医療機関等→福祉事務所に電話等で医療扶助での
診療等の可否を照会し、上記で取得した被保護者の
情報をレセプトコンピューター等に登録する。

• 後日、福祉事務所から送付された医療券/調剤券を
確認する。

⇒未委託での受診を行った被保護者を医療機関等/福祉事務所で管理する機能については、便利機能的な位置づけになるため、
オンライン資格確認の導入の中でシステム対応は行わず、必要に応じて自治体・医療機関等が個別でベンダに発注することとする。
※請求前資格確認の導入により、登録漏れに起因する業務（返戻対応等）負荷を削減する想定。
※未委託の状態で来院した（資格確認を行った）被保護者は資格確認実績（ログ情報）でも確認可能。

福祉事務所

• 医療機関等からの照会を受け、医療扶助での診療等
の可否、及び被保護者の情報を回答する。

• 事後的に要否意見書・医療券/調剤券を発行する被
保護者を生活保護システムに登録、又は台帳等に記
入して管理する。

• 後日、要否意見書を発行し、医療機関等に送付する。

• 後日、医療券/調剤券を発行し、医療機関等に送付
する。

オン資導入後の対応

• 被保護者に保護決定通知書・受給者証等の提示を依
頼し、保護を認定した福祉事務所を確認する。

• 医療機関等→福祉事務所に電話等で医療扶助での
診療等の可否を照会し、上記で取得した被保護者の
情報をレセプトコンピューター等に登録する。

• 後日、医療機関コードによる医療券/調剤券情報の
一括照会により事後的に登録された医療券/調剤券
情報を確認する。

• 医療機関等からの照会を受け、医療扶助での診療等
の可否、及び被保護者の情報を回答する。

• 事後的に要否意見書・医療券/調剤券を発行する被
保護者を生活保護システムに登録、又は台帳等に記
入して管理する。

• 後日、要否意見書を発行し、医療機関等に送付する。

• 後日、電話のあった医療機関等を指定医療機関等
（委託先）として、医療券/調剤券情報を登録する。

現行から
変更なし

現行から
変更なし

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.8 未委託の資格確認後の医療券/調剤券の登録
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.9 受給者番号の固定化 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.9 受給者番号の固定化をどの程度まで徹底
するか。

• 保護の決定→保護の廃止までは同一の受給者番号を継続して利用する
方針。世帯変更時も、可能な限り受給者番号を固定化する方針。

• 但し、保護決定→保護廃止→保護(再)決定においては、医療保険の復
職と同様に、受給者番号が変更される前提とする。
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医療保険者等の被保険者証記号等・番号等⇔医療扶助の受給者番号の取り扱いを同様にするため、受給者番号については、保護
の決定→保護の廃止までなるべく固定化する方針。

観点

受給者番号の固定
化の範囲

現行の受給者番号の固定化のパターン

常に、被保護者ごとに固定化している。

⇒医療扶助以外の業務に影響を及ぼす可能性も考慮して、受給者番号の固定化について、福祉事務所においては、ベストエ
フォートで対応いただく方針とする。

現行から変更なし。

固定化の背景

• 既に厚生労働省→自治体に対して受給者番号の固定化の案内が出ていることを前提としつつ、医療保険者等となるべく
足並みを揃えるため、オン資の導入に併せてなるべく受給者番号の固定化を行う。

医療券の新規申請あるいは更新がある場合、受給者番号も変更になる。

医療券の新規申請時は受給者番号が変更になるが、更新時は変更しない。

医療券の新規申請時は受給者番号が固定式だが、更新時は変更する。

保護の停止/廃止→保護の再決定

保護継続の状態での世帯異動

固定化を基調とする。

福祉事務所ごとに他業務に影響ない
範囲で固定化

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.9 受給者番号の固定化 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.10 複数の公費負担者番号を利用している福祉事務所 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.10 都費分/区費分のように、1福祉事務所に
おいて、生保の公費負担者番号を複数利
用している場合の運用をどうするか。

• 加入者資格情報と公費負担者番号が異なる医療券/調剤券情報も登録
可能であることから、当該運用は現行のまま継続可とする想定。
※保険者マスタにも2つの番号を登録する。
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1福祉事務所が複数の公費負担者番号を利用するユースケースについて、現状の運用（対象者、医療券等の発行方法）を確認後
、システム対応を行うか（オンライン資格確認の対象とするか）、又は紙の医療券/調剤券の発行対象とするか検討を行う。

検討事項・対応方針

検討事項 • 都費分/区費分のように、1福祉事務所において、生保の公費負担者番号を複数利用している場合の運用をどうするか。

背景/対応方針

＜背景＞

• 自治体ベンダへの照会結果より、東京都では、1つの福祉事務所でも区費/都費に応じて公費負担者番号を使い分け
ている（生活保護法第73条）。
※1つの福祉事務所が複数の公費負担者番号を持つ。

• 1福祉事務所内で1被保護者が複数の資格情報を持つ可能性を考慮して、対応案を検討する必要がある。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• 自治体ベンダに対して、追加で質問事項を送付し、検討を進めるためのインプットを収集する。

• 自治体ベンダから受領したインプットを整理したうえで、支払基金ベンダに照会をかけ、1福祉事務所内で1被保護者が
複数の資格情報を持つことの懸念事項等を踏まえ、対応案の検討を進める。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.10 複数の公費負担者番号を利用している福祉事務所



.

10

当該運用は東京都の独自運用である認識。

ベンダへの質問事項 ベンダ回答

① 区費/都費分に応じて公費負担者番号を使
い分ける（生活保護法第73条）対応は、
東京都以外の福祉事務所でも同様の運用
が行われているのでしょうか。

② どのような時に2つの公費負担者番号を使い
分けるのでしょうか（その場合、具体的にどの
ような被保護者が対象者になりますでしょうか。
また、対象となる被保護者の個人番号は把
握できますでしょうか。）※もし、氏名・生年
月日・住所等の基礎情報が把握できない被
保護者が対象となる場合、個人番号を取得
できず、結果オン資の対象外となる運用
（紙の医療券の発行対象）を考慮していま
す。

③ 当該運用の1福祉事務所での発生頻度はど
の程度でしょうか（年に数回など）。

④ 区費/都費分に応じて公費負担者番号を使
い分ける場合、1つの医療券/調剤券に2つ
の公費負担者番号を登録する、又は別々の
医療券/調剤券に公費負担者番号を1つず
つ登録する、どちらで運用されているのでしょう
か。

⑤ 区費分の受給者番号、都費分の受給者番
号という形で、1被保護者に対して複数の受
給者番号が払い出されるのでしょうか。

① 東京都以外での運用は行われていないかと思われます。公費負担者番号の一覧を確認
いただければ２種類保持している事務所が把握できるかと思います。なお、弊社は東京都
のみと認識しておりますが、弊社にて全国的に確認した状況ではありません。
⇒（X社にて）東京都の独自運用を確認。

② 弊社生活保護システムを導入いただいている東京都の自治体様内の運用では73条該当
者が対象となります。73条の該当者としましては、法律上以下の対象が該当なります。
1.居住地がないか，又は明らかでない被保護者
2.宿所提供施設又は児童福祉法第38条に規定する母子生活支援施設にある被保
護者
上記に定める対象者となるため、個人番号は把握可能な対象者並びに個人番号自体が
不明の対象者が混在していると認識しています。
⇒個人番号が把握可能な被保護者も対象となる。

③ 正確な数字は福祉事務所様側が把握されているかと思いますが、弊社の推測では医療
券毎となるため、世帯数の多い事務所様では月に数件～数十件程度だと思われます。
（７３条該当者の医療の受診数となります。）
⇒ある程度の実件数が存在する（超レアケースではない）。

④ 後記されている「別々の医療券/調剤券に公費負担者番号を1つずつ登録する」方式で
運用されておられます。
⇒データ項目は現在の想定から変更不要である認識。

⑤ 現行で受給者番号の固定方式を採用されている場合は、１被保護者に対して１つの受
給者番号となります。※１被保護者の開始から廃止までの期間に対して１つの受給者番
号となります。同じ個人が開始・廃止を繰り返している場合は、複数受給者番号を払い出
しをする場合もございます。
⇒公費負担者番号と受給者番号に特別な関係性はない認識。

自治体ベンダへの質問・回答内容

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.10 複数の公費負担者番号を利用している福祉事務所
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東京都の一部の福祉事務所では、生活保護の公費負担者番号を複数もつ運用が行われている。

生活保護法実施機関(福祉事務所)・公費負担者番号 一覧表
URL：https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/seikatsu/hogo/kaigokikan/shiori.files/4shiori-madoguchi.pdf

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.10 複数の公費負担者番号を利用している福祉事務所
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当該運用に該当する被保護者数は、1万人に達しない程度。

厚生労働省_令和元年社会福祉施設等調査の概況（総括表）
URL：https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/fukushi/19/dl/soukatsu.pdf

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.10 複数の公費負担者番号を利用している福祉事務所
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目

項番 検討事項 対応案

2.3.11 資格情報、医療券/調剤券情報の登録時
に、どのデータ項目を必須項目、又は任意
項目とするか。

• 傷病名・自己負担額などは任意項目としつつ、公費負担者番号・受給者
番号・氏名・委託先医療機関等などを必須項目とする想定。

• データ項目の整理と併せて、登録時必須/任意、医療機関等での表示要
否、及び未委託の医療機関等での閲覧可否を整理。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果
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医療扶助のオン資においては、福祉事務所→医療保険者等向け中間サーバー等に対して、加入者基本情報・加入者資格情報・医
療券/調剤券情報の構成でデータ登録を行う。

医療保険者等向け中間サーバー等におけるデータ管理のイメージ

加入者資格情報

保険者番号 00000001

資格取得日 2015/4/1

資格喪失日 2018/3/31

・・・

被保険者証情報

・・・

高齢受給者証情報

・・・

限度額適用認定証関連情報

・・・

特定疾病療養受療証情報

・・・

加入者資格情報

公費負担者番号 12000001

資格取得日 2015/4/1

資格喪失日 2018/3/31

・・・

医療券情報

・・・

<医療保険の構成>

<医療扶助の構成>

調剤券情報

・・・

加入者基本情報

被保険者枝番 00001

個人番号 12345

氏名(券面記載) 中間 一郎

・・・

加入者基本情報

ー ー

個人番号 12345

氏名(券面記載) 中間 一郎

・・・

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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医療扶助の加入者基本情報のデータ項目については、医療保険のオン資のデータ項目をそのまま踏襲する。

医療扶助の加入者基本情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

1 氏名（券面記載） 既存システムが、保険者等へ届出された券面記載の氏名
を設定する。氏名（券面記載）を登録、または更新する
場合に設定する。

〇 〇 〇

2 氏名（券面記載）
（カナ）

既存システムが、保険者等へ届出された券面記載の氏名
の読み仮名を設定する。氏名（券面記載）（カナ）を
登録、または更新する場合に設定する。

〇 〇 〇

3 氏名（その他） 券面記載氏名とは別の氏名が届出されている場合に既
存システムが、氏名(その他)を設定する。
券面記載氏名が通称名の場合の本名等を把握していれ
ば設定し、また加入者から、氏名（その他）の登録を希
望する旨の申し出がある場合に設定する。

〇 〇

4 氏名（その他）（カ
ナ）

券面記載氏名とは別の氏名が届出されている場合に既
存システムが、氏名(その他)（カナ）を設定する。
券面記載氏名が通称名の場合の本名等を把握していれ
ば設定し、また加入者から、氏名（その他）（カナ）の
登録を希望する旨の申し出がある場合に設定する。

〇 〇

5 性別1 既存システムが、加入者基本情報の性別1を設定する。
1:男性
2:女性
3:未設定

〇 〇 〇

6 性別2 「平成24年9月21日事務連絡 被保険者証の性別表
記について」に基づく取り扱いを実施している場合に既存シ
ステムが性別2を設定する。
1:男性
2:女性

〇 〇

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

7 生年月日 既存システムが、加入者基本情報の生年月日を設定す
る。

〇 〇 〇

8 住所 既存システムが、加入者基本情報の住所を設定する。
自衛官（国たる保険者）の場合、営外者は住所（居
所）、営内者は部隊所在地を登録する。

〇 〇

9 郵便番号 既存システムが、加入者基本情報の住所に対する郵便
番号を設定する。

〇 〇

10 市町村コード 既存システムが、加入者基本情報の市町村コードを設定
する。
総務省が提供している市町村コードを使用する。

（オン資システ
ムには連携）

11 アクセスグループコード 既存システムが、加入者情報のアクセスグループコードを設
定する。
アクセスグループによるアクセス制御が不要な場合はALLゼ
ロ（＝0詰めしたコード値）を設定する。

12 身分 既存システムが、加入者基本情報の身分を設定する。
1:営外者
2:営内者

〇 〇

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

13 加入者区分コード (被扶養者認定や世帯収入を合算した保険料の算定事
務においては、加入予定者（被扶養者認定中の者）や
加入者の世帯員など、加入者以外の者の加入者登録及
び情報照会が必要。この加入者以外の者と加入者を区
別するためのコード)
0:加入者
⇒保険者で加入者（被保険者、被扶養者）として登録
する者に設定
1:加入予定者
⇒被扶養者の認定で、まだ加入者ではないが、所得情報
の照会等で登録する必要
がある場合に設定
2:加入者の世帯員
⇒世帯内の収入等を把握するために、加入者ではないが
登録する必要がある場合に設定
※「0:加入者」のみをオンライン資格確認への連携対象と
する。

〇

14 世帯識別番号 既存システムが、加入者基本情報の世帯識別番号を設
定する。
情報照会時の世帯での並び替えや、国保組合においては
加入者と加入予定者に世帯識別番号を設定することで
市町村国保加入状況を確認することができる。

⇒医療保険と同じファイルレイアウトを利用するため、医療扶助のオン資において“不要”のデータ項目についても、項目としては残
したままデータ登録を行う想定。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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医療扶助の加入者資格情報のデータ項目については、医療保険のオン資のデータ項目を基調としつつ、一部のデータ項目を変更する
想定。

医療扶助の加入者資格情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等
での表示要

否

未委託での
表示要否

1 自治体/福祉事務所名 既存システムが、自治体/福祉事務所名を設定する。 〇 〇 〇

2 保険者番号
公費負担者番号

既存システムが、公費負担者番号を設定する 〇 〇

3 被保険者証記号・番号・枝番
受給者番号

既存システムが、受給者番号を設定する。 〇 〇

4 単独・併用別 既存システムが、単独・併用別を設定する。
01:単独（生活保護法単独）
02:併用（医療保険や他の公費負担との併用）

〇 〇

5 資格取得年月日
（保護開始日/保護再開日）

既存システムが、資格取得年月日を設定する。 〇 〇 〇

6 資格喪失年月日
（保護停止日/廃止日）

既存システムが、資格喪失年月日を設定する 〇 〇

7 資格喪失事由 既存システムが、資格喪失事由を設定する。
01:死亡（※死亡による保護廃止時）
02:生活保護受給開始（※医療扶助では使用しない）
03:医療保険等の資格取得（※医療保険者等の取得に伴う
保護の廃止/停止時）
99:その他

〇 〇

ー 本人家族の別 既存システムが、本人・家族の別を設定する
1:本人
2:家族

※項目削除

ー 被保険者氏名 既存システムが、被保険者氏名を設定する。 ※項目削除

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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医療扶助のオン資の医療券/調剤券情報のデータ項目については、医療保険のオン資の被保険者証等情報のデータ項目とは大きく異
なる想定。

医療扶助の医療券/調剤券情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

1 被保険者証区分 既存システムが、被保険者証区分を設定する。
01:被保険者証（一般）
02:被保険者証（退職）
03:短期被保険者証（一般）
04:短期被保険者証（退職）
05:被保険者資格証明書
06:特例退職被保険者証
07:自衛官診療証
08:生活保護の医療券/調剤券

〇 〇

2 医療券/調剤券別 既存システムが、医療券/調剤券別を設定する。
01:医療券
02:調剤券

〇 〇

3 公費負担者番号 既存システムが、公費負担者番号を設定する 〇 〇

4 受給者番号 既存システムが、受給者番号を設定する。 〇 〇

5 交付番号 既存システムが、交付番号を設定する。 〇

6 診療年月 既存システムが、被保護者が診療を受ける年月を設定す
る。

〇 〇

7 有効開始年月日 既存システムが、有効開始年月日を設定する。 〇 〇

8 有効終了年月日 既存システムが、有効終了年月日を設定する。 〇 〇

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

9 氏名 既存システムが、氏名を設定する。 〇 〇

10 性別 既存システムが、性別を設定する。
1:男性
2:女性
3:未設定

〇 〇

11 生年月日 既存システムが、生年月日を設定する。 〇 〇

12 居住地 既存システムが、居住地を設定する。 〇 〇

13 指定医療機関コード 既存システムが、被保護者を委託する指定医療機関コー
ドを設定する。
※医療券の場合医科歯科（登録必須）を、調剤券の
場合薬局（登録任意）を設定

※医療券〇 〇

14 指定医療機関名 既存システムが、被保護者を委託する指定医療機関名
を設定する。
※医療券の場合医科歯科（登録必須）を、調剤券の
場合薬局（登録任意）を設定

※医療券〇 〇

15 処方箋発行元医療
機関コード

既存システムが、処方箋発行元医療機関コードを設定す
る。
※医療券の場合登録不要、調剤券の場合医科歯科
（登録必須）を設定

※調剤券〇 〇

16 処方箋発行元医療
機関名

既存システムが、処方箋発行元医療機関名を設定する。
※医療券の場合登録不要、調剤券の場合医科歯科
（登録必須）を設定

※調剤券〇 〇

17 傷病名1 既存システムが、傷病名を設定する。 〇

18 傷病名2 #17と同様。 〇

19 傷病名3 #17と同様。 〇

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

20 診療別 既存システムが、診療別を設定する。
※複数選択可能
01:入院
02:入院外
03:歯科
04:調剤
05:訪問看護

〇

21 本人支払額（自己
負担額）

既存システムが、本人支払額を設定する。 〇

22 地区担当員名 既存システムが、医療券/調剤券作成後内容点検を行っ
た地区担当員名を設定する。

〇 〇

23 取扱担当者名 既存システムが、医療券/調剤券交付事務取扱責任者
名(医療事務担当者名)を設定する。

〇 〇

24 自治体/福祉事務所
名

既存システムが、自治体/福祉事務所名を設定する。 〇 〇

25 役職名 既存システムが、福祉事務所長（役職名）を設定する。
（例：○○福祉事務所長）

〇 〇

26 氏名 既存システムが、福祉事務所長の氏名を設定する。 〇 〇

ー 福祉事務所長印 ー ※項目削除

27 社会保険状況 既存システムが、社会保険の該当有無を設定する。
01:あり（健保組合）
02:あり（共済組合）
03:なし

〇 〇

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

28 保険者番号 既存システムが、保険者番号を設定する 〇

29 被保険者証記号 既存システムが、被保険者証記号を設定する。 〇

30 被保険者証番号 既存システムが、被保険者証番号を設定する。 〇

31 被保険者枝番 既存システムが、受給者番号を設定する。 〇

32 感染症の予防及び感
染症の患者に対する
医療に関する法律第
37条の2の該当状況

既存システムが、左記の該当有無を設定する。
01:あり
02:なし

〇 〇

33 後期高齢者医療の該
当状況

既存システムが、左記の該当有無を設定する。
01:あり
02:なし

〇 〇

34 都道府県費の該当状
況

既存システムが、左記の該当有無を設定する。
01:あり
02:なし

〇 〇

35 ケース番号 既存システムが、被保護者のケース番号を設定する。 〇

36 世帯員番号 既存システムが、被保護者の世帯員番号を設定する。 〇

37 備考1 既存システムが、前記以外の他法の名称及び傷病名を
設定する。

〇

38 備考2 #37と同様。 〇

39 備考3 #37と同様。 〇

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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システム基本情報部のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須

1 レコード識別番号 既存システムが、加入者情報の処理単位で一意となる
レコード識別番号を設定する。

〇

2 レコード種別コード 既存システムが、医療保険者等向け中間サーバーに要
求する処理のレコード種別コードを設定する。
SD:加入者基本情報レコード
IC:情報提供に関する制御情報レコード
SH:加入者基本情報変更履歴レコード
QD:加入者資格情報レコード
II:被保険者等証情報レコード
XX:医療券/調剤券情報レコード
EI:高齢受給者証情報レコード
LI:限度額適用認定証関連情報レコード
SI:特定疾病療養受療証情報レコード
ND:加入者削除・個人番号変更情報レコード

〇

3 処理種別コード 既存システムが、医療保険者等向け中間サーバーに要
求する処理の処理種別コードを設定する。
11:加入者情報の登録
12:加入者情報のレコード種別単位更新
13:加入者情報の全体更新
14:加入者情報のレコード種別単位削除
15:加入者情報の削除
16:個人番号の訂正

〇

4 保険者コード 既存システムが、処理を行う医療保険者等を識別する
保険者コードを設定する。
加入者情報を登録する区画等を制御するためのコード
であり、中間サーバから払い出したコードを設定する。

〇

資格情報、医療券/調剤券情報の登録時に連携する、その他のデータ項目を以降に整理。
※医療保険のオン資と同じファイルレイアウトを活用予定。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須

5 被保険者枝番 既存システムが、処理を行う加入者を識別する被保険
者枝番を設定する。
加入者の情報を更新、または削除する場合に設定。

※医療扶助は設定不要。

6 個人番号 既存システムが、処理を行う加入者を識別する個人番
号を設定する。
個人番号を登録、更新、または訂正する場合に設定し、
個人番号を更新、または訂正する場合は更新する前の
個人番号を設定する。

以下の場合は、必須とする。
・処理種別コードが「11:加入者情報の登
録」の場合
・処理種別コードが「12:加入者情報のレ
コード種別単位更新」かつ個人
番号を変更する場合
・処理種別コードが「13:加入者情報の全
体更新」の場合かつ個人番号を
変更する場合
・処理種別コードが「16:個人番号の訂
正」の場合

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須

7 更新後個人番号 既存システムが、処理を行う加入者を識別する個人番
号を設定する。
個人番号を更新、または訂正する場合に設定する。更
新または訂正する後の個人番号を設定する。

以下の場合は、必須とする。
・処理種別コードが「12:加入者情報のレ
コード種別単位更新」かつ個人番号を変
更する場合
・処理種別コードが「13:加入者情報の全
体更新」の場合かつ個人番号を変更する
場合
・処理種別コードが「16:個人番号の訂
正」の場合

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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情報提供に関する制御情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須

1 自己情報提供不可
フラグ

既存システムが、自己情報提供不可フラグを設定する。

0:提供可能
1:提供不可
2:既に設定している値を優先(更新しない)

※「2:既に設定している値を優先(更新しない)」を設定
した場合、中間サーバーで管理している値を優先し、本
インターフェイスによる更新は行わない。

〇

2 特定健診情報提供に係る本
人同意フラグ

既存システムが、加入者本人に確認し、前保険者が収
集している特定健診情報を現保険者へ提供することへ
の同意有無として設定する。

0:同意未取得または加入者インターフェイスでは連携し
ない
1:同意する
2:同意しない

〇

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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# データ項目 項目説明 登録時必須

3 特定健診情報提供に係る本
人（不）同意取得日

既存システムが、前保険者が収集している特定健診情
報を現保険者へ提供することに対して、加入者本人が
同意した日又は同意しなかった日を設定する。

以下の場合は、必須とする。
・特定健診情報提供に係る本人同意フラ
グが「1:同意する」の場合
・特定健診情報提供に係る本人同意フラ
グが「2:同意しない」の場合
「0：同意未取得または加入者インタフェー
スでは連携しない」を設定す
る場合、中間サーバーには以下の通り登録
される。
・中間サーバーに未登録（加入者登録な
し）の場合本項目の値とする。
・中間サーバーに「1:同意する」または「2:
同意しない」が登録されている場合既に登
録されている「特定健診情報提供に係る
本人（不）同意取得日」の値を保持する。

4 不開示該当フラグ 既存システムが、不開示該当フラグを設定する。

0:開示
1:不開示
2:既に設定している値を優先(更新しない)

※「2:既に設定している値を優先(更新しない)」を設定
した場合、中間サーバー
で管理している値を優先し、本インターフェイスによる更
新は行わない。

〇

前頁の続き。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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加入者基本情報の変更履歴のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須

1 変更年月日 既存システムが、加入者基本情報の各種項目（下記
#2~#11）の変更を行った年月日を設定する。

〇

2 氏名（券面記載） 加入者基本情報の氏名（券面記載）が変更となる場
合、既存システムが変更前の情報を設定する。

3 氏名（券面記載）（カナ） 加入者基本情報の氏名（券面記載）（カナ）が変
更となる場合、既存システムが変更前の情報を設定す
る。

4 氏名（その他） 加入者基本情報の氏名（その他）が変更となる場合、
既存システムが変更前の情報を設定する。

5 氏名（その他）
（カナ）

加入者基本情報の氏名（その他）（カナ）が変更と
なる場合、既存システムが変更前の情報を設定する。

6 性別1 加入者基本情報の性別1が変更となる場合、既存シス
テムが変更前の情報を設定する。

1:男性
2:女性
3:未設定

7 性別2 加入者基本情報の性別2が変更となる場合、既存シス
テムが変更前の情報を設定する。

1:男性
2:女性

加入者基本情報の変更履歴につきましては、連携を任意とする運用を想定しております。（連携しない場合の影響（制約事項等）
を医療保険者等向け中間サーバー等ベンダに照会したところ、特に影響はないとの返答あり。）

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須

8 生年月日 加入者基本情報の生年月日が変更となる場合、既存
システムが変更前の情報を設定する。

9 住所 加入者基本情報の住所が変更となる場合、既存システ
ムが変更前の情報を設定する。

10 郵便番号 加入者基本情報の郵便番号が変更となる場合、既存
システムが変更前の情報を設定する。

11 市町村コード 加入者基本情報の市町村コードが変更となる場合、既
存システムが変更前の情報を設定する。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果
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次年度Q1における医療保険者等向け中間サーバー等の外部IF仕様書の作成を見据え、資格情報、及び医療券/調剤券情報のデ
ータ項目の詳細を整理。
⇒必須項目、任意項目の仕分けが肝要である想定。

検討事項・対応方針

検討事項 • 資格情報、医療券/調剤券情報のデータ項目、及び必須/任意の仕分けをどうするか。

背景/対応方針

＜背景＞

• 次年度Q1で医療保険者等向け中間サーバー等の外部IF仕様書を作成するために、なるべく早めにデータ項目を固め
る必要がある。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• 医療保険の外部IF仕様書に沿って、医療扶助の資格情報、医療券/調剤券情報のデータ項目を整理する。

• 必須/任意の項目を（仮）で仕分け、PJT内で摺合せる。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯



.

31

医療扶助の加入者基本情報のデータ項目については、医療保険のオン資のデータ項目をそのまま襲する。

⇒医療保険と同じファイルレイアウトを利用するため、医療扶助のオン資において“不要”のデータ項目についても、項目としては残したま
まデータ登録を行う想定。

医療扶助の加入者基本情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 必須（〇）

ー 個人番号 ー（キー情報） 〇

1 氏名（券面記載） 既存システムが、保険者等へ届出された券面記載の氏名を設定する。
氏名（券面記載）を登録、または更新する場合に設定する。

〇

2 氏名（券面記載）（カナ） 既存システムが、保険者等へ届出された券面記載の氏名の読み仮名を設定
する。
氏名（券面記載）（カナ）を登録、または更新する場合に設定する。

3 氏名（その他） 券面記載氏名とは別の氏名が届出されている場合に既存システムが、氏名
(その他)を設定する。
券面記載氏名が通称名の場合の本名等を把握していれば設定し、また加
入者から、氏名（その他）の登録を希望する旨の申し出がある場合に設定
する。

（不要）

4 氏名（その他）（カナ） 券面記載氏名とは別の氏名が届出されている場合に既存システムが、氏名
(その他)（カナ）を設定する。
券面記載氏名が通称名の場合の本名等を把握していれば設定し、また加
入者から、氏名（その他）（カナ）の登録を希望する旨の申し出がある場
合に設定する。

（不要）

5 性別1 既存システムが、加入者基本情報の性別1を設定する。
1:男性
2:女性
3:未設定

〇

6 性別2 「平成24年9月21日事務連絡 被保険者証の性別表記について」に基づく
取り扱いを実施している場合に既存システムが性別2を設定する。
1:男性
2:女性

（不要）

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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前頁の続き。

医療扶助の加入者基本情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 必須（〇）

7 生年月日 既存システムが、加入者基本情報の生年月日を設定する。 〇

8 住所 既存システムが、加入者基本情報の住所を設定する。
自衛官（国たる保険者）の場合、営外者は住所（居所）、営内者は部
隊所在地を登録する。

9 郵便番号 既存システムが、加入者基本情報の住所に対する郵便番号を設定する。

10 市町村コード 既存システムが、加入者基本情報の市町村コードを設定する。
総務省が提供している市町村コードを使用する。

11 アクセスグループコード 既存システムが、加入者情報のアクセスグループコードを設定する。
アクセスグループによるアクセス制御が不要な場合はALLゼロ（＝0詰めした
コード値）を設定する。

〇

12 身分 既存システムが、加入者基本情報の身分を設定する。
1:営外者
2:営内者

（不要）

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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前頁の続き。

医療扶助の加入者基本情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 必須（〇）

13 加入者区分コード (被扶養者認定や世帯収入を合算した保険料の算定事務においては、加入
予定者
（被扶養者認定中の者）や加入者の世帯員など、加入者以外の者の加
入者登録及
び情報照会が必要。この加入者以外の者と加入者を区別するためのコード)
0:加入者
⇒保険者で加入者（被保険者、被扶養者）として登録する者に設定
1:加入予定者
⇒被扶養者の認定で、まだ加入者ではないが、所得情報の照会等で登録
する必要
がある場合に設定
2:加入者の世帯員
⇒世帯内の収入等を把握するために、加入者ではないが登録する必要があ
る場合
に設定
※「0:加入者」のみをオンライン資格確認への連携対象とする。

〇

14 世帯識別番号 既存システムが、加入者基本情報の世帯識別番号を設定する。
情報照会時の世帯での並び替えや、国保組合においては加入者と加入予
定者に世帯識別番号を設定することで市町村国保加入状況を確認すること
ができる。

（不要）

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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医療扶助の加入者資格情報のデータ項目については、医療保険のオン資のデータ項目を基調としつつ、一部のデータ項目に変更が必
要になる想定。

⇒資格喪失事由の“選択項目”については、支払基金ベンダに当該データ項目の活用状況を確認しつつ、必要に応じて“選択項目”
を追加予定。

医療扶助の加入者資格情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 必須（〇）

ー 個人番号 〇

1 福祉事務所名 被保護者が属する福祉事務所名を設定する。 〇

2 保険者番号
公費負担者番号

既存システムが、保険者番号を設定する
後期高齢者医療では、都道府県の保険者番号とする。
市町村国保の場合は、一般の保険者番号とする。

〇

3 被保険者証記号・番号・枝番
受給者番号

既存システムが、被保険者証番号を設定する。
一部の保険者において、資格の得喪を発生させずに被保険者証記号番号
を変更する場合は、最新の被保険者証番号とする。

〇

4 資格取得年月日（保護開始日） 既存システムが、資格取得年月日を設定する。 〇

5 資格喪失年月日（保護停止日、廃止
日）

既存システムが、資格喪失年月日を設定する

6 資格喪失事由 既存システムが、資格喪失事由を設定する。
01:死亡
02:生活保護受給開始
03:医療保険の資格取得
04:保護の停止
99:その他

7 本人家族の別 既存システムが、本人・家族の別を設定する
1:本人
2:家族

(削除)

8 被保険者氏名 既存システムが、被保険者氏名を設定する。 (削除)

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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“医療券等の記載要領”に記載された医療券/調剤券のデータ項目は以下の通り。

生活保護法による医療券等の記載要領

厚生労働省 生活保護法による医療券等の記載要領について
URL：https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta8480&dataType=1&pageNo=1

生活保護法による医療券等の記載要領

一 医療券の作成

(一) 「医療券・調剤券」の調剤券の文字を抹消すること。

(二) 診療年月「令和 年 月分」欄には、被保護者が診療を受ける年月を記載すること。この場合、医療券は暦月を単位として発行するものであることに留意すること。

(三) 「公費負担者番号」欄には、医療券発行福祉事務所の所定の番号八桁を記載すること。

(四) 「受給者番号」欄には、受給者区分六桁、検証番号一桁、計七桁の算用数字を組み合わせたものとすること。

受給者区分には、被保護者(又は被保護世帯)毎に固定化した番号(以下「固定番号」という。)を使用しないこと。ただし、診療報酬明細書等と医療券交付処理簿を照合するために固定番号とする必要がある場合には、固定番号を使用しても差し支
えないこと。

検証番号は、「保険者番号等の設定について」(昭和五一年八月七日保発第四五号、庁保発第三四号厚生省保険局長・公衆衛生局長・薬務局長・社会局長・児童家庭局長・援護局長・社会保険庁医療保険部長通知)により設定すること。

(五) 「有効期間」欄には、診療の給付が月の中途を始期又は終期とする場合は、それにより有効期間を記載すること。

(六) 「氏名」欄には、被保護者の姓名を記載すること。

なお、電子計算機により医療券を作成する場合で例外的に漢字を読み替えたカタカナを使用するときは、姓と名の間にスペースをとること。

(七) 「男・女」欄は、該当する文字を○で囲むこと。

なお、被保護者本人から戸籍上の性別を記載してほしくない旨の申し出があり、やむを得ない理由があると保護の実施機関が判断した場合は、欄外又は裏面を含む医療券全体として、戸籍上の性別が指定医療機関で容易に確認できるよう配慮すれば、
性別の表記方法を工夫しても差し支えない。

(八) 「明・大・昭・平・令 年生」欄は、該当する元号を○で囲み、生まれた年を記載すること。

なお、一歳に満たない者(ただし、社会保険等他法給付のある患者については六歳に満たない者)についてのみ生まれた月を次の例により記載すること。

例(平成二六年二月生まれの場合)

明・大・昭・((平))・令二六年二月生

(九) 「居住地」欄には、被保護者の居住地を記載すること。

(一〇) 「指定医療機関名」欄には、被保護者を委託する指定医療機関名を記載すること。

(一一) 「傷病名」欄には、医療要否意見書等記載の傷病名(歯科の場合は、「傷病名又は部位」)を記載し、傷病届により医療券を発行するときは、「備考」欄に被保護者の症状を記載すること。

なお、被保険者の資格喪失後における継続療養の給付期間中に発生した傷病については、社会保険の給付は行われないので、その傷病名及びその旨を「備考」欄に記載すること。

(一二) 「診療別」欄は、該当する文字を○で囲むこと。

(一三) 「本人支払額」欄は、福祉事務所長が医療券を発行する際に記載すること。

なお、本人支払額を記載する場合においては、当該本人支払額に一〇円未満の端数があるときはこれを切捨てるものとし、本人支払額がない場合はその欄に斜線を引くこと。

(一四) 「地区担当者名」欄には、医療券作成後内容点検を行った地区担当員名を記載すること。

(一五) 「取扱担当者名」欄には、医療券交付事務取扱責任者名(医療事務担当者名)を記載すること。

(一六) 「福祉事務所長印」欄には、医療券発行福祉事務所の名称を記載した上所長印を押印すること。

(一七) 「社会保険(健は健康保険、共は共済組合を示す。)、結核予防法第三四条、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三二条」の欄は、該当する文字を○で囲むとともに、「その他」の欄には、前記以外の他法の名称及び傷病名を
記載すること。

二 調剤券の作成

(一) 「医療券・調剤券」の医療券の文字を抹消すること。

(二) 「指定医療機関名」欄には、調剤を委託する指定薬局名を記載し、その下に処方せんを発行した医療機関名を括弧書きで記載すること。

(三) 前記のほか、医療券の記載要領の(二)から(九)まで及び(一二)から(一七)までと同様であること。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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医療扶助のオン資の医療券/調剤券情報のデータ項目については、医療保険のオン資の被保険者証等情報のデータ項目とは大きく異
なる想定。

⇒現行の医療券/調剤券に記載されているデータ項目のうち、加入者基本情報、又は加入者資格情報に登録されるデータ項目は登
録対象外とする想定。

医療扶助の医療券/調剤券情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 必須（〇）

ー 個人番号 〇

1 被保険者証区分 既存システムが、被保険者証区分を設定する。
01:被保険者証（一般）
02:被保険者証（退職）
03:短期被保険者証（一般）
04:短期被保険者証（退職）
05:被保険者資格証明書
06:特例退職被保険者証
07:自衛官診療証
08:生活保護の医療券/調剤券

〇

2 医療券/調剤券別 既存システムが、医療券/調剤券別を設定する。
01:医療券
02:調剤券

〇

3 公費負担者番号 既存システムが、保険者番号を設定する
後期高齢者医療では、都道府県の保険者番号とする。
市町村国保の場合は、一般の保険者番号とする。

〇

4 受給者番号 既存システムが、被保険者証番号を設定する。
一部の保険者において、資格の得喪を発生させずに被保険者証記号番号
を変更する場合は、最新の被保険者証番号とする。

〇

5 診療年月 被保護者が診療を受ける年月を記載すること。この場合、医療券は暦月を
単位として発行するものであることに留意すること。

〇

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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前頁の続き。

医療扶助の医療券/調剤券情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 必須（〇）

6 有効期間（有効開始年月日） 診療の給付が月の中途を始期又は終期とする場合は、それにより有効期間
を記載すること。

〇

7 有効期間（有効終了年月日） 診療の給付が月の中途を始期又は終期とする場合は、それにより有効期間
を記載すること。

〇

8 単独・併用別 既存システムが、単独・併用別を設定する。
01:単独（生活保護法単独）
02:併用（医療保険(国民健康保険を除く)や他の公費負担との併用）

〇

9 氏名 (削除)

10 性別（男・女） (削除)

11 居住地 (削除)

12 指定医療機関コード 被保護者を委託する指定医療機関コードを記載すること。 医療券〇

13 指定医療機関名 被保護者を委託する指定医療機関名を記載すること。 医療券〇

14 処方箋発行元医療機関コード 処方箋発行元医療機関コードを記載すること。 調剤券〇

15 処方箋発行元医療機関名 処方箋発行元医療機関名を記載すること。 調剤券〇

16 傷病名1
⇒自治体ベンダとの打合せ内容を踏ま
え、任意項目とする想定。

医療要否意見書等記載の傷病名(歯科の場合は、「傷病名又は部位」)を
記載し、傷病届により医療券を発行するときは、「備考」欄に被保護者の症
状を記載すること。
なお、被保険者の資格喪失後における継続療養の給付期間中に発生した
傷病については、社会保険の給付は行われないので、その傷病名及びその旨
を「備考」欄に記載すること。

17 傷病名2

18 傷病名3

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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前頁の続き。

医療扶助の医療券/調剤券情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 必須（〇）

19 診療別
⇒複数選択されるか。
⇒自治体ベンダとの打合せ内容を踏ま
え、任意項目とする想定。

該当する文字を○で囲むこと。
01:入院
02:入院外
03:歯科
04:調剤
05:訪問看護（訪問看護のオン資開始まで対象外）

〇

20 本人支払額（自己負担額）
⇒自治体との打合せ内容を踏まえ、任
意項目とする想定。

福祉事務所長が医療券を発行する際に記載すること。
なお、本人支払額を記載する場合においては、当該本人支払額に一〇円
未満の端数があるときはこれを切捨てるものとし、本人支払額がない場合はそ
の欄に斜線を引くこと。

21 地区担当員名 医療券作成後内容点検を行った地区担当員名を記載すること。 〇

22 取扱担当者名 医療券交付事務取扱責任者名(医療事務担当者名)を記載すること。 〇

23 福祉事務所長印 （削除）

24 備考1（社会保険）
⇒健・共で分けてよいか。
⇒その他の項目も必要か。

該当する文字を○で囲むこと。
01:あり（健）
02:あり（共）
03:あり（その他）※自由記載
04:なし

〇

25 備考2（感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法律第37
条の2）

該当する文字を○で囲むこと。
01:あり
02:なし

〇

26 備考3（その他）
⇒備考4、5も必要か。

「その他」の欄には、前記以外の他法の名称及び傷病名を記載すること。

27 交付番号

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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生活保護システム標準化仕様の検討内容に則り、交付番号も医療券/調剤券情報のデータ項目に含む想定。

東京都福祉保健局生活福祉部_生活保護法及び中国残留邦人等支援法 指定医療機関のしおり
URL：https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/seikatsu/hogo/iryokikan.files/iryo0303.pdf

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.11 資格情報・医療券/調剤券情報等のデータ項目 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討経緯
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果
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WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.12 福祉事務所→医療保険者等向け中間
サーバー等に対するデータ連携について、ベ
ンダ単位でデータ連携が可能か。
※生活保護システム → ベンダ環境 →
医療中間サーバー等

• オンプレのレセプト管理システムを利用する福祉事務所では、福祉事務所
単位でデータ連携を行う。

• クラウドのレセプト管理システムを利用する福祉事務所ではベンダ環境から
の接続・データ連携を基調とする想定。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.12 福祉事務所からのデータ連携
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生活保護システムベンダにおいては、現在データ連携のハブとなる環境がないため、改修規模/費用共に増加する認識。一方で、クラウド
版レセプト管理システムを利用している福祉事務所では、実現可能性が高い認識。
ベンダの一時環境（領域）で個人番号を含むデータを管理することに対する自治体の反応に配慮する必要がある認識。

照会事項 回答

サーバー間連携によって資格情報等を登録する場合、
ベンダ単位でデータ連携可能かご教示いただけないで
しょうか。
※生保システム → ベンダ環境 → 医療中間

サーバー等

＜C社＞
• LGWAN上でデータを一時管理するための環境を持っていない。
• 複数の自治体のデータを集約する新規環境にデータを置くことを嫌がる自治体も存

在する認識。
⇒（X社の認識）クラウド版の生活保護システムを利用している自治体も存在し、
且つガバメントクラウド上でのデータ管理も今後推進されることから、ノックアウト要件
には該当しない想定。

＜D社＞
• レセプト管理システムベンダ（クラウド）の観点で見ると望ましい方式であり、実現可

能性もある。
• 一方で、データ量の増大に伴う回線の増強等の対応が必要になる想定。
＜B社＞
• 現在はベンダ環境に該当する環境がないため、新規で構築が必要。
• 当該対応を行う場合、改修規模/費用共に増加する想定。
• 自治体がベンダ環境にデータ管理されることを懸念すると思われる。
＜E社＞
• 現在はベンダ環境に該当する環境がないため、新規で構築が必要。
• 当該対応を行う場合、改修規模/費用共に増加する想定。
• ベンダ環境でデータ管理することに自治体が抵抗する可能性が高い。
＜A社＞
• 現在はベンダ環境に該当する環境がないため、新規で構築が必要。
• 当該対応を行う場合、改修規模/費用共に増加する想定。
• 生活保護システムの導入パッケージ（契約先）変更時の対応に漠然とした懸念あり。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.12 福祉事務所からのデータ連携
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新規でネットワークを敷設するコストを削減するため、レセプト管理システムとオンライン請求システムが接続する既存のネットワークを最大
限活用する。
特定通信の制御を施すことで、生活保護システム/統合専用端末→医療保険者等向け中間サーバー等に対して、個人番号及び資格
情報等を連携する。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

LGWAN接続系

個人番号利用事務系

福祉事務所 支払基金・中央会

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

FW IP-VPN

マイナン
バーネット
ワーク等

生活保護システム/
統合専用端末内のデータ

・個人番号
・資格情報等

ルータ LGWAN

【ポイント④】
生活保護システム→医療保険者
等向け中間サーバー等に対して、
特定通信の制御を施し、他の別シ
ステム等に接続しない仕様として、
個人番号及び資格情報等を連携
する。

【ポイント②】
生活保護システムは、
新たにレセプト管理シ
ステムのネットワーク
に接続する。

【ポイント①】
• 生活保護システムから連携する場合

はサーバー間連携を基調としつつ、統
合専用端末による連携も可能とする。

【ポイント③】
生活保護システムはレセプト管理シ
ステムが利用している既存のネット
ワーク（LGWAN→IP-VPN）に
接続するものの、生活保護システム
⇔レセプト管理システムは直接接続
しない。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.12 福祉事務所からのデータ連携
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現行、クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、レセプト用端末を利用して、レセプト管理システム環境内のレ
セプト情報を閲覧している。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

レセプト用データDB

福祉事務所：A

福祉事務所：A

福祉事務所：B

福祉事務所 レセプト管理システム環境 支払基金・中央会

レセプト用端末

レセプト用端末

オンライン請求システム

LGWAN

レセ情報：a

IP-VPN

福祉事務所：B

レセ情報：b

FW/ルータ

福祉事務所：A

レセ情報：a

福祉事務所：B

レセ情報：b

（AsIs）クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所

FW/ルータ

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.12 福祉事務所からのデータ連携
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オン資導入後（サーバー間連携） 、クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、生活保護システム→（
LGWAN）→レセプト管理システム環境に医療券情報等を連携し、その後、レセプト管理システム環境→（IP-VPN・マイナンバーネッ
トワーク）→医療保険者等向け中間サーバー等に対してレセプト管理システム環境から纏めてデータ連携を行う想定。
※但し、レセプト管理システム環境→医療保険者等向け中間サーバー等の接続用ネットワークIDは福祉事務所単位。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

（ToBe）クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所_生活保護システム

オン資用データDB
(一時領域)

福祉事務所：A

福祉事務所：A

福祉事務所：B

福祉事務所 レセプト管理システム環境 支払基金・中央会

生活保護システム

生活保護システム

オン資データ転送用機能(仮)
医療保険者等向け

中間サーバー等LGWAN医療券情報：a

医療券情報：b

医療券情報：a

マイナンバー
ネットワーク

IP-VPN

福祉事務所：B

福祉事務所：A

福祉事務所：B

福祉事務所：C

FW/ルータ

FW/ルータ 医療券情報：b

医療券情報：a

医療券情報：b

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.12 福祉事務所からのデータ連携
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オン資導入後（統合専用端末連携） 、クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、統合専用端末→（
LGWAN・IP-VPN・マイナンバーネットワーク）→医療保険者等向け中間サーバー等に対して医療券情報等を登録する想定。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

（ToBe）クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所_統合専用端末

オン資用データDB
(一時領域)

福祉事務所：A

福祉事務所：A

福祉事務所：B

福祉事務所 レセプト管理システム環境 支払基金・中央会

統合専用端末

統合専用端末

オン資データ転送用機能(仮)
医療保険者等向け

中間サーバー等LGWAN医療券情報：a

医療券情報：b

マイナンバー
ネットワーク

IP-VPN

福祉事務所：B

福祉事務所：A

医療券情報：a

福祉事務所：B

医療券情報：b

福祉事務所：C

FW/ルータ

FW/ルータ

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.12 福祉事務所からのデータ連携
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現行、オンプレ版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、オンライン請求用端末を利用し、オンライン請求用端末→（
IP-VPN）→レセプト管理システムに対してレセプト情報を取り込み、審査業務などを実施している。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

（AsIs）オンプレ版レセプト管理システムを利用する福祉事務所

福祉事務所：A

福祉事務所 支払基金・中央会

生活保護システム

オンライン請求システム

福祉事務所：A

レセ情報：a

福祉事務所：B

レセ情報：b

オンライン請求用端末

福祉事務所：B

生活保護システム オンライン請求用端末

FW

FW

ルータ

ルータ

IP-VPN

IP-VPN

レセプト管理システム

レセプト管理システム

USB等

USB等

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.12 福祉事務所からのデータ連携
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オン資導入後 、オンプレ版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、生活保護システム→（IP-VPN・マイナンバーネット
ワーク）→医療保険者等向け中間サーバー等に対して医療券情報等を登録する想定。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

（ToBe）オンプレ版レセプト管理システムを利用する福祉事務所

福祉事務所：A

福祉事務所 支払基金・中央会

生活保護システム/統合
専用端末 オンライン請求用端末

福祉事務所：B

生活保護システム/統合
専用端末 オンライン請求用端末

レセプト管理システム

レセプト管理システム

FW

ルータ

IP-VPN

FW

ルータ

IP-VPN

医療保険者等向け
中間サーバー等

福祉事務所：A

医療券情報：a

福祉事務所：B

医療券情報：b

福祉事務所：C

マイナンバー
ネットワーク

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.12 福祉事務所からのデータ連携
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.13 資格確認実績（ログ）の蓄積対象（資格確認） WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.13 資格確認実績（ログ）の蓄積対象（資
格確認）をどうするか。

• データの漏れをなくすため、医療扶助の資格情報を取得した全ての資格確
認を蓄積対象とする。

• データ項目に“資格確認の方法”を追加し、福祉事務所にて資格確認の方
法ごとに分析対象を選択できることとする。
※但し、“資格確認の方法”を付加できない場合、一括照会は蓄積対象
外とする。
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資格確認実績（ログ情報）の蓄積対象となる資格確認について、データの正確性への影響を考慮する必要がある。
※例：一括照会を含めた場合、来院していない被保護者もログに含まれる。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

⇒データの漏れをなくすため、医療扶助の資格情報を取得した全ての資格確認を蓄積対象とする。

⇒データ項目に“資格確認の方法”を追加し、福祉事務所にて資格確認の方法ごとに分析対象を選択できることとする。

検討事項 • 資格確認実績（ログ情報）の蓄積対象（資格確認）をどうするか。

医療扶助のオンライン資格確認の資格確認方法

単件照会

一括照会

マイナンバーカード

受給者番号等

受給者番号等

医療機関コード

補足

医療機関等に来院していない被保護
者も一括で資格確認の対象となり
（特に医療機関コードの照会の場
合）、情報の正確性が損なわれる。

被保護者の来院

あり

原則あり

なし

大前提
• 医療機関等に来院した医療扶助の資格情報を閲覧する資格確認を蓄積対象とする。

⇒資格確認結果（未委託）も対象とする。
⇒資格確認結果（併用）も対象とする。

蓄積対象

対象

対象

対象

対象とした場合：医療機関等を訪れ
ていない被保護者も含まれる可能性が
ある（原則、患者の来院が必要）。
過去日付の資格確認も含まれる。

対象外とした場合：処方箋（受給者
番号等）によるオン資が基調になると
想定される薬局分の資格確認の多くが
対象外となる。

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.13 資格確認実績（ログ）の蓄積対象（資格確認）
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資格確認実績（ログ情報）のデータ項目は以下を想定。
※複数の医療扶助の資格情報が有効な場合は、資格取得年月日が最新の資格情報の公費負担者番号・受給者番号を蓄積対象
とする想定。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯

# データ項目 項目説明

1 公費負担者番号 資格情報内の公費負担者番号を設定する。

2 受給者番号 資格情報内の受給者番号を設定する。

3 医療機関コード 資格確認を行った医療機関コードを設定する。

4 資格確認年月日 資格確認が行われた日付を設定する。

5 資格確認方法 資格確認の方法を設定する。
01：単件照会（マイナンバーカード）
02：単件照会（受給者番号等）
03：単件照会（受給者番号等_過去日付）
04：一括照会（受給者番号等）
05：一括照会（受給者番号等_過去日付）
06：一括照会（医療機関コード）
07：一括照会（医療機関コード_過去日付）

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.13 資格確認実績（ログ）の蓄積対象（資格確認）
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.14 紙の処方箋に記載される情報でのオンライン資格確認 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.14 紙の処方箋に記載される情報でオンライン
資格確認が可能か。

• 紙の処方箋には、原則として公費負担者番号・受給者番号・生年月日が
記載されるため、紙の処方箋を利用した受給者番号等によるオンライン資
格確認の実施が可能である想定。
※調剤券の廃止は想定せず、あくまで薬局における運用パターンの1つの位
置づけ。
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将来的に調剤券が廃止される可能性も見据えて、紙の処方箋を利用したオンライン資格確認の実現可能性について検討する。
検討にあたっては、医療保険における被保険者証を利用したオンライン資格確認の仕組みを参考にする。

検討事項・対応方針

検討事項 • 紙の処方箋に記載された情報でオンライン資格確認（受給者番号等によるオンライン資格確認）が実現できるか。

背景/対応方針

＜背景＞

• 将来的に調剤券が廃止される可能性も考慮し、医療扶助の調剤においては、原則として処方箋が必要であることから。
紙の処方箋によってオンライン資格確認ができるか検討が必要。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• 受給者番号等によるオンライン資格確認に必要なデータ項目を整理する。

• 紙の処方箋に記載されるデータ項目を整理し、受給者番号等によるオンライン資格確認に必要なデータ項目を網羅して
いるか確認する。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.14 紙の処方箋に記載される情報でのオンライン資格確認
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医療保険においては、被保険者証によるオンライン資格確認も可能。

⇒医療扶助においては、受給者番号等によるオンライン資格確認を実装する想定。

厚生労働省_健康保険証の資格確認がオンラインで可能となります【医療機関・薬局の方々へ】
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000663427.pdf

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.14 紙の処方箋に記載される情報でのオンライン資格確認
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紙の処方箋には、“公費負担者番号”・“受給者番号“・”生年月日”が記載されている。

⇒紙の処方箋によるオンライン資格確認は実現可能である想定。

神奈川医師会_「院外処方せんの正しい書きかた」
URL：http://www.kanagawa.med.or.jp/news/20131112.pdf

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.14 紙の処方箋に記載される情報でのオンライン資格確認
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2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認 WG

自治体ベンダ
ヒアリング

要件整理支援 PJT内部

検討結果

項番 検討事項 対応案

2.3.15 非指定の医療機関等で資格確認が行わ
れた際に、仮に医療券情報の指定医療機
関に非指定の医療機関が登録されていた
際も、未委託の資格確認として検出するか。

• 非指定の医療機関等でも、自機関が委託先として登録された医療券/調
剤券情報は閲覧可能とする。
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非指定（指定外医療機関等）による資格確認を特定するための対応負荷を考慮し、非指定（指定外医療機関等）による資格確
認を特定する機能は実装しない。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果

前回（WG1回目）時点

WG（2回目）時点

• 医療機関等での資格確認時に、
「未委託/非指定の資格確認」であ
る旨の表示を行う。

制御の内容

未委託/非指定の資格確
認時のメッセージの表示

公費負担者番号・受給者
番号の閲覧制限

未委託の資格確認時の
メッセージの表示

公費負担者番号・受給者
番号の閲覧制限

• 資格情報内の公費負担者番号・受
給者番号を連携しない。
※医療券/調剤券情報の登録前の
診療報酬請求を抑止する。

• 非指定の医療機関等による資格確認を特定
するために、オンライン資格確認等システムに新
規マスタの導入・運用に係る対応が発生する。

• また、非指定の医療機関等における受診件数
は1福祉事務所で月0~1件程度であり、且つ
原則非指定の医療機関等⇔福祉事務所間の
やり取り（診療報酬請求等）は直接行われる
（支払基金を介していない）。

懸念事項

• 医療機関等での資格確認時に、
「未委託の資格確認」である旨の表
示を行う。

制御の内容

• 資格情報内の公費負担者番号・受
給者番号を連携しない。
※医療券/調剤券情報の登録前の
診療報酬請求を抑止する。

• 当該対応に伴うオンライン資格確認等システム
側の対応負荷、及び非指定の医療機関等に
おける受診実績を考慮し、非指定の医療機関
等における資格確認は検出しない。

対応方針

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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福祉事務所から委託を受けた医療機関等が資格確認を実施した際は、資格情報・医療券情報を連携する（照会元の医療機関コー
ド⇔医療券情報の指定医療機関コード（委託先コード）が一致する医療券情報のみ）。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
●●●●

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

支払基金・中央会医療機関等

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

• 照会元の医療機関コード ⇔ 医療券情報
の委託先医療機関コードが一致する医療
券情報のみ連携。

通常パターン

2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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未委託の医療機関等が資格確認を実施した場合、資格情報のみ連携される。
※但し、医療券情報の登録前の診療報酬請求を抑止するため、公費負担者番号・受給者番号は連携しない。

未委託時の資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
□□□□

資格情報（未委託のフラ
グ）

資格情報（公費負担者
番号・受給者番号は閲覧
不可）

• 資格情報のみ連携（公費負担者番
号・受給者番号は連携しない）。

未委託の資格確認です。

支払基金・中央会医療機関等

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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薬局での資格確認（調剤券情報の閲覧）についても、医療機関での資格確認（医療券情報の閲覧）と同様の仕組みとする。

薬局での資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：△△△△

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

医療機関コード：
●●●●

資格情報

支払基金・中央会薬局

資格情報

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

• 薬局における資格確認については、医療
機関と同様の仕組みとする。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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照会元医療機関等のパターンごとの医療券情報/調剤券情報の閲覧可否を整理。

照会元医療機関等 資格確認の情報

医療機関等（A） 通常の資格確認

医療機関等（B） 通常の資格確認

医療機関等（C） 通常の資格確認

資格情報

〇

〇

〇

医療券情報1

〇

ー

ー

医療券情報2

ー

〇

ー

医療券情報3

ー

〇

ー

調剤券情報1

ー

ー

〇

前提

• 1被保護者に対して以下の情報が登録されている。
ー資格情報
ー医療券情報1（指定(委託先)医療機関：医療機関等(A)）
ー医療券情報2（指定(委託先)医療機関：医療機関等(B)）
ー医療券情報3（指定(委託先)医療機関：医療機関等(B)）
ー調剤券情報1（指定(委託先)医療機関：医療機関等(C)、処方箋発行元医療機関：医療機関等(A) ）
ー調剤券情報2（指定(委託先)医療機関：未登録、処方箋発行元医療機関：医療機関等(A) ）

• 指定（委託先）医療機関が照会元医療機関と一致する医療券/調剤券情報を連携する。

医療機関等（D）
未委託の資格確認
（資格情報のみ登
録されている）

△ ー ー ー ー

調剤券情報2

ー

ー

ー

ー

凡例
〇：閲覧可
△：閲覧可（公費負担者番号・受給者番号は閲覧不可）
ー：閲覧不可

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討結果2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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自治体ベンダとの打合せ、及び中間報告の内容も踏まえ、未委託/非指定時の資格確認におけるデータ制御について、再度方式含め
検討余地がある認識。

検討事項・対応方針

検討事項

• 非指定医療機関も対象とするか。

• 医科・歯科併設の医療機関においては、片方の医療機関コードを設定しているため、通常（委託済み）のオンライン資
格確認時も、未委託の資格確認として医療券/調剤券情報が連携されない可能性がある。

背景/対応方針

＜背景＞

• 自治体ベンダとの打合せ、及び中間報告の内容も踏まえ、未委託/非指定の制御を実装するために初期構築・運用面
で関係機関の負荷が増大する懸念がある。

• JAHISとの打合せより、医科・歯科併設の医療機関では、片方の医療機関コードを設定しているために、未委託/非指
定時の資格確認時に、併設医療機関で医療券/調剤券情報が連携されない可能性を懸念しているとの指摘を受領し
た。

＜対応方針（検討アプローチ）＞

• 未委託/非指定時の資格確認における実装方式を再度整理する。

• 対応案の評価にあたっては、福祉事務所・医療機関での業務・運用が現在のサービスレベルから低下しないことを考慮
する。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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未委託/非指定の医療機関等で被保護者の資格確認が行われた場合、警告文を表示し且つ受給者番号等の診療報酬請求に必要
な情報の表示及び取り込みを制限することで、医療扶助の適切な利用を促進する。

WG（1回目）時点での対応案

警告文の表示

• 医療機関等の職員が、資格確認を行った被保
護者が未委託/非指定であることを容易に確認
できるため、医療機関等→福祉事務所の連携
（電話等）を確実に行うことができる。
※現行では、医療機関等→福祉事務所に電
話で未委託/非指定でも受診してよいか確認を
取っている。オン資導入後も現行の運用を踏襲
する想定。

期待される効果

• 未委託/非指定の医療機関等で被保護者の資
格確認が行われた場合、資格情報等を表示す
る画面に警告文を表示し、当該被保護者が未
委託/非指定の医療機関等で受診をしようとし
ていることを明示する。

概要

受給者番号等の閲覧制限

• 診療報酬請求に必要な公費負担者番号及び
受給者番号の閲覧に制限を加えることで、未委
託/非指定の状態での診療報酬請求を防止で
きる。
※受診後に医療券/調剤券情報が登録された
場合、医療機関コードによる一括照会で医療券
/調剤券情報を取得可能。

• 未委託/非指定の医療機関等で被保護者の資
格確認が行われた場合、公費負担者番号及び
受給者番号を非表示とする。
※表示での制限に併せて、データの取り込みも
制限する。

背景

医療扶助の適切な利用の促進

• 被保護者が医療扶助を利用する場合、要否意見書の手続きを経た上で、医療券/調剤券の発行後に
福祉事務所が指定した医療機関等（委託先医療機関等）で受診することが原則。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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医療扶助の適切な利用を促進するためにも、未委託/非指定の医療機関等で被保護者の資格確認が行われた場合、警告文を表示
する機能及び受給者番号等を非表示とする機能については、実装必須の機能とする想定。

WG（1回目）時点での対応案

氏名：●● ●●

未委託又は非指定の資格確認です。

性別：●

生年月日：●●●● 年齢：●●

公費負担者番号：●●● 福祉事務所名：●●●●

受給者番号：●●●● 居住地：●●●●

医療扶助 資格確認日：●●●●

氏名：●● ●● 性別：●

生年月日：●●●● 年齢：●●

非表示 福祉事務所名：●●●●

非表示 居住地：●●●●

医療扶助 資格確認日：●●●●

通常の資格確認時の表示画面イメージ（案） 未委託/非指定の医療機関等での資格確認時の表示画面イメージ（案）

※通常の資格確認時については、その他の情報（カナ氏名、傷病名及び自己負担額等）も表示する想定。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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委託を受けた指定医療機関等による資格確認の場合、マスタは不要である認識。

通常パターン

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
●●●●

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

支払基金・中央会医療機関等（指定医療機関等）

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

• 照会元の医療機関コード ⇔ 医療券
情報の委託先医療機関コードを突合。
⇒マスタとの突合不要。

• 照会元の医療機関コード ⇔ 医療券
情報の委託先医療機関コードが一致
する医療券情報のみ連携。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認
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未委託のみを検出対象とする場合、マスタは不要である認識（照会元の医療機関コード⇔医療券情報の委託先医療機関コードを突
合して、未委託か否か特定する）。

未委託時の資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
□□□□

資格情報（未委託のフラ
グ）

支払基金・中央会医療機関等（指定医療機関等）

資格情報（受給者番号
等は取り込み不可）

• 照会元の医療機関コード ⇔ 医療券
情報の委託先医療機関コードを突合。
⇒マスタとの突合不要。

• 資格確認端末のアプリケーション/レセ
プトコンピューターで受給者番号等の
取り込み制限を実施。

• 資格情報のみ連携。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
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指定外医療機関の資格確認を全て検出対象とする場合、指定医療機関マスタとの突合が必要になる想定（照会元の医療機関コー
ド⇔指定医療機関マスタの医療機関コードを突合して、非指定か否か特定する） 。

非指定時の資格確認

オンライン資格確認等システム資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：XXXX

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
XXXX

資格情報（非指定のフラ
グ）

支払基金・中央会医療機関等（指定外医療機関等）

資格情報（受給者番号
等は取り込み不可）

• 資格確認端末のアプリケーション/レセ
プトコンピューターで受給者番号等の
取り込み制限を実施。

• 指定外の医療機関等が委託先医療
機関等に登録されていた場合も、医療
券情報は連携しない。
⇒自治体ベンダとの打合せ結果より、
指定外の医療機関等を委託先として
登録することがある。

指定医療機関マスタ

・ ●●●●

・ △△△△

・ □□□□

• 照会元の医療機関コード ⇔ 指定医療機
関マスタの医療機関コードを突合。
⇒マスタとの突合必要。

• 資格情報のみ連携。
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医科・歯科併設の医療機関において、通常パターンと同様に資格確認を行うためには併設医療機関マスタが必要になる想定。

医科・歯科併設の医療機関の資格確認

オンライン資格確認等システム資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：□□□□

医療機関コード：
△△△△

支払基金・中央会医療機関等（指定医療機関等）

併設医療機関マスタ

・ (医科)△△△△ ⇔ (歯科)●●●●

• 照会元の医療機関コード ⇔ 併設医
療機関マスタの医療機関コードを突合。
⇒マスタとの突合必要。

医療機関コード：
●●●●

• 医科・歯科いずれかの医療機関コード
に一致する医療券情報を連携。

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

• マスタで対応しない場合、未委託/非指定
として特定される可能性があり、受給者番
号等が確認できない可能性がある。

医療機関コード：
△△△△
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非指定医療機関等も本件の対象にするか、また医科・歯科併設医療機関のためにシステム対応（改修）を行うか、懸念事項も踏ま
えつつ、再度検討が必要である認識。

検討事項

非指定も制御の対象にするか

• 新規で指定医療機関等のマスタが必要。
ー 初期マスタの作成
ー マスタの更新
ー マスタの配信
ー マスタの取り込み

検討事項 オン資導入に向けた要対応事項

• マスタ管理などの対応が初期構築後の運
用でも必要になる。
⇒貴省・支払基金側の負荷が増大する想
定。

• 福祉事務所において、非指定の医療機関
等を委託先医療機関等として登録する業
務が実施されている。

懸念事項

医科・歯科併設医療機関のためにシ
ステム対応を行うか

• システム対応案
ー 案.併設医療機関をマスタで管理する。

• 運用回避案
ー 案1.医療機関→福祉事務所に照会し、オン
資で利用している医療機関コードで医療券/調剤
券を登録しなおしてもらう。
ー 案2.都度照会は実施せず、医療機関コードに
よる一括照会で資格確認を行う。

⇒受給者番号等の取り込み制限をなくし、且つ
未委託/非指定時も登録された医療券/調剤券を
全て連携する方式に変更した場合、医科・歯科併
設医療機関向けの対応が不要になる。

※未委託/非指定時の資格確認である旨の文章
が常に表示される可能性がある。

• システム対応案を採用する場合、例外対
応のために、マスタ管理などの対応が初期
構築後の運用でも必要になる。
⇒貴省・支払基金側の負荷が増大する想
定。

• 運用回避案1を採用する場合、運用が煩
雑になり、福祉事務所・医療機関等の両
者から理解を得るのが難しい想定（業務
負荷が高くなる）。

• 運用回避案2を採用する場合、フリーアク
セスが助長される可能性がある。
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先日の打合せ内容を踏まえ全体イメージを整理。

全体イメージ（案）

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

医療保険者等向け
中間サーバー等/オンライン

資格確認等システム

レセプトコンピューター等

オン資対応医療機関等マスタ

・ ●●●●

・ △△△△

・ □□□□

オン資対応医療機関等マスタ

・ ●●●●

・ △△△△

・ □□□□

医療機関等マスタ

・ ●●●●
・ △△△△
・ □□□□
・ ▲▲▲▲
・ ■■■■

厚生労働省

• 厚生労働省がオン資対応医療機関
等マスタを公開し、福祉事務所の生活
保護システムに取り込む運用を想定。

• 福祉事務所が登録した医療券/調剤券情報の委託先
医療機関等については、医療機関等として存在するか、
医療機関等マスタを利用して存在チェックを行う想定。
⇒実現可能性はベンダ様と調整中。

• オン資対応医療機関マスタに
記載された医療機関コードを
登録するように周知を行う。

• オン資対応医療機関等マ
スタに基づき、医療券/調
剤券情報に医療機関コー
ドを登録する。

＜変更点＞
• 指定外は制御の対象外とする。
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通常パターン

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
●●●●

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

支払基金・中央会医療機関等

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

• 照会元の医療機関コード ⇔ 医療券情報
の委託先医療機関コードが一致する医療
券情報のみ連携。
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未委託時の資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
□□□□

資格情報（未委託のフラ
グ）

資格情報（受給者番号
等は取り込み不可）

• 資格情報のみ連携。

• 資格確認端末のアプリケーション/レセ
プトコンピューターで受給者番号等の
取り込み制限を実施。

未委託の資格確認です。

支払基金・中央会医療機関等

• 指定外の医療機関等は委託先に登録されな
いため、非指定医療機関等での資格確認は未
委託時の資格確認と同様の位置づけ。
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医科・歯科併設の医療機関の資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

支払基金・中央会医療機関等

医療機関コード：
●●●●

医療機関コード：
△△△△

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

• 医療機関等において、オン資対応
医療機関マスタに記載された医療
機関コードで照会する。

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

• 照会元の医療機関コード ⇔ 医療券情報
の委託先医療機関コードが一致する医療
券情報のみ連携。

• 福祉事務所においても、オン資対応医
療機関マスタに記載された医療機関
コードを委託先コードに登録する。

医療機関コード：
●●●●

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●
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薬局での資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：△△△△

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

医療機関コード：
●●●●

資格情報

支払基金・中央会薬局

資格情報

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

• 医療券情報を連携する必要があるか。
⇒薬局で医療券を確認するユース
ケースが存在するか。

• 未委託の制御の対象とするか。
⇒委託先の薬局を登録しないまま調剤券
が発行されるユースケースが存在する。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認



.

76

薬局での資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：△△△△

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：ー(未登録)

医療機関コード：
●●●●

資格情報（未委託のフラ
グ）

支払基金・中央会薬局

資格情報（受給者番号
等は取り込み不可）

未委託の資格確認です。

• 薬局には調剤券を全て連携する仕組
みとする場合、オンライン資格確認等
システム側で薬局からの資格確認を
特定するためのロジック、及びマスタ
が必要になる想定。

• 薬局も未委託の制御の対象とする場
合、現行の委託先未登録の調剤券
を目視して受給者番号等を確認して
いる運用からサービスレベルが低下す
る想定。

WG
自治体ベンダ

ヒアリング
要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認



.

77

福島県_（平成30年）生活保護法 指定医療機関の手引
URL：https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/259001.pdf

千葉市_生活保護法 指定医療機関のてびき
URL：https://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/hogo/documents/chibashisiteiiryoukikantebiki.pdf

薬局での調剤においては、処方箋の確認が必要であると読み取れるものの、現状医療券そのものを確認するユースケースは把握できな
い。
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医科・歯科併設の医療機関等において、未委託の医療機関等からの資格確認時に警告文を連携する機能、及び医療券/調剤券情
報を一括で取得する機能に係る課題が生じる旨のコメントをJAHIS様より受領。
⇒医科・歯科併設の医療機関等では、一律医科の医療機関コードでオンライン資格確認を行うため、上記機能で正確な情報連携が
実施できない可能性がある。

検討事項・対応方針

検討事項
• 未委託の医療機関等の特定方法をどうするか。

• 自機関に委託された医療券/調剤券情報の特定方法をどうするか（医療券/調剤券情報の一括取得に係るもの）。

対応方針

＜現状調査＞

• 医療機関コードの附番の現状を調査し、JAHIS様から頂いた課題への理解を醸成する。
⇒厚生労働省地方厚生局が公開している医療機関コードを一覧を参考にする。

＜影響範囲の分析＞

• 上記の課題が‘影響を及ぼす範囲を特定する。
⇒オン資導入後のネットワーク方式図に対して影響範囲のマッピングを行う。

＜対応案の検討＞

• 上記の調査・分析結果を基づき、対応案を検討する。
⇒主に、運用面/システム面でどのような実装方式が取りうるのか整理する。

これまでの検討内容

• 資格確認端末内の医療機関コードが連携される仕組みを利用
して、この医療機関コードと医療券/調剤券情報の委託先医療
機関を突合し、未委託の医療機関を特定する。
※医療券/調剤券情報の一括取得も同様。

＜JAHIS様のコメント＞

医科・歯科併設の医療機関では、歯科における
資格確認時にも、医科の医療機関コードを利用
してオンライン資格確認を行う事例がある。
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資格確認端末に1つの医療機関コードを設定してオンライン資格確認を行うため、医科・歯科が併設された医療機関等においては、自
機関が正しい委託先であるにも関わらず、未委託の医療機関等として警告文が表示される可能性がある。
また、医科の医療機関コードのみでオンライン資格確認を行う場合、自機関が委託先として登録された医療券情報のうち、歯科に係る
医療券情報を一括で取得できない可能性がある。

課題が生じるユースケース

医科・歯科_単独

• 課題なし。
⇒1つの医療機関コードしか持たないため、照会元医療機関コードと
医療券情報の委託先医療機関コードが異なっていれば、もれなく未
委託として判断できる。

課題概要

• 課題なし。
⇒1つの医療機関コードしか持たないため、委託先として自機関の医
療機関コードが設定された医療券情報を一括で取得可能。

• 課題あり。
⇒委託先医療機関等として歯科の医療機関コードが設定された情
報を、医科の医療機関コードで照会した場合、委託先として正しい
医療機関等からの取得要求が未委託として判断される可能性が
ある。
※課題のイメージ図は次ページ以降参照

• 課題あり。
⇒医科の医療機関コードのみで照会を行った場合、委託先医療機
関等として歯科の医療機関コードが設定された情報を取得できな
い。
※課題のイメージ図は次ページ以降参照

医科・歯科_併設

ユースケース

マイナンバーカードによる
単件照会

※受給者番号による照会も同様

医療機関コードによる
医療券情報の一括照会

マイナンバーカードによる
単件照会

※受給者番号による照会も同様

医療機関コードによる
医療券情報の一括照会
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課題が生じるユースケース「医科・歯科_併設 マイナンバーカードによる単件照会」の課題のイメージ図は以下の通り。

課題のイメージ図：マイナンバーカードによる単件照会

イメージ図（案）

支払基金・中央会

医療機関等（医科・歯科併設）

ルータ

顔認証付き
カードリーダー

資格確認端末

レセコン等

オンライン請求
ネットワーク

オンライン資格確認等システム

医科_医療機関コード

・01-1-01-1111-1

歯科_医療機関コード

・01-3-01-1234-1

医療券情報

・受給者番号：△△△△
・傷病名：○○（歯科に該当するもの）
・委託先医療機関コード：01-3-01-1234-1

医療券情報には歯科の医療
機関コードが設定されている。

診療内容が医科・歯科に関
わらず、医科の医療機関コー
ドで資格確認を実施。

＜警告文！＞

未委託の医療機関です。

照会元の医療機関コードと医療券
情報の委託先医療機関コードが一
致しないため、未委託の医療機関と
して警告文が表示される。

3

2

１

資格確認端末/レセコン等
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課題が生じるユースケース「医科・歯科_併設 医療機関コードによる一括照会」の課題のイメージ図は以下の通り。

課題のイメージ図：医療機関コードによる一括照会

イメージ図（案）

支払基金・中央会

医療機関等（医科・歯科併設）

ルータ

顔認証付き
カードリーダー

資格確認端末

オンライン請求
ネットワーク

オンライン資格確認等システム

医科_医療機関コード

・01-1-01-1111-1

歯科_医療機関コード

・01-3-01-1234-1

医療券情報

・受給者番号：△△△△
・傷病名：○○（歯科に該当するもの）
・委託先医療機関コード：01-3-01-1234-1

医科・歯科それぞれの医療券
情報が登録されている。

医科の医療機関コードを利用
して、自機関に委託された医
療券情報の一括照会を実施。

資格確認端末/レセコン等

医療券情報

・受給者番号：●●●●
・傷病名：▲▲（医科に該当するも
の）
・委託先医療機関コード：01-1-01-
1111-1

2

１

医療券情報

・受給者番号：●●●●
・傷病名：▲▲（医科に該当するもの）
・委託先医療機関コード：01-1-01-1111-1

歯科の医療機関コードが設定された
医療券情報を取得できない。

3

レセコン等

WG
自治体ベンダ
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医療機関コードの一覧表において、医科・歯科併設の医療機関等は2つの医療機関コードが割り当てられている認識。

参考：医科・歯科併設の場合の医療機関コード

関東信越厚生局_保険医療機関・保険薬局の指定一覧（コード内容別医療機関一覧表）_千葉県（医科・医科(歯科併設)）
URL：https://kouseikyoku.mhlw.go.jp/kantoshinetsu/chousa/shitei.html

医科

医科・歯科
併設

（）内が歯科の医療機関
コードである想定。
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要件整理支援 PJT内部

検討経緯2. 調査研究
2.3. 検討事項・対応案
2.3.15 非指定の医療機関等での資格確認



.

83

医科・歯科併設の医療機関等では、レセプト請求時等で医療機関コードを使い分けている想定。

参考：医科・歯科併設の場合の医療機関コード

静岡県国民健康保険団体連合会_国保連合会だより_平成27年8月18日
URL：https://www.shizukokuhoren.or.jp/wp-content/uploads/27-4-2.pdf
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資格確認実績（ログ）に影響する可能性もあるものの、
主な影響範囲は資格確認端末/レセコン等の医療機関等内のシステムである想定。

影響範囲の分析

支払基金・国保中央会

医療機関等福祉事務所

＜全体概要図＞

医療保険者等中間サーバー等

※運用支援環境

・資格情報等

・医療券情報

生活保護システム

個人番号利用事務系
アプリケー

ションソフト等

医療機関等システム

資格確認端末

医師等

職員
顔認証付き
カードリーダー

・資格情報等

・医療券情報

・特定健診等情報

オンライン請求
ネットワーク

オンライン資格確認等システム

・特定健診等情報

オンライン請求システム

特定健診等データ収集システム

被保護者

マイナン
バーカード

既存回線

ログ

レセプト管理システム環境

・受給者番号

・資格確認実績

・・・・受給者番号

・特定健診等情報

・・・

・個人番号

・資格情報

・・・

既存回線

LGWAN

AWS 
Private 

Link

資格確認実績の連携資格情報・医療券情報の連携

特定健診等情報の連携

レセプト管理システム

IP-VPN

ルータ

・個人番号

・医療券情報

・・・

資格確認

マイナンバー
ネットワーク

＜影響範囲＞
未委託の医療機関等から資格
情報等の要求があった際に警告
文を表示する機能。

＜影響範囲＞
被保護者の資格情報等の取得要求の
都度ログを蓄積し、未委託の医療機関
での受診者を特定する機能。

＜影響範囲＞
被保護者の資格情報等の取得要求の
都度ログを蓄積し、未委託の医療機関
での受診者を特定する機能。
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各システムにおける医療扶助独自の対応を極小化するため、福祉事務所・医療機関等の業務/運用内容の変更により当該課題に対
応する案が優先案である想定。

対応案

主な改修システム

ー
（運用設計を変更）

＜単件照会・一括照会両方に係る対応案＞

• 医科・歯科併設の医療機関等を予め生活保護システム内のマスタで把
握する。

• 歯科を併設する医療機関は医科の医療機関コード、医科を併設する
医療機関は歯科の医療機関コードを登録して、医療保険者等中間
サーバー等に対して情報連携を行う。

• 医療機関等でも上記に併せてシステム内の医療機関コードを登録する。

概要

＜制度・運用面＞

• 福祉事務所、及び医療機
関等でガバナンスを作用させ
る必要がある。

懸念事項

オンライン資格確認等
システム

＜単件照会・一括照会両方に係る対応案＞

• 医科・歯科併設医療機関を予めオンライン資格確認等システム内のマ
スタで把握する。

• 照会元医療機関コードが併設医療機関である場合、医科・歯科それ
ぞれの医療機関コードで突合し、委託先医療機関等からの資格確認
か否か判断する。

＜システム面＞

• 医療扶助独自の改修が必
要。

• 医療保険と異なる対応とな
り、且つ医療保険のオン資
に影響を及ぼす可能性があ
る。

レセプトコンピュータ

＜単件照会に係る対応案＞

• 資格確認端末/レセコンに連携された医療券情報の委託先医療機関
コードと、レセコン内に登録した医療機関コード（医科・歯科両方）を
突合し、両方に該当しなかった場合のみ未委託として警告文を表示
する。

＜一括照会に係る対応案＞

• レセコン等に医科・歯科両方の医療機関コードを登録し、それぞれの
医療機関コードを利用して一括照会を行う。
※医科・歯科両方の医療機関コードで2回照会するイメージ。

＜システム面＞

• 医療扶助独自の改修規模
が肥大化する。

案

1

2

3

優先案

WG
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2. 調査研究
2.1. 前提事項
2.2. 実現方式（大方針）
2.3. 検討事項・対応案
2.4. 次年度以降に検討すべき事項・対応アプロー
チ
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2. 調査研究
2.4. 次年度以降に検討すべき事項・対応アプローチ

今年度の調査研究結果を踏まえ、次年度以降に検討すべき事項を抽出・整理。また、その対応アプローチを検討。これらの事項につい
ては、次年度の技術解説書作成等のマイルストンを踏まえ、適宜検討を進める必要がある想定。

項番 検討事項 対応案 次年度以降の対応アプローチ

2.3.2 支払基金側で資格確認実
績（ログ情報）を管理・連
携するシステムをどうするか。

• オンライン請求システム、又は医療保険者等向
け中間サーバー等を利用する案の2案が存在す
る。

• 医療保険者等向け中間サーバー等を利用する
案の場合、既存の仕組みを流用することで、資
格確認実績（ログ情報）を連携できる可能性
がある。

• 上記より、医療保険者等向け中間サーバー等を
利用する案を優先案として検討中。

• 引き続き、支配基金と連携しつつ、医
療保険者等向け中間サーバー等を
利用した資格確認実績（ログ情
報）の連携の実現可能性の確認を
行う。

• 支配基金側システムの改修作業開
始（基本設計も含む）までに対応
案を確定する想定。

2.3.3 福祉事務所におけるオン資
対応医療機関等の把握方
法をどうするか。
ー マスタの出元
ー マスタの更新方法・頻度
ー 生保システムへのマスタ

の取り込み方法
ー キー情報

• 厚生労働省の「マイナンバーカードの健康保険
証利用 参加医療機関・薬局リスト」を、オン資
対応医療機関等マスタとして利用する。

• 福祉事務所においては、職員の操作により、生
活保護システムに上記のマスタを取り込み、指定
医療機関コードに上記マスタの医療機関コードを
登録する。

• 福祉事務所のマスタの更新頻度は月次を想定。

※支払基金に対する施設要件などの申請に基
づき、オンライン資格確認開始済みの医療機関
等に対して、診療報酬を上乗せすることが検討さ
れている。
⇒上記の申請状況をマスタとして利用することも
考慮する。

• 「マイナンバーカードの健康保険証利
用 参加医療機関・薬局リスト」は、
貴省保険局保険データ企画室が主
管であるため、引き続き保険データ企
画室とも連携して当該リストの活用に
向けた調整を進める。

• 福祉事務所向け技術解説書（最終
版）の作成完了までに調整を終える
想定。

次年度以降に検討すべき事項一覧
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2. 調査研究
2.4. 次年度以降に検討すべき事項・対応アプローチ

前頁の続き。

項番 検討事項 対応案 次年度以降の対応アプローチ

2.3.11 資格情報、医療券/調剤券
情報の登録時に、どのデータ
項目を必須項目、又は任意
項目とするか。

• 傷病名・自己負担額などは任意項目としつつ、
公費負担者番号・受給者番号・氏名・委託先
医療機関等などを必須項目とする想定。

• データ項目の整理と併せて、登録時必須/任意、
医療機関等での表示要否、及び未委託の医療
機関等での閲覧可否を整理。

• 引き続き、自治体システムベンダへの
照会を図りつつ、生活保護システム標
準仕様書の帳票レイアウトとの整合
性の確保を図る。

• 福祉事務所向け技術解説書（最終
版）の作成完了までに調整を終える
想定。

ー 医科歯科併設の医療機関に
おいて、未委託の医療機関と
して特定されない仕組みをど
のように実現するか。

• 医療機関等向けの技術解説書において、「マイ
ナンバーカードの健康保険証利用 参加医療機
関・薬局リスト」に記載されている医療機関コード
を、医療機関等の端末に設定するように周知す
る。
⇒医療機関等への働きかけは厚生労働省が主
体となって行う。

• 医療機関等システムベンダ、支配基
金、及びJAHIS等の意見も踏まえつ
つ、医科歯科併設医療機関等への
対応案を精緻化する。

• 医療機関等システムベンダ向け技術
解説書（最終版）の作成完了まで
に対応案を確定する想定。

ー 大方針として整理したネット
ワーク方式を採用できない福
祉事務所（統合専用端末
によるデータ連携が基調となる
福祉事務所）がないか。
ー 生活保護システムを導

入していない福祉事務所がな
いか。
ー レセプト管理システムを

導入していない福祉事務所
がないか。

• 個別ヒアリング対象は生活保護システム側で約4
福祉事務所、レセプト管理システム側で13福祉
事務所存在する。

• 貴省より受領した資料を活用し、ヒアリング対象
の絞り込み、ヒアリング事項の整理を実施。

• 貴省にて自治体への照会対応中。

• 貴省→対象の自治体への照会結果
に基づき、個別で調整が必要な自治
体/福祉事務所にメール等でやり取り
を行う。
※自治体/福祉事務所へのメール送
付は貴省にご対応頂く想定。

• 福祉事務所向け技術解説書（最終
版）の作成完了までに初期調整を
終える想定（必要に応じて、その後
も個別にやり取りを実施予定）。

次年度以降に検討すべき事項一覧
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3. 要件整理支援
3.1. 前提事項
3.2. 要件整理結果
3.3. 要件整理の検討経緯
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3. 要件整理支援
3.1. 前提事項
3.1.1. 要件整理支援の考え方（検討アプローチ・作業スコープ）

貴省及び支配基金とも調整の上、QA一覧を作成し、その中で支配基金・支払基金ベンダの不明点を解消していく作業アプローチを採
用しました。

要件整理支援の検討アプローチ・作業スコープ

本案件開始当初の検討アプローチ・
作業スコープ

• 要件整理支援業務においては、過去の類似案件と同様に、支払基金より入手した、オンライン資格確
認等システムの要件定義書の更新を、本案件における要件整理支援業務の作業スコープとする。

• 上記の要件定義書の更新においては、貴省・支払基金・本業務の受託事業者間で密に連携を取り、
認識齟齬の低減・不明点の潰しこみを行う。

変更後の検討アプローチ・
作業スコープ

• 貴省・支払基金・オンライン資格確認等システムのベンダ・医療保険者等向け中間サーバー等のベンダ・
本業務の受託事業者間で、打合せを行い、本案件における要件整理業務の参加者の認識を摺合せ
する（WG(1回目)資料を利用する）。

• 上記と並行して、質疑応答（QA一覧の作成）・補足資料の作成を行い、関係者の不明点の潰しこ
み、要件整理を行う。

• QA一覧、補足資料、要件一覧（QA一覧より抽出）を本案件の要件整理支援業務における成果
物とする。
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3. 要件整理支援
3.1. 前提事項
3.1.2. 要件整理支援の考え方（検討プロセス）

前頁の作業アプローチを踏まえ、下記の①~⑥の作業ステップで要件整理支援作業を進めました。

検討プロセス

• 要件整理支援業務の進め方の大方針の認識合わせを行
う。①

• 支払基金及びベンダに対して、本PJTでの検討状況を共
有する。
※制度・法律面の説明は貴省に実施いただく。

• 支払基金及びベンダから不明点などのコメントをいただく。

②

• ②を踏まえ、ベンダより本PJTにて今年度内に整理・提供す
る情報群を共有いただく。

• 適宜、ベンダ⇔本PJT間で認識合わせを行う。
※ボリューム等に応じて、優先順位付け等を相談させていただく場合あり

③

• 適宜資料を連携し、QA一覧の中で不明点の潰しこみを
行う。

• 支払基金及びベンダのコメントを踏まえ、適宜資料を更新
する。

⑥

要件整理内容の大方針の摺合せ

検討状況の共有（制度・法律・業
務フローの説明）
※必要に応じ２回程度を想定

本PJT側で整理する情報群の共有

資料の確認及び指摘反映

• 支払基金

• 本PJT

• 支払基金

• ベンダ

• 本PJT

• ベンダ

• 本PJT

• 支払基金

• ベンダ

• 本PJT

• 年度末の納入に向けて、資料等の最終確認を行う。

• 作業ステップ⑤の内容を踏まえ、次年度に向けた残対応
事項があれば整理する。

⑤

本PJT内での最終確認

• 本PJT

• ③の情報群に基づき、本PJTにて資料を作成する。

• 具体的にはQA一覧、要件一覧、補足資料を作成する。④ 資料作成

• ベンダ

• 本PJT

作業プロセス 作業概要 主な関係者
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3. 要件整理支援
3.1. 前提事項
3.1.3. 要件整理支援業務の関係機関との調整方法、成果物

貴省とも調整の上、要件整理支援では、成果物としてQA一覧、補足資料及び要件一覧（QA一覧より抽出）を作成しました。

関係機関との調整方法、成果物

支払基金

調整（コミュニケーション）方法

• 打合せ
※必要に応じて、月数回程度実施。

• メール
※必要に応じて、週1~2回程度のやり取りを実施。
⇒オンライン資格確認等システム、医療保険者等
向け中間サーバー等の要件を精緻化することを目
的に実施。

関係機関

オンライン資格確認等システムベンダ

医療保険者等向け中間サーバー等ベ
ンダ

＜成果物一覧＞

• QA一覧

• 補足資料

• 要件一覧

＜成果物の構造＞

• QA一覧
ー 補足資料（QAを補足）
ー 要件一覧（QA一覧より導出）

成果物

生活保護システムベンダ

• 打合せ
※必要に応じて、2か月に1回程度実施。

• メール
※必要に応じて、月1~2回程度のやり取りを実施。
⇒オンライン資格確認等システム、医療保険者等
向け中間サーバー等の要件を精緻化するため、自
治体側のインプットを収集することを目的に実施。レセプト管理システムベンダ

＜成果物一覧＞

• ヒアリング資料

• ヒアリング結果（PPT・Excel・メール等）

• メール
※必要に応じて、月1~2回程度のやり取りを実施。
⇒オンライン資格確認等システム、医療保険者等
向け中間サーバー等の要件を精緻化するため、医
療機関側のインプットを収集することを目的に実
施。

医療機関等システムベンダ

＜成果物一覧＞

• ヒアリング結果（メール）
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3. 要件整理支援
3.1. 前提事項
3.2. 要件整理結果
3.3. 要件整理の検討経緯
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3. 要件整理支援
3.2. 要件整理結果
3.2.1 QA一覧

貴省・支払基金・支払基金ベンダ（F社・G社）・弊社間の質疑応答内容及び要件整理結果をQA一覧に整理しました。
⇒「QA一覧」を参照。
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3. 要件整理支援
3.2. 要件整理結果
3.2.2 要件一覧（QA一覧のサマリ）

QA一覧より各システムごとの要件を抽出・構造化し、その結果を要件一覧に整理しました。
⇒「要件一覧」を参照。
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3. 要件整理支援
3.1. 前提事項
3.2. 要件整理結果
3.3. 要件整理の検討経緯
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厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf

• 顔認証付きカードリー
ダーに改修が必要か。

補足事項 対応方針等（概略）

顔認証付きカードリーダーの改修要
否、及び改修範囲の整理。

• 改修は必要。
• 主な改修項目

ー 初回登録の処理
ー 初回登録時の利用規約（利用規約への生活保護制度の取り込み）
ー 併用（医療保険・医療扶助の両方の資格情報が有効）の際の処理（カナ氏名の表示）

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42



.
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顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42

顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件に基づき、医療扶助のオンライン資格確認の導入による顔認証付きカードリーダーの改
修項目を整理しました。

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf
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• 画面遷移自体は改修
不要の想定。

• 初回登録の処理で改修
が必要になる想定。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42

前頁の続き。

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf
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3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42

前頁の続き。

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf
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3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42

前頁の続き。

厚生労働省_顔認証付きカードリーダーにおいて満たすべき要件（令和3年12月27日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623506.pdf
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厚生労働省_別紙（画面遷移）（令和2年11月13日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf

• (4-2)特定健診情報の提供対象が40
歳以上の表示あり。
⇒健康増進法に基づく被保護者の健
診の対象者も40歳以上であるため、
現行の画面表示をそのまま活用。

• (5-1)カナ氏名の表示。
⇒併用の場合、医療保険・医療扶助2つの情報
が紐づくが、どちらの情報を表示するか制御が必
要（改修項目の候補）。

• (6-1,6-2)限度額認定証等
は被保護者は原則該当無し。
⇒“提供しない”ボタンを押下
する運用を徹底。

通常（無人）モード

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42

顔認証付きカードリーダーの画面遷移は、医療保険のオンライン資格確認の画面遷移をそのまま踏襲します。
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通常（無人）モード
• (M1-1)利用規約に法律・制度の記載あり。
⇒医療保険に特化した内容であるため、生活保
護制度の法律の記載等も盛り込む方針。

• (M3-1)”保険証”の表記あり。
⇒生活保護受給者であることを周囲の患者
に知られたくない被保護者に配慮し、“保険
証”の表記のままとする。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42

前頁の続き。
※顔認証付きカードリーダーのその他のモード（目視(有人)モード、暗証番号モード）も同様の対応とする。

厚生労働省_別紙（画面遷移）（令和2年11月13日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf
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通常（無人）モード

(4-2)特定健診情報の提供対象が40
歳以上の表示あり。
⇒健康増進法に基づく被保護者の健
診の対象者も40歳以上であるため、
現行の画面表示をそのまま活用する。

(5-1)カナ氏名の表示。
⇒併用の場合、医療保険・医療扶助
2つの情報が紐づくが、どちらの情報を
表示するか制御が必要（改修項目の
候補）。

(6-1)限度額認定証等は被保護者は
原則該当無し。
⇒“提供しない”ボタンを押下する運
用を徹底。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42

前頁の続き。

厚生労働省_別紙（画面遷移）（令和2年11月13日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf
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通常（無人）モード

(6-2)限度額認定証等は被保護者は
原則該当無し。
⇒“提供しない”ボタンを押下する運
用を徹底。

(M1-1)利用規約に法律・制度の記
載あり。
⇒医療保険に特化した内容であるた
め、生活保護制度の法律の記載等も
盛り込む方針。

(M3-1)”保険証”の表記あり。
⇒生活保護受給者であることを周囲
の患者に知られたくない等の被保護者
の心情に配慮し、“保険証”の表記の
ままとする。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.1 補足資料_QA一覧項番27.42

前頁の続き。

厚生労働省_別紙（画面遷移）（令和2年11月13日）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000623507.pdf
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資格確認実績（ログ情報）の蓄積対象となる資格確認について、一括照会を含めた場合、来院していない被保護者もログに含まれ
てしまう。

⇒データの漏れをなくすため、医療扶助の資格情報を取得した全ての資格確認を蓄積対象とする。

⇒データ項目に“資格確認の方法”を追加し、福祉事務所にて資格確認の方法ごとに分析対象を選択できることとする。

検討事項 • 資格確認実績（ログ情報）の蓄積対象（資格確認）をどうするか。

オン資_資格確認方法

単件照会

一括照会

マイナンバーカード

受給者番号等

受給者番号等

医療機関コード

補足

医療機関等に来院していない被保護
者も一括で資格確認の対象となり
（特に医療機関コードの照会の場
合）、情報の正確性が損なわれる。

被保護者の来院

あり

原則あり

なし

大前提
• 医療機関等に来院した医療扶助の資格情報を閲覧する資格確認を蓄積対象とする（大前提）。

⇒資格確認結果（未委託）も対象とする。
⇒資格確認結果（併用）も対象とする。

蓄積対象

対象

対象

対象

対象とした場合：医療機関等を訪れ
ていない被保護者も含まれる可能性が
ある（原則、患者の来院が必要）。
過去日付の資格確認も含まれる。

対象外とした場合：処方箋（受給者
番号等）によるオン資が基調になると
想定される薬局分の資格確認の多くが
対象外となる。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.2 補足資料_QA一覧項番30



.

10

資格確認実績（ログ）のデータ項目を整理しました。

複数の資格情報が有効な場合は、資格取得年月日が最新の資格情報の公費負担者番号・受給者番号を蓄積対象とします。

資格確認実績（ログ情報）のデータ項目

# データ項目 項目説明

1 公費負担者番号 資格情報内の公費負担者番号を設定する。

2 受給者番号 資格情報内の受給者番号を設定する。

3 医療機関コード 資格確認を行った医療機関コードを設定する。

4 資格確認年月日 資格確認が行われた日付を設定する。

5 資格確認方法 資格確認の方法を設定する。
01：単件照会（マイナンバーカード）
02：単件照会（受給者番号等）
03：単件照会（受給者番号等_過去日付）
04：一括照会（受給者番号等）
05：一括照会（受給者番号等_過去日付）
06：一括照会（医療機関コード）
07：一括照会（医療機関コード_過去日付）

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.2 補足資料_QA一覧項番30
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オンライン資格確認等システムより送信されるCSVファイルを格納し、ログインユーザに応じて取得対象ファイルのアクセス制御を実施しま
す。

資格確認実績（ログ情報）の連携の全体像

A福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

顔認証付きカードリーダー/
資格確認端末

レセプトコンピューター等

オンライン請求端末

オンライン
請求NW

オンライン
請求NW

LGWAN VPN

資格確認実績
（ログ情報）

A福祉事務所
向けログ情報.csvB福祉事務所

向けログ情報.csv

・・・

【①.データ格納】
• オンライン資格確認等システムから連携された
CSVファイルを取り込む
※福祉事務所単位でのファイル分割は
オンライン資格確認等システムにて対応

【②.データ提供】
• ログインユーザに応じて、ダウンロード対象ファイ
ルのアクセス制御を行う
※A福祉事務所ユーザに対しては、A福祉
事務所向けのCSVファイルのみ、取得
可能とする

A福祉事務所
向けログ情報.csv

【データ取得】
福祉事務所は、医療保険者等向け中間サー
バー等から、ログ情報（CSVファイル）を取得
※取得したCSVファイルを生活保護システムに

取り込んだうえで分析する流れ

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.2 補足資料_QA一覧項番30
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資格確認実績（ログ情報）の連携の要件を整理しました。

①.データ格納 ②.データ提供

・オンライン資格確認等システムからの連携ファイル形式

⇒CSVファイル形式

・データ項目（CSVファイル内のデータ構成）

・連携頻度

⇒日次（夜間バッチでも問題無し）

・想定データ量

⇒CSVファイル数：約1,250ファイル/日

⇒CSVファイル内レコード件数（平均）：約220件/ファイル
⇒CSVファイル容量（平均）：18KB/ファイル

※弊社端末内で作成したサンプルCSVファイルの容量に基づく

# データ項目 項目説明
※全て固定長

1 公費負担者番号 資格情報内の公費負担者番号を設定する。

2 受給者番号 資格情報内の受給者番号を設定する。

3 医療機関コード 資格確認を行った医療機関コードを設定する。

4 資格確認年月日 資格確認が行われた日付を設定する。

5 資格確認方法 資格確認の方法を設定する。
01：単件照会（マイナンバーカード）
02：単件照会（受給者番号等）
03：単件照会（受給者番号等_過去日付）
04：一括照会（受給者番号等）
05：一括照会（受給者番号等_過去日付）
06：一括照会（医療機関コード）
07：一括照会（医療機関コード_過去日付）

・ログインユーザに応じて、D/L対象ファイルのアクセス制御を行う

・一括D/L機能は設ける
※フォルダにD/L対象のCSVファイル名を一覧化し、ユーザにて

選択しD/Lするイメージ（ファイルサーバのイメージ）
※特段の検索機能などは不要

・オンライン資格確認等システムから受信したCSVファイルを、そ
のままD/L対象とする
※医療保険者等向け中間サーバー等にて、CSVファイルの加
工などは不要

・医療保険者等向け中間サーバー等内で管理しているCSVファ
イルは、受信後3ヶ月経過後に物理削除する
※福祉事務所によるD/L有無に関わらず削除する

・なお、ユーザに対するオンライン開放時間帯については、現行の
医療保険者等向け中間サーバー等の運用に準拠する方針
※平日8:00~21:00利用可能等

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.2 補足資料_QA一覧項番30
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医療保険のオン資では有効な資格が複数ある場合、交付年月日・有効開始日等が受診日時点で直近の資格を連携している。

⇒医療扶助オン資でも有効な資格が複数ある場合、資格情報（加入者資格情報）の資格取得年月日が最新の資格情報を連携
する仕組みとする。

厚生労働省_オンライン資格確認等システムに関する運用等に係る検討結果について（令和3年4月版）
URL：https://www.mhlw.go.jp/content/10200000/000726675.pdf

検討事項 • 複数の資格情報が有効である場合、どちらの資格情報を優先するか。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.3 補足資料_QA一覧項番32
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全体イメージ（案）

福祉事務所 支払基金・中央会 医療機関等

生活保護システム/
統合専用端末

医療保険者等向け
中間サーバー等/オンライン

資格確認等システム

レセプトコンピューター等

オン資対応医療機関等マスタ

・ ●●●●

・ △△△△

・ □□□□

オン資対応医療機関等マスタ

・ ●●●●

・ △△△△

・ □□□□

医療機関等マスタ

・ ●●●●
・ △△△△
・ □□□□
・ ▲▲▲▲
・ ■■■■

厚生労働省

• 厚生労働省がオン資対応医療機関等
マスタを公開し、福祉事務所の生活保
護システムに取り込む運用を想定。

• （要調整）福祉事務所が登録した医療券/調剤券情報の
委託先医療機関等については、医療機関等として存在する
か、医療機関等マスタを利用して存在チェックを行う想定。

• オン資対応医療機関マスタに記
載された医療機関コードを登録
するように周知を行う。

• オン資対応医療機関等マ
スタに基づき、医療券/調
剤券情報に医療機関コー
ドを登録する。

• 非指定は制御の対象外とする。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.4 補足資料_QA一覧項番33
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通常の資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
●●●●

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

支払基金・中央会医療機関等

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

• 照会元の医療機関コード ⇔ 医療券情報の
委託先医療機関コードが一致する医療券情
報のみ連携。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.4 補足資料_QA一覧項番33
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未委託時の資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

医療機関コード：
□□□□

資格情報（未委託のフラ
グ）

資格情報（受給者番号
等は閲覧不可）

• 資格情報のみ連携。
• 受給者番号等は連携しない。

未委託の資格確認

支払基金・中央会医療機関等

• （非指定医療機関には医療券情報が登録されない前提）非指定
医療機関での資格確認は未委託時の資格確認と同様の位置づけ。
※福祉事務所が誤って非指定医療機関に医療券情報を登録した場
合、非指定医療機関でも医療券情報を閲覧可能。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.4 補足資料_QA一覧項番33
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医科・歯科併設の医療機関の資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：●●●●

支払基金・中央会医療機関等

医療機関コード：
●●●●

医療機関コード：
△△△△

医療券情報②
・委託先コード：△△△△

• 医療機関等において、オン資対応医
療機関マスタに記載された医療機関
コードで照会する。

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

• 福祉事務所においても、オン資対応
医療機関マスタに記載された医療機
関コードを委託先コードに登録する。

医療機関コード：
●●●●

資格情報

医療券情報①
・委託先コード：●●●●

• 照会元の医療機関コード ⇔ 医療券情報の
委託先医療機関コードが一致する医療券情
報のみ連携。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.4 補足資料_QA一覧項番33
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薬局での資格確認

オンライン資格確認等システム
資格確認端末/レセプトコンピュータ

資格情報
医療券情報①
・委託先コード：△△△△

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

医療機関コード：
●●●●

資格情報

支払基金・中央会薬局

資格情報

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

調剤券情報①
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：●●●●

• 薬局における資格確認についても、医療機関
と同様とする。

調剤券情報②
・処方箋発行元：△△△△
・委託先コード：（未登録）

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.4 補足資料_QA一覧項番33
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照会元医療機関等 資格確認の状態

医療機関等（A） 通常の資格確認

医療機関等（B） 通常の資格確認

医療機関等（C） 通常の資格確認

資格情報

〇

〇

〇

医療券情報1

〇

ー

ー

医療券情報2

ー

〇

ー

医療券情報3

ー

〇

ー

調剤券情報1

ー

ー

〇

前提

• 1被保護者に対して以下の情報が登録されている。
ー資格情報
ー医療券情報1（指定(委託先)医療機関：医療機関等(A)）
ー医療券情報2（指定(委託先)医療機関：医療機関等(B)）
ー医療券情報3（指定(委託先)医療機関：医療機関等(B)）
ー調剤券情報1（指定(委託先)医療機関：医療機関等(C)、処方箋発行元医療機関：医療機関等(A) ）
ー調剤券情報2（指定(委託先)医療機関：未登録、処方箋発行元医療機関：医療機関等(A) ）

• 指定（委託先）医療機関が照会元医療機関と一致する医療券/調剤券情報を連携する。

医療機関等（D）
未委託の資格確認
（資格情報のみ登
録されている）

△ ー ー ー ー

調剤券情報2

ー

ー

ー

ー

凡例
〇：閲覧可
△：閲覧可（公費負担者番号・受給者番号は閲覧不可）
ー：閲覧不可

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.4 補足資料_QA一覧項番33
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医療扶助のオン資においては、福祉事務所→医療保険者等向け中間サーバー等に対して、加入者基本情報・加入者資格情報・医
療券/調剤券情報の構成でデータ登録を行います。

医療保険者等向け中間サーバー等におけるデータ管理のイメージ

加入者資格情報

保険者番号 00000001

資格取得日 2015/4/1

資格喪失日 2018/3/31

・・・

被保険者証情報

・・・

高齢受給者証情報

・・・

限度額適用認定証関連情報

・・・

特定疾病療養受療証情報

・・・

加入者資格情報

公費負担者番号 12000001

資格取得日 2015/4/1

資格喪失日 2018/3/31

・・・

医療券情報

・・・

<医療保険の構成>

<医療扶助の構成>

調剤券情報

・・・

加入者基本情報

被保険者枝番 00001

個人番号 12345

氏名(券面記載) 中間 一郎

・・・

加入者基本情報

ー ー

個人番号 12345

氏名(券面記載) 中間 一郎

・・・

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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医療扶助の加入者基本情報のデータ項目については、医療保険のオン資のデータ項目をそのまま踏襲する。

医療扶助の加入者基本情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

1 氏名（券面記載） 既存システムが、保険者等へ届出された券面記載の氏名
を設定する。氏名（券面記載）を登録、または更新する
場合に設定する。

〇 〇 〇

2 氏名（券面記載）
（カナ）

既存システムが、保険者等へ届出された券面記載の氏名
の読み仮名を設定する。氏名（券面記載）（カナ）を
登録、または更新する場合に設定する。

〇 〇 〇

3 氏名（その他） 券面記載氏名とは別の氏名が届出されている場合に既
存システムが、氏名(その他)を設定する。
券面記載氏名が通称名の場合の本名等を把握していれ
ば設定し、また加入者から、氏名（その他）の登録を希
望する旨の申し出がある場合に設定する。

〇 〇

4 氏名（その他）（カ
ナ）

券面記載氏名とは別の氏名が届出されている場合に既
存システムが、氏名(その他)（カナ）を設定する。
券面記載氏名が通称名の場合の本名等を把握していれ
ば設定し、また加入者から、氏名（その他）（カナ）の
登録を希望する旨の申し出がある場合に設定する。

〇 〇

5 性別1 既存システムが、加入者基本情報の性別1を設定する。
1:男性
2:女性
3:未設定

〇 〇 〇

6 性別2 「平成24年9月21日事務連絡 被保険者証の性別表
記について」に基づく取り扱いを実施している場合に既存シ
ステムが性別2を設定する。
1:男性
2:女性

〇 〇

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

7 生年月日 既存システムが、加入者基本情報の生年月日を設定す
る。

〇 〇 〇

8 住所 既存システムが、加入者基本情報の住所を設定する。
自衛官（国たる保険者）の場合、営外者は住所（居
所）、営内者は部隊所在地を登録する。

〇 〇

9 郵便番号 既存システムが、加入者基本情報の住所に対する郵便
番号を設定する。

〇 〇

10 市町村コード 既存システムが、加入者基本情報の市町村コードを設定
する。
総務省が提供している市町村コードを使用する。

（オン資システ
ムには連携）

11 アクセスグループコード 既存システムが、加入者情報のアクセスグループコードを設
定する。
アクセスグループによるアクセス制御が不要な場合はALLゼ
ロ（＝0詰めしたコード値）を設定する。

12 身分 既存システムが、加入者基本情報の身分を設定する。
1:営外者
2:営内者

〇 〇

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

13 加入者区分コード (被扶養者認定や世帯収入を合算した保険料の算定事
務においては、加入予定者（被扶養者認定中の者）や
加入者の世帯員など、加入者以外の者の加入者登録及
び情報照会が必要。この加入者以外の者と加入者を区
別するためのコード)
0:加入者
⇒保険者で加入者（被保険者、被扶養者）として登録
する者に設定
1:加入予定者
⇒被扶養者の認定で、まだ加入者ではないが、所得情報
の照会等で登録する必要
がある場合に設定
2:加入者の世帯員
⇒世帯内の収入等を把握するために、加入者ではないが
登録する必要がある場合に設定
※「0:加入者」のみをオンライン資格確認への連携対象と
する。

〇

14 世帯識別番号 既存システムが、加入者基本情報の世帯識別番号を設
定する。
情報照会時の世帯での並び替えや、国保組合においては
加入者と加入予定者に世帯識別番号を設定することで
市町村国保加入状況を確認することができる。

⇒医療保険と同じファイルレイアウトを利用するため、医療扶助のオン資において“不要”のデータ項目についても、項目としては残
したままデータ登録を行う想定。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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医療扶助の加入者資格情報のデータ項目については、医療保険のオン資のデータ項目を基調としつつ、一部のデータ項目を変更する
想定。

医療扶助の加入者資格情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等
での表示要

否

未委託での
表示要否

1 自治体/福祉事務所名 既存システムが、自治体/福祉事務所名を設定する。 〇 〇 〇

2 保険者番号
公費負担者番号

既存システムが、公費負担者番号を設定する 〇 〇

3 被保険者証記号・番号・枝番
受給者番号

既存システムが、受給者番号を設定する。 〇 〇

4 単独・併用別 既存システムが、単独・併用別を設定する。
01:単独（生活保護法単独）
02:併用（医療保険や他の公費負担との併用）

〇 〇

5 資格取得年月日
（保護開始日/保護再開日）

既存システムが、資格取得年月日を設定する。 〇 〇 〇

6 資格喪失年月日
（保護停止日/廃止日）

既存システムが、資格喪失年月日を設定する 〇 〇

7 資格喪失事由 既存システムが、資格喪失事由を設定する。
01:死亡（※死亡による保護廃止時）
02:生活保護受給開始（※医療扶助では使用しない）
03:医療保険等の資格取得（※医療保険者等の取得に伴う
保護の廃止/停止時）
99:その他

〇 〇

ー 本人家族の別 既存システムが、本人・家族の別を設定する
1:本人
2:家族

※項目削除

ー 被保険者氏名 既存システムが、被保険者氏名を設定する。 ※項目削除

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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医療扶助のオン資の医療券/調剤券情報のデータ項目については、医療保険のオン資の被保険者証等情報のデータ項目とは大きく異
なる想定。

医療扶助の医療券/調剤券情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

1 被保険者証区分 既存システムが、被保険者証区分を設定する。
01:被保険者証（一般）
02:被保険者証（退職）
03:短期被保険者証（一般）
04:短期被保険者証（退職）
05:被保険者資格証明書
06:特例退職被保険者証
07:自衛官診療証
08:生活保護の医療券/調剤券

〇 〇

2 医療券/調剤券別 既存システムが、医療券/調剤券別を設定する。
01:医療券
02:調剤券

〇 〇

3 公費負担者番号 既存システムが、公費負担者番号を設定する 〇 〇

4 受給者番号 既存システムが、受給者番号を設定する。 〇 〇

5 交付番号 既存システムが、交付番号を設定する。 〇

6 診療年月 既存システムが、被保護者が診療を受ける年月を設定す
る。

〇 〇

7 有効開始年月日 既存システムが、有効開始年月日を設定する。 〇 〇

8 有効終了年月日 既存システムが、有効終了年月日を設定する。 〇 〇

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

9 氏名 既存システムが、氏名を設定する。 〇 〇

10 性別 既存システムが、性別を設定する。
1:男性
2:女性
3:未設定

〇 〇

11 生年月日 既存システムが、生年月日を設定する。 〇 〇

12 居住地 既存システムが、居住地を設定する。 〇 〇

13 指定医療機関コード 既存システムが、被保護者を委託する指定医療機関コー
ドを設定する。
※医療券の場合医科歯科（登録必須）を、調剤券の
場合薬局（登録任意）を設定

※医療券〇 〇

14 指定医療機関名 既存システムが、被保護者を委託する指定医療機関名
を設定する。
※医療券の場合医科歯科（登録必須）を、調剤券の
場合薬局（登録任意）を設定

※医療券〇 〇

15 処方箋発行元医療
機関コード

既存システムが、処方箋発行元医療機関コードを設定す
る。
※医療券の場合登録不要、調剤券の場合医科歯科
（登録必須）を設定

※調剤券〇 〇

16 処方箋発行元医療
機関名

既存システムが、処方箋発行元医療機関名を設定する。
※医療券の場合登録不要、調剤券の場合医科歯科
（登録必須）を設定

※調剤券〇 〇

17 傷病名1 既存システムが、傷病名を設定する。 〇

18 傷病名2 #17と同様。 〇

19 傷病名3 #17と同様。 〇

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

20 診療別 既存システムが、診療別を設定する。
※複数選択可能
01:入院
02:入院外
03:歯科
04:調剤
05:訪問看護

〇

21 本人支払額（自己
負担額）

既存システムが、本人支払額を設定する。 〇

22 地区担当員名 既存システムが、医療券/調剤券作成後内容点検を行っ
た地区担当員名を設定する。

〇 〇

23 取扱担当者名 既存システムが、医療券/調剤券交付事務取扱責任者
名(医療事務担当者名)を設定する。

〇 〇

24 自治体/福祉事務所
名

既存システムが、自治体/福祉事務所名を設定する。 〇 〇

25 役職名 既存システムが、福祉事務所長（役職名）を設定する。
（例：○○福祉事務所長）

〇 〇

26 氏名 既存システムが、福祉事務所長の氏名を設定する。 〇 〇

ー 福祉事務所長印 ー ※項目削除

27 社会保険状況 既存システムが、社会保険の該当有無を設定する。
01:あり（健保組合）
02:あり（共済組合）
03:なし

〇 〇

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須 医療機関等で
の表示要否

未委託での表
示要否

28 保険者番号 既存システムが、保険者番号を設定する 〇

29 被保険者証記号 既存システムが、被保険者証記号を設定する。 〇

30 被保険者証番号 既存システムが、被保険者証番号を設定する。 〇

31 被保険者枝番 既存システムが、受給者番号を設定する。 〇

32 感染症の予防及び感
染症の患者に対する
医療に関する法律第
37条の2の該当状況

既存システムが、左記の該当有無を設定する。
01:あり
02:なし

〇 〇

33 後期高齢者医療の該
当状況

既存システムが、左記の該当有無を設定する。
01:あり
02:なし

〇 〇

34 都道府県費の該当状
況

既存システムが、左記の該当有無を設定する。
01:あり
02:なし

〇 〇

35 ケース番号 既存システムが、被保護者のケース番号を設定する。 〇

36 世帯員番号 既存システムが、被保護者の世帯員番号を設定する。 〇

37 備考1 既存システムが、前記以外の他法の名称及び傷病名を
設定する。

〇

38 備考2 #37と同様。 〇

39 備考3 #37と同様。 〇

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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資格情報、医療券/調剤券情報の登録時に連携する、その他のデータ項目を以降に整理。
※医療保険のオン資と同じファイルレイアウトを活用予定。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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システム基本情報部のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須

1 レコード識別番号 既存システムが、加入者情報の処理単位で一意となる
レコード識別番号を設定する。

〇

2 レコード種別コード 既存システムが、医療保険者等向け中間サーバーに要
求する処理のレコード種別コードを設定する。
SD:加入者基本情報レコード
IC:情報提供に関する制御情報レコード
SH:加入者基本情報変更履歴レコード
QD:加入者資格情報レコード
II:被保険者等証情報レコード
XX:医療券/調剤券情報レコード
EI:高齢受給者証情報レコード
LI:限度額適用認定証関連情報レコード
SI:特定疾病療養受療証情報レコード
ND:加入者削除・個人番号変更情報レコード

〇

3 処理種別コード 既存システムが、医療保険者等向け中間サーバーに要
求する処理の処理種別コードを設定する。
11:加入者情報の登録
12:加入者情報のレコード種別単位更新
13:加入者情報の全体更新
14:加入者情報のレコード種別単位削除
15:加入者情報の削除
16:個人番号の訂正

〇

4 保険者コード 既存システムが、処理を行う医療保険者等を識別する
保険者コードを設定する。
加入者情報を登録する区画等を制御するためのコード
であり、中間サーバから払い出したコードを設定する。

〇

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須

5 被保険者枝番 既存システムが、処理を行う加入者を識別する被保険
者枝番を設定する。
加入者の情報を更新、または削除する場合に設定。

※医療扶助は設定不要。

6 個人番号 既存システムが、処理を行う加入者を識別する個人番
号を設定する。
個人番号を登録、更新、または訂正する場合に設定し、
個人番号を更新、または訂正する場合は更新する前の
個人番号を設定する。

以下の場合は、必須とする。
・処理種別コードが「11:加入者情報の登
録」の場合
・処理種別コードが「12:加入者情報のレ
コード種別単位更新」かつ個人
番号を変更する場合
・処理種別コードが「13:加入者情報の全
体更新」の場合かつ個人番号を
変更する場合
・処理種別コードが「16:個人番号の訂
正」の場合

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須

7 更新後個人番号 既存システムが、処理を行う加入者を識別する個人番
号を設定する。
個人番号を更新、または訂正する場合に設定する。更
新または訂正する後の個人番号を設定する。

以下の場合は、必須とする。
・処理種別コードが「12:加入者情報のレ
コード種別単位更新」かつ個人番号を変
更する場合
・処理種別コードが「13:加入者情報の全
体更新」の場合かつ個人番号を変更する
場合
・処理種別コードが「16:個人番号の訂
正」の場合

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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情報提供に関する制御情報のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須

1 自己情報提供不可
フラグ

既存システムが、自己情報提供不可フラグを設定する。

0:提供可能
1:提供不可
2:既に設定している値を優先(更新しない)

※「2:既に設定している値を優先(更新しない)」を設定
した場合、中間サーバーで管理している値を優先し、本
インターフェイスによる更新は行わない。

〇

2 特定健診情報提供に係る本
人同意フラグ

既存システムが、加入者本人に確認し、前保険者が収
集している特定健診情報を現保険者へ提供することへ
の同意有無として設定する。

0:同意未取得または加入者インターフェイスでは連携し
ない
1:同意する
2:同意しない

〇

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# データ項目 項目説明 登録時必須

3 特定健診情報提供に係る本
人（不）同意取得日

既存システムが、前保険者が収集している特定健診情
報を現保険者へ提供することに対して、加入者本人が
同意した日又は同意しなかった日を設定する。

以下の場合は、必須とする。
・特定健診情報提供に係る本人同意フラ
グが「1:同意する」の場合
・特定健診情報提供に係る本人同意フラ
グが「2:同意しない」の場合
「0：同意未取得または加入者インタフェー
スでは連携しない」を設定す
る場合、中間サーバーには以下の通り登録
される。
・中間サーバーに未登録（加入者登録な
し）の場合本項目の値とする。
・中間サーバーに「1:同意する」または「2:
同意しない」が登録されている場合既に登
録されている「特定健診情報提供に係る
本人（不）同意取得日」の値を保持する。

4 不開示該当フラグ 既存システムが、不開示該当フラグを設定する。

0:開示
1:不開示
2:既に設定している値を優先(更新しない)

※「2:既に設定している値を優先(更新しない)」を設定
した場合、中間サーバー
で管理している値を優先し、本インターフェイスによる更
新は行わない。

〇

前頁の続き。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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加入者基本情報の変更履歴のデータ項目

# データ項目 項目説明 登録時必須

1 変更年月日 既存システムが、加入者基本情報の各種項目（下記
#2~#11）の変更を行った年月日を設定する。

〇

2 氏名（券面記載） 加入者基本情報の氏名（券面記載）が変更となる場
合、既存システムが変更前の情報を設定する。

3 氏名（券面記載）（カナ） 加入者基本情報の氏名（券面記載）（カナ）が変
更となる場合、既存システムが変更前の情報を設定す
る。

4 氏名（その他） 加入者基本情報の氏名（その他）が変更となる場合、
既存システムが変更前の情報を設定する。

5 氏名（その他）
（カナ）

加入者基本情報の氏名（その他）（カナ）が変更と
なる場合、既存システムが変更前の情報を設定する。

6 性別1 加入者基本情報の性別1が変更となる場合、既存シス
テムが変更前の情報を設定する。

1:男性
2:女性
3:未設定

7 性別2 加入者基本情報の性別2が変更となる場合、既存シス
テムが変更前の情報を設定する。

1:男性
2:女性

加入者基本情報の変更履歴につきましては、連携を任意とする運用を想定しています（連携しない場合の影響（制約事項等）を医
療保険者等向け中間サーバー等ベンダに照会したところ、特に影響はないとの返答あり）。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# データ項目 項目説明 登録時必須

8 生年月日 加入者基本情報の生年月日が変更となる場合、既存
システムが変更前の情報を設定する。

9 住所 加入者基本情報の住所が変更となる場合、既存システ
ムが変更前の情報を設定する。

10 郵便番号 加入者基本情報の郵便番号が変更となる場合、既存
システムが変更前の情報を設定する。

11 市町村コード 加入者基本情報の市町村コードが変更となる場合、既
存システムが変更前の情報を設定する。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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データ項目に関するヒアリング内容（1回目）は以下の通り。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

1 A社 加入者基本情報/
住所

#8 住所の項目は、必須としなくてよろし
いでしょうか？
住所不定を想定して必須としていないの
でしょうか？
医療機関側での利用は把握しておりませ
んが現在の医療券には、表示しております。

• ご認識の通り、住所不定の被保護者も存在する
との認識から、当該データ項目は“任意”とする想
定です。
⇒逆質問になり恐縮ですが、A社様が把握され
ている中で、医療券/調剤券の住所（居住
地）欄を空欄のまま発行するユースケースは存
在しますでしょうか。また、システム上、住所（居
住地）欄を登録しないと医療券/調剤券を発行
できない等の制約はありますでしょうか。

2 加入者資格情報 加入者資格情報のデータについては、生
活保護の医療扶助の有無に関わらず、
全ての生活保護者の
データを連携する想定でよろしいでしょう
か？

• ご認識の通りです。保護が決定された時点で、
被保護者の加入者基本情報・加入者資格情
報を登録する運用を想定しています。

3 加入者資格情報/
資格喪失年月日・

資格喪失事由

停止されていた人が停止解除になった場
合は、#5 資格喪失年月日、#6 資格
喪失事由をクリアした状態で再度連携
データを送付する想定でよろしいでしょう
か？

• ご認識の通りです。保護停止→停止解除の際
は資格喪失年月日、資格喪失事由をクリアした
うえで再度データを連携する運用を想定していま
す。
⇒逆質問になり恐縮ですが、A社様が把握され
ている中で、医療機関等において、“保護の停止
期間”を確認するユースケースは存在しますでしょ
うか。

4 医療扶助の医療券/
調剤券情報

標準化の方で検討している医療券/調剤
券の印字項目と同期を取る必要があると
思われます。
※現在の項目は微妙にズレがある認識で
す。

• ご指摘ありがとうございます。標準化の方で検討
している印字項目と整合性を取った上で、データ
項目を修正します。

データ項目について(自治体ベンダ)

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

5 A社 医療扶助の医療券
/調剤券情報

生活保護システム側のキーである
ケース番号と世帯員番号が項目と
して必要と思われます。
※医療機関から自治体に問合せ
をする際に必要と思われます。

• ご指摘ありがとうございます。“ケース番号”・“世帯
員番号”を医療券/調剤券情報のデータ項目に
追加します。

6 医療扶助の医療券
/調剤券情報

後期高齢者医療該当者や73条
該当者は、#27 備考３に文字
で設定ということになるでしょうか？

• “後期高齢者医療の該当状況”・“都道府県費の
該当状況”を医療券/調剤券情報のデータ項目
に追加します。

7 医療扶助の医療券
/調剤券情報

自治体によっては現行運用で医
療券に独自の項目を印字している
ことがありますが、そういった項目は
設定不可となるのでしょうか？
それとも#28 備考４、#29 備考
５を使用するようになるのでしょう
か？

• 各自治体の独自項目については、項目として設
定しない方針で検討しております。
⇒こちら可能であれば、A社様が把握している各
自治体の独自項目をご教示いただけないでしょう
か。
※医療機関等に対して、連携必須のものがない
か確認することが趣旨でございます。

8 医療扶助の医療券
/調剤券情報

#13 指定医療機関コードと#14 
指定医療機関名については、医
療券の場合のみ必須登録となって
おりますが、医療券だけでなく全て
必須と考えております。

• 医療券・調剤券を同時に発行する場合、発行時
点で患者がどの薬局に来局するか決定していない
ユースケースが存在すると認識しています。

• 上記のユースケースを想定し、調剤券においては、
指定医療機関コード（薬局）・指定医療機関
名（薬局）を任意項目とする想定です。
※事後的に、調剤券情報の指定医療機関を更
新する運用を見越しての整理となります。
※処方箋発行元医療機関（医科・歯科）は調
剤券でも登録必須とする想定。
⇒上記の方針につきまして、そもそもユースケース
の認識誤り等があれば、ご指摘いただけると大変
助かります。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

9 A社 加入者基本情報の
変更履歴

加入者資格情報に変更があった場合に、#1 変更
年月日と#2～#11については、変更前の情報を
セットするように記載されておりますが、利用方法が
よくわかりませんでした。
例えば、住所変更があった場合は、「加入者資格
情報」で最新の変更後のデータを連携し、当該加
入者基本情報の変更履歴データには、変更前の
住所をセットして、
連携するようになるのでしょうか？

• 記載内容が分かりづらく申し訳ございませ
ん。

• ご認識の通り、加入者基本情報に変更
があった場合、変更後の情報を「加入者
基本情報」、変更前の情報を「加入者基
本情報の変更履歴」に登録する運用を
想定しています。
※医療保険のオンライン資格確認と同様
の整理とする方針。
※次頁を参照。

10 加入者基本情報の
変更履歴

当該履歴の連携は必須でしょうか？
氏名、住所、性別等は、自治体の住民記録システ
ムと連携して
取得している場合もあり、生活保護システム側では、
変更履歴の管理はしておりません。
連携が必須ということであれば、生活保護システム
側で変更のタイミングを判断する仕組みが新たに必
要となり、システムの根幹に関する改修が必要とな
ることが想定されます。

• “加入者基本情報の変更履歴“を連携し
ない場合の影響（制約事項等）を医療
保険者等向け中間サーバー等ベンダに照
会中。

11 ー 全般的に日付項目の書式は西暦８桁（年月の
時は６桁）とすることで調整をお願い致します。

• 日付項目の書式につきましては、医療保
険のオン資のデータ型を踏襲し、“yyyy-
MM-dd”の10桁にする想定です。

• 年月についても、上記と同様に、“yyyy-
MM”の7桁にする想定です。
⇒もし、対応負荷が高い等の懸念事項
があれば、ご教示いただければ大変助かり
ます。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

12 D社 加入者資格情報/
資格喪失事由

死亡による保護廃止は、何をセッ
トするのでしょうか？

• 死亡による保護廃止の場合、“01：死亡”を設
定する運用を想定しています。

13 医療扶助の医療券/調剤
券情報

券の交付日は不要でしょうか？ • 医療保険の被保険者証に交付日が印字されて
いる。一方で、医療扶助の医療券/調剤券の券
面上に交付日は記載されていない認識。

• 上記を踏まえ、“券の交付日“は不要とする想定
です。
⇒上記の方針について、医療機関等で券の交付
日を確認している等の懸念事項等があればご教
示いただけないでしょうか。

14 医療扶助の医療券/調剤
券情報

診療年月

診療年月は、「被保護者が診療
を受ける年月を設定」予定という
意味でよいでしょうか？

• 診療年月については、医療券/調剤券の有効期
間が属する年月を設定する想定です。
＜具体の運用イメージ＞
医療券の有効期間開始日1月1日、有効期間
終了日1月31日の場合、診療年月は令和4年1
月を設定する想定です。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

15 D社 医療扶助の医療券
/調剤券情報/

有効開始・終了年
月日

有効開始年月日、有効終了年
月日は、認定の期間を表している
のでしょうか？券の有効期間のこと
ですか？
例えば、１月分の医療券とした場
合２つのパターンが想定されます
が認識があっていますか？

パターン①
１２月から５月の医療認定を受
けている、１月分の場合、有効期
間に「１月１日から１月31日」を
設定

パターン②
１月１４日から医療扶助を受け
るとなった場合有効期間に「１月
14日から１月31日」を設定

• 有効開始・終了年月日は、医療券/調剤券の有
効期間を設定する想定です。
※要否意見書の認定期間ではございません。

• ご提示いただいた2つのパターンにつきましては、ご
認識の通りです。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

16 B社 加入者基本情報/
住所

マイナンバーに紐づく住所（住民登録
住所）と異なる住所となっても問題ない
でしょうか。
生活保護の業務上、現住所が住民登
録住所と異なることがあります。

• 左記のケースが生じる場合の制約事項(懸念
事項)等を医療保険者等向け中間サーバー等
ベンダに照会中。

17 加入者基本情報/
郵便番号

マイナンバーに紐づく住所（住民登録
住所）と異なる郵便番号となっても問
題ないでしょうか。
生活保護の業務上、現住所の郵便番
号が住民登録住所の郵便番号と異な
ることがあります。

• 左記のケースが生じる場合の制約事項(懸念
事項)等を医療保険者等向け中間サーバー等
ベンダに照会中。

18 加入者基本情報/
加入者区分コード

「0:加入者」＝「生保受給者」という捉
え方で問題ないでしょうか。
「「0:加入者」のみをオンライン資格確認
への連携対象とする。」と記載があるため
「1:加入予定者」・「2:加入者の世帯
員」
として情報を流すことがない想定となりま
すが、項目として必要でしょうか。

• ご認識の通り、「0:加入者」＝「生保受給者」
です。

• ご認識の通り、「1:加入予定者」・「2:加入者
の世帯員」の連携は不要と認識しておりますが、
医療保険と同じファイルレイアウトを利用するた
め、項目としては残したままとする想定です。

19 加入者基本情報/
世帯識別番号

システム内の世帯を指し示す項目として
利用用途として捉えて良いでしょうか。
生活保護としては、世帯を識別する番
号としてケース番号を付番します。
個人まで識別する場合は、「ケース番号
＋員番号」または「ケース番号+宛名番
号」
上記の想定はどちらとなりますでしょうか。

• ご認識の通り、“世帯識別番号”については、
“ケース番号“の登録を想定しています。
※本項目は”任意項目”の取扱いとなります。

• 個人の特定までは目的とせず、福祉事務所が
登録した情報を、世帯ごとに並べ替えること等
の利用用途を想定しています。
※医療保険では上記の利用用途を想定。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

20 B社 加入者資格情報/
福祉事務所名

東京都特別区等で福祉事務所
が１つでセンターが分かれている運
用をされている自治体様がおられ
ます。
それぞれのセンターで医療券を発
行している場合は、福祉事務所
名だけで問題ないでしょうか。
※センター毎に公費負担者番号
が分かれているため、どこのセンター
かの判断を名称からは必要ない認
識であれば特に問題ありません。

• ご指摘ありがとうございます。福祉事務所名だけで
なく、センター名まで登録いただく運用を想定して
おります。
（例）○○区△△福祉事務所××センター
⇒データ項目名、又はデータ項目の説明で反映さ
せていただきます。

21 加入者基本情報/
受給者番号

受給者番号を医療券単位で異な
る付番で運用されている事務所
様の場合、医療券・調剤券単位
で「加入者資格情報」が送信され
ることとなりますが特に問題がない
想定でしょうか。
それとも医療オンライン資格を実施
するにあたり、全自治体様に受給
者番号を個人に対して固定するよ
うな方針とされる想定でしょうか。
固定方針とする場合に、現在の
医療券単位で異なる付番を実施
されている事務所様の過去分の
データに対しては複数は残る想定
となります。

• 加入者資格情報は1被保護者1件の登録を想
定しています。

• 受給者番号はなるべく固定化いただく方針ですが、
以下の運用イメージの通り、加入者資格情報⇔
医療券/調剤券情報間で異なる受給者番号を
登録する運用も可能とする想定です。
＜運用イメージ＞
・加入者資格情報の受給者番号:1111222
・医療券情報_1の受給者番号:1111222
・医療券情報_2の受給者番号:1111999
⇒公費負担者番号も同様の取り扱いとすることで、
以前ご指摘いただきました、生保で2つの公費負
担者番号を使い分ける東京都内の福祉事務所
の運用にも対応する方針です。

• 固定化の方針として、保護決定→保護廃止まで
は同一の受給者番号の利用を基調とし、保護決
定→保護廃止→保護の再決定の場合は、異な
る受給者番号の利用を前提とする想定です。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

22 B社 加入者資格情報/
資格取得年月日

保護の停止となった場合は、資格喪
失となりその後再開となった場合は、
加入者資格情報が新規レコードで
追加される認識でよろしかったでしょう
か。
その場合の開始日は再開日となる
想定でよろしかったでしょうか。

• 既存のレコード（停止の状態）を更新する方針です。
• 資格取得年月日は停止前の保護の決定日を登録

する想定です。
⇒逆質問になり恐縮ですが、医療機関等で“保護の
停止日”・“保護の再開日”を確認するユースケースは
存在しますでしょうか。
※保護の停止期間中の受診分は、医療扶助の対
象外と認識しておりますが認識齟齬ありますでしょう
か（遡及することがあるか、停止期間中はどの保険
制度に加入するのか）。

23 加入者資格情報/
資格喪失年月日

保護の停止となった場合は、資格喪
失となり該当レコードの加入者資格
情報は資格喪失となる想定だと思わ
れます。
停止から廃止となった際には本項目
の日付を更新する必要はありますで
しょうか。
もし、更新した場合は停止期間の把
握はできなくなると思われます。

• “保護の停止”・“保護の廃止”は同様の位置づけだと
認識しています（停止・廃止によって、医療券/調剤
券も無効になる）。

• 上記を踏まえ、“保護の停止”→“保護の廃止”となっ
た場合は、資格喪失年月日の更新は不要とする運
用を想定しています。
⇒逆質問になり恐縮ですが、B社様が把握されている
中で、医療機関側で“保護の停止”・“保護の廃止”
を使い分けているユースケースはございますでしょうか。
※もし、使い分けており、医療券/調剤券上で確認す
る必要がある場合、別途“保護停止年月日”のデータ
項目を設けることを検討する想定です。

24 加入者資格情報/
資格喪失年月日

資格としては、生活保護の受給資
格として捉えております。保護の法律
上、保護廃止日は資格の喪失の翌
日が廃止日となる考えとなります。資
格喪失となると保護廃止日の前日
（資格喪失の最終日）がセットされ
る認識で良いでしょうか。

• ご認識の通り、“資格喪失年月日“には保護廃止日
の前日（資格喪失の最終日）を設定する想定です。
＜具体のイメージ（弊社理解）＞
・保護の廃止(1/28)→生活保護制度の対象外
・資格喪失(1/27)→医療扶助の対象外（生活保
護受給中）
⇒廃止日(1/28)前日は医療扶助を利用できるか。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

25 B社 加入者資格情報/
資格喪失事由

資格としては、生活保護の受給資
格として捉えております。
そのため生活保護の資格がないと
なると「04」・「05」がセットされる
認識となるがその考え方で問題な
いでしょうか。
①「01:死亡＝05:廃止」となるの
ではないでしょうか。
②「03:医療保険等の資格取
得」となった場合、生活保護の資
格喪失となるパターンはどのような
想定でしょうか。
③「03:医療保険等の資格取
得」が国保の場合は、「04」or
「05」とセットになると思われますが
どちらを設定した方がよろしかったで
しょうか。

• #12と同様に回答予定。

26 医療扶助の医療券
/調剤券情報

診療別

治療材料や柔道整復・はり・きゅ
う・あん摩・マッサージは対象外で
良いでしょうか。

• ご認識の通り、柔整あはき（柔道整復・はり・きゅ
う・あん摩・マッサージ）は対象外です。

27 医療扶助の医療券
/調剤券情報

診療別

複数選択可能と記載がありますが、
本情報は医療券単位の情報とな
るため、複数選択とはどのような想
定でしょうか。

• 月初は入院、その後月内で入院外（外来）とな
るユースケースにおいて、1医療券で複数の診療
別が登録される運用を想定しています。
⇒逆質問になり恐縮ですが、そもそもこのような運
用は把握していない等のご意見ございましたらご教
示いただけないでしょうか。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

28 B社 医療扶助の医療券
/調剤券情報

診療別

歯科入院の場合は、入院扱いの
設定でよろしかったでしょうか。

• ご認識の通り、歯科入院につきましては入院扱い
とする運用を想定しております。
⇒逆質問になり恐縮ですが、現行の医療券でも
上記の取り扱いと理解していますが、認識齟齬等
ございますでしょうか。

29 医療扶助の医療券
/調剤券情報
地区担当員名

担当替えとなった際に過去分の
データについての更新は不要で良
いでしょうか。

• ご認識の通り、過去分のデータの更新は不要です。
※現時点で有効な医療券/調剤券情報のみが
更新対象となります。

30 医療扶助の医療券
/調剤券情報
取扱担当者名

担当替えとなった際に過去分の
データについての更新は不要で良
いでしょうか。

• ご認識の通り、過去分のデータの更新は不要です。
※現時点で有効な医療券/調剤券情報のみが
更新対象となります。

31 医療扶助の医療券
/調剤券情報

備考1

現在の国指定の医療券様式では、
社保の「有（健・共）・無」の管
理ですが「その他」が追加となる想
定で良いでしょうか。

• 協会けんぽに加入する被保護者を想定し、“その
他“の項目を追加する想定でしたが、ご指摘も踏
まえ、協会けんぽ等の健保・共済組合以外の加
入者については、備考1に登録いただく想定です。
※社保の「有（健・共）・無」は現行通りの取扱
いに修正いたします。

32 医療扶助の医療券
/調剤券情報
備考3,4,5

ベンダー側で利用用途を自由に決
めて利用して良い項目でしょうか。

• 現行の医療券/調剤券に記載している情報に限
定して、データを登録いただく想定です。
（例：併用の場合）
・備考1：協会けんぽ（他法）
・備考2：自立支援医療（他法）
⇒逆質問になり恐縮ですが、現行の医療券/調
剤券でも備考欄の“その他”の下に2つ枠が設けら
れていると認識しておりますが、どのような情報を記
載しているかご教示いただけないでしょうか。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

33 C社 加入者基本情報/
氏名(その他)

外字はどのように対応するのか。 • “外字”の取扱いについて、医療保険者等向け中
間サーバー等ベンダに照会中。

34 加入者基本情報/
住所

外字はどのように対応するのか。 • “外字”の取扱いについて、医療保険者等向け中
間サーバー等ベンダに照会中。

35 加入者資格情報/
資格取得年月日

１受給者番号で１データと想定
しますが、保護の開始・廃止が複
数ある場合、受給期間ごとに受給
者番号を別に設定することが必須
となるでしょうか。（同じ人でも再
開時は別の受給者番号を割り当
てる）
→同じ受給者番号でも可となる
場合、前回の保護期間の情報は
不要でしょうか。

• 受給者番号の固定化の方針として、保護決定→
保護廃止までは同一の受給者番号の利用を基
調とします。

• 保護決定→保護廃止→保護の再決定の場合は、
新規でデータ(レコード)を連携し、異なる受給者
番号の利用を前提とする想定です。
※但し、保護決定→保護廃止→保護の再決定
について、同一の受給者番号を附番することが可
能である場合は、同一の受給者番号を利用し続
ける運用も可能とする想定です。

• 保護決定(a)→保護廃止(a)→保護の再決定
(b)の場合に、過去分（a:前回保護期間）の
情報連携は不要とする想定です。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

36 C社 加入者資格情報/
資格喪失年月日

停止解除した場合、どのような取り
扱いになるでしょうか？
・資格取得開始日が停止解除日
になって資格喪失年月日が空？
※この場合、開始→停止期間が
わからなくなりますが履歴（１受
給者番号で複数データ）で送付
する想定でしょうか。

• 既存のレコード（停止の状態）を更新する方針
です。

• 資格取得年月日は停止前の保護の決定日を登
録する想定です。
⇒逆質問になり恐縮ですが、医療機関等で“保
護の停止日”・“保護の再開日”を確認するユース
ケースは存在しますでしょうか。
※保護の停止期間中の受診分は、医療扶助の
対象外と認識しておりますが認識齟齬ありますで
しょうか。

37 加入者資格情報/
資格喪失年月日

6資格喪失事由に「03:医療保
険等の資格取得」がありますがそ
の場合、保護の停止・廃止してい
ない場合も資格喪失年月日は設
定が必要でしょうか？

• #12と同様に回答予定。

38 加入者資格情報/
資格喪失事由

死亡による保護の廃止は01を設
定するイメージでよいでしょうか。
（死亡したことが重要であれば01
ですし、保護受給情報に重点を
置くなら05かと）

• #12と同様に回答予定。

39 加入者資格情報/
資格喪失事由

医療保険に加入しても保護停
止・廃止していない場合、自己負
担分は医療券で支給すると思いま
すがその場合、資格喪失年月日
は空白、資格喪失事由に03を指
定するのでしょうか？

• （データ項目の説明が不足しており申し訳ござい
ません）左記のユースケースは併用の被保護者と
認識しています。併用の被保護者の加入者資格
情報については、資格喪失事由を登録せず、通
常通り医療券/調剤券情報を登録いただく運用を
想定しています。
※ #12と同様に回答予定。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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前頁の続き。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針

40 C社 医療扶助の医療券
/調剤券情報

指定医療機関名

外字はどのように対応するのか。 • “外字”の取扱いについて、医療保険者等向け中
間サーバー等ベンダに照会中。

41 医療扶助の医療券
/調剤券情報

指定医療機関名

「登録時必須」の欄、医療券〇と
なっていますが、調剤券の場合も
調剤薬局の情報が必要だと思い
ますので〇ではないでしょうか。

• 医療券・調剤券を同時に発行する場合、発行時
点で患者がどの薬局に来局するか決定していない
ユースケースが存在すると認識しています。

• 上記のユースケースを想定し、調剤券においては、
指定医療機関コード（薬局）・指定医療機関
名（薬局）を任意項目とする想定です。
※事後的に、調剤券情報の指定医療機関を更
新する運用を見越しての整理となります。
※処方箋発行元医療機関（医科・歯科）は調
剤券でも登録必須とする想定。
⇒上記の方針につきまして、そもそもユースケース
の認識誤り等があれば、ご指摘いただけると大変
助かります。

42 医療扶助の医療券
/調剤券情報
処方箋発行元
医療機関名

外字はどのように対応するのか。 • “外字”の取扱いについて、医療保険者等向け中
間サーバー等ベンダに照会中。

43 医療扶助の医療券
/調剤券情報

備考2

当該医療に対し適用するしないに
関わらず、保有している場合は
01:ありを設定することで良いか。

• ご指摘ありがとうございます。現行の運用を踏まえ
て対応を検討させていただければ幸いです。
⇒逆質問になり恐縮ですが、現行の医療券/調
剤券ではどのような取り扱いをしているかご教示い
ただければ幸いです。
（例）
・保有している & 適用する：〇を記入。
・保有している & 適用しない：記入しない。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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データ項目に関するヒアリング内容（2回目）は以下の通り。

# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

1 A社 加入者基本情報/
住所

「住所」は任意項目としていらっしゃいますが、
弊社が把握している範囲で、住所（居住
地）欄を空欄のまま発行するユースケース
は存在しません。
保護開始時に何らかの住所が必ず入力さ
れるようになります。

• ご回答いただきありがとうございます。
こちら、医療保険のオンライン資格確認の仕様
（任意項目）を踏襲し、任意項目として定義しま
す。
※住所不定の被保護者の存在も考慮し、上記の
対応とします。

2 加入者資格情報/
資格取得年月日
（保護開始日）

保護再開時は、再開した日(停止解除日)
を設定するのか、当初の保護開始日を設
定するのか、どちらでしょうか。
前者とした場合、項目名と設定内容が異
なるため、医療機関から自治体への問合せ
の際に混乱する可能性があり、後者とした
場合は、医療機関側が遡って停止期間中
の受診の処理をした際に誤って生活保護
対象と判断してしまう可能性があります。
停止期間中の医療券データは送信されま
せんので、ほとんどのケースは問題ないとは
思われますが。

• 再開した日(停止を解除した日)を設定する運用を
想定しています。
※ご指摘内容を踏まえ、データ項目名を以下の通
り変更します。
ー 変更前：「資格取得年月日（保護開始

日）」
ー 変更後：「資格取得年月日（保護開始日

/保護再開日）

3 医療扶助の医療券/
調剤券情報

#11性別の後に生年月日の項目が必要と
思われます。

• 生活保護システム標準仕様書（案）の帳票項
目に“生年月日“を確認いたしましたので、ご指摘
いただいた通り、生年月日の項目を追加いたします。

4 医療扶助の医療券/
調剤券情報
役職名・氏名

#25役職名、#26氏名の項目説明の修
正をお願いします。
また、そもそもこの項目が必要かどうかが疑
問となります。
※標準仕様から通知書の差出人の意味で
追加したのであれば不要と思われます。

生活保護システム標準仕様書の帳票項目に定義さ
れているため、オンライン資格確認でも定義する想定
です。項目説明は下記の通り修正。
• 役職名：福祉事務所所長
• 氏名：所長のお名前

データ項目について(自治体ベンダ)

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# ベン
ダ名

情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

5 A社 医療扶助の医療
券/調剤券情報

単独/併用

加入者資格情報
資格喪失事由

<当初のご指摘/ご照会事項>
自治体によっては医療券に独自の項目を
印字していることがありますが、そういった項
目は設定不可か。

<弊社からの一次回答>
項目として設定しない方針です。A社様が
把握している各自治体の独自項目をご教
示ください。

<今回のご指摘/ご照会事項>
独自項目は以下のような2パターンがあり
ます。
①
月の途中から社保になる等で単独券と併
用券が必要となる場合に、1つの医療機
関に対して月1枚の送付で済ませるために、
医療券は「併用券」として出力し、備考欄
に「1日から4日までは社保無し」等を印字
しています。
②
同じく月途中のケースになりますが、月途
中に生活保護停止期間がある場合、1つ
の医療機関に対して月1枚の送付で済ま
せるために、有効期間は1日から末日とし、
備考欄に「5日から8日までは生活保護停
止のため、有効期間を除く」等を印字して
います。

• ①のパターンでは、月の途中で“単独・併用”のデータ項目の
更新が必要になる場合、新規で医療券/調剤券情報を登
録する運用を想定しています。

• ご記載いただいたパターンを例にすると、下記の情報の登録
が必要になる想定です。
ー 医療券情報①（“単独・併用別”：単独、“有効開始
年月日“：1日、“有効終了年月日“：31日→4日）
ー 医療券情報②（“単独・併用別”：併用、“有効開始
年月日“：5日、“有効終了年月日“：31日）

• ②のパターン（保護の停止→保護の再開）では、下記の
対応が必要になります。
ー 保護の停止時：資格情報の更新（資格喪失とする、
紐づく医療券/調剤券情報も自動で無効とする）
ー 保護の再開時：資格情報の登録（新規資格取得と
する、“資格取得年月日“は保護の再開日）、医療券/調
剤券情報の登録

• ご記載いただいたパターンを例にすると、資格情報、医療券/
調剤券情報の状態遷移は以下の通りです。
ー 資格情報①（“資格取得年月日”：1日、“資格喪失
年月日“：4日）
ー 医療券情報①：自動で無効とする。（“有効開始年
月日“：1日、“有効終了年月日“：31日→4日）

ー 資格情報②（“資格取得年月日”：9日、“資格喪失
年月日“：設定なし）
ー 医療券情報②：新規登録する。（“有効開始年月日
“：9日、“有効終了年月日“：31日）

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

6 A社 医療扶助の医療券/
調剤券情報
単独/併用

加入者資格情報
資格喪失事由

(前頁のご照会事項の続き)

また、上記のケースを確認している際に以下のことが不
明点として発生しましたので、ご回答をお願いできればと
思います。

データの送付に関して、前頁のように1月内に複数の医
療券が発行されるような場合、今後は１月あたり有効
期間と内容に応じた複数のデータを送付することを想定
しますが、交付番号の異なるデータを送付すれば、それ
ぞれのレセプトが返ってくると理解しましたが、よろしいで
しょうか。
現在、受給者番号は人ごとに固定化されており、交付
番号も任意となっているため、どのようなレセプトデータが
返ってきて、レセプト管理システム側で審査突合がされ
るのかがわかりませんでした。

• 検討事項一覧に取り込む想定。
<ベンダ様へのご質問>
• 現行の紙の医療券で、1月内に同一の

診療科目・指定医療機関等に対して、
“交付番号“の異なる医療券が発行さ
れるケースがございますでしょうか。
もし、該当するケースがある場合、レセ
プトは1件or2件どちらで連携されていま
すでしょうか。

（前提）前頁のパターン②を例にご質問
いたします。
• 医療券情報①、医療券情報②に同

一の“交付番号”を登録することは、生
活保護システムの仕組み上可能でしょ
うか。
不都合が生じる点があればご記載いた
だけますと幸いです。

ー 資格情報①（“資格取得年月
日”：1日、“資格喪失年月日“：4
日）
ー 医療券情報①：自動で無効とす
る。（“有効開始年月日“：1日、“有
効終了年月日“：31日→4日、”交
付番号”：111）

ー 資格情報②（“資格取得年月
日”：9日、“資格喪失年月日“：設
定なし）
ー 医療券情報②：新規登録する。
（“有効開始年月日“：9日、“有効
終了年月日“：31日、”交付番号”：
111）

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

7 A社 医療扶助の医療券/
調剤券情報

指定医療機関コード
指定医療機関名

<当初のご指摘/ご照会事項>
#13 指定医療機関コードと#14 指定医療機関名に
ついては、医療券の場合のみ必須登録となっております
が、医療券だけでなく全て必須と考えております。」

<弊社からの一次回答>
「医療券・調剤券を同時に発行する場合、発行時点
で患者がどの薬局に来局するか決定していないユース
ケースが存在すると認識しており、上記ユースケースを
想定し、調剤券においては、指定医療機関コード（薬
局）・指定医療機関名（薬局）を任意項目とする
想定です。

<今回のご指摘/ご照会事項>
医療券発行時点では、薬局に来局するか決定してい
ないケースがあるまでの認識は合っていますが、現行の
紙の運用であれば、どこの薬局に行くかわからない段階
では、送付先がないため、調剤券は発行しておりません。
また、医療診療の結果、調剤が必要な処方箋が出て
いるかも把握できない認識です。
その場合でも#13指定医療機関コード、#14指定医
療機関名が空のデータを送付する必要があるのでしょう
か。
送付する必要がある場合、後日、薬局から発行依頼
があれば、#13、#14を登録したものを別データとして
送付するのでしょうか。
現在の紙の運用で送付していないものを、データでは送
付するように受け取れるため、確認させていただきました。

• ご回答いただきありがとうございます。
ご記載いただいた内容も踏まえ、オ
ン資導入前後の運用を整理しまし
た。

• ご記載いただいた運用はパターン①
に該当すると認識しております。オン
資導入後も現行の運用から変更な
い認識です。

＜パターン①＞
• （現行：事後送付）薬局からの

請求に応じて、事後的に（調剤後
に）薬局に調剤券を郵送する。
⇒オン資導入後：薬局からの請求
に応じて、調剤券情報を登録する。
※現行の運用から変更ない認識。

＜パターン②＞
• （現行：医療券の発行と同時に

調剤券を発行）被保護者に対し
て、医療券を手交する際に、調剤
券（指定医療機関は空欄）も手
交する。
⇒オン資導入後：医療券情報の
登録時に、調剤券情報（指定医
療機関名・コードは空欄）を登録
する。薬局からの請求後、事前に
登録した調剤券情報を更新する。
※現行の運用から変更ない認識。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

8 D社 医療扶助の医療券/
調剤券情報
ケース番号

「ケース番号」について、何に利用されるの
でしょうか？
「受給者番号」が個人を特定する番号で
はないのでしょうか？

• “公費負担者番号”・“受給者番号”で個人を特
定します。標準仕様書（案）の帳票項目となる
べく整合性を取るため、“ケース番号”の項目を設
定しています。
※標準仕様書（案）の帳票項目では、“ケース
番号”はオプションの位置づけであるため、医療券
/調剤券情報でも任意項目とする想定です。

9 加入者基本情報/
加入者資格情報

被保護者が、保護開始と廃止を繰り返し
た際、同一人物のレコードが複数あるとい
う認識でよろしいでしょうか？
たとえば、加入者基本情報（１）：加
入者資格情報（Ｎ）というイメージです。

• ご認識の通りです。
• 医療保険のオンライン資格確認の仕組み（同

一企業/保険者への再加入）を踏襲し、保護の
廃止→再開時は加入者資格情報を更新し、加
入者基本情報（１）：加入者資格情報（Ｎ）
とする運用を想定しております。

10 加入者資格情報/
資格喪失事由

02:「生活保護受給開始」
新規登録時に「02」がありますが、資格
喪失事由は必要でしょうか？
継続の場合に何をセットするかわかりませ
んでした。

• 本項目は医療扶助のオンライン資格確認では使
用しない項目です。
※医療保険のオンライン資格確認と同じファイル
レイアウトを利用することも見据えて、本項目を
残したままにしています。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

11 D社 加入者資格情報/
資格喪失事由

本項目について、「保護廃止の理由
（死亡）」と「保護の状態（廃止）」
が混在するため、タイミングによっては、
整合性がとれない項目になり得る可
能性があります。

• ご指摘内容を踏まえ、データ項目名を以下の通り変更しま
す。
<変更前>
01:死亡
02:生活保護受給開始（※医療扶助では使用しない）
03:保護の廃止（※医療保険等の取得）
04:保護の停止
99:その他

<変更後>
01:死亡（※死亡による保護廃止時）
02:生活保護受給開始（※医療扶助では使用しない）
03:医療保険等の資格取得（※医療保険者等の取得に
伴う保護の廃止/停止時）
99:その他
※医療保険取得により保護が廃止されない場合（併用と
なる場合）は本項目は設定しない。

12 加入者資格情報/
資格喪失事由

「04:保護の停止」から「保護の再開」
をした場合は、何がセットされますか？
たとえば、セットするものだけではなくて、
「保護の継続中（※再開を含む）の
場合は、空白。」とあるとイメージがつき
やすいです。

• 保護の停止→再開の場合の扱いにつきましては、保護再開
を新規の資格取得として取り扱います。具体的には、保護
停止の際に、既に登録していた資格情報等のレコード（レ
コード①）を資格喪失状態とし、保護再開の際は、新規で
資格情報等のレコード（レコード②）を登録する運用を想
定しております。

ー レコード①：保護停止日を“資格喪失年月日”に登録
し、資格喪失の取り扱いとする（データ無効）。
ー レコード②：保護再開日を“資格取得年月日”に登録
し、資格取得の取り扱いとする（データ有効）。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

13 D社 医療扶助の医療券/
調剤券情報

居住地

本項目について、入院している世帯は、
保護を申請している住所を設定するので
しょうか？入院先を設定するのでしょう
か？

＜貴省へのご確認＞
• 入院している世帯は、左記にご回答いただいた

前者（保護を申請している住所）が住所、後
者（入院先）が居住地であると認識しています
が認識に齟齬ありますでしょうか。

• 以下の運用を想定しておりますが、よろしいでしょ
うか。
“居住地”には、住所を登録する運用を基調とす
る想定ですが、現行の運用で居住地（入院
先）を記載している場合は、居住地（入院
先）を登録することも可能とします。

14 医療扶助の医療券/
調剤券情報

役職名

#25「役職名」について、役職自体の項
目は必要でしょうか？

• #4と同様に回答

15 全体に係るご指摘 全体的に各情報のキーが不明でした。 • 医療保険のオンライン資格確認の仕組みを踏襲
し、加入者基本情報/加入者資格情報/医療
券調剤券情報等（生活保護システム→医療
保険者等向け中間サーバー等に連携される情
報）につきましては、個人番号をキーに連携され
る運用を想定しております。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

16 B社 医療扶助の医療券/調
剤券情報
診療別

<当初のご指摘/ご照会事項>
医療券/調剤券情報「診療別」が複数選択可能と記載が
ありますが、本情報は医療券単位の情報となるため、複数
選択とはどのような想定でしょうか。

<弊社からの一次回答>
月初は入院、その後月内で入院外（外来）となるユース
ケースにおいて、医療券で複数の診療別が登録される運
用を想定しています。

<今回のご指摘/ご照会事項>
現在の運用では、診療毎に医療券を発行しております。現
在の運用では、診療毎に医療券を発行しております。
医療券に印字される有効開始終了日が異なることや継続
要否の発行有無が異なったりレセプトとの突合もそれぞれで
実施するためご提示いただいた運用は把握しておりません
でした。

• 現行の運用をご教示いただきありがとうご
ざいます。

• 診療毎に医療券を発行している場合、
現行通り単一選択で発行していただく形
で問題ありません。
一方で、医科歯科併設の医療機関に
医療券を複数（医科/歯科で分けて）
発行することが煩わしいため、本項目を
複数選択するケースも想定し、複数選
択する運用を想定しております。

17 医療扶助の医療券/調
剤券情報
診療別

<当初のご指摘/ご照会事項>
歯科入院は入院扱いでしょうか。

<弊社からの一次回答>
ご認識の通り、歯科入院につきましては入院扱いとする運
用を想定しております。

<今回のご指摘/ご照会事項>
お聞きした背景としては、医療受診後に基金からレセプトが
返送され、システムの医療券発行内容とレセプトデータの
突合時に医療機関に応じて歯科入院が「歯科」として戻さ
れてくることがあり、突合時にエラーとなることが度々発生し
ておりました。上記の件の運用面を含めての確認として質
問をさせていただきましたが、医療券の仕様としては「入院
扱いとする」ことで特に認識に齟齬ございません。

• ご回答いただきありがとうございます。ご記
載いただいた内容は、医療券では診療
別が「入院」として発行され、一方で、医
療機関側で作成するレセプトには「歯
科」として登録されるため、レセプト返送
後の福祉事務所での突合時にエラーが
生じるユースケースであると認識しており
ます。
⇒オンライン資格確認では、生活保護シ
ステムが登録した医療券/調剤券情報
が、医療機関側システム上に自動で取り
込まれるため、上記のようなマニュアル
（手作業）でのレセプト作成に起因す
るエラー等の発生を低減できると考えて
います。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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# ベンダ名 情報/項目 指摘/照会事項 対応方針（※回答文案）

18 B社 医療扶助の医療券/
調剤券情報

備考欄

現行の弊社パッケージ仕様では、備考欄には以
下の内容を印字しております。
備考欄１：印字無し
備考欄２：都道府県費該当者（法73条該
当者）、後期高齢医療該当者、社会保険記
号番号
備考欄３：印字無し

• 現行の備考欄に係る運用をご教示いただきあ
りがとうございます。
備考1、2、3は、現行の運用を踏襲し、他法
の情報を登録する運用を想定しています。
※“都道府県費該当者（法73条該当
者）”・“後期高齢医療該当者の項目“は、
#35・36のデータ項目に定義しています。

19 C社 医療扶助の医療券/
調剤券情報

指定医療機関名

薬局が決まってない段階で調剤券を出す事は
無いかと思います。

• #7と同様に回答。

20 医療扶助の医療券/
調剤券情報

<当初のご指摘/ご照会事項>
「感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律第37条の2の該当状況」は当
該医療に対し適用するしないに関わらず、保有
している場合は01:ありを設定することで良いか。

<弊社からの一次回答>
現行の医療券/調剤券での取り扱いをご教示く
ださい。

<今回のご指摘/ご照会事項>
弊社システムでは他法全般については、「併用
券となる他法の場合」⇒他法名を表記、「併用
券とならない他法の場合」⇒表記無しとなります。
一方で、自治体様から、単独・併用に関わらず、
感染症以外の他法（自立支援等の他法）も
含めた保有状況を印字する仕様を求められて
います
※社保、感染症に関する項目はありますが、自
立支援等の他法の保有状況を表現する項目
は必要なのではないでしょうか。

＜貴省へのご確認＞
• お手数ですが、以下を標準仕様書策定案件

側にご確認いただければ幸いです。

「感染症の予防及び感染症の患者に対する
医療に関する法律第37条の2の該当状況」、
「後期高齢者医療の該当状況」、「都道府県
費の該当状況」において、当該医療に対し適
用するしないに関わらず、保有している場合は
01:ありを設定するのか。
※自立支援等の他法の保有状況につきまし
ては、保有している場合、備考欄1-3に登録
いただく運用を想定しております。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.5 補足資料_QA一覧項番37
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AsIs/ToBe 分類 業務概要

AsIs ＜通常パターン＞
保護の決定（新規登録）

被保護者から申請を受け、審査の上、福祉事務所の職員が保護を決定する（保護決定通知の発行）。

＜通常パターン＞
保護の停止

被保護者から申請、又は福祉事務所内での審査に基づき、福祉事務所の職員が保護を停止する。
※その時点で有効な医療券/調剤券も無効となる。

＜通常パターン＞
保護の再開

被保護者から申請、又は福祉事務所内での審査に基づき、福祉事務所の職員が保護を再開する。
※医療券/調剤券が必要な場合は再度発行する。

＜通常パターン＞
保護の廃止

被保護者から申請、又は福祉事務所内での審査に基づき、福祉事務所の職員が保護の廃止を決定する。
※その時点で有効な医療券/調剤券も無効となる。

ToBe ＜通常パターン＞
保護の決定（新規登録）

被保護者から申請を受け、審査の上、福祉事務所の職員が保護を決定する（資格情報の登録）。

＜通常パターン＞
決定内容の更新（停止・再
開・廃止）

被保護者から申請、又は福祉事務所内での審査に基づき、福祉事務所の職員が保護の決定内容を更新する
（資格情報の更新）。
※停止・廃止：その時点で有効な医療券/調剤券も無効となる。
※再開：医療券/調剤券が必要な場合は再度発行する。

資格情報の登録

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.8 補足資料_QA一覧項番50
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AsIs/ToBe 分類 業務概要

AsIs ＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

要否意見書を踏まえ、福祉事務所の職員が医療扶助の決定（医療券の発行）を行う。
※制度の原則通りの運用（福祉事務所→被保護者）

＜例外パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

医療機関に対して医療券を一括で登録するパターン（福祉事務所→医療機関）
要否意見書を踏まえ、医療扶助の決定後、福祉事務所の職員が月次で医療券を発行し、医療機関ごとに纏
めて送付する。
※医療機関に対して医療券を一括で登録するパターン（福祉事務所→医療機関）

＜例外パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

医療機関からの請求（Web申請・電話等）に基づき、被保護者の受診後、事後的に福祉事務所の職員が
医療扶助の決定（医療券の発行）を行う。
※事後的に登録を行うパターン（医療機関→福祉事務所→被保護者/医療機関）

ToBe ＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

要否意見書を踏まえ、福祉事務所の職員が医療扶助の決定（医療券情報の登録）を行う。

＜例外パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

要否意見書を踏まえ、福祉事務所の職員が月次で医療券情報を登録する。
※医療機関に対して医療券を一括で登録するパターン
※Webサイト・紙の請求書等によって、医療機関→福祉事務所に医療券情報の登録依頼が行われるものも
含む。

＜例外パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

医療機関からの請求（電話等）に基づき、被保護者の受診後、事後的に福祉事務所の職員が医療扶助の
決定（医療券情報の登録）を行う。
※受診後、事後的に登録を行うパターン

＜例外パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

※紙の医療券を発行するパターン

＜通常パターン＞
医療券情報の更新・削除

被保護者から申請、又は福祉事務所内での審査に基づき、福祉事務所の職員が医療券情報の更新・削除を
行う（医療券情報の更新）。
※本人支払額、傷病名などのデータ項目は事後的に更新されることがある。

医療券情報の登録

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.8 補足資料_QA一覧項番50
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AsIs/ToBe 分類 業務概要

AsIs ＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

要否意見書を踏まえ、福祉事務所の職員が医療扶助の決定（調剤券の発行）を行う。
※制度の原則通りの運用（福祉事務所→被保護者）

＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

医療券の発行に併せて、福祉事務所の職員が調剤券を発行する。
※指定医療機関の欄などが空欄のまま発行されることもある。
※医療券の発行に併せて調剤券を発行するパターン（福祉事務所→被保護者）

＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

要否意見書を踏まえ、医療扶助の決定後、福祉事務所の職員が月次で調剤券を発行し、薬局ごとに纏めて
送付する。
※薬局に対して医療券を一括で登録するパターン（福祉事務所→薬局）

＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

薬局からの請求（Web申請・電話等）に基づき、被保護者への調剤後、事後的に福祉事務所の職員が医
療扶助の決定（調剤券の発行）を行う。
※事後的に登録を行うパターン（薬局→福祉事務所→被保護者/薬局）

ToBe ＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

要否意見書・処方箋を踏まえ、福祉事務所の職員が医療扶助の決定（調剤券情報の登録）を行う。
※制度の原則通りの運用

＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

医療券情報の登録に併せて、福祉事務所の職員が調剤券情報の登録を行う。
※医療券の発行に併せて調剤券を発行するパターン
※指定医療機関のデータ項目などが未登録となることもある。

＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

要否意見書・処方箋を踏まえ、福祉事務所の職員が月次で調剤券情報を登録する。
※薬局に対して調剤券を一括で登録するパターン
※Webサイト・紙の請求書等によって、医療機関→福祉事務所に医療券情報の登録依頼が行われるものも
含む。

＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

薬局からの請求（電話等）に基づき、被保護者への調剤後、事後的に福祉事務所の職員が医療扶助の決
定（調剤券情報の登録）を行う。
※事後的に登録を行うパターン

＜例外パターン＞
医療扶助の決定（新規登
録）

※紙の調剤券を発行するパターン

＜通常パターン＞
調剤券情報の更新・削除

被保護者から申請、又は福祉事務所内での審査に基づき、福祉事務所の職員が調剤券情報の更新・削除を
行う（調剤券情報の更新）。
※本人支払額、傷病名、指定医療機関などのデータ項目は事後的に更新されることがある。

調剤券情報の登録

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.8 補足資料_QA一覧項番50
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AsIs/ToBe 分類 業務概要

AsIs ー ー
※該当する業務無し。

ToBe ＜通常パターン＞
健診情報の登録（新規登
録）

※健診情報は自治体の保険部局から入手し、生活保護システム/レセプト管理システムに取り込む。

＜通常パターン＞
健診情報の更新・削除

＜通常パターン＞
健診情報の引継ぎ

※保険者間のデータの引継ぎに係る同意情報の管理（中間サーバー等経由）

＜通常パターン＞
健診情報の引継ぎ

※保険者間のデータの引継ぎに係る同意情報の管理（特定健診等データ収集／管理システム経由）

＜通常パターン＞
健診情報の引継ぎ

※保険者間のデータの引継ぎ

健診情報の登録

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.8 補足資料_QA一覧項番50
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AsIs/ToBe 分類 業務概要

AsIs ＜通常パターン＞
医療券の確認

医療機関の受付で被保護者が提示した紙の医療券を確認する。
※紙の医療券を確認するパターン（制度の原則通りの運用）

＜例外パターン＞
医療券の確認

被保護者の受診後、福祉事務所に対して医療券を請求し（Web申請・電話等）、事後的に福祉事務所か
ら郵送された紙の医療券を確認する。
※福祉事務所から郵送された紙の医療券を確認するパターン

ToBe ＜通常パターン＞
医療券情報の確認

被保護者のマイナンバーカードによるオンライン資格確認を行う。
※通常パターン（制度の原則通りの運用）

＜通常パターン＞
医療券情報の確認

被保護者が提示する受給者証・保護決定通知書等に基づき、受給者番号等を利用したオンライン資格確認
を行う。
※受給者番号等によるオンライン資格確認のパターン

＜例外パターン＞
医療券情報の確認

※医療機関で控えた受給者番号等を利用した事後的なオンライン資格確認のパターン（事後的・都度の資格
確認）

＜例外パターン＞
医療券情報の確認

※医療機関コードにより医療券情報を一括照会するパターン（事後的・月次の資格確認）

＜通常パターン＞
医療券の確認

医療機関の受付で被保護者が提示した紙の医療券を確認する。
※紙の医療券を確認するパターン（制度の原則通りの運用）

＜例外パターン＞
医療券の確認

被保護者の受診後、福祉事務所に対して医療券を請求し（Web申請・電話等）、事後的に福祉事務所か
ら郵送された紙の医療券を確認する。
※福祉事務所から郵送された紙の医療券を確認するパターン

資格確認（医療機関）

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.8 補足資料_QA一覧項番50
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AsIs/ToBe 分類 業務概要

AsIs ＜通常パターン＞
調剤券の確認

薬局の受付で被保護者が提示した紙の調剤券を確認する。
※紙の調剤券を確認するパターン（制度の原則通りの運用）

＜通常パターン＞
調剤券の確認

被保護者に対する調剤後、福祉事務所に対して調剤券を請求し（Web申請・電話等）、事後的に福祉事
務所から郵送された紙の調剤券を確認する。
※調剤時に処方箋の確認を行う。
※福祉事務所から郵送された紙の調剤券を確認するパターン

ToBe ＜通常パターン＞
調剤券情報の確認

被保護者のマイナンバーカードによるオンライン資格確認を行う。
※通常パターン（制度の原則通りの運用）

＜通常パターン＞
調剤券情報の確認

被保護者が提示する処方箋・受給者証・保護決定通知書等に基づき、受給者番号等を利用したオンライン資
格確認を行う。
※受給者番号等によるオンライン資格確認のパターン（制度の原則通りの運用）

＜通常パターン＞
調剤券情報の確認

※薬局で控えた受給者番号等を利用した事後的なオンライン資格確認のパターン（事後的・都度の資格確
認）

＜通常パターン＞
調剤券情報の確認

※医療機関コードにより調剤券情報を一括照会するパターン（事後的・月次の資格確認）

＜通常パターン＞
調剤券の確認

薬局の受付で被保護者が提示した紙の調剤券を確認する。
※紙の調剤券を確認するパターン（制度の原則通りの運用）

＜通常パターン＞
調剤券の確認

被保護者の受診後、福祉事務所に対して調剤券を請求し（Web申請・電話等）、事後的に福祉事務所か
ら郵送された紙の調剤券を確認する。
※福祉事務所から郵送された紙の調剤券を確認するパターン

資格確認（薬局）

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.8 補足資料_QA一覧項番50
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AsIs/ToBe 分類 業務概要

AsIs ー ー
※該当する業務無し（頻回受診対象者の特定・指導業務は現行通り継続して実施する）。

ToBe ＜通常パターン＞
資格確認実績（ログ情報）
の分析

通常パターン

資格確認実績（ログ情報）の分析

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.8 補足資料_QA一覧項番50
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プ
ー
ル
名

プール

データストア

ゲートウェイ

OR条件分岐 並列分岐

タスク

プ
ー
ル
名

レーン

レ
ー
ン
名

レ
ー
ン
名

グループ（システムにおける処理を表現）

XX  ○○システム

開始イベント 中間イベント 終了イベント

折りたたまれたサブプロセス

＋

テキスト注釈・コメント等

シーケンスフロー 関連 メッセージフロー メッセージ データオブジェクト

Ｘ ＋

本業務フロー図においては、BPMN2.0仕様の基本図形より以下を使用します（但し、注釈・コメント等は一般的な吹き出しを使用）
。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.8 補足資料_QA一覧項番50
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【ToBe】
業務フロー図
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Ⅰ.資格情報及び医療券/調剤券情報の登録
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自
治
体
・
福
祉
事
務
所

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

被
保
護
者

シ
ス
テ
ム

職
員

統合専用端末

生活保護システム

医療保険者等向け中間サーバー（委託区画）

資格情報
の登録を行う

資格情報

資格情報の登録
結果を確認する

資格情報

資格情報の
取込結果

資格情報(オン資
用)の登録

資格情報
の登録結果表示

Ｘ

資格情報(オン資
用)の登録

資格情報
の登録結果表示

統合専用端末の場
合

資格情報

保護の申請を行う

申請書
など

保護決定通知書
を受け取る

保護決定通知
書など

申請内容の登録
を行う

保護決定通知書
を交付する

資格情報

資格情報

資格情報
の取込

資格情報
の取込結果連携

【説明】
データアップロード方法は下記の方法で実施
・統合専用端末による一括処理（CSVファイルアップロード）
・統合専用端末による個別処理（オンライン入力）

資格情報の
取込結果

サーバー間連携の場合

枝番・受付番号の管理などの
中間サーバーの後続業務は省略

申請書等の受領及び
審査を行う

＋

審査に係る業務に変更はない想定の
ため、詳細な記載は省略

【説明】
データアップロード方法は下記の方法で実施
・サーバー間連携による一括処理（サーバー間XMLデータ連携）
・サーバー間連携による個別処理（Webサービス連携）

マイナンバー無しの登録も可能とする

マイナンバー無しの登録は不可

業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 資格情報の登録（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
保護の決定（新規登録）

ToBe
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自
治
体
・
福
祉
事
務
所

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

被
保
護
者

シ
ス
テ
ム

職
員

統合専用端末

生活保護システム

医療保険者等向け中間サーバー（委託区画）

医療券情報の登
録を行う

医療券情
報

医療券情報の登
録結果を確認す
る

医療券情
報

医療券情報の取込
結果

医療券情報(オン
資用)の登録

医療券情報の登
録結果表示

Ｘ

医療券情報(オン
資用)の登録

医療券情報の登
録結果表示

統合専用端末の場
合

医療券情
報

医療扶助の
申請を行う

要否意
見書な
ど

医療扶助の決定
結果を確認する

要否意見書の内
容の登録を行う

医療扶助の決定
結果を通知する

医療券情
報

医療券情報

医療券情報の取
込

医療券情報の取
込結果連携

サーバー間連携の場合

受付番号の管理などの
中間サーバーの後続業務は省略

要否意見書等の受
領及び審査を行う

＋

審査に係る業務に変更はない想定の
ため、詳細な記載は省略

【説明】
データアップロード方法は下記の方法で実施
・サーバー間連携による一括処理（サーバー間XMLデータ連携）
・サーバー間連携による個別処理（Webサービス連携）

マイナンバー無しの登録も可能とする

業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 医療券情報の登録 （ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登録）

【説明】
データアップロード方法は下記の方法で実施
・統合専用端末による一括処理（CSVファイルアップロード）
・統合専用端末による個別処理（オンライン入力）

ToBe

・福祉事務所から被保護者への要否意
見書の交付
・被保護者から医療機関への要否意見
書の記載依頼
・医療機関における要否意見書の記載
のフローは省略する

要否意見書を
提出する

マイナンバー無しの登録は不可
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 医療券情報の登録 （ToBe）

業務パターン ＜例外パターン＞
医療扶助の決定（新規登録）
※受診後、事後的に登録を行うパターン

ToBe

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等

運
営
主
体
（
支
払
基
金
・

国
保
中
央
会
）

オンライン資格確認システム

医
療
機
関
等

資格確認システム接続端末

医療機関等システム(レセコン等)

受
付
窓
口

シ
ス
テ
ム

被
保
護
者

医療機関で診察を
申し込む

受付
マイナンバーカード
の提示依頼、問
診票作成依頼を
行う

受診
等

診察
等

マイナンバーカードをかざす(読
取)

オンライン資格確
認処理
（利用者証明
用電子証明
書）

マイナンバーカー
ド読取り情報
(利用者証明
用電子証明
書)

資格照会要求情報
(医療機関コード、
利用者証明用
電子証明書のシリアル番号、
照会日時 等)

回答表示

回答記録・回
答送信

問診票及び福祉事
務所の回答内容を、

医療機関等システ
ムに登録する

患者情報

資格情報
(資格情報（氏名・生年月日（公費
負担者番号・受給者番号は含まな
い））等)

エラーの有無を確
認、オンライン資
格確認の結果を
伝達する

オンライン
資格確認
結果の通知
（口頭）

依頼
（口
頭）

福祉事務所への
電話照会を依頼す
る

患者を呼ぶ

資格照会回答情報（資格情報（公費負担者番号・受給者番号・未委託のフラグを含む）／無効／エラー）

資格照会回答情報（資格情報（未委託
の資格確認の表示）／無効／エラー）

利用者証明
用電子証明
書の有効性
確認

問診票を受け取
る

問診
票

資格情報取得

資格情報等

特定機
関認証

CRL確認ログ

Ｘ

PIN無し認
証

PINあり
認証

マイナン
バーカー
ド読取り
情報(利
用者証
明用電
子証明
書)

自
治
体
・
福
祉
事
務
所

職
員

福祉事務所に電
話照会を行う

被保護者の確認
を行う。

シ
ス
テ
ム

生活保護システム

資格情報等

医療扶助の利用
可否を回答する。

福祉事務所の回
答内容を確認し、
問診票作成依
頼を行う。

問診票を記入す
る。

問診票を窓口に
提出する。

問診
票

【説明】
現行の運用通り、福祉事務所への電話照会等
により、未委託の状態（医療券が登録されてい
ない状態）でも診察を行うことを可能とする。

【説明】
未委託の資格確認の表示が確認できた場合、
医療機関等→福祉事務所に電話照会等により、
医療扶助の利用可否等を確認する。

【説明】
現行の運用通り、福祉事務所から回答結果をに
基づき、氏名・生年月日等の基礎情報を登録す
る。

医療券情報の登録等

【説明】
医療券情報の登録の流れは、
＜通常パターン＞医療扶助の決定（新規登録）と同様。
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医
療
機
関
等

自
治
体
・
福
祉
事
務
所

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

被
保
護
者

シ
ス
テ
ム

職
員

統合専用端末

生活保護システム

医療保険者等向け中間サーバー（委託区画）

調剤券情報の登
録を行う

調剤券情
報

調剤券情報の登
録結果を確認す
る

調剤券情
報

調剤券情報の取込
結果

調剤券情報(オン
資用)の登録

調剤券情報の登
録結果表示

Ｘ

調剤券情報(オン
資用)の登録

調剤券情報の登
録結果表示

統合専用端末の場
合

調剤券情
報

医療扶助の
申請を行う

医療扶助の決定
結果を確認する

要否意見書の内
容の登録を行う

医療扶助の決定
結果を通知する

調剤券情
報

医療券情報

調剤券情報の取
込

調剤券情報の取
込結果連携

サーバー間連携の場合

受付番号の管理などの
中間サーバーの後続業務は省略

要否意見書・処方
箋等の受領及び審
査を行う

＋

審査に係る業務に変更はない想定の
ため、詳細な記載は省略

【説明】
データアップロード方法は下記の方法で実施
・サーバー間連携による一括処理（サーバー間XMLデータ連携）
・サーバー間連携による個別処理（Webサービス連携）

マイナンバー無しの登録も可能とする

業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 調剤券情報の登録 （ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登録）

【説明】
データアップロード方法は下記の方法で実施
・統合専用端末による一括処理（CSVファイルアップロード）
・統合専用端末による個別処理（オンライン入力）

ToBe

要否意見書・
処方箋を提出
する

マイナンバー無しの登録は不可

受
付
窓
口

処方箋の発
行を行う

要否意
見書な
ど

・福祉事務所から被保護者への要否意見書の交付
・被保護者から医療機関への要否意見書の記載依
頼
・医療機関における要否意見書の記載
のフローは省略する

処方箋

・医療機関における診察のフロー
は省略する
・医療機関での受診後、要否意
見書・処方箋を利用した医療扶
助の申請を基調とする
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自
治
体
・
福
祉
事
務
所

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

被
保
護
者

シ
ス
テ
ム

職
員

統合専用端末

生活保護システム

医療保険者等向け中間サーバー（委託区画）

医療券/調剤券
情報の登録を行
う

医療券/調
剤券情報

医療券情/調剤
券報の登録結果
を確認する

医療券/調
剤券情報

医療券/調剤券情
報の取込結果

医療券/調剤券
情報(オン資用)
の登録

医療券/調剤券
情報の登録結果
表示

Ｘ

医療券/調剤券
情報(オン資用)
の登録

医療券/調剤券
情報の登録結果
表示

統合専用端末の場
合

医療券情
報

医療扶助の
申請を行う

要否意
見書な
ど

医療扶助の決定
結果を確認する

要否意見書の内
容の登録を行う

医療扶助の決定
結果を通知する

医療券/調
剤券情報

医療券/調剤
券情報

医療券/調剤券
情報の取込

医療券/調剤券
情報の取込結果
連携

サーバー間連携の場合

受付番号の管理などの
中間サーバーの後続業務は省略

要否意見書等の受
領及び審査を行う

＋

審査に係る業務に変更はない想定の
ため、詳細な記載は省略

【説明】
医療券情報の登録に併せて、調剤券情報も登録する
この際、指定医療機関は未登録とし、処方箋元発行医療機関に医
療券の指定医療機関を登録する運用も可能とする

マイナンバー無しの登録も可能とする

業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 調剤券情報の登録 （ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
医療扶助の決定（新規登録）
※医療券の発行に併せて調剤券を発行するパターン

【説明】
データアップロード方法は下記の方法で実施
・統合専用端末による一括処理（CSVファイルアップロード）
・統合専用端末による個別処理（オンライン入力）

ToBe

・福祉事務所から被保護者への要否意
見書の交付
・被保護者から医療機関への要否意見
書の記載依頼
・医療機関における要否意見書の記載
のフローは省略する

要否意見書を
提出する

マイナンバー無しの登録は不可

【説明】
データアップロード方法は下記の方法で実施
・サーバー間連携による一括処理（サーバー間XMLデー
タ連携）
・サーバー間連携による個別処理（Webサービス連携）
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Ⅱ.健診情報の登録
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 健診情報の登録（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
健診情報の登録（新規登録）

ToBe

支
払
基
金

厚
生
労
働
省

自
治
体
・
福
祉
事
務
所

シ
ス
テ
ム

職
員

特定健診実施
データ

実績報告デー
タ

オンラインに
より提出

特定健診等デー
タを提出

Ｘ

問題な
し

問題あ
り

蓄積
提出用データ作
成、送付

受領

エラー連絡書
受領

NDB

NDBに登録

集計

エラー連絡書送付

受領書受領

エラー連絡書

実績報告デー
タ（匿名化
無）

実績報告データ（匿名化済）

シ
ス
テ
ム

職
員

受付・点検処理

実績報告デー
タ
（匿名化無）

実績報告
データ

実績報告
データ（匿
名化済）

実績報告デー
タ（匿名化
無）

受領書送付

受領書、
集計情報ファイ
ル

＋

電子媒体により
特定健診等デー
タを提出

電子媒体に
より提出

暗号化

復号化

実績報告デー
タ
（匿名化無）

資格チェック

特定健診等
データベース

実績報告デー
タ（匿名化
無）

特定健診情報管理機能

特定健診の情報
を登録

削除結果連絡書
受領

削除結果連絡書
送付

オンライン資格確認システム

資格情報
DB

Ｘ
問題あ
り

問題な
し

重複データチェック

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

実績報告デー
タ（匿名化
無）

実績報告デー
タ（匿名化
済）

データ削除

削除結果連絡書

特定健診等データ収集システムから、ファイ
ルチェック完了後の“エラー無しトリガー” の連
携を受け、情報登録処理を開始する。また、
“エラー有りトリガー”の連携を受けた場合は、
情報登録処理を中止する。
本処理は、社保系のみを対象として実施す
るため、特定健診情報の連携元が社保/国
保の区別を判断した上で処理する。
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 健診情報の登録（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
健診情報の更新・削除

ToBe

支
払
基
金

自
治
体
・
福
祉
事
務
所

提出した特定健
診実施データの
修正

実績報告デー
タ
（匿名化無）

オンラインに
より提出

特定健診等デー
タを提出

特定健診実施
データの更新

受領書受領

実績報告デー
タ（匿名化
無）シ

ス
テ
ム

職
員

受付

実績報告デー
タ
（匿名化無）

実績報告
データ実績報告デー

タ（匿名化
無）

受領書送付

特定健診等データ収集システム（特定健診・レセプト情報等収集・提供システムを含む）

＋

電子媒体により
特定健診等デー
タを提出

電子媒体に
より提出

暗号化

復号化

実績報告デー
タ
（匿名化無）

受領書

加入者から
特定健診情
報の誤りを受
領する

資格チェック

特定健診等
データベース

実績報告デー
タ（匿名化
無）

特定健診情報管理機能

特定健診の情報
を登録

削除結果連絡書
受領

削除結果連絡書
送付

削除結果連絡
書

オンライン資格確認システム

資格情報
DB

Ｘ
問題あ
り

問題な
し

データ削除

重複データチェック

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

実績報告デー
タ（匿名化
無）

特定健診等データ収集システムから、ファイ
ルチェック完了後の“エラー無しトリガー” の連
携を受け、情報登録処理を開始する。また、
“エラー内容”の連携を受けた場合は、エラー
有り情報を削除の上、情報登録処理を開
始する。
本処理は、社保系のみを対象として実施す
るため、特定健診情報の連携元が社保/国
保の区別を判断した上で処理する。
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 健診情報の登録（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
健診情報の引継ぎ
※保険者間のデータの引継ぎに係る同意情報の管理（中間サーバー等経由）

ToBe

自
治
体
・
福
祉
事
務
所

(

現
保
険
者)

加
入
者

異動以前の特定健
診情報の取得につい
て、同意を申請

承諾

依頼

異動以前の特定健
診情報の取得を承諾

加入者情報（同意フラグ）
の変更

＋

• 【A-3-1】Ⅰ-01-02 加入者情
報の変更(市町村国保以外)およ
び【A-3-1】 Ⅰ-02-02 加入者
情報の変更(市町村国保)を参照

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

医療保険者等向け中間サーバー等

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

特定健診情報管理機能

オンライン資格確認システム

加入者情報（同意
フラグ）の変更につい
て連携

加入者情報（同意
フラグ）変更について
受付、オンライン資格
確認システムに連携

加入者情報
（同意フラグ）

の変更に係る情報

加入者情報（同意
フラグ）変更について
受付、特定健診情
報管理機能に連携

加入者情報
（同意フラグ）

の変更に係る情報

受付

加入者情報
（同意フラグ）

の変更に係る情報
同意情報DB

加入者情報から同意
フラグについて抽出し
た上で、DBに格納

同意フラグ
に係る情報
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 健診情報の登録（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
健診情報の引継ぎ
※保険者間のデータの引継ぎに係る同意情報の管理（特定健診等データ収集／管理システム経由）

ToBe

自
治
体
・
福
祉
事
務
所

(

現
保
険
者)

加
入
者

異動以前の特定健
診情報の取得につい
て、同意を申請

依頼

支
払
基
金
・
国
保
連
合
会

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

異動以前の特定健
診情報の取得を承諾

承諾

同意情報データ
（同意フラグ）

同意情報データ
を提出

Ｘ

問題な
し

問題あ
り

エラー連絡書
受領

集計

エラー連絡書送付

受領書受領

エラー連絡書

シ
ス
テ
ム

受付・点検処理

同意情報
データ

受領書送付

受領書、
集計情報ファイ
ル

特定健診等データ収集システム/特定健診等データ管理システム

蓄積

オンラインにより提出

資格チェック

同意情報
DB

実績報告デー
タ（匿名化
無）

特定健診情報管理機能

同意情報を登録

削除結果連絡書
送付

削除結果連絡
書

オンライン資格確認システム

資格情報等

Ｘ
問題あ
り

問題な
し

データ削除

削除結果連絡書
受領

重複データチェック

特定健診等データ収集システムから、ファイルチェック
完了後の“エラー無しトリガー” の連携を受け、情報
登録処理を開始する。また、“エラー内容”の連携を
受けた場合は、エラー有り情報を削除の上、情報登
録処理を開始する。
本処理は、社保系のみを対象として実施するため、
特定健診情報の連携元が社保/国保の区別を判断
した上で処理する。
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 健診情報の登録（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
健診情報の引継ぎ
※保険者間のデータの引継ぎ

ToBe

特定健診等データ収集システム／
特定健診等データ管理システム

自
治
体
・
福
祉
事
務
所

(

現
保
険
者)

過去保険者での特
定健診情報の取得
要求

実
施
機
関

（
支
払
基
金
・
国
保
中
央
会
）

特定健診情報管理機能

保険者システム

支
払
基
金
・
国
保
連
合
会

特定健診情報

保険者番号・被保険者番号

受付

資格チェック

資格情報DB

特定健診情報抽
出

保険者番号・被保険者番号

特定健診情報を
連携

特定健診情報

保険者番号・
被保険者番号

特定健診情報

特定健診情報

オンライン資格確認システム

オンライン資格
確認処理

過去保険者での特
定健診情報の受領

同意フラグの確認

同意情報DB

保険者の要求を受け、
オンライン資格確認
システムに特定健診
情報の連携を要求

保険者番号・
被保険者番号

保険者番号・
被保険者番号

特定健診情報を連
携

特定健診情報
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Ⅲ.資格確認
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 資格確認（医療機関）（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
医療券情報の確認

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等

運
営
主
体
（
支
払
基
金
・

国
保
中
央
会
）

オンライン資格確認システム

医
療
機
関
等

資格確認システム接続端末

医療機関等システム(レセコン等)

受
付
窓
口

シ
ス
テ
ム

被
保
護
者

医療機関で診察を
申し込む

受付
マイナンバーカード
の提示依頼、問
診票作成依頼を
行う

問診票様
式

受診
等

診察
等

問診票を窓口に
提出する

マイナンバーカードをかざす(読
取)

オンライン資格確
認処理
（利用者証明
用電子証明
書）

マイナンバーカー
ド読取り情報
(利用者証明
用電子証明
書)

資格照会要求情報
(医療機関コード、
利用者証明用
電子証明書のシリアル番号、
照会日時 等)

回答表示

回答記録・回
答送信

問診票及び資格情
報を確認し、医療
機関等システムに
登録する

患者情報

資格情報
(資格情報（公費負担者番号・受給
者番号を含む）等)

エラーの有無を確
認、オンライン資
格確認の結果を
伝達する

オンライン
資格確認
結果の通知
（口頭）

依頼
（口
頭）

結果確認後、問
診票を記入する

患者を呼ぶ

資格照会回答情報（資格情報（公費負担者番号・受給者番号を含む）／無効／エラー）

資格照会回答情報
（資格情報（公費負担者番号・受給者
番号を含む）／無効／エラー）

利用者証明
用電子証明
書の有効性
確認

問診票を受け取
る

問診
票

資格情報取得

資格情報等

特定機
関認証

CRL確認ログ

Ｘ

PIN無し認
証

PINあり
認証

マイナン
バーカー
ド読取り
情報(利
用者証
明用電
子証明
書)

ToBe
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 資格確認（医療機関）（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
医療券情報の確認
※受給者番号等によるオンライン資格確認のパターン

ToBe

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等

運
営
主
体
（
支
払
基
金
・

国
保
中
央
会
）

オンライン資格確認システム

病
院
・
診
療
所

資格確認システム接続端末

受
付
窓
口

シ
ス
テ
ム

被
保
護
者

医療機関で診察を
申し込む

保護決定通知書、
受給者証等を受
け取る

保護決定通知書、
受給者証等

問診票様
式

結果確認後、問
診票様式を持っ
て席に行き、問診
票に記入する

受診等

診察等

問診票を窓口に
提出する

問診票を受け取
る

問診票

オンライン資格確認処理
（公費負担者番号、受
給者番号）

資格照会要求情報(医療機関コード、
公費負担者番号、受給者番号、
生年月日の月日、照会日時 等)

回答表示

回答記録・回答
送信

エラーの有無を確認、
オンライン資格確認
の結果を伝達する

患者情報

資格情報

公費負担者番号・受給
者番号によるオンライン
資格確認を行う

資格照会条件情報
(公費負担者番号、受給者番
号、生年月日の月日）

患者を呼ぶ

証を受取り、席に
戻る

依頼

証返却を行う

保護決定通知書、
受給者証等

資格照会回答情
報（資格情報）
／
無効／エラー）

資格照会回答情報
（資格情報）／無効／エラー）

枝番の記載が無い場合も資格情
報を確認可能とする。

複数の資格が該当した場合、
窓口担当者が氏名等から特
定作業を行う。

問診票作成依頼
を行う

問診票及び資格情
報を確認し、診療
所システムに登録す
る

資格情報
(資格情報、公費負担者番号、受給者番号 等)

オンライン
資格確認
結果の通知

病院・診療所システム(レセコ
ン等)

患者情報

受給者番号の規格を
合わせ、資格情報取
得

資格情報等

被保護者の公費負担者番号・受
給者番号・生年月日が記載され
た証を対象とする。
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 資格確認（医療機関）（ToBe）

業務パターン ＜例外パターン＞
医療券情報の確認
※医療機関コードにより医療券情報を一括照会するパターン（事後的・月次の資格確認）

ToBe

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等

運
営
主
体
（
支
払
基
金
・

国
保
中
央
会
）

医
療
機
関
等

受
付
窓
口

シ
ス
テ
ム

オンライン資格確認システム

資格確認システム接続端末

医療機関等システム(レセコン等)

医療機関コードによる一括
照会を指示する

オンライン資格確
認処理
（医療機関コー
ド）

資格照会要求情報
(医療機関コード、
照会日時 等)

回答記録・回
答送信

資格情報取得

資格情報等

回答表示

資格情報
(資格情報（公費負担者番号・受給
者番号を含む）等)

資格照会回答情報
（資格情報（公費負担者番号・受給者
番号を含む）／無効／エラー）

エラーの有無を確
認、オンライン資
格確認の結果を
受領する

患者情報

確認できた資格情
報等を、医療機関
等システムに登録
する

資格照会条件情報
(医療機関コード）

・医療券情報の指定医療機関コードが、照会元医
療機関コードと一致する医療券情報、紐づく資格
情報を一括で連携する
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 資格確認（薬局）（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
調剤券情報の確認

ToBe

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等

運
営
主
体
（
支
払
基
金
・

国
保
中
央
会
）

オンライン資格確認システム

薬
局

資格確認システム接続端末

薬局システム(レセコン含む)

受
付
窓
口

シ
ス
テ
ム

被
保
護
者

処方せん等を提出す
る

処方せん、
お薬手帳、
各種認定証等

初回質問票様式

処方せんを基に患
者履歴を照会し、
初診/再診を確認
する

患者履歴

氏名、
生年月日等

初診確認後、初
回質問票作成を
依頼する

初回質問票を窓
口に提出し、席に
戻る

初回質問票を受け取り、
初回質問票内容を薬局
システムに登録する

患者情報

初回質問票

初回質問票

薬剤
受取等

初回質問票を受け取り、
初回質問票に記入する

受付窓口に向い、マイナンバーカード
をかざす(読取)

オンライン資格確認
処理
（利用者証明用
電子証明書）

資格照会要求情報
(医療機関コード、
利用者証明用
電子証明書のシリアル番号、
照会日時 等)

回答表示

回答記録・回
答送信

資格情報を確認し、薬局
システムに資格情報を追
記する

患者情報

資格情報
(公費負担者番号＋
受給者番号、資格情
報)

オンライン資格確
認の結果を伝える

各種認定証等、
オンライン資格確認
結果の通知

結果を確認し、席
に戻る

資格照会回答情報（資格情
報＋公費負担者番号＋受給
者番号／無効／エラー）

資格照会回答情報（資格情報＋公費負担者番号＋
受給者番号）／無効／エラー）

利用者証明用電
子証明書の有効
性確認

患者を呼び、マイ
ナンバーカード読
み取り依頼する

調剤等

資格情
報取得

資格情報等

特定機
関認証

CRL確認ログ

マイナンバーカー
ド読取り情報
(利用者証明
用電子証明
書)

Ｘ

PIN無し認
証

PINあり
認証

マイナン
バーカー
ド読取り
情報(利
用者証
明用電
子証明
書)
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業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 資格確認（薬局）（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
調剤券情報の確認
※受給者番号等によるオンライン資格確認のパターン

ToBe

薬
局

オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等

運
営
主
体
（
支
払
基
金
・

国
保
中
央
会
）

オンライン資格確認システム

資格確認システム接続端末

薬局システム(レセコン含む)

受
付
窓
口

シ
ス
テ
ム

患
者

処方せん等を提出す
る

処方せん、
お薬手帳、
各種認定証等

初回質問票様式

処方せんを基に患
者履歴を照会し、
初診/再診を確認
する

患者履歴

氏名、
生年月日等

初診確認後、
初回質問票
作成を依頼
する

初回質問票を窓口に提出し、席
に戻る（保護決定通知書等を
提出している場合、受け取る）

初回質問票を受け取り、初回質問
票内容を薬局システムに登録する
（保護決定通知書等を預かってい
る場合、返却）

患者情報

初回質問票

初回質問票

薬剤
受取等初回質問票を

持って席に戻り、
初回質問票に
記入する

被保護者であることを確認
する

調剤等

オンライン資格確認処理（公費負
担者番号、受給者番号）

回答表示

回答記録・
回答送信

薬局システムに資格
情報を登録する

患者情報

資格情報
(資格情報 等)

公費負担者番号・受給者
番号によるオンライン資格
確認を行う

患者を呼び、オンライン
資格確認の結果を伝え、
保護決定通知書等の
提出を依頼する

（エラー有りの場
合）保護決定通知
書等を提出し、席に
戻る

資格照会回答情報
（資格情報）／
無効／エラー）

資格照会条件情報
(公費負担者番号、受給
者番号、生年月日の月
日）

資格照会要求情報
(医療機関コード、
公費負担者番号、受給者番号、
生年月日の月日、照会日時 等)

・薬局でオンライン資格確認を行う場
合に実施し、実施しない場合は「患
者を呼び、証返却」に進む。

資格情報確
認結果、エ
ラーの有無

エラー有り

エラー無し

オンライン資格確認した結果、
「エラー無し」の場合、「初回質
問票を窓口に提出」に進む

（提出している場合）
保護決定通知書等

保護決定通知書
等

受給者番号の
規格を合わせ、
資格情報取得

資格情報等

資格照会回答情報
（資格情報）／無効／エラー）

処方箋の発行から期間が経っていない
場合、省略する運用も考慮
事後的に薬局→福祉事務所に対して
調剤券情報の登録依頼が必要
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Ⅳ.資格確認実績（ログ情報）の連携
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オ
ン
ラ
イ
ン
資
格
確
認
等

運
営
主
体
（
支
払
基
金
・

国
保
中
央
会
）

医
療
機
関
等

受
付
窓
口

シ
ス
テ
ム

被
保
護
者

回答表示

回答記録・回
答送信

エラーの有無を確
認、オンライン資
格確認の結果を
伝達する

資格照会回答情報
（資格情報（公費負担者番号・受給者番号を
含む）／無効／エラー）

資格照会回答情報
（資格情報（公費負担者番号・受給者
番号を含む）／無効／エラー）

オンライン資格確認システム

資格確認システム接続端末

医療機関等システム(レセコン等)

自
治
体
・
福
祉
事
務
所

職
員

シ
ス
テ
ム

生活保護システム

審
査
支
払
機
関

（
支
払
基
金
・

国
保
連
合
会
）

医療保険者等向け中間
サーバー等

資格情報取得

資格情報等

シ
ス
テ
ム

シ
ス
テ
ム

資格確認実績
(ログ情報)

資格確認実
績
（ログ情報）

資格確認実績
(ログ情報)

資格確認実
績
（ログ情報）

資格確認実績
（ログ情報）の
取得を指示する

資格確認実績
（ログ情報）を
要求する

資格確認実績
(ログ情報)

資格確認実績（ロ
グ情報）を取得。
頻回受診の傾向が
ある者を特定する

資格情報等

未委託の医療機
関等での資格確
認を特定する

助言・指導等の
対象者を登録す
る

指導対象者

対象者に助言・
指導等を行う

資格確認実
績
（ログ情報）

対象者

※以降の医療機関受
診
のフローは省略

※以降の診療のフローは省
略

・医療機関等でマイナンバーカードの
読取等が実施され、医療機関等から
資格情報等が要求されるフローまでは、
資格確認（通常パターン）と同様

業務フロー
図
(BPMN)

業務フロー名 資格確認実績（ログ情報）の分析（ToBe）

業務パターン ＜通常パターン＞
資格確認実績（ログ情報）の分析

ToBe
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LGWAN接続系

個人番号利用事務系

福祉事務所 支払基金・中央会

生活保護システム/
統合専用端末

レセプト管理システム

医療保険者等向け
中間サーバー等

オンライン資格確認等
システム

オンライン請求システム

FW IP-VPN

マイナン
バーネット
ワーク等

生活保護システム/
統合専用端末内のデータ

・個人番号
・資格情報等

ルータ LGWAN

• 【ポイント④】
• 生活保護システム→医療保険者
等向け中間サーバー等に対して、
特定通信の制御を施し、他の別
システム等に接続しない仕様として、
個人番号及び資格情報等を連携
する。

• 【ポイント②】
• 生活保護システムは、
新たにレセプト管理
システムのネットワー
クに接続する。

• 【ポイント①】
• 生活保護システムから連携する場合は
サーバー間連携を基調としつつ、統合専
用端末による連携も可能とする。

• 【ポイント③】
• 生活保護システムはレセプト管理シ
ステムが利用している既存のネット
ワーク（LGWAN→IP-VPN）に
接続するものの、生活保護システム
⇔レセプト管理システムは直接接続
しない。

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.9 補足資料_QA一覧項番52

新規でネットワークを敷設するコストを削減するため、レセプト管理システムとオンライン請求システムが接続する既存のネットワークを最大
限活用します。
特定通信の制御を施すことで、生活保護システム/統合専用端末→医療保険者等向け中間サーバー等に対して、個人番号及び資格
情報等を連携します。
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レセプト用データDB

福祉事務所：A

福祉事務所：A

福祉事務所：B

福祉事務所 レセプト管理システム環境 支払基金・中央会

レセプト用端末

レセプト用端末

オンライン請求システム

LGWAN

レセ情報：a

IP-VPN

福祉事務所：B

レセ情報：b

FW/ルータ

福祉事務所：A

レセ情報：a

福祉事務所：B

レセ情報：b

（AsIs）クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所

FW/ルータ

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.9 補足資料_QA一覧項番52

現行、クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、レセプト用端末を利用して、レセプト管理システム環境内のレ
セプト情報を閲覧している。
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（ToBe）クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所_生活保護システム

オン資用データDB
(一時領域)

福祉事務所：A

福祉事務所：A

福祉事務所：B

福祉事務所 レセプト管理システム環境 支払基金・中央会

生活保護システム

生活保護システム

オン資データ転送用機能(仮)
医療保険者等向け

中間サーバー等LGWAN医療券情報：a

医療券情報：b

医療券情報：a

マイナンバー
ネットワーク

IP-VPN

福祉事務所：B

福祉事務所：A

福祉事務所：B

福祉事務所：C

FW/ルータ

FW/ルータ 医療券情報：b

医療券情報：a

医療券情報：b

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.9 補足資料_QA一覧項番52

オン資導入後（サーバー間連携） 、クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、生活保護システム→（
LGWAN）→レセプト管理システム環境に医療券情報等を連携し、その後、レセプト管理システム環境→（IP-VPN・マイナンバーネッ
トワーク）→医療保険者等向け中間サーバー等に対してレセプト管理システム環境から纏めてデータ連携を行います。
※但し、レセプト管理システム環境→医療保険者等向け中間サーバー等の接続用ネットワークIDは福祉事務所単位とします。
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（ToBe）クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所_統合専用端末

オン資用データDB
(一時領域)

福祉事務所：A

福祉事務所：A

福祉事務所：B

福祉事務所 レセプト管理システム環境 支払基金・中央会

統合専用端末

統合専用端末

オン資データ転送用機能(仮)
医療保険者等向け

中間サーバー等LGWAN医療券情報：a

医療券情報：b

マイナンバー
ネットワーク

IP-VPN

福祉事務所：B

福祉事務所：A

医療券情報：a

福祉事務所：B

医療券情報：b

福祉事務所：C

FW/ルータ

FW/ルータ

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.9 補足資料_QA一覧項番52

オン資導入後（統合専用端末連携） 、クラウド版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、統合専用端末→（
LGWAN・IP-VPN・マイナンバーネットワーク）→医療保険者等向け中間サーバー等に対して医療券情報等を登録することとします。
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（AsIs）オンプレ版レセプト管理システムを利用する福祉事務所

福祉事務所：A

福祉事務所 支払基金・中央会

生活保護システム

オンライン請求システム

福祉事務所：A

レセ情報：a

福祉事務所：B

レセ情報：b

オンライン請求用端末

福祉事務所：B

生活保護システム オンライン請求用端末

FW

FW

ルータ

ルータ

IP-VPN

IP-VPN

レセプト管理システム

レセプト管理システム

USB等

USB等

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.9 補足資料_QA一覧項番52

現行、オンプレ版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、オンライン請求用端末を利用し、オンライン請求用端末→（
IP-VPN）→レセプト管理システムに対してレセプト情報を取り込み、審査業務などを実施している。
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（ToBe）オンプレ版レセプト管理システムを利用する福祉事務所

福祉事務所：A

福祉事務所 支払基金・中央会

生活保護システム/統合
専用端末 オンライン請求用端末

福祉事務所：B

生活保護システム/統合
専用端末 オンライン請求用端末

レセプト管理システム

レセプト管理システム

FW

ルータ

IP-VPN

FW

ルータ

IP-VPN

医療保険者等向け
中間サーバー等

福祉事務所：A

医療券情報：a

福祉事務所：B

医療券情報：b

福祉事務所：C

マイナンバー
ネットワーク

3. 要件整理支援
3.3. 要件整理の検討経緯
3.3.9 補足資料_QA一覧項番52

オンライン資格確認導入後 、オンプレ版レセプト管理システムを利用する福祉事務所においては、生活保護システム→（IP-VPN・マイ
ナンバーネットワーク）→医療保険者等向け中間サーバー等に対して医療券情報等を登録することとします。


